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１．はじめに 
 

「災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計画」（以下，「本研究計画」という。）は，地震や火山

に関する研究者集団が内在的動機に基づいて立案した学術研究を統合的に推進し，その成果を活用すること

で災害の軽減に貢献することを目標として，平成26年度からの５か年計画として策定された研究計画であ

る。平成23年の東日本大震災の発生を受け，これまでの「地震及び火山噴火予知のための観測研究計画」の

方針が大幅に見直された。本研究計画では，地震・火山噴火の現象理解と発生予測を目指す研究を中核とし

つつも，それらによる災害誘因*を予測する研究も組織的・体系的に進めることとし，それらの成果を最大限

に活用することで防災・減災に貢献する方針を明確にした。この計画に基づき，関係機関において地震及び

火山の観測研究が実施されてきた。本研究計画は以下の４項目で構成されている。 

 

 １. 地震・火山現象の解明のための研究 

 ２. 地震・火山噴火の予測のための研究 

 ３. 地震・火山噴火の災害誘因予測のための研究 

 ４. 計画を推進するための体制の整備 

 

 上記項目のうち，１は地震・火山噴火の発生予測や地震・火山噴火に伴う地震動，津波，火山灰，溶岩流

などによる災害に備えるための基本として重要である地震・火山現象の科学的解明のための研究を行ったも

のであり，次の中項目からなる。 

（１） 地震・火山現象に関する史料，考古データ，地質データ等の収集と整理 

（２） 低頻度大規模地震・火山現象の解明 

（３） 地震・火山噴火の発生場の解明 

（４） 地震現象のモデル化 

（５） 火山現象のモデル化 

 

 ２は，１で得られた科学的理解に基づき地震と火山噴火の予測を目指した研究を行ったものであり，次の

中項目からなる。 

（１） 地震発生長期評価手法*の高度化 

（２） モニタリングによる地震活動予測 

（３） 先行現象に基づく地震活動予測 

（４） 事象系統樹*の高度化による火山噴火予測 

 

 ３は，地震・火山噴火が引き起こす地震動や津波，火山灰や溶岩流などの災害誘因を予測するための研究

を行うとともに，自然・社会の脆弱性である災害素因*と災害誘因の結びつきを考慮して地震・火山現象によ

る災害事例や災害発生機構を研究し，地震・火山に関する情報を災害軽減に利用するための方策を研究した

ものであり，次の中項目に分けられている。 

（１） 地震・火山噴火の災害事例の研究 

（２） 地震・火山噴火の災害発生機構の解明 

（３） 地震・火山噴火の災害誘因の事前評価手法の高度化 

（４） 地震・火山噴火の災害誘因の即時予測手法の高度化 

（５） 地震・火山噴火の災害軽減のための情報の高度化 
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 ４は，計画全体を組織的に推進する体制の整備や，基礎的な観測体制の強化を図るものであり，本研究計

画全体の研究基盤の開発・整備が含まれ，次の中項目に分けられている。 

（１）推進体制の整備 

（２）研究基盤の開発・整備 

（３）関連研究分野との連携の強化 

（４）研究者，技術者，防災業務・防災対応に携わる人材の育成 

（５）社会との共通理解の醸成と災害教育 

（６）国際共同研究・国際協力 

 

 本研究の実施に当たり，平成23年（2011年）東北地方太平洋沖地震（以下，「東北地方太平洋沖地震」と

いう。），南海トラフの巨大地震，首都直下地震，桜島火山噴火については，多項目に亘る実施計画の遂行

が災害科学の発展に着実に貢献できることや，発生した場合の社会への影響の甚大さから，上記４項目を含

む総合的な研究として重点的に推進した。また，本研究計画の実施期間中，全国の火山で次々と水蒸気噴火

が発生し，中でも平成26年の御嶽山噴火と平成30年の草津白根山（本白根）噴火は多数の死傷者を出す災害

となった。当初の実施計画では，御嶽山の観測研究に取り組む個別課題がなかったが，同年に噴火した口永

良部島と阿蘇山がマグマ性の活動に移行したこともあり，平成27年度から研究課題の一部を再編して，この

３火山の観測研究に統合的に取り組んだ。 

 本研究計画は，国立大学法人等，国立研究開発法人，独立行政法人，政府機関，公設試験研究機関1が策定

した146の実施計画（個別課題）及び公募による17の実施計画（個別課題），拠点間連携共同研究2*としての

12の実施計画（個別課題）からなっている。平成26〜30年度の個別課題の成果は，各年度の年次報告【機関

別】（文部科学省及び地震・火山噴火予知研究協議会3*のホームページに掲載）に取りまとめられている。こ

れらの個別課題による研究成果を基に，本研究計画の項目別に平成30年度の成果を取りまとめたものが本報

告書である。また，平成30年度は５か年計画の最終年度に当たることから，平成26～30年度の成果を改めて

概観し，併せて本報告書に記載した。 

 本報告書では，難解な学術用語をなるべく避け，平易な文章で学術的成果を記述することを心がけて作成

した。しかし，説明が冗長となることを避けるためにやむを得ず専門用語等を使用する場合には，本報告書

付録の「用語解説」4のページで当該用語を解説しているので，必要に応じて参照されたい。 

 また，本報告書では，研究課題を[0101]のように課題番号で示している。それぞれの研究実施機関・研究

課題名・研究代表者については「災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計画（平成30年度）研究課

題一覧」のページを参照されたい。 

                                                      
1 国立大学法人等（北海道大学，弘前大学，東北大学，秋田大学，新潟大学，東京大学，東京工業大学，名古屋大学，京

都大学，鳥取大学，高知大学，九州大学，鹿児島大学，立命館大学，東海大学），国立研究開発法人（情報通信研究機

構，防災科学技術研究所，海洋研究開発機構，産業技術総合研究所），独立行政法人（国立文化財機構），政府機関（国

土地理院，気象庁，海上保安庁），公設試験研究機関（北海道立総合研究機構，山梨県富士山科学研究所） 
2「地震・火山科学の共同利用・共同研究拠点」である東京大学地震研究所と「自然災害に関する総合防災学の共同利用・

共同研究拠点」である京都大学防災研究所が連携して進める共同研究。両拠点の研究者が中核となって研究計画を立て全

国の研究者の参画を募集する「参加者募集型研究」と，両拠点の呼びかけにより研究課題を公募する「課題募集型研究」

からなる。 
3 東京大学地震研究所には，本研究計画で立案された研究を推進する目的で地震・火山噴火予知研究協議会が設置されて

いる。 
4 用語解説に掲載している用語に，下線（点線）と*を付記している。 
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 また，参考資料には［地震・火山噴火予知研究協議会が取りまとめた計画推進部会及び総合研究グループ

等別の成果］を添付した5。これは上記の中項目別あるいは研究テーマ別に学術報告として成果を取りまとめ

たものであり，より詳細な成果が報告されているので参考にされたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

                                                      
5 研究分野ごとに効率的かつ調和的に研究を推進するために，地震・火山噴火予知研究協議会には８の計画推進部会と４

の総合研究グループが設置された。 
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2016年熊本地震:
複雑な地震活動
（P11, 図6）

火山噴火避難
シミュレーション（P24, 図12）

プレート境界の滑り
速度変化（P9, 図4)

巨大地震の強震動予測（P18, 図10）
分野横断型リスク評価（P20, 図11）

津波堆積物調査による
巨大地震発生履歴（P7, 図2）

史料調査と歴史地震
（P6, 図1）

大阪府北部の地震（P26, 図13）
胆振東部地震（P28, 図14）

南海トラフ沿いの固着状態
の時空間変化（P8,  図3）

土地利用変化と災害（P17, 図9）
GISの災害軽減への活用（P43, 図18）

多項目観測で見た火山
活動の推移（p13, 図7）

噴火事象分岐条件（P14, 図8）
噴火事象系統樹（P37, 図17）

日本列島基本構造モデル
（P33, 図16）

巨大地震後の地殻変動と
そのメカニズム（P10,  図5）

巨大地震の発生サイクルと
地殻上下変動（P31,  図15）

 
 
 
  

成果の概要概念図  

 災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究平成 30年度成果のまとめ 

災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究の全体像を描き，その主要な成果を吹き出しで記述した。

詳しくは吹き出しに記載されたページと図を参照。 
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２．５年間の成果の概要 

 
２－１．地震・火山現象の解明のための研究 

 
低頻度大規模現象である地震・火山噴火現象の解明には，近代的観測データだけでなく，史料，考古データ，

地形・地質データの活用が必要である。歴史地震研究の基盤である各種地震史料のデジタルデータ化と校訂作

業を進め，新たに地震関連史料データベースを構築した。全国各地の遺跡発掘調査報告書から，考古遺跡に残

された災害痕跡の記事を抽出・分析し，災害痕跡データベースの作成を新たに開始した。また，これらのデー

タベースを統合し，より利用しやすいシステムの開発も進んでいる。これらの新たな取組は，長期間にわたる

地震・火山現象や，それによる災害の解明の進展を支える重要な基盤となることが期待される。安政南海地震

の余震の発生状況を，日記史料から推定する試み等が行われるなど，歴史地震のより具体的な実像が明らかに

されつつある（図１）。さらに，各地の史料の発掘や調査が進められ，歴史地震の被害状況などの解明も進め

られた。津波堆積物 *の調査も着実に進められ，中世に日本海溝で発生した巨大地震が 1454年享徳地震と同定

されるなど（図２），浸水範囲の推定や広域比較による発生年代の検討が進んだ。 
 プレート *境界で発生するスロー地震 *について，様々な地域での詳細な研究が進展した。活動特性や発生場

の地下構造などの観測研究や，岩石摩擦や摩擦構成則 *を用いたシミュレーション研究などを通じて，大地震

震源域の応力状態や周辺への応力載荷 *との関係の検討が進んだ。南海トラフでは，広域的なプレート間固着

の状態や，スロー地震に伴う固着の時間変化が海底地殻変動観測や孔内観測等から明らかにされた（図３）。

日本海溝と千島海溝では，周期的なスロー地震が存在し，それが地震活動の活発化に寄与することが確認され

た（図４）。東北地方太平洋沖地震の震源域の断層帯の構成物質をはじめとする海底掘削や海底面で採取され

たサンプルを用いた実験が行われ，岩石や間隙水圧 *の違いにより多様な滑り現象が起こり得ることが確認さ

れた。今後は，これらの成果をさらに発展・融合させ，南海トラフなどで拡充される GNSS*等のモニタリング

の実データを用いた断層摩擦パラメータ *推定を目指したデータ同化実験などが期待される。 
広域的な応力場 *の変化と内陸部断層への応力載荷を，一つのシステムとして理解する試みが，東北地方太平

洋沖地震に関する研究の中で重点的に進められた。海底地殻変動観測で明らかになった西向きの地殻変動場の

再現や，数百年にわたる地震サイクル間の沿岸部の上下変動の理解には，粘弾性 *構造の考慮が不可欠である

ことが確定的になった（図５）。内陸部では，地震活動の活発化や静穏化から，応力の不均質性や地殻流体の

関与に関する詳細な検討が行われた。余効変動 *データを用いたシミュレーションから，東北日本弧下のレオ

ロジー構造の推定が進み，応力場モデリングからは日本海溝のプレート境界の強度がこれまで想定されていた

ものより非常に弱いことが示唆された。 
 2016年に発生した熊本地震（図６）では，断層面上の地震時の滑りの方向が，事前の応力場から期待される

滑りの方向にほぼ一致していることが明らかにされた。内陸地震発生場の応力場は強い空間不均質性を持つが，

列島スケールでは活断層は現在の広域的な応力場に対して滑りやすい方向に形成される傾向にあることが明

らかにされた。内陸のひずみ集中帯では，プレート境界の巨大地震のような外力に影響されることなく，ひず

みの蓄積が進行することが見出された。地震のメカニズム解 *から地殻内間隙流体圧場の時空間変化を推定す

る手法の開発が進み，注水実験による誘発地震や御嶽山周辺域の群発地震活動のデータから，地震の発生にお

ける応力と間隙流体圧の役割の理解が進んだ。このように，内陸での応力集中のメカニズムを地下構造や変形

場，強度と関連させて統一的に検討する試みが進んだ。これまでに蓄積されてきた日本列島周辺の基本的な構

造のコンパイル作業が進められ，プレート境界やモホ面の形状などのデジタルデータが公開された。この情報

は，観測データの解釈やシミュレーション等を行う上で欠かせないものであり，広く地震・火山噴火の研究に

利用されることが期待される。 
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図２．1454年享徳地震の復元 

炭素年代測定から 1454 年享徳地震によるものと判断された津波堆積物の検出位置と，復元された当時の海岸

線を基に行った浸水シミュレーションによって，享徳地震の規模がモーメントマグニチュード（Mw）8.4以上

であったと推測された。 
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図４．プレート境界の滑り速度変化と地震発生との比較 

北海道〜関東地方の沖合のプレート境界断層の広い範囲で，プレート境界の滑り速度が概ね周期的に変化して

いることを小繰り返し地震及び地殻変動データから発見した。滑り速度が普段よりも速くなると，プレート境

界の固着が緩むため大きな地震が起こりやすくなる傾向があることが示された。(a)解析に用いた相似地震の

分布（赤色丸）。赤色の矩形（領域 A）は，(b)図の領域に対応する。白線は 2011年東北地方太平洋沖地震の滑

り域，黒線は他の大地震の滑り域を示す。(b)繰り返し地震データから推定した三陸沖西部でのプレート境界

での滑り速度（灰色）と，GNSSデータから推定した地表面の短縮速度（紺色）の時系列。上部のパネルはマグ

ニチュード５以上の地震活動を示し，緑はそのうち，プレート境界の滑り速度が増加している際に発生したも

のを表す。 
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図５．2011年東北地方太平洋沖地震後の地殻変動とその原因を説明するモデル 

2011 年東北地方太平洋沖地震後の地殻変動とその変動を説明するモデル。左図：陸上 GNSS と海底 GNSS-A に

よって測定された 2012年から 2016年の間の地殻変動速度。 

矢印は水平変動速度で，陸上のコンター（青と赤の色）は上下変動速度。宮城県沖では陸とは逆向きの西向き

の変動が卓越している。陸上では奥羽山脈を境に東西で上下変動が逆転している。右図：地殻変動のパターン

を説明する地下構造のモデル。宮城県沖の海陸の逆向きの変動は，海洋プレート下のマントルの粘性的な振る

舞いによって説明される。地震発生時に海溝軸近くの海洋プレートが大きく西向きに動くことにより，特に海

溝軸外側（海側）の海洋プレート直下のマントルにも西向きの流れが生じる。この流れにより，地震後も，海

溝軸近くの海洋プレートは西向きに動き続ける。陸側のプレートは，地震時に東向きに動くため，陸側のプレ

ート直下のマントルにも東向きの流れが生じ，地震後も陸側のプレートは東向きに動き続ける。 
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図６．2016年熊本地震：複雑な地震活動 

(a)左図：熊本地震に伴う干渉 SAR解析による地表変動の様子。右図：干渉 SAR解析により提案された熊本地

震の震源断層モデル。地表変動を説明するために少なくとも３枚の異なる断層面に沿う断層運動を仮定する必

要である。(b)前震（2016年４月 14日 M6.5）から本震（2016年４月 16日 M7.3）に至る地震活動の震源分布

の推移。震央分布（上）と代表的な深さ断面図（下）に，累積の震源分布を示す。丸印の色と大きさは，地震

の深さとマグニチュードをそれぞれ表す。 
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 火山に関しては，カルデラを形成した噴火に着目して地質調査や掘削，岩石学的検討などを行った。九州地

域の火山では，カルデラ形成に先行する小規模な活動が認められるのに対し，北海道の火山では認められない

傾向があること，カルデラ噴火を引き起こす源であるマグマ供給系は単一のマグマ溜まり *ではないこと，噴

煙柱形成・崩壊とクライマックスのステージ発生時間間隔などが異なるなど噴火活動の推移に多様性があるこ

とを明らかとした。また，2014 年御嶽山噴火の前後で，火山性地震のメカニズム解が変化したことをつきと

め，応力場の時間変化に基づく火山活動のモニタリング手法を提案した。 
 火山現象のモデル化では，過去の噴出物分析と物理観測の両面で進展が見られた。前計画で開発した高精度

の分析手法を，２万９千年前の姶良カルデラ噴火や 1707 年の富士山宝永噴火の噴出物に適応することで，マ

グマ溜まりの含水量や温度圧力の変遷という観点から大規模噴火の準備過程をモデル化した。また，桜島の噴

出物については，最新の撮像技術を用いて，石基 *中の微結晶（１ミクロン以下）のサイズ分布を調べ，準プ

リニー式噴火やブルカノ式噴火 *，溶岩流出といった噴火様式の違いと火道浅部におけるマグマの上昇速度の

関係を明らかにした。 

 一方，地球物理観測による噴火のモデル化については，広帯域地震計観測データの解析から，2017～2018年

の新燃岳噴火発生前に火道内で圧力が蓄積される過程を明らかにした。また，本計画期間中に発生した口永良

部島，御嶽山，草津本白根山の水蒸気噴火を比較したところ，噴火数分～十数分前から火口近傍の観測点で火

山性微動と地下浅部の膨脹が観測された後，噴火開始とともに地盤が収縮に転じるという共通の特徴があるこ

とが分かった。また，噴火準備期にあると考えられる十勝岳や吾妻山，阿蘇山では，2014年口永良部島噴火前

と同様な，継続的な熱消磁 *が続いており，熱水系 *を持つ火山の準備過程に類似性があると推察された。 

 
２－２．地震・火山噴火の予測のための研究 

 
科学的理解に基づいて地震発生や火山噴火，及び地震活動や火山活動の予測を目指した様々な研究が実施さ

れた。 
地震発生長期評価手法の高度化のために，津波堆積物，地形地質等の調査を進め，過去の大地震の発生履歴

に関するデータが新たに収集され，既存のデータとあわせて解析することで，大地震の発生間隔の多様性に関

する理解が進んだ。さらに，近年の地震及び地殻変動の海底観測の進展により，プレート境界の固着状況の詳

細が明らかになった。特に，南海トラフ沿いのプレート間では，海底地殻変動観測によって推定された滑り欠

損 *速度の分布を基に，数値計算によって大地震時の動的な断層破壊過程をシミュレートすることに成功し，

今後発生し得る巨大地震のシナリオを複数作成した。 
スロー地震に関する様々な研究を中心にして，地震活動や測地データ等の観測データと物理モデルに基づく

数値シミュレーション研究の推進によって，プレート境界滑りの時空間発展の包括的な理解が大幅に進んだ。

スロー地震の応力載荷により大地震が誘発されたと考えられる観測事例が増えるとともに，プレート境界の滑

り速度が一時的に速くなると地震が活発化しやすい傾向にあることも示された。また，新たな海底観測網の導

入により，日本海溝や南海トラフ沿いの地殻活動の時空間変化を詳細に捉えられるようになってきた。特筆す

べき点として，海溝軸付近のプレート境界浅部でも様々な種類のスロー地震が起きていることが新たに発見さ

れた。また，地殻変動データと数値シミュレーションとのデータ同化手法の高度化により，スロー地震発生時

のプレート境界面上の摩擦構成則パラメータの推定やその時間変化の抽出にも成功した。 
地震に先行して発生した様々な現象のうち十分な精度を持つ観測量について，大地震発生との相関を統計的

に評価した。その結果，様々な先行現象の中で，前震活動が他のものに比べ高い確率利得 *を有する現象であ

ることが明瞭に示された。ある地震活動を事前に前震と識別することは現時点では不可能ではあるが，群発的

な地震活動や空間的に密集度の高い地震活動が前震になりやすい傾向が徐々に見出されつつある。また，先行
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現象と地震発生を結び付けるメカニズムを明らかにし，先行現象と地震発生の関連について科学的な理解を深

めた。例えば，潮汐と巨大地震との関連を調べることで，潮汐力が高い時ほど開始した破壊が止まりにくい状

態にあるため，巨大地震が普段よりも僅かに起きやすいという解釈が提案された。 
浅間山，十勝岳，阿蘇山，蔵王山等を対象として，地質学的研究成果に基づいた噴火事象系統樹を作成する

とともに，一般的な作成手順を考案した。阿蘇山では，噴火発生前に多項目観測のデータに異常が現れ，噴火

発生予測に利用できることを示した（図７）。中でも，浅部へのマグマ貫入による熱消磁を示す地磁気変化が，

マグマ噴火では現れるのに対し水蒸気噴火では発現しないという，噴火様式の予測のための貴重なデータを得

た。桜島における山体変形データから測定されるマグマ貫入率と噴火規模や噴火様式との関係（図８），国内

の火山についての GNSS データに基づく噴火発生の判定方法，全世界データに基づく大地震発生後の噴火発生

確率など，分岐判断への定量的指標が示された。 
 

 
図７．多項目観測で見た火山噴火の推移 
九州の阿蘇山で，地殻変動，火口温度，放熱量，地震などの多項目観測を実施したところ，噴火の推移に応じ

て多くの観測項目のデータが明瞭に変化し，火山活動の活発化を反映している様子が捉えられた。グラフ中の

赤矢印は 2014年 11月のマグマ噴火前に見られた各観測量の上昇を表す。青矢印は 2015年９月に噴火警戒レ

ベルを２から３に引き上げる直前の活動度の変化を表す。青灰色の縦線は火口周辺に影響を及ぼした比較的規

模の大きい噴火を表す。一方，紫色の縦線が示す 2016 年４月の熊本地震の際はデータに変化の見られた観測

項目は限定的であった。 
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図８．桜島のマグマ供給系と噴火事象の分岐条件 

上図は桜島のマグマ供給系，下図は桜島において経験的に得られた，１日当たりのマグマ貫入量に基づく噴火

事象の分岐条件を示す。既に火道が存在している場合は，貫入量が増加するにつれてブルカノ式，溶岩噴泉，

溶岩流出へと噴火様式が変化する。新たに火道を作る場合は，106m３/日程度であれば噴火しないが，108m３/日

と推定された大正噴火では全島避難となるような大規模噴火となった。 
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２－３．地震・火山噴火の災害誘因予測のための研究 

 

1703年元禄地震，1855年安政江戸地震を始め，976年京都・近江の地震，1498年近畿地方の地震等におい

て，被災状況と災害対応の様子を読み解くことで，歴史災害における災害過程への理解が進んだ。2016年熊本

地震の調査研究からは「熊本地震発生前から活断層の存在を知っていた住民（全体の３割）についても，その

半数において『地震はたぶん起きない』と考えていた」という研究者とは乖離した住民のリスク認知の実態

を明らかとした。また，2018年大阪府大阪北部の地震等の調査研究から「被害量に関わらず，過去２地震と

比較して生活再建支援業務における罹災証明書の発行パターンは大きく異なるものではなかった」とい

う災害対応業務と地震被害との関係を明らかにした。地震・火山噴火研究において，本計画から取り組んだ

社会誘因 *から社会素因 *への波及効果の解明においては，歴史地震研究において一連の災害過程の記述を発見

したが，災害誘因に関しては科学的理解が進んでいない過去において記述が詳細でないことを確認する結果と

なった。さらに，科学的解明が進んでいる現代においても災害誘因理解が国民に広がっていないことが明らか

となった。また，社会素因における災害対応業務と被害規模との関わりを明らかにすることで，被害軽減策の

側面からの理解を深めた。 

災害誘因（地震や火山噴火），自然素因（地形や地盤），社会素因（土地利用や避難行動等の災害対応）の間

の関係性を明らかにするための研究を実施した。また，堆積平野・堆積盆地での強震動予測については，地下

構造モデルが得られない場合でも，震源放射特性係数の補正や経験的グリーン関数法の活用などにより，国外

の過去の被害地震の強震動評価を一定の精度で行えることを確認し，現実的な計算手法として利活用可能であ

ることを検証した。桜島大規模噴火による降灰リスクを気象条件を考慮して評価したところ，想定される降灰

分布によっては要避難人口の平均が 10万人を超え，避難が困難になる可能性が示された。東日本大震災で甚

大な津波被害に襲われたまちの土地利用変遷を分析すると，海岸近くの都市的土地利用は，過去の津波浸水経

験によって抑制されるが，全国規模の土地利用拡大期にはその効果は限定的なものとなる，との結果が得られ

た（図９）。 
国内外で発生した被害地震の震源インバージョン解析 *を精力的に実施し，東北地方太平洋沖地震における

周波数別地震波生成の空間的な棲み分けの分析や，既往スケーリング則 *の高精度化を通じて強震動予測の高

度化を進めた。また，関東平野や大阪平野などで堆積層構造のモデル化や，モデルの検証・改良を進めた。関

東平野の３次元地震動伝播シミュレーションでは，内陸浅発地震時に地殻及び堆積層構造により，P波到達直

後から S波到達までの間に大きな長周期地震動が生成されることを示した。過去に起こった地滑りの調査を精

力的に行い，地震時地滑りの地質・地形的特徴について，火山地域では軽石あるいは軽石直下の火山灰土が滑

り面になりやすいこと，非火山地域では重力斜面変形あるいは過去の地滑りに関連して地滑りが発生しやすい

こと明らかにした。地震波の散乱・減衰構造，地盤増幅特性の精緻化により，地震動の即時予測手法（PLUM 
法）の高度化に取り組んだ。また，観測データとの同化 *に基づくシミュレーションを試み，地震波が到達す

るよりも早く長周期地震動の予測結果を示すことができた（図 10）。 
 津波即時評価手法に関しては，S-netの利用を想定して海底圧力波形のデータ同化で津波波動場を予測する

手法を開発し，リアルタイム浸水予測手法と合わせ，東北地方太平洋沖地震の場合であれば 10 分以内に高精

度な浸水予測をすることを可能にした。地震規模を即時的に推定するための技術開発として，GNSS 搬送波位

相 *データから断層滑りを直接推定する手法の高度化を行い，リアルタイム地殻変動監視システム(REGARD)の

高度化に貢献した。火山灰拡散即時予測に関して，Xバンド MPレーダー*，ライダー*，GNSS観測により，噴煙

高度や移流・拡散，粒子形状についての情報をリアルタイムで把握できるようになった。また，このようなリ

モートセンシング技術によるデータと地上降灰観測の比較についての経験式を導出したほか，火山性地震と地

殻変動データを用いた火山灰拡散予測システムを構築した。 
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御嶽山噴火を事例として，住民ならびに登山者への調査を実施した。噴火の３年後においても噴火経験者に

は高い心理的ストレスが確認された。また，地元住民（下呂市・木曽町・大滝村）への調査では，事前のリス

ク認識に地域差は見られなかった。リスクコミュニケーションの課題抽出のための調査を国内外の事例から進

めた。サンフランシスコ湾岸地域の住民調査では，リスク推定値の不確実性を専門家が明示的に認めることで，

専門家は誠実で率直であるという確信が高まり，大きな信頼が得られることが分かった。積雪寒冷地を事例と

して，避難時の移動の際に生じうる課題を検討するためのシミュレーションツールを開発・実装した。防災教

育とともに，避難行動訓練の GPSログと想定津波シナリオを重ねて地理空間情報 *上で可視化することで，訓

練参加者の避難行動がより適切なものへと変容することが期待できる。平時より防災担当者が火山情報など

の防災情報と関係機関の各種観測情報を準リアルタイムで収集するシステムを構築した。さらに，観光客や

登山者などに火山防災情報をリアルタイムで提供することを目的として，このシステムが釧路市の集客施設に

設置された。 
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図 10．2011年東北地方太平洋沖地震の強震観測データ同化に基づく長周期地震動の予測実験 

（a）2011年東北地方太平洋沖地震の発震時から 100，120，140，160秒後時点の同化波動場（加速度の南北成

分）のスナップショット。（b）それぞれの時点の同化波動場（左）を用いて計算された，発震時から 220秒後

の予測波動場。（c）それぞれの時点の同化波動場を用いて計算された，新宿（TKY007）における予測波形と実

際に観測された波形（速度の南北成分）。（d）予測波形と観測波形の速度応答スペクトル（水平成分）の比較。 
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２－４．研究を推進するための体制の整備 
 
 地震・火山現象に関する研究を推進する体制を構築し，研究成果を災害軽減に活用するため，観測網やデー

タベースなどの研究基盤の整備・拡充と成果公開，国際的な共同研究の推進，幅広い人材育成，災害軽減に関

する教育や理解増進等の取組を組織的に行った。 
 
推進体制の整備 

 本研究計画の適切かつ効果的な推進のため，地震火山部会 *において各年次の計画の立案，成果の取りまと

めを行い，年次報告（成果の概要）を作成し，印刷及びホームページで公開した。地震・火山噴火予知研究協

議会においては，平成 28年度から行政機関，国立研究開発法人等が正式に参加し，また，企画部 *内に戦略室

を設置するなど実施体制の強化が図られた。 

 本研究計画の推進に当たっては，政府の地震調査研究推進本部が推進する地震調査研究との整合を考慮し，

成果報告シンポジウム等の機会において地震本部への研究成果の共有や情報交換を行った。津波や地震動の即

時予測及び事前想定の高度化，海溝型地震の発生予測手法の高度化，などの課題に対し，本計画は基礎・学術

研究の面から取り組んでおり，地震調査研究推進本部の施策に資するものと考えられる。 

「地震・火山科学の共同利用・共同研究拠点」である東京大学地震研究所と「自然災害に関する総合防災学

の共同利用・共同研究拠点」である京都大学防災研究所とが連携して，地震・火山噴火災害をもたらす誘因

の予測などに関して共同研究を進め，複合学術領域としての地震・火山噴火に関する災害科学を進展させ

た。 

 本計画実施期間の３年次に当たる平成 28年度に，計画の実施状況について自己点検を行い，平成 29年度に

は外部評価委員会による外部評価がまとめられた。この中で，災害の軽減に貢献することを意識した研究とい

う方向性の継続及び更なる発展が必要とされたことを受け，令和元年度以降の新たな地震火山観測研究計画の

策定を進めた。 

 

拠点間連携共同研究 

南海トラフで発生が懸念される巨大地震のリスク評価の精度向上を目指した様々な分野の研究を推し進め

た。具体的には，巨大地震の震源過程，震源から居住地域までの深部地下（地殻）構造・波動伝播，強震動，

浅部地下構造，津波，構造物等の特性をそれぞれの分野の専門家が検討し，それらがどのように関連し，最終

的な被害につながるかの科学的なリスク評価方法の確立を目指した（図 11）。さらに，「巨大地震のリスク評価

の精度向上に関する新パラダイムの構築」として，全体の研究を，(１) 想定される南海トラフ地震の震源過

程，(２)深部地下（地殻）構造とそれが地震波動伝播に及ぼす影響，(３)強震動予測手法の高度化，(４)浅部

地下構造が地震動に及ぼす影響，(５)津波予測モデルと津波被害予測手法，(６)構造物の被害予測手法の高度

化，(７)災害のリスク評価と意思決定，(８)災害情報の外部発信とステークホルダの関与，(９)コンピュータ

シミュレーションを用いた新たな地震リスク評価手法の開発，の９分野に分け，それぞれの分野で研究を深化

するとともに，各分野の相互連携を図る地震リスク評価プラットフォームを構築した。 
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図 11．研究分野横断型のリスク評価手法の構築 

南海トラフ地震が発生した際の高知県における人的被害（棟死亡率：木造２階建て１棟当たりの死亡率）につ

いて，震源断層，地震動予測式，地盤増幅率，建物被害率曲線，建物被害による損失額及び人的被害の各モデ

ルの不確実性を考慮して試算した。平均値は高知平野で特に高く，室戸岬と足摺岬及び高知平野と室戸岬の間

の沿岸部で高い。また，棟死亡率のばらつき（予測の幅）も同じ地域で高くなると推定された。 

 

 

 

研究基盤の開発・整備 

・地震・火山現象のデータベースとデータ流通 

 地震カタログを作成し，地震月報（カタログ編）として気象庁ホームページで公開した。平成 26年 11月

には英語版の Web公開を開始した。新たな地震検知手法である PF法を取り入れ，震源決定等を改善した。こ

れにより，地震カタログに登録される地震数は改善前の約２～３倍となった。また，西南日本の南海トラフ沿

いの深部低周波地震について，Matched Filter法 *による自動決定手法を導入し，暫定的に運用開始した。 

電子基準点リアルタイム解析システムにおいて，全国の電子基準点を対象として安定した運用ができるよう

システムの調整を行った。また，精密単独測位法 *を導入し，試験運用を実施した。 

S-netの観測データについては，海底地震津波観測網データダウンロードページより公開を開始し，JDXnet*
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での流通についても準備を進めた。DONETの観測データについては，海底地震津波観測網データダウンロード

ページより公開を開始した。首都圏地震観測網（MeSO-net）の運用を継続するとともに，ホームページによる

観測データの公開を開始した。海域火山基礎情報図調査を西之島，海徳海山，伊豆大島，利島至三宅島，若尊

（わかみこ）で実施し，海域火山データベースに反映させた。 

研究成果共有サーバにおいて，データ共有のためのオープンプラットフォームの ownCloudの利用を進めた。

地震連続波形データの解析のための大規模解析システムの整備を進めた。北海道全域を対象に，北海道危機対

策課が整備を続けている津波浸水想定データを用いて，マクロな視点による津波被害分析を行い，地域情報（土

地利用及び人口など）を GIS*に取り込んで空間データベースを構築した。また，事例市町村を選定し，住民避

難に関する地理空間情報も取り込み，避難施設と避難圏域に関する空間データベースを構築した。コミュニテ

ィ・モデル *として，太平洋プレート上面及びフィリピン海プレート上面の形状モデルを構築し，Webサイトで

公開した。 

 

・観測・解析技術の開発 

 海底間音響測距 *においては，大深度用の機器を開発し，底層流に対して揺れ動かない三脚型の設置方法

に切り替え，海溝軸をまたぐ 10kmを超える測線でも，一年の観測で１-２cm/yrの精度で計測できるようにな

った。また，各基線の中程に中継器を用いる方式を導入し，音響パス確保の困難さを解決した。 

 従来の電子基準点リアルタイム解析システムでは相対測位法が用いられてきたが，これに加えて精密単独

測位法を試験的に導入した。この手法では，固定点を仮定する必要がなく，かつ，固定点付近で発生する地震

についても正確な地殻変動を把握することが可能となるため，今後，震源断層モデル推定の安定化が見込まれ

る [6004]。また，干渉 SAR*時系列解析時に使用するソフトウェアに改良を加えるとともに，電離層起因の誤差を

低減する手法を開発した。 

 火山測地学的技術の高度化を進めた。新たな地表変動モニタリング技術として，地上設置型レーダー干渉

計の研究を実施した。小型絶対重力計については，地面振動の影響を補正する技術を開発し，蔵王火山で動作

確認を行った。小型単発機に搭載可能な熱赤外カメラによる計測データの処理手法を開発し，10m以内の精度

を持つ箱根山大涌谷付近の数値表層モデルを作成した。火山監視情報システムに傾斜データに対する降水補正

機能を導入した。また，だいち２号（ALOS-２）の SAR 解析環境を再構築し，火山活動活発期に緊急観測の解

析を行った。航空機 SAR*データによる InSAR解析手法の開発と霧島硫黄山への適用を行った。 

 阿蘇中岳火口では人工電流源を用いた電磁探査データの３次元解析手法の高度化が実施され，火口直下の

地下水挙動の時間変化の検出に成功した。宇宙線（ミューオン）の検出装置において，大口径化などにより可

用性を大幅に向上させた。また，ガスの電離をワイヤでピックアップする技術をベースとしたミュオグラフィ

観測システムの開発を行い，火山透視画像の高解像度化を実現した。 

 火山活動を把握するためのその他の手法開発も進められた。二酸化硫黄放出率の測定が簡単にできるよう

にすることを目的として，従来よりも小型・軽量の簡易型測定装置を開発した。気候変動観測衛星「しきさい」

の画像データを火山活動状況の把握や避難計画策定等に活用するため，処理システムを開発した。また，火山

噴火の物質科学的な準リアルタイム予測に帯磁率を利用する技術開発を行った。 

 

・社会との共通理解の醸成と災害教育 

 「1914年桜島噴火災害に学ぶ 〜地震学・火山学が減災に貢献できること〜 」(H26)，「南海トラフ巨

大地震の予測可能性に関するシンポジウム」(H28),「熊本地震シンポジウム」(H28)を一般に公開して開催し
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た。また，地震・火山噴火予知研究協議会では，「災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計画」の

パンフレットを作成した。 

 地震動や津波の不確実な長期予測情報を，災害軽減に有効に役立つものとするためのコミュニケーション

手法を確立することは，長期予測情報の高度化に貢献するため，2016～2017年度に大きな地震があったイタリ

アやニュージーランド，台湾などにおいて被害やリスクコミュニケーションに関する現地調査を行った。 

 地理空間情報（G空間情報 *），GIS（地理情報システム），衛星測位（GNSS，準天頂測位システムなど）の

統合的な活用として，高精度避難ナビゲーションシステムを含む防災・減災のための高度情報システム構築及

び活用方法開発を行った。このシステムを活用し，災害リスクを軽減させるために，国，地方自治体，住民組

織，住民個人の間で，どのような情報流通を行う必要があるか明らかにし，それによって「災害に対する社会

的脆弱性」克服のための可能性を検討した。また，火山情報などの準リアルタイムな収集と統合表示を通して，

地方公共団体が現況を総合的に把握し，的確な防災対応を行うための支援システムの構築を進めた。 

 

・国際共同研究・国際協力 

「スロー地震学国際合同研究集会 2018」，「International Symposium on Earthquake Forecasting /5th 

International Workshop on Earthquake Preparation Processes」(2018)を開催した。ニュージーランドのヒ

クランギ沈み込み帯において，日本，ニュージーランド，米国で共同して海底地震観測及び海底圧力計を用い

た海底上下変動観測を実施し，反射法地震探査で確認されている流体が多く分布していると考えられる地震波

強反射プレート境界の周辺域で活動が見られること，微動は沈み込んだ海山の基底部周辺に集中すること，観

測されたスロースリップによる断層滑りはほぼ海溝軸まで達したことなどが明らかになった。また，ロシア極

東での GNSS観測により，海溝でのプレート間固着を考慮した北東アジアの長期地殻変動場を検討した。 

 
２－５．優先して観測研究を推進する対象の地震・火山噴火 
 
以下に挙げる地震・火山噴火に対しては，理学のみならず社会科学等も含む多くの研究項目に跨がる総合的

な実施計画の遂行が災害科学の発展のために効果的であると考えられるため，総合的な研究として推進してい

る。ここでは，概要のみ記述し，それぞれの地震・火山噴火に関連する個別の研究成果は２−１から２－３に

記述した。 
 
・東北地方太平洋沖地震 

 東北地方太平洋沖地震は，日本の観測史上最大の地震であり，我が国に甚大な災害をもたらした。しかし，

その地震発生の予知はおろか，地震発生ポテンシャルの正しい推定も困難であった。将来の巨大地震による災

害の軽減に役立てるために，この地震に関する様々なアプローチからの研究を実施した。例えば，今なお続い

ている余効変動の推移の把握や，広域の応力場の変化や地殻流体の移動による地震活動への影響，同様な巨大

地震の発生による強震動の事前・即時予測や津波即時予測手法の高度化，土地利用調査に基づく災害素因に関

する研究などが進められた。 
 
・南海トラフの巨大地震 

陸上・海底観測による滑り欠損やゆっくり滑りに関する研究，数値シミュレーションに基づく東南海地震・

南海地震の連動の多様性に関する研究，2016年４月１日に三重県南東沖のプレート間で発生した M6.5(Mw5.8)

の地震に関する研究，拠点間連携によるリスク評価手法に関する研究などが進展した。 
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・首都直下地震  

地震像が多様で，発生した場合の社会的影響が甚大な首都直下地震について，その災害誘因予測に必要な基

盤となる地球物理的観測データ及び史料・地質データの取得と，それらの解析・分析が行われた。房総半島南

部の海岸段丘における地形・掘削試料解析から，フィリピン海プレートと陸のプレートの境界付近で発生する

大地震の再来間隔が非常にばらつくことが明らかになった。関東平野における長周期地震動 *の生成・増幅特

性の方位依存性に関し，表面波 *の入射方向と堆積平野の３次元地下構造がその主な要因であることが解明さ

れた。また，関東平野下のＰ波減衰構造を推定し，フィリピン海プレートのマントル東端部で，顕著に高い減

衰を示すことを明らかにした。 
 

・桜島火山噴火 

 桜島大正噴火の前駆地震について当時の記録を再解析し，震源の位置やメカニズム解などを再評価した。

2006年以降の昭和火口噴火活動期の地殻変動源を，観測から３つの増圧・減圧源の組合せでモデル化するとと

もに，繰り返し反射法地震探査により姶良カルデラから桜島へのマグマ供給路の構造変化を捉えた。マグマ貫

入期に先行して温泉ガス組成の変化が捉えられた。またマグマ貫入期の噴出物の組成変化から，活動に関与す

るマグマの種類を推定することができた。 

 噴火に先行する地殻変動や地震発生状況から噴火の発生時刻や噴火の規模を確率的に予測できることを示

し，１日当たりのマグマ貫入量を分岐条件とする経験的な噴火事象分岐論理を構築した（図８）。例えば，既

に火道が存在する南岳の場合は，ブルカノ式噴火（１-８×105m３/日），連続火山灰放出（～１×105m３/日），ス

トロンボリ式噴火（0.2-２×105m３/日）の順にマグマの貫入速度が大きい。 

 降下火山灰の即時予測として，火山灰の粒径と落下速度を測るディスドロメータ*による降灰のリアルタイ

ム把握，Xバンドレーダ*による噴煙の可視化や地上降灰量の推定，ライダー観測*による火山灰粒子形状推定

手法，GNSS衛星からの電波が遅延することを利用した噴煙高度推定手法を開発し，地震・地殻変動データか

ら予測される火山灰放出量や噴煙高度を入力とする火山灰拡散予測システムを構築した。 

 大正噴火級の噴火規模を想定し，前駆活動及び火山噴火の推移に沿った机上防災訓練を実施した。想定され

る大量降灰からの避難に関しては噴火規模，気象条件，住民の避難意向アンケートの結果を考慮した避難シミ

ュレーションを行い，避難対象人口が条件に応じて大きく変化するという，避難計画作成上重要な知見が得ら

れた（図 12）。更に，早期復旧計画について検討し，降灰量と通行規制の関係，清掃時間や交通量等を考慮し

た最適な交通ネットワークの復旧分析を行った。 
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図 12．桜島火山における避難シミュレーション 

最近 100年間我が国において発生していないような大規模噴火では，避難の途中において大量の降灰があれば

避難を続けられなくなる可能性がある。事前分析として火山灰の堆積厚が 30㎝以上となる地域に住む 80万人

の住民全員が避難する時間の予測シミュレーションを行い，50時間となる結果を得た。次に避難意向のアンケ

ート調査を行い，その結果と風向を反映したシミュレーションから，避難する住民の数と避難勧告が発表され

てからの避難時間の見積もりは大きく変わることが確かめられた。これは，風向きによって避難すべき地域が

絞られ，その地域が避難勧告等で発表されるために避難人数が絞られることと，避難準備情報があれば準備を

始められることから避難勧告発表時には素早く避難できることが理由であると考えられる。このようなシミュ

レーションは，実効性の高い避難計画の作成に役立つ。 
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３．顕著な地震に関して得られた重要な成果 
 

３－１．大阪府北部の地震 
 

 2018年６月 18日７時 58分に，大阪府北部の深さ 13㎞でマグニチュード（Ｍ）6.1の地震が発生した。こ

の地震により大阪府の複数地点で最大震度６弱を観測し，人的被害・構造物被害を伴った。震源過程 *に関す

る理解を深めるため，強震動記録の解析，震源の再決定，余震の追加検出及び活動解析を実施したところ，破

壊は北北西－南南東走向の東側傾斜（約 45度）の逆断層 *（断層面 F１）で最初に生じ，約 0.3秒後に東北東

－西南西走向の高角傾斜の横ずれ断層 *（断層面 F２）に乗り移り，その後は同時に断層運動が起きていたこと

が明らかになった（図 13）。断層面 F２では，南西の浅い側に向かって破壊が伝播していたことも分かった。

今回の地震は，有馬－高槻断層帯の数 km南側に平行して存在する微小地震の線状配列の東の延長で発生した。

断層面 F２はこの線状配列の走向と整合的で，かつ，地表に明瞭な痕跡は現れていないため伏在断層の一部(伊

丹断層の東部延長)が活動したと考えられる。1987年には，上記の線状配列に沿って右横ずれ型の地震(MJMA4.2)

が起きている [1903］。一方，断層面 F１と上町断層帯（活断層）の深部延長との詳細な関係は不明であるが，断

層面 F１の滑りが上町断層帯などの東側傾斜の逆断層に与える応力 *変化を計算したところ，断層運動を促進

する方向に約 0.1MPa の応力変化を引き起こしたことが分かった。水平圧縮応力場が卓越する近畿圏において

は，逆断層と横ずれ断層が同時に活動することで，ひとつの地震になる場合があることが示された。地震ハザ

ード評価において２つのタイプの断層の連鎖的破壊も考慮することが今後必要である。また，震源域の北部延

長では，地震活動が遅れて活発化しており，その領域の背景地震活動度は時間とともに徐々に増加する傾向を

示した。このことは，本震によって震源域の北部延長（地殻内）で非地震的な変形が引き起こされた結果だと

解釈できる。 

 この地震では，北東から南西方向に沿う震度５強以上の強い揺れに加えて，複雑な後続波が観測された。観

測された大阪平野の３次元地震波速度構造モデルを用いた強震動シミュレーション（周波数２Hz まで）を行

ったところ，上記の震度分布や複雑な後続波の生成は，２つの断層面での破壊過程と大阪盆地北部の地盤構造

が主な要因であることが示された。特に，堆積層内の多重反射波や，盆地端部及び平野下の活断層における基

盤段差構造によって生じる表面波が複雑な後続波の要因になったと考えられる ［1911］。大阪平野の３次元地震

波速度構造モデルの妥当性が確認され，地震動の事前評価手法や即時予測手法の高度化につながる成果であ

る。 

人的被害としては，関連死を含めてこの地震による死者は６名であった。うち２名は倒壊したブロック塀の

下敷きに（高槻市と大阪市東淀川区），３名は家の中でたんすまたは本棚（もしくは大量の本）の下敷きに（高

槻市，茨木市，大阪市東淀川区），１名は持病の悪化（箕面市）が原因である．建物の構造的被害による死者は

いない．いずれの被害も震央より南西方向の大阪府内に集まっていることが分かる．大きな加速度が観測され

たにもかかわらず，建物の構造的被害が少なかったが，これは強震動の卓越振動数 *が３Hz程度と建物の固有

周期 *よりも有意に短く共振がほとんど起きなかったためと推定される。一方，屋根瓦など一部損壊の被害が

多く，復旧に時間を要している。大都市域の直下で発生した地震であったため，震度５強以上地域内人口が比

較的多く，公共交通機関の運転見合わせやライフラインの停止及び復旧までに時間を要したことによる大きな

影響があった。このように，例えマグニチュードが M６程度であっても，都市部で一定以上の揺れになる場合

は，日常生活に支障を来すことが明らかとなった。このような地震が発生する頻度は，M７以上の大地震が発

生する頻度に比べて約 10 倍高く，早期復旧のための点検・修理方法を検討することは喫緊の課題であると考

えられる。 
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図13．2018年大阪府北部の地震の震源断層モデル 

(a)大阪府北部の地震（2018年６月18日，M6.1）の震央と，活断層の分布を示す。灰色の点と青色の点

は，それぞれ大阪府北部の地震の発生前と発生後の地震活動の分布を表す。上町断層帯と有馬高槻断層帯

を赤い太線で示す。(b) 大阪府北部の地震の震源断層モデル。色のついた点は，大阪府北部の地震の余震

分布を表しており，色は深さに対応する。逆断層（F１）と横ずれ断層（F２）に対応する面状の分布が確

認される。 
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３－２．平成 30年北海道胆振東部地震 
 
 2018年９月６日午前３時過ぎ，北海道胆振地方中東部を震源とする平成 30年北海道胆振東部地震が発生し

た。この地震のマグニチュードは 6.7，深さは 37kmと，陸域で発生する地震としては非常に深かった。厚真町

鹿沼で震度７を観測したほか，安平町追分の K-NET 追分観測点で１,796 ガル *（三成分合計 *）の最大加速度

を記録するなど，北海道中南部を中心に広範囲で強い揺れを観測した。震央から約 70km 離れた札幌市東区で

も震度６弱となった。震源距離が 50km以内の観測点では，一般的な距離減衰式 *よりも大きな最大加速度が記

録されている（Dhakal et al., 2019）。 

 この地震では，震源に近い厚真町を中心に同時多発斜面崩壊が発生した。今回の地震では 41 名の直接死の

人的被害が出たが，うち 36 名は厚真町で発生した斜面崩壊による。震源に近い石炭火力発電所の損傷を発端

とした電力供給の不安定が発生し，地震発生約 18 分後には北海道全域が停電となるブラックアウトが発生し

た。木造家屋の被害が集中したむかわ町市街では，地盤の影響で周期 1.5秒程度の地震波が増幅されたことが

明らかにされている（Takai et al., 2019）。札幌市内では，谷埋め盛り土の軟弱地盤が原因と考えられる大

規模な宅地の液状化 *が発生した。 

 地震のメカニズム解は，東北東―西南西方向に圧力軸を持つ逆断層型である。余震域は，南北約 30km 程度

で，深さは 15-40kmで高角な面状を呈しており，InSAR*を用いた地殻変動 *観測の結果からも，約 70度の傾斜

角を持つ高角の節面 *が断層面と推定される（Katsumata et al., 2019; Kobayashi T. et al., 2019）。余震

域の約 10km 西側には，国が主要活断層と位置付けている石狩低地東縁断層帯が存在するが，余震分布の形状

は想定されている低角の断層面とは一致しない。 

 本震の震源は余震域の最深部に位置している。また，深さ 20-25kmには，余震活動が低調な領域が見られる。

今回の地震は，深さ 37km付近から初期破壊が始まり，浅部に破壊が伝播したものと推定される（Kobayashi H. 

et al., 2019）。P波初動解と防災科学技術研究所などのモーメントテンソル解との比較から，断層深部で横

ずれで始まった初期破壊が，徐々に逆断層が卓越する浅部での主破壊に進展したものと考えられた（Katsumata 

et al., 2019）（図 14）。地殻変動データの解析によると，今回地震が発生した石狩低地帯はひずみ集中帯 *と

なっており，周辺より一桁大きいひずみ速度 *が観測されていた（Ohzono et al., 2019）。 

 大きな人的被害を出した厚真町の同時多発斜面崩壊は，最近数万年間に表層に堆積した樽前山や恵庭岳の降

下火砕物 *の底面を滑り面としていた。滑り面からは摩擦を低下させる粘土鉱物が検出されている。斜面崩壊

は，地震動とほぼ同時に発生したと見られ，避難する時間はほとんどなかった可能性が高い。日本では，降下

火砕物が堆積する地域が広く存在し，地震による斜面災害リスク対策は大きな課題である。また，400m程度の

移動量を持つ大規模な岩盤滑り *の発生も確認されている。 

 北海道の胆振地方中東部から日高地方にかけては，1982年浦河沖地震など，震源が深い地震の発生が知られ

る。今回の地震の震源は上部マントルに相当する可能性がある。日高山脈の地下は，中期中新世に始まった東

北日本弧と千島弧の衝突による複雑な構造が知られているが，今回の地震のような深い地震の発生との関係は

良く分かっていない。 
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図 14．平成 30年北海道胆振東部地震の余震分布と流動化発生個所の地盤断面図 

上図：臨時余震観測により高精度に推定された平成 30年胆振東部地震の余震分布。余震は深さ 10～40km付近

に分布している。下図：ボーリング調査で明らかになった液状化に伴う流動化発生個所の地盤断面図。沈降量

の大きな部分では含水量の多い特に柔らかい火山灰層が存在していた。 
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４．平成 30年度の成果の概要 

 

４－１．地震・火山現象の解明のための研究 
 

 地震・火山噴火現象の解明から発生予測や災害の軽減を実現することを目指して，史料・考古・地質データ

等を含めた長期間の地震・火山噴火現象に関する研究や，地震や火山噴火の発生場や発生機構の理解を目指し

た観測・実験を，以下のように実施した。 

 

（１）地震・火山現象に関する史料，考古データ，地質データ等の収集と整理 

 長期間にわたる地震・火山噴火現象の解明と，それらに起因する災害の実態解明を目指し，史料・考古デ

ータ，地質データの収集とデータベース化，各種データの分析について，次のような研究を実施した。 

 

ア．史料の収集とデータベース化 

既刊地震史料を簡易データベース化することで，効率的に校訂作業を行えるスキームを開発し，データベ

ース化の作業を加速的に進める見通しを得た [2601]。日記史料有感データベースと気象庁の震度データベース

の比較から，前近代に発生した中・小規模地震の震源決定を試みた [1501]。日本語歴史史料の整理に適した軽

量プログラミング言語を開発し，市民参加型翻刻プラットフォームに実装した [2911]。 

 
イ．考古データの収集・集成と分析 

 全国の発掘調査報告書から災害痕跡データの抽出を継続し，被災エリアの可視化や災害発生時期の特定を

試みた。災害痕跡データベースと日本地震関連史料データベースとの連携機能として，検索システムや情報

入力機能の拡充を進めた [9001]。 

 
ウ．地質データ等の収集と整理 

 津波堆積物の年代を統一的に求める手法を適用し，北海道太平洋沿岸での広域比較を行ったところ，苫小牧

以西では 1640年駒ケ岳津波，苫小牧からむかわでは 1611年慶長三陸地震津波，十勝地方から釧路地方にかけ

ては 1611年より後の津波イベントによる堆積物が分布している可能性が示された [1002]。 

 鉱物温度圧力計 *を用いてマグマ溜まりの深度を精密に決定することにより，過去の富士山の噴火様式とマ

グマ溜まりの温度やマグマの含水量の関係を明らかにした。新たなマグマ注入の有無など，マグマ溜まりから

マグマが上昇する際の条件の違いが噴火様式の違いとして表れていることを示唆する [1502]。 

 

（２）低頻度大規模地震・火山現象の解明 

 近代観測データと前近代の地震・火山噴火の史料・考古資料を総合して，低頻度で大規模な地震・火山噴火

現象の理解を目指した次のような研究を実施した。 

 

ア．史料，考古データ，地質データ及び近代的観測データ等に基づく低頻度大規模地震・火山現象の解明 

古文書の調査と津波堆積物データから，日本海溝で室町時代に発生が指摘されていた巨大地震が 1454年の

享徳地震である可能性が高いことが明らかにされた（図２）[5004]。試作版地震関連資料データベースを活用

し，これまで２つの発生日が考えられていた 1596年文禄豊後地震の検討を進め，別府湾に津波被害をもたら

した地震が発生したのは閏７月９日であると確定された。1854年嘉永東海南海地震の日記史料から，この地

震の発生前に山陰地方や近畿地方北部で有感地震の記録が増加していることが明らかになった [2601]。 
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 東京大学地震研究所が所蔵する明治期の文献資料である「地震学及地理学研究材料 測候所郡役所組合事

務所報告」の分析から，福島県楢葉町の慶長年間の海嘯（かいしょう）*の伝承などの検討を行った[2903]。

震度の多次元距離減衰式の再現性を検証し，史料データから歴史地震の震源域を推定を行える可能性を示し

た [2912]。 

 放射性炭素年代測定から，志摩半島沖の海底活断層が１万年前以降に１回以上の活動を行い，この期間で

の上下方向の累積変位量は 10mに達する可能性が示された。この海底活断層は陸域に近いため，津波が沿岸

に短時間で到達する可能性がある [1703]。 

 表層地質調査と噴出物採取，ボーリングやトレンチ調査を実施し，約 7000年前の摩周カルデラ形成噴火で

は，先行現象が確認されないこと，噴煙柱形成，マグマ水蒸気爆発，カルデラ形成の３フェーズで推移した

ことが明らかとなった [1001]。1792年に発生した雲仙岳の眉山崩壊は，山麓付近の岩石中岩石中の間隙水圧上

昇が要因となったことを支持する史料が得られた [1001]。桜島大正噴火の際の大地震の震源要素の再解析を行

った [1902]。 

 
イ．プレート境界巨大地震 

 日本海溝域で，海底地震観測と陸上観測データから詳細な地震カタログを作成し，プレート境界面付近の地

震活動を解析した結果，地震に伴う応力変化とプレート境界面の摩擦状態変化が原因と考えられる地震活動の

変化が，東北地方太平洋沖地震の前後で見られることが明らかにされた [1503]。 

 東北地方太平洋沖地震後７年間の変位時系列データを用いて，プレート境界の摩擦特性やマントルウエッジ

の粘性率など複数のパラメータを同時推定する手法を開発し，余効変動の時空間パターンを説明することに成

功した [1803]。 

 

（３）地震・火山噴火の発生場の解明 

 地震・火山噴火の発生場における地下構造や応力場の時空間的な特徴を明らかにするとともに，断層面にお

ける摩擦特性や流体の影響，地震と火山噴火の相互作用に関する，以下のような観測や実験的研究を行った。 

 

ア．プレート境界地震 

 東北地方で粘性構造を入れた地殻変動場の時間変化シミュレーションを実施し，地震の再来周期が 600年と

非常に長い場合には，本震後に前弧域の隆起が約 200年続くが，その後は沈降に転じ，次の巨大地震の発生に

至るというモデルが提案された [1203]（図 15）。茨城県南西部のフィリピン海プレート上面付近では，繰り返し

地震が１年周期で活発化し，それに同期してプレート境界直上の地震波の減衰が大きくなり，数か月遅れで浅

い地震活動が活発化することが明らかにされた。この現象には水の移動が関与している可能性がある [1510]。紀

伊半島で稠密地震観測等を実施した結果，深部低周波微動の活動が沈み込むフィリピン海プレート内の構造不

均質と関連している可能性が示された。また，深部低周波微動の発生域に存在する地下流体が，微動活動を規

定している可能性が示唆された [1509]。 
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図15．東北地方太平洋沿岸域の沈降メカニズム 

(a)東北地方太平洋地震発生前の地表で測定（水準測量）された上下変動速度の平面図。 

(b) 中部東北日本を横断する測線（図(a)の直線AA'）周辺の上下変動速度を日本海溝からの距離の関数とし

て示す。黒点は水準測量に基づく観測データで，実線と破線は数値シミュレーションによる上下変動速度を

表す。線の色は，巨大地震発生後の各経過時間に対応する。 

(c)数値シミュレーションの際に仮定した粘性率構造。 

 

 

 

イ．海洋プレート内部の地震 

 東北地方中央部の太平洋スラブ上面では，正断層地震と逆断層地震が 100m 以内に近接して発生しているこ

とが明らかになった。この結果は，スラブ内地震を引き起こす相転移 *による応力擾乱 *が極めて局所的である

可能性を示唆する [1201]。スラブ内地震の地震波放射エネルギー効率は規模依存性を持つものの，深さ 360kmま

では深さ依存性を示さないことを確認した [1201]。 

 

ウ．内陸地震と火山噴火 

 熊本地震震源域で地震前後の応力場の変化を検出し，地震前から布田川―日奈久断層が周辺に比べ数 MPa

から数十 MPa差応力が高かったことが示された。また，地震後に布田川断層延長部や日奈久断層延長部では

せん断応力が増加するなど，依然として高い差応力が維持されていることが明らかにされた [2201]。詳細な比

抵抗構造調査から，熊本地震の M５クラスより規模の大きな地震の破壊開始点は低比抵抗域の縁辺外側５km
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以内であること，大滑り域は低比抵抗域に挟まれた高比抵抗域であることが明らかになった [2201]。 

 東北地方太平洋沖地震前後の東北地方前弧域の上盤側応力を再現する有限要素法モデリングから，東北地

方太平洋沖地震後のプレート境界の摩擦力は５-11MPa程度であり，プレート境界の強度は 30MPa程度以下で

ある可能性が示された [1203]。 

 御嶽山では，2007年噴火に伴う火山性地震 *のメカニズム解の時間変化を手がかりとして，これまで詳細

がわかっていなかった噴火日の推定を試みた [1907]。 

 東北地方太平洋沖地震の震源に近くに位置し，この地震の発生以来火山活動が活発化している蔵王山で，

多項目の総合観測を行った結果，山頂火口浅部で熱消磁域が存在すること，気泡を含む熱水により長周期地

震が発生していることが分かった [1202]。 

 

（４）地震現象のモデル化 

 地震の断層滑りや，プレート境界での多様な滑り様式の理解を進め，地震発生予測のシミュレーションやハ

ザードの予測を効率的に行うために，標準構造モデルの構築や，断層の物理モデルの高度化を目指して，以下

のような研究を実施した。 

 

ア．構造共通モデルの構築 

 プレート境界の位置の修正，及びフィリピン海プレートと太平洋プレートとの接合部の形状モデルの検討

を行った。関東域における構造探査を基に，同地域の複雑なフィリピン海プレート形状の再定義を試みた。

リージョナル及びグローバルなモホ面 *モデルを滑らかに接続し，日本列島周辺域全体にわたるモホ面モデル

を構築し，公開した [1505]（図 16）。 

 

イ．断層滑りと破壊の物理モデルの構築 

 大型振動台を利用した岩石摩擦実験を実施し，通常の高速破壊イベントに加え，弾性波速度より高速で伝

播するゆっくり滑りが発生していることが明らかになった。ガウジ *を挟んだ実験では，摩擦パラメータは断

層長サイズには依存しないものの，滑り距離によって変化することが確認された [3001]。 

 粗い断層面を仮定したシミュレーション実験を実施し，地震性高速滑りの発生前に非地震性の遅い滑りが発

生することが見出された。また，断層面の粗さが一定以上となると，地震性滑りを起こせなくなることが示さ

れた [1507]。長期的スロースリップ領域での摩擦特性推定には，固着域の滑り欠損速度も同時推定が必要である

ことが示された [1801]。 
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（５）火山現象のモデル化 

 

ア．マグマ噴火を主体とする火山 

桜島の火砕流を伴う噴火について，噴火活動期の縮退期に発生しやすいことや，噴火発生１時間ほど前から

周波数の高い火山性地震が発生し，山体膨脹 *が停止する場合が多く見られることが明らかとなった [1908]。霧

島新燃岳の 2018 年３月中に発生した多数の爆発的噴火に伴う地盤の傾斜変動を調べた結果，平均して，噴火

の約 30分前から膨張が始まり 10分前から若干収縮し，噴火に至ることが分かった [1508]。連続的な噴煙活動と

溶岩流出が起こった３月上旬の噴出物と，それ以降の間欠的な爆発が続いた時期の噴出物から，火口内マグマ

の滞留による結晶化の進行プロセスを推察した [5006]。 

噴出物の結晶サイズを解析することにより，桜島の歴史時代のプリニー式噴火ある大正・安永・文明噴火

のいずれにおいても，軽石・火山灰として爆発的に噴出したマグマは，噴火の直前に，深さ約10 kmのマグマ

溜まりから桜島直下の深さ１～３ kmの火道に移動していたことが明らかとなった。これにより，大規模噴火

は上昇開始からごく短時間で噴火を開始する可能性があることが分かった[1205]。 

 

イ．熱水系の卓越する火山 

口永良部島，阿蘇山，御嶽山，弥陀ヶ原（みだがはら），箱根山，焼岳，十勝岳，雌阿寒岳（めあかん

だけ），霧島硫黄山等において，測地測量や地震観測，電磁気的観測及びそれらのデータ解析，火山ガス

や噴出物等の化学的，岩石学的調査が行われ，各火山の活動が定量的に調べられた。また，海底火山の活

動評価のため海水分析などが行われた[1003, 1008, 1403, 1802, 2802, 2949, 1909, 9102]。 

草津白根山・本白根山の2018年噴火においては，様々な観測・解析から噴火の実態が明らかになりつつ

ある。例えば，傾斜計データ解析からは本白根山鏡池北火砕丘の直下の開口クラックが噴火直前に膨張

し，噴火とともに収縮したことが分かった[1601]。噴出量は約3.6万トンと推定され，全岩化学組成分析か

ら鏡池北火砕丘と同じ組成を持つ岩塊が放出されたことが推察された[2942,1601]。火山灰に付着した水溶性

成分の分析から，高温マグマ起源のガスの関与が示唆された[1601]。無人ヘリを用いた空中磁気測量から，

湯釜火口北東域では温度上昇が起きていたが，本白根噴火の火口域の地磁気変化は温度変化ではなく噴火

による地形変化によるものと推察された[1003]。 

 熱水系の特徴が噴出物の分析から調べられた。十勝岳ではマグマ貫入が頻繁に繰り返され，強酸性の環

境で岩石の変質が進んでいること，吾妻山では大穴火口形成噴火（1331年頃）を境に熱水系の状態が大き

く変化したことが明らかになった[1003]。 

 

４－２．地震・火山噴火の予測のための研究 
 

 地震や火山噴火現象の科学的理解に基づき，地震活動や火山活動の予測研究を行った。地震発生予測で

は，長期評価手法の高度化，モニタリングによる地震活動予測及び先行現象に関する研究を行った。火山活

動予測では，火山噴火の規模，推移，様式の予測のために，噴火事象系統樹の高度化に関する研究を進め

た。 

 

（１）地震発生長期評価手法の高度化 

 南海トラフ沿いの海溝型巨大地震の動的破壊過程及び内陸地震への影響を調べるために，モデリング研究

を実施した [3001]。GNSSデータからプレート境界の応力蓄積速度分布を推定し，それを境界条件として与える

ことで動的な破壊シミュレーションを行い，今後発生しうる地震のシナリオを複数作成した。また，プレー
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ト間の固着が作り出す内陸域のせん断ひずみエネルギーの増減分布と，地震活動の分布との間には，有意な

相関があることが示された。 

 北海道太平洋岸に沿った地質調査により， 1611年慶長三陸津波の堆積物は苫小牧市からむかわ町にかけ

て分布するが，十勝地方から釧路地方に分布する津波堆積物は 1611年より後年のイベントによる可能性が高

いことが示された [1002]。また，2014年に長野県北部の地震が発生した神城（かみしろ）断層の活動履歴調査

により，複数の地震タイプが併存していることが明らかにされ，地震のタイプごとに変位が生ずる断層が異

なる可能性が指摘された [1702]。 

 

（２）モニタリングによる地震活動予測 

 物理モデルに基づく数値シミュレーションと地震活動や測地データ等の観測データを比較することによ

り，プレート境界滑りの時空間発展機構を包括的に理解する研究を実施した。さらに，プレート境界滑りを

予測する手法の開発を進めた。また，地殻応力の変動を断層滑りや，広域応力場 *，変形場の時空間発展を基

に推定する手法を開発し，地震活動を評価した。統計的モデルを用いて地震活動の予測実験を行うととも

に，その予測性能を評価した。 

 

ア． プレート境界滑りの時空間発展 

 東北地方太平洋沖地震の震源域南側となる福島県沖に設置した海底地震計アレイ観測により，低周波微動

活動を検出した [1503]。微動は移動を示すとともに，低角逆断層型のメカニズム解で記述できることが示され

た。微動の発生域は，東北地方太平洋沖地震後の余効滑り *域内に位置し，比較的狭い領域で余効滑りとスロ

ースリップが共存していると考えられる。 

 東北地方太平洋沖地震後に発生頻度が増した岩手県釜石沖の繰り返し地震発生域において，地震サイクル

後半に小地震活動が活発化する傾向が保たれていたことが明らかとなった [1501]。小地震活動の静穏化・活発

化が釜石沖地震の繰り返し間隔に依存しないという結果は，地震活動が固着域内部での応力状態や階層的な

構造等の場の性質に支配されている可能性を示唆する。 

 GNSS-音響測距結合方式海底地殻変動観測により，紀伊水道沖において 2017年末頃から 2018年の初め頃に

かけて，南向きの非定常地殻変動を複数の地点において観測した [8001]。海底地殻変動観測点で得られた変位

ベクトルを基に，紀伊水道沖のプレート境界浅部においてスロースリップが起きていたことが初めて明らか

となった。 

 海域の３次元地下構造の影響を考慮した CMT解の推定手法を開発し，陸域で取得された長期間の波形デー

タに適用することで，紀伊半島南東沖で発生する浅部超低周波地震が総じてプレート境界の滑りを反映する

低角逆断層となることが示された [3001]。 

 琉球海溝南西部八重山諸島近傍において，およそ半年周期で繰り返し発生するスロースリップの滑り速度

の時空間変化がイベントごとに異なることが明らかになった [1803]。また，イベントごとに摩擦パラメータの

分布が異なることも示され，プレート境界周辺の流体分布や摩擦の性質が時間変化している可能性が示唆さ

れる。 

 

イ． 地殻ひずみ・応力の変動 

 東北地方太平洋沖地震後に活発化した秋田県中部において，地震発生後の約８年間，領域全体の応力場は

顕著な時空間変化を示さなかった。しかし，震源域が徐々に拡大した南端では逆断層型の応力場が確認さ

れ，この地域の応力場の不均質性が明らかになった [1203]。 

 山陰ひずみ集中帯において，東北地方太平洋沖地震前後の地殻変動の短波長・長波長成分の分布の特徴に
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ついて分析したところ，東北地方太平洋沖地震による応力擾乱の影響をほとんど受けていないことが明らか

になった [1907]。 

 2000年鳥取県西部地震域の余震のメカニズム解から，本震断層周辺域の応力場の不均質性の評価及び本震

時の静的応力変化に基づいた絶対応力場の推定が行われた [1905]。さらに，地震観測データを基にした地殻内

の絶対応力場の推定法を新たに開発した [1907]。この手法は，大きな地震の発生前後での弾性ひずみエネルギ

ーの変化に着目し，間隙流体圧をパラメータとして絶対応力場を推定するもので，1992年ランダース地震に

適用した事例では，その震源となった断層の強度は標準的な岩石のものと矛盾しないことが示された。 

 

ウ． 地震活動評価に基づく地震発生予測・検証実験 

 東北地方太平洋沖地震以降に国内で発生した本震－余震系列を示す地震活動を分析したところ，余震継続

時間がマグニチュードに依存しないこと，余震継続時間と活断層（一部プレート境界）の変位速度に負の相

関があることが見出された [1206]。 

 中規模繰り返し地震に関して，その発生確率を事前に予測し，事後の発生状況から平均対数尤度等を用い

て予測モデルの優劣を評価した。その結果，発生間隔が対数正規分布でベイズ統計に基づくモデルで予測を

行うと最も予測成績は良く，一方，BPT分布 *に基づくモデルに地震本部の採用するパラメータを用いて予測

を行うと予測成績は予測したモデルの中で最も悪かった [7006]。 

 国際的な地震活動予測可能性共同実験（CSEP）に継続して参加し，今年度も多くのモデルの検証実験を実

施した。予測と検証の繰り返し経験が蓄積したので，関東地方において M４以上の地震に対する予測モデル

のパラメータの最適条件を探索し，それによる予測性能を事後的に調べた。その結果，最適パラメータの探

索期間が１年程度になると予測性能が頭打ちになるとともに，予測期間が長くなるほどその予測性能が劣化

する点も分かった [1511]。 

 

（３）先行現象に基づく地震活動予測 

 釧路沖，那珂沖の M５程度の繰り返し地震グループについて詳細な震源滑り分布を求めることで，これら

の地域では M５, M４, M３程度に相当する階層的な構造が存在することが示された [1402]。さらに，異なる規模

の地震でも，地震の始まり方が同じである例が発見された。この観測事実は，地震の始まり方だけを見てい

ても最終破壊サイズを予測できないことを意味する。 

 地震活動の特徴を抽出するために，気象庁一元化処理震源カタログに対して最近傍法 *による客観的かつ自

動的なクラスタリング処理を行い，前震・本震・余震の分類を行った。その結果，前震の b値がわずかに小

さいこと，前震の発生率が本震の広いマグニチュード範囲において概ね 30～40％程度であるなどの特徴が明

らかになった [1206] [7006] 。 

イタリアの地震活動に数理統計モデルを適用することで，M2.9以上の地震に対して，約 61%が誘発型地震

に分類された。また，2005年〜2016年に発生した６つの大地震のうち５つは誘発型に分類され，イタリアで

は前震の出現率が高いことが示された [1206]。 

四国地方において，プレート間の滑り欠損速度と深部低周波微動の発生レートとの間に時間的相関のある

場所が見つかった。すなわち，微動発生率がゼロになると，滑り欠損速度がプレート収束速度に近くなるこ

とが示された [5007]。このことは，微動がプレート境界の滑り速度の指標になり得ることを示唆する。 

低速な滑りと高速な滑りの関係を考察するために，透明なゲルシートを使った摩擦実験を行った。その結果，

低速な滑りと微動が同期して発生することで，滑りが共振して加速する様子が捉えられた [1512]。 
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（４）事象系統樹の高度化による火山噴火予測 

 十勝岳，阿蘇山の噴火事象系統樹を作成するとともに，2018年１月の本白根山の噴火を受けて，草津白根

火山の噴火事象系統樹の作成に着手した。また，浅間山の噴火開始と噴火未遂の評価手法及び事象分岐確率

の算出手法を検討し，同火山の事象系統樹を改訂した(図17)[1004]。 

 事象分岐の条件や論理を導き出すため，非噴火期の火山活動事象のうち特に熱水系の関与と考えられる事

象を収集した。火山性圧力源や熱源の深度と強度の関係を散布図に整理し，深度と強度が浅い方向へ偏差す

る事例と噴火発生状況の比較を基に火山噴火発生度を統計的に評価するための基礎資料を作成した[1003]。ま

た，火山ガス放出率や組成の連続観測を実施し，噴火発生や活動推移との関係を網羅的に調べ，火山ガス放

出率とマグマ上昇率の間に比例関係があること，火山ガス中のCO２/SO２の増加がマグマ中の気泡の増大ひい

ては大規模噴火の発生につながる可能性があること，などを示した[1208, 5006]。 

 

 

図17．噴火事象系統樹の試作（浅間） 

火山現象を網羅的に時系列に沿って示す「噴火事象系統樹」の高度化を進めた。多くの火山において系統樹

を作成することができるように，作成手順の一般化を進めた。また，過去の噴火事例に基づいて枝分かれの

確率を示した。例えば，上図の赤・黄・青の太線はそれぞれ，天明噴火クラスの大規模軽石噴火，中規模噴

火，小規模噴火のたどる推移を示す。火山現象の確率が1.0となっているのは，該当する現象が必ず起きるこ

とを示している。  
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４－３．地震・火山噴火の災害誘因予測のための研究 

 

（１）地震・火山噴火の災害事例の研究 

「地震・火山噴火の災害事例の研究」においては，１）近代的観測開始以前の史料，２）近代的な観測や調

査データ，から，地震発生から災害対応に至るまでの過程を解明した。 

１）においては，「江戸大地震之図」（島津家文書，東京大学史料編纂所所蔵）を分析したところ，1855年安

政江戸地震による「江戸市中（薩摩藩芝屋敷北の一町）での被害と復興の様子」を知ることができ，同時に「（江

戸は平時から大火が多く）地震に起因しない火災からの復興の様子」を知る上でも活用できる可能性を示し

た [1513]。 

２）においては「揺れの情報をいかに被害軽減並びその後の復旧・復興の実現に還元するか」という点に着

目し，柏崎市（2007年新潟県中越沖地震），益城（ましき）町（2016年熊本地震），茨木市（2018年大阪府大

阪北部の地震）における生活再建の基盤となる罹（り）災証明書発行の日別件数について分析を行った結果，

地震災害の特徴・被害量に関わらず，発行傾向には，発行を開始してから一定期間発行が集中し，その後低い

発行量で推移するという同様のパターンが見られた。このパターンをモデル化し，強震動分布などを基に推算

される建物被害棟数に対してこのモデルを適用することで，罹災証明発行の集中時期，発行量，撤収時期が導

出されるため，応援職員派遣・要請に必要な資源量を見積もることができる [2702]。 

 

（２）地震・火山噴火の災害発生機構の解明 

地下構造モデルが得られていない場合の簡易的な強震動予測のために，観測記録の水平動と上下動の比を用

いた補正，震源放射特性係数の補正，経験的グリーン関数法 *の活用などの手法開発を行い，台湾・インド～

ブータン等のヒマラヤ前縁・アルジェリア等の国外の堆積平野・堆積盆地を対象に過去の被害地震の強震動を

評価した。その結果，平均値としては，各々の国で工学的に用いられている地震動予測式と調和的な結果が得

られ，良質な地下構造モデルが構築されるまでの過渡期に有効な計算手法として代替利用が可能であることを

確認した [1515]。 

桜島大規模噴火による降灰リスク分析を，噴火と気象シナリオに応じ推定し，降灰量に応じた社会システム

への影響度分析を行った。また，1914 年の大正噴火規模を仮定し，3890 日分の気象シナリオによる降灰ハザ

ードデータベースを構築した。さらに，降灰分布の予測計算に PUFFモデル *を用い，火山灰輸送シミュレーシ

ョンを実施した。偏西風や強い風を条件に用いた降灰分布確率から桜島大規模噴火における要避難人口を求め

たところ，いずれの年でも５月から 10 月までの平均は 10 万人を超え，避難困難が予想されることが分かっ

た [1914]。 

東日本大震災の被災経験に基づいて，コミュニティの災害脆弱性評価のための指標を検討した。今年度は，

宮城県の津波被災地５市５町のコミュニティにアンケート調査を実施した。特に，震災後の移転（空間の変化）

が生活環境条件に及ぼした影響を分析したところ，移転した地区によって，有意な差が生まれていることが分

かった [1704]。 

 

（３）地震・火山噴火の災害誘因の事前評価手法の高度化 

地震動の事前評価に関しては，2018 年大阪府北部の地震(MJMA6.1)についての強震記録の分析と地震動シミ

ュレーションより，震央の南西に広がった強震動域は放射特性，破壊伝播の指向性効果，堆積地盤による増幅

が重なって生じたことが明らかになり，大阪盆地堆積層構造モデルの妥当性も確認された [1903,1911]。秋田県横

手盆地において微動観測に基づき地盤構造モデルを作成し，これを用いて 1896 年陸羽地震の震動シミュレー

ションを実施したところ，同地域で基盤が深いために被害域が南に延びたことが分かった［2953］。2019年１月
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３日に発生した熊本県熊本地方の地震(M5.1)で震度６弱を観測した熊本県和水（なごみ）町で，直達 S波の後

に地盤の影響と考えられる周期 0.5秒程度の長い波群が確認された。この周期帯の波は計測震度を大きくす

るが，木造家屋の倒壊を起こす周期帯(１〜２ 秒)より短いため，被害が限定的であったと考えられる［1516］。 

地震動による災害リスクの事前評価に関して，木造構造物被害の将来時点の予測を行うために，固定資産課

税台帳及び住民基本台帳から抽出されたデータを用いて，木造戸建住宅の棟数及び築年数分布を予測する方法

を検討した ［2952］。災害リスク評価のばらつきを理解するため，震源モデルや強震動予測モデルについて複数

のモデルを用いて災害リスクを評価し，評価結果のばらつきを分かりやすく表示するシステムを構築した。ま

た，ばらつきのある災害リスク評価結果の中からハザードシナリオ選択する際の考え方として，「命を守る」

または「業務・生活・地域を守る」など異なる達成目標に応じて選ぶ方法について検討した［2951］。 

地震による地滑りの事前評価に関して，2008 年中国ブン川地震，2015 年ネパールゴルカ地震による斜面

崩壊を分析した結果，谷の侵食加速による谷中谷（こくちゅうこく）*に数多くの崩壊が集中したことが分か

った。我が国でも特に西南日本外帯には谷中谷が広く分布しており，南海トラフ地震時に要注意である。

2018年北海道胆振東部地震によって発生した壊滅的な地滑りでは，風化した軽石およびその直下の火山灰土

に滑り面が生じたことが明らかになり，このような地層が地震時地滑りに対して最も危険であることが再認

識された［1912］。斜面崩壊に伴う地震動の特徴を分析し，概ね１-10Hzが卓越すること，イベントの長さを反映

する継続時間は概ね30〜200秒であること，特に崩壊域が数百ｍ四方にわたるような大規模崩壊では周期10秒

以上の長周期信号が見られること，が分かった［2994］。 

火山噴火による火山灰や溶岩噴出の事前評価に関して，大規模噴火を想定した降灰シミュレーションを実

施した。富士山で宝永規模の噴火が起きた場合に都心で10cm以上の降灰になる確率は3.3％，桜島で大正規模

の噴火が起きた場合に鹿児島市街で１cm以上の降灰になる確率は7.8％と試算された［7010］。 

 

（４）地震・火山噴火の災害誘因の即時予測手法の高度化 

 地震動の即時評価に関して，“揺れから揺れを予測する”PLUM法 *の高度化，地震波の散乱や減衰構造の精

緻化，地盤増幅特性の適正化に取り組み，予測精度を向上させることができた。また，地震動の伝播方向をリ

アルタイムで推定する方法を考察した［7008］。PLUM法の改良として，震度の距離減衰，メッシュ状の震度予測

点を２次震源とする波動伝播，Ｐ波による震度予測を導入し，迅速かつ精度の高い準リアルタイム震度分布の

予測を可能にした。観測点における震度情報から周辺の非観測点での震度を予測するため，常時微動を用いた

地盤震動特性の稠密に把握し地下構造モデルを構築した［2001］。さらに，大地震の際に平野で発生する長周期

地震動の即時予測の実現に向け，観測データとの同化に基づく地震動シミュレーションを試みた。2007年新潟

県中越沖地震や東北地方太平洋沖地震の関東平野の地震動をターゲットに，３次元差分法計算により長周期

(2.7 秒以上)地震動を計算し，現時点で地震波伝播速度の８倍の速さでの予測が可能となっている（図 10）。

これにより，データ同化による長周期地震動の即時予測の可能性を示すことができた ［1516］。利用者が多い大

規模建物や災害拠点となる施設を対象として，固有周期や立地条件が異なる個別の建物の，建物入力地震動の

リアルタイム分類，揺れ継続時間の予測，に取り組んだ［2958］。 

津波の即時評価に関して，日本海溝・千島海溝に沿って設置された津波計(圧力計)の利活用方法の検討と

して，地震発生後 500秒の圧力観測波形の形状のみを利用して海溝型巨大地震による津波発生域(隆起域)及

び地震規模を推定する手法を開発した［1005］。 

破壊継続時間が通常の地震よりも長いスロー地震タイプの津波地震に対する気象庁マグニチュードの精度

を評価するため，過去に観測された津波地震の震源スペクトルを模した理論波形を合成して気象庁マグニチ

ュードを計算したところ，津波地震のマグニチュードは１以上過小に推定される可能性があることが分かっ

た。この問題に対処するため，新たな規模推定法を開発した［7009］。津波生成磁場の解析手法を改良し，鉛直
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分力が非常に小さい磁気赤道付近でも，陸上の磁場観測により津波生成磁場を検出できる可能性を示した

［7007］。 

GNSS搬送波位相データから断層滑りを直接推定する手法を，2011年３月 11日に茨城県沖で発生した Mw7.8

の地震に対して適用し，強震データから推定された滑り分布と調和的な結果が得られた。ここで，GNSS衛星の

軌道暦 *として International GNSS Serviceが提供する精密暦 (最終暦) *と，GNSS衛星から直接送信される

放送暦 *とを解析に用いたところ，両者の結果が良く一致したことから，外部情報に依拠しない地震時滑り分

布推定が可能であることが示された［1209］。GEONETによる日本全国のリアルタイム地殻変動データを用いて

地震発生時に矩形断層モデル及びプレート境界面上の滑り分布を即時推定する技術をを開発し，電子基準点

リアルタイム解析システムに実装した［6004］。 

火山灰や溶岩噴出の即時予測に関しては，Xバンド MPレーダーによる噴煙観測を霧島，桜島，薩摩硫黄島，

口永良部島，諏訪之瀬島（すわのせじま）において継続し，2018年において噴火が発生したいずれの火山に

おいても噴煙を検出した。噴火に伴う地震動の振幅と地殻変動から推定される圧力源の体積変化量の線形結合

から火山灰放出量を評価する手法を開発した。この手法で評価された火山灰放出率から即時的に火山灰の拡

散および降下量を予測することが可能となった［1913］。航空路火山灰情報(VAA)業務で収集分析された火山灰

雲の情報を火山灰の移流拡散の予測計算に取り込むことにより，多くの事例で火山灰雲領域の過大予測が抑制

され，予測精度が改善された［7010］。 

 

（５）地震・火山噴火の災害軽減のための情報の高度化 

積雪寒冷地の地域特性を考慮した災害時の避難を検討し，高精度避難ナビゲーションシステムを構築・実

装した。また，都市開発が地震・津波災害の災害リスクや社会的脆弱性を増大させる可能性を論じ，地理空

間情報活用による津波からの避難行動対策の有効性を検討した。さらに，地域・自治体防災担当者対象に防

災教育・地域貢献を実施する等により，効果的な研究成果の普及手法を検討した [1006]。 

2014年御嶽山噴火に伴い，火山災害情報のあり方に関する意識調査を，長野県側（木曽町・王滝村）住民

と噴火時の登山者に実施した。事前の噴火リスクの認識においては地域差は見られないこと，及び噴火から

３年が経過した時点においても噴火の経験者には未だに大きな心理的ストレスがあることが分かった。ま

た，岐阜県，長野県で実施した調査結果と比較分析を実施した。[1706]。 

2016～17年度に大きな地震があったイタリア，ニュージーランド，台湾と，サンアンドレアス断層の地震

活動で影響を受ける可能性のあるサンフランシスコ湾岸地域の住民に社会調査を行った。リスク推定値の不

確実性を専門家が明示的に認めることで，専門家は誠実で率直であるという確信が高まり，大きな信頼が得

られることが分かった [1517]。 

 地方公共団体が火山災害の発生の可能性について総合的に把握し，的確な防災対応を行うことを支援す

るシステムを目指し，火山情報などの防災情報に結び付くインターネットで入手可能な各種観測情報を様々

な関係機関から準リアルタイムで収集・統合して表示するシステムを構築し，北海道内の地方公共団体に設

置してその効果を検証した。胆振東部地震を契機に，地震・震度情報の取得・表示機能を組み込んだ。さら

に，高解像度降雨レーダー画像の取得・表示機能も追加した。釧路市が，観光客や登山者などに火山防災情

報をリアルタイムで提供することを目的として，このシステムを集客施設に設置した [1009]。 

 

４－４．研究を推進するための体制の整備 
 

推進体制の整備 

 本研究計画の適切かつ効果的な推進のため，地震火山部会において年次計画の立案，成果の取りまとめを
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行い，年次報告（成果の概要）を作成し，印刷及びホームページで公開した。長期間噴火活動を休止してい

る火口／山体における今後の調査研究及び監視のあり方について検討を行い，結果を公表した [7013]。 

 

拠点間連携共同研究 

総括研究（拠点間連携研究［課題番号：2975］）は「巨大地震のリスク評価の精度向上に関する新パラダイ

ムの構築」と題し，平成29年度に引き続き，(１)震源過程，(２)伝播・深部地盤構造，(３)強震動予測，(４)

浅部地盤構造，(５)構造物被害予測，(６)リスク評価の研究グループに分かれ，それぞれの分野におけるリス

ク評価の不確かさの要因についての検討を進めるとともに，これらの知見を統合するための(７)プラットフォ

ーム構築グループ及び(８)ステークホルダの参画に関する研究グループにおいて，リスク評価及びその不確か

さに関する検討を行った。 

 

研究基盤の開発・整備 

・地震・火山現象のデータベースとデータ流通 

地震カタログ作成に当たって，自動震源採用に伴う発破イベント混入に対応するため，波形相関による発

破抽出手法を開発し，カタログの質的改善を図った [7019]。 

電子基準点リアルタイム解析システムにおいて，精密単独測位法を導入し，試験運用を実施した [6012]。S-

netの観測データについては，海底地震津波観測網データダウンロードページより公開を開始し，JDXnetに

ついても準備を進めた。DONET*の観測データについては，強震計及び広帯域地震計に加え，水晶水圧計のデ

ータについても海底地震津波観測網データダウンロードページより公開を開始した．首都圏地震観測網 *

（MeSO-net）の運用を継続するとともに，ホームページによる観測データの公開を開始した [3004]。海域火山

基礎情報図調査を西之島等で実施し，海域火山データベースに反映させた [8003]。 

研究成果共有サーバにおいて，データ共有のためのオープンプラットフォームの ownCloudの利用を進め

た。地震連続波形データの解析のための大規模解析システムにおいては，過去の地震波形データの保存をさ

らに進めた [1519]。GNSS・地殻変動連続観測等の多項目観測データを全国にリアルタイム流通させるシステム

を開発し，データの流通・収集・管理・解析を一元的に実施した [1009]。コミュニティ・モデルの一つである

プレート境界形状モデルに関して，プレート境界位置の修正及びフィリピン海プレートの，太平洋プレート

との接合部の形状モデルの検討を行い，Webサイトで公開した（図 16）[1506]。 

 

・観測・解析技術の開発 

 海溝軸を跨ぐ形での海底間音響測距において，各基線の中程に中継器を用いる方式を導入し，音響パス確

保の困難さを解決した [1210]。 

 火山測地学的技術の高度化を進めた。小型絶対重力計に対する地面振動の影響を補正する技術を開発し，

蔵王火山で動作確認を行った [1506]。小型単発機に搭載可能なカメラ型センサデータの処理手法を開発し，温

度・放出率等の推定を行った [3005]。火山監視情報システムにおいて，傾斜データに対する降水補正機能を導

入した [7004]。 

 噴火等，火山の表面活動を把握するための手法開発も進められた。二酸化硫黄放出率を従来よりもはるか

に簡単に測定できるようにすることを目的として開発した，シングルボードコンピュータ付きの小型紫外分

光装置 *を用い，口永良部島火山の噴火に先行するガス放出の変化をとらえた [1403]。気候変動観測衛星「し

きさい」による赤外画像データの処理システムを開発し，正式運用を開始した [1520]。火山噴出物の分析にお

いて，新たに開発した帯磁率測定手法を用いることにより，霧島火山における噴火推移を反映している帯磁

率変化をとらえた [1205]。Lバンド航空機 SAR*を用いた３次元地殻変動分布の推定手法を開発した [1008]。ミュ
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オグラフィ自動解析システムによる高画素画像出力の時間短縮化を進めた [1523]。 

 

・社会との共通理解の醸成と災害教育 

津波浸水想定の時間発展と避難訓練参加者の行動軌跡とを合わせて可視化する避難訓練支援システムを開

発し，実証実験とフィードバック学習を行うことでシステム運用の効果と課題を明らかにした（図

18）[1006]。地方公共団体の的確な防災対応を支援するために構築した準リアルタイム火山情報表示システム

が，十勝岳を有する美瑛（びえい）町と雌阿寒岳を有する釧路市により，観光客や登山者など集客施設に設

置された [1009]。 

 

・国際共同研究・国際協力 

 ニュージーランドのヒクランギ沈み込み帯において，日本，ニュージーランド，米国で共同して設置され

た海底地震計の観測記録の解析を進め，海洋性地殻内の応力と間隙水圧がスロースリップの発生前後に変化

していることを明らかにした [1524]。 
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４－５．優先して観測研究を推進する対象の地震・火山噴火 
 

 ・東北地方太平洋沖地震 

 日本海溝沿いの GNSS-音響測距結合方式 *（GNSS-A）による海底地殻変動観測 [8001]，東北地方太平洋沖地震の

震源域北部における海底地震観測 [1503]などにより，地殻変動や地震活動の様相が本震発生直後とは異なってき

ていることが分かった。東北地方太平洋沖地震後の 2012年に設置された GNSS稠密観測網磐越測線の余効変動

プロファイルを用いて，３次元不均質粘弾性構造モデルを推定した。また，地温勾配分布等に基づいて島弧走

向方向の不均質性も考慮したモデルにより面積ひずみ分布を計算したところ，観測データを概ね再現すること

がわ分かった [1203]。 

 

・南海トラフの巨大地震 

 豊後水道周辺，四国南部，東海地域で発生している長期的及び短期的 SSEを詳しく調べ，滑り速度や規模な

どについて比較研究を実施した [1509]。また，GNSS－音響測距結合方式による海底地殻変動観測により浅部のス

ロースリップに起因すると考えられる非定常地殻変動を観測した。 

 

・首都直下地震 

 大地震の際に平野で発生する長周期地震動の即時予測の実現に向けた，高速計算環境による観測データと高

速シミュレーション同化の実現可能性を数値実験により評価した [1516]。臨時観測を実施し，揺れの大きさの分

布と近傍のボーリングデータと比較をしたところ，揺れの大きさは，浅部の地質構造との関係が深いことが明

らかになった。揺れの推定には，より稠密な地盤構造の違いを考慮する必要がある [1514]。 

 

・桜島火山噴火 

 桜島における火砕流の発生は，マグマからの脱ガスが進行した一連の活動期の後半に当たる地殻変動の収

縮期に多いことが分かった。2015年８月 15日の開口割れ目へのマグマ貫入に伴う火山性地震について，震源

域の深部への延伸と開口割れ目に対応するメカニズム解が得られた。X バンド MP レーダーによる口永良部島

などでの噴煙観測事例が増えつつある。大規模噴火を想定した際の要避難人口は，設定する状況や避難者の意

向などに大きく依存することが明らかになった。 
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５．まとめ 
 

 平成 26年度から５か年計画で推進されてきた「災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計画」では，

地震・火山噴火現象の理解とそれに基づいた発生予測に加え，それらによる災害誘引の予測の実現を目指し，

過去も含めた地震・津波・火山噴火とそれに随伴する自然現象と社会対応に関する研究を行った。 

この５か年間の日本列島における地震活動や地殻変動は，2011 年東北地方太平洋沖地震による影響下にあ

ったが，この分析からプレート境界だけではなく内陸で発生する地震についても，その発生場の特徴や発生機

構に関する理解が大きく進展した。巨大地震が与えた応力状態の変化に対する応答として内陸での地震活動を

捉えることにより，地殻内での応力不均質，地下流体の地震発生への関与や断層強度が非常に小さい場合があ

ることが示された。その一方で，2011年以前から歪速度が大きかった内陸のひずみ集中帯では，巨大地震によ

る擾乱の影響は小さい。いずれも内陸での地震発生機構の理解に向けて重要な知見である。地震観測による地

殻内応力の推定技術が向上し，空間不均質とともに時間変化も捉えられるようになり，地下の状態評価に有望

な手段となるだろう。 

東北地方における粘弾性構造の解明とそれにもとづく海溝型巨大地震の発生サイクルのモデル化において

も重要な成果が得られた。粘弾性を考慮することで，巨大地震発生前の継続的な沈降と発生後の隆起の時空間

変化が合理的に説明された。こうしたモデル構築は海溝型地震発生の長期評価に重要である。2011年東北地方

太平洋沖地震の震源域周辺の海域では地殻変動や地震活動に時間変化が現れはじめており，こうした活動推移

を継続して捉えることにより，モデルの検証・改良が進むものと期待される。 

南海トラフでは，海底地殻変動観測によりプレート境界浅部における滑り欠損分布が捉えられ，それを考慮

したシミュレーションを通じて，今後発生しうる南海トラフ巨大地震の多様な姿が示された。プレート境界浅

部でも，多様なスロー地震現象がしばしば起こっていることが明らかになりつつあり，こうした活動の詳細な

理解は，南海トラフ巨大地震の発生に至る過程の解明に不可欠である。 

 大地震に先行する多様な現象と実際に発生した大地震と関連を統計的に評価した結果，前震活動を用いた評

価は，格段に高い地震発生予測の確率利得を示すことが分かった。現時点では，大地震が発生する前に「前震

活動」と識別することはできないが，前震活動の特徴抽出にむけた研究が進展しつつある。 

 火山現象については，「噴火事象系統樹の高度化」と「火山活動の分岐条件の解明」を共通の目標として取

り組んだ。集約的な成果のひとつは，いくつかの個別火山について実施した，噴火堆積物の調査・分析に基づ

く事象系統樹の整備である。従来よりも高度化された点は，系統樹に「噴火未遂」事象を加え，地震や地殻変

動等の観測データを参照することによってその確率を求める手順を導入したことである。これとは別に，観測

や理論から得られる知見を事象分岐条件に取り入れ，噴火履歴が未詳の火山にも適用することを念頭に置いた

プロトタイプ事象系統樹の作成にも取り組んだが，現状では研究手法別に文献調査を行った段階にとどまって

いる。今後は，確率を付与したプロトタイプ系統樹の作成に向けて，情報を整理していく必要がある。 

山体崩壊等の低頻度大規模火山現象は，事象系統樹では初期段階の分岐事象のひとつとされることが多い。

本計画では，実事例の少ないこうした現象の履歴を詳しく調べる研究にも取り組んだ。特に，カルデラ形成噴

火については，直前の火山活動の有無や規模・様式について知ることが，予測という観点から重要である。本

計画では，トレンチやボーリングによる地質調査で，先行噴火の痕跡を欠く事例があることや，噴火開始後の

活動推移には多様性があることが明らかにされた。また，前計画で開発した分析手法を用いて過去の噴出物を

系統的に調べたことで，いくつかの大規模噴火イベントについては，マグマ溜まりの含水量や温度圧力の変遷

を明らかにできた。こうした成果は，大規模噴火に先行する現象を想定する上で重要であり，モニタリング観

測にも指針を与える。 

火山現象のモデル化に関しては，噴出物分析とフィールド観測の両面で進展があった。噴出物中の微細な結
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晶を最先端の撮像技術で解析することにより，火道浅部で起きるマグマの結晶化と噴火様式との関係が明らか

になってきた。物理観測との連携による現象理解とモデル化に今後の展望を開く成果といえる。一方で，熱水

系卓越型の火山では，微小地震の群発，地殻変動，消帯磁等の現象が，数ヶ月から数年程度の時間スケールで

非噴火期に間欠的に起こっている事例が多いことも見出された。今後，様々な時間スケールで火山現象のモデ

ル化をさらに進めて予測を目指すべきであるが，その際に欠かせないのが多項目の情報である。その観点から，

本計画で InSAR解析手法の高度化，二酸化硫黄放出率の自動測定装置の実用化等の技術開発が進展したことの

意義は大きい。また，平成 28 年度から文部科学省の次世代火山プロジェクトが始まったが，その中で取り組

まれている新たな観測手法の開発や地下構造探査との連携も，相互に大きな効果をもたらした。 

 2011年に東北地方太平洋沖地震が発生したことを受け，本研究計画では，低頻度大規模の巨大地震や大規模

噴火についても，長期予測の精度を向上させるための研究に取り組むこととなった。それには，史料，考古デ

ータ，地質データ等の活用が不可欠である。そこで，歴史学，考古学分野の研究者にも本計画への参画を呼び

かけ，データの収集，データベース化，分析を進めた。歴史地震研究の基盤である各種地震史料のデジタルデ

ータ化と校訂作業を進め，新たに地震関連史料データベースを構築した。また，全国各地の遺跡発掘調査報告

書から，考古遺跡に残された災害痕跡の記事を抽出・分析し，災害痕跡データベースの作成に取り組んだ。一

方，既刊地震史料を簡易データベース化することで効率的に校訂作業を行えるスキームの開発や，市民参加型

翻刻プラットフォームの構築など，データベース化の作業を加速させる取組も平行して行った。津波堆積物の

調査も着実に進められ，浸水範囲の推定や広域比較による発生年代の検討が進んだ。これらの新たな取組は，

膨大な作業を伴うため，５カ年計画の実施期間で完了するものではなく，全体の枠組みを構築してその一部が

整備された段階に過ぎないが，これらが重要な研究基盤となりつつあることは間違いない。今後，蓄積された

データに基づいて，過去の被害分布と近年の観測の比較による個々のイベントの再評価，イベント発生履歴の

再整理，さらには将来予測の精度向上に向けて，より具体的な成果が期待される。 

 地震や火山噴火の発生予測の研究は着実に進展しているが，短期間に予測の精度や信頼性を大きく向上させ

るのは簡単ではない。現在持っている科学的知見を最大限に利用して，地震動，津波，降灰等の災害誘因の予

測研究を強化することで，少しでも地震・火山災害の軽減に貢献することが必要である。そこで，工学，災害

科学，人文社会科学の研究者にも本計画への参画を呼びかけ，災害軽減に役立てるための研究を推進する体制

を構築した。 

災害誘因の予測では，海陸に整備された稠密な観測網と高速数値計算の組み合わせによる即時予測の分野で

重要な成果が挙げられた。長周期を含む強震動の予測では，データ同化計算の高度化と高速化により，地震動

が伝わるよりも早く，現実に近い強震動予測波形が得られるレベルに到達し，津波においてもデータ同化にも

とづく浸水計算手法が開発された。事前予測では，震源から強震動や津波浸水を被る構造物への影響に至るま

での各要素に関する専門家がチームとなって，地震がどのような被害につながるのかを科学的に評価する取組

が始まった。これにより，予測の各要素の不確からしさを反映した不確実性をリスク評価に付加できると期待

される．リスク推定の不確実性を明示することが専門家の評価に対する信頼を高めるとの研究報告があり，こ

うした取組は重要である．また，事前予測の結果を地理空間情報として可視化し，避難訓練に活用することが

適切な避難行動を促す上で有効であることが分かり，理学的予測を災害軽減につなげるための方向性を例示す

る重要な成果である。 

 本計画期間中にも，災害をもたらす地震・火山噴火がいくつも発生した。2014年には長野県北部の地震（M6.7），

2016年に熊本地震（M7.3），2018年に大阪府北部の地震（M6.1）と北海道胆振東部地震（M6.7）が発生し，い

ずれも震源を中心とした地域に人的物的な被害をもたらした。直後の調査観測により，各地震の震源となった

断層の性状の詳細が明らかになった一方で，地震現象の多様性とその予測の難しさも示された。長野県北部の

地震は既知の活断層の一部のみを破壊したもの，熊本地震と大阪府北部の地震は複数の活断層の複合破壊であ
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った。こうした実際の地震が示す破壊様式の複雑さを事前に評価することは極めて難しい。長野県北部の地震

と熊本地震は本震の発生に先行して顕著な地震活動があり，大地震の前駆的地震活動の重要な事例となった。

地震による被害では，強震動による被害のほかに，大規模な斜面崩壊によるものが熊本地震と北海道胆振東部

地震で顕著であった。これらの地震による斜面崩壊では降下火砕物層が滑り面となっている点が共通であり，

地盤災害予測の観点で注目される。大阪府北部の地震は震源が大都市域にあったため規模の割に広域に被害が

発生した。北海道胆振東部地震では，地震後に発生した広範囲での電力のブラックアウトや，軟弱地盤による

地盤の液状化が震源から離れたところでも起こるなど，単純に地震の規模や震源の場所だけから，地震災害の

規模を予測することが難しいという問題点が浮き彫りになった。 

 2014年に御嶽山で発生した水蒸気噴火は，多数の登山者に人的被害を与える火山災害となった。これ以外に

も，一般に先行現象に乏しく予知の難易度が高いとされる水蒸気噴火が，口永良部島（2014年），箱根山（2015

年），草津本白根山（2018 年），霧島硫黄山（2018 年）などで相次いだ。火口近傍の観測データに共通の特徴

がいくつかの事例で確認されたことから，将来には，噴火直前の警報で登山者・観光客に緊急退避を促せるよ

うになる可能性が示されたが，理学だけでは解決できない問題も多く残されている。水蒸気噴火については，

噴火直前だけでなくやや長い時間スケールも含めた火山活動の比較研究をさらに進めることが，現象理解・予

測のいずれにも重要である。このため，引き続き着実にデータを蓄積していく努力が不可欠である。一方，口

永良部島の 2015年再噴火，阿蘇山の 2014年以降の一連の噴火，2017年〜2018年の霧島新燃岳再噴火，2013

年以後継続中の西之島噴火など，マグマの関与が明瞭な噴火も多発した。これらの噴火では，無人機等も活用

した多項目観測による状況把握と現象・災害の予測が行われた。加えて，総合研究課題として取り組んだ桜島

については，一部住民の避難を伴った 2015 年のマグマ貫入イベントも含め，豊富な噴火・観測事例を活かし

て，マグマの貫入速度と噴火様式・規模の対応を整理し，さらには避難対応までを分類した。 
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用 語 解 説 
 

液状化 

地震による振動により，地盤が液体状になる現象。地上の建造物は沈下や傾斜し，地中の水道管な

どが浮き上がったりする。 

 

応力 

岩盤等の物体内部に考えた仮想的な面を通して及ぼされる単位面積当たりの力を応力という。震源

域の応力が岩盤の破壊強度より高くなったときに地震が発生すると考えられている。 

 

応力載荷 

地震の発生などにより応力場が変化したときに，近傍の構造にそれに伴う応力を作用させること。 

 

応力擾乱 

地震の発生や潮汐などによって，応力場に乱れが生じること。 

 

応力場 

物体内部の応力の向きや大きさの空間的な分布の状態を応力場という。 

 

海嘯（かいしょう） 

河口に入る波の前面が高い垂直な壁となり，砕けながら川上に進む現象。 

 

海底間音響測距 

海底に設置された複数の音響トランスポンダー（観測点）で，それぞれの観測点間の距離を音波を

用いて測定する方法。一定期間，繰り返し測定することによって観測点間の距離の変化が分かり，

海底の水平方向の地殻変動を把握することができる。 

 

ガウジ 

断層運動に伴う破砕によって生じた細粒・未固結の物質からなる層。 

 

確率利得 

無作為に発生していると仮定した場合に予測が的中する確率に対する，実際の予測の的中率。 

 

火山性地震 

火山活動に伴って起こる地震。火山内部の応力場や流体の状態を反映していると考えられている。 

 

ガル 

CGS単位系における加速度の単位。１ガル = １cm/s２。 

 

間隙水圧 

土や岩石中の粒子間のすきま（間隙）に入り込んだ水などの流体にかかる圧力。 
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干渉 SAR 

→「SAR」参照。 

 

岩盤滑り 

岩盤を移動層とする地滑り。 

 

既往スケーリング則 

ある物理量の大きさを与えれば，そのほかの物理量の大きさも決めることができるスケーリング関

係について，過去の事例を参照して決められたもの。 

 

企画部 

建議に基づく研究全体を円滑に実施するため，研究計画の企画，立案，調整を行う，地震・火山噴

火予知研究協議会の下に設けられた組織。 

 

軌道暦 

GNSS衛星の任意の時間の位置を計算するためのデータ。 

 

逆断層 

断層面に沿って主として上下方向にずれた断層のうち，浅い側の岩盤がずり上がる場合を逆断層と

いう。 

 

拠点間連携共同研究 

「地震・火山科学の拠点」である東京大学地震研究所と「自然災害に関する総合防災学の拠点」で

ある京都大学防災研究所が連携して研究を進める仕組み。今期の研究計画から導入された。 

 

距離減衰式 

地震の揺れの強さと断層面からの距離との関係を式に表したもの。過去に発生した数多くの地震の

観測データを統計的に処理して作成された経験的な式である。地震動予測式とも呼ばれる。 

 

経験的グリーン関数法 

大きな地震の揺れに関して，同一の断層面で発生した小さい地震では伝播経路，観測点近傍の地盤

構造も同じと仮定し，その小地震の実地震観測記録をグリーン関数（ある点に力を加えたときの別

の点での応答）として大地震時の地盤の揺れを合成する手法。 

 

広域応力場 

物体内部の応力の向きや大きさの空間的な分布の状態を応力場といい，その広域的な特徴のこと。 

 

降下火砕物 

噴火による固形噴出物のうち，噴煙としていったん上空に吹き上がり，風に乗ってある程度水平方

向に漂ったのち，重力で地上に落下してくるもの，もしくは火山弾などのように爆発時に火口から
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弾道を描いて飛散し地表に落下する噴出物。地表付近で水平方向の速度を持って流れる火砕流や火

砕サージとは区別される。 

 

航空機 SAR 

航空機に搭載した SARシステムを使用した調査・解析。→「SAR」参照。 

 

鉱物温度圧力計 

岩石中の鉱物の結晶構造や化学組成から，その岩石が地下で置かれていた温度・圧力状態を推定す

る研究手法の通称。温度圧力の推定に利用できる鉱物そのものをこのように呼ぶこともある。具体

的には岩石試料の室内分析であり，野外に持ち出して測定するための「鉱物温度圧力計」という特

定の装置があるわけではない。 

 

谷中谷（こくちゅうこく） 

一つの大きな谷の中にさらに小さい谷が入り込んでいるもの。 

 

コミュニティ・モデル 

地震や火山噴火を含む多様な地殻活動を定量的に理解することを目的として，これまで蓄積された

日本列島の沈み込み構造に関する知見を統一的に集約し，統合的に構築した共通モデル。 

 

固有周期 

構造物が振動しやすい周期のこと。固有周期で構造物を揺らすと「共振」という現象が起きて，他

の周期で揺らした場合に比べて大きく揺れるという特徴がある。 

 

災害素因 

災害誘因を受けた際に生じる被害・損失の規模，様態を左右する，地形・地盤などの自然環境の脆

弱性（自然素因）や，構造物・人間社会の脆弱性（社会素因）のこと。 

 

災害誘因 

災害をもたらす原因（加害力，外力）のこと。英語ではハザードという．地震や火山噴火による災

害は災害誘因である地震動，津波，火山灰や溶岩の噴出などの外力が災害素因に作用することで引

き起こされる。 

 

最近傍法 

巡回セールスマン問題（全ての都市をちょうど一度ずつ巡り出発地に戻る巡回路のうちで総移動コ

ストが最小のものを求める）を解くのに使われる組合せ最適化アルゴリズムの１つ。 

 

三成分合計 

地震計では上下動１成分，水平動２成分の合計３成分を観測している。加速度地震計の３成分で観

測された記録を合わせた振幅。 

 

紫外分光装置 
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対象物からの紫外領域の光の強度を波長の関数として解析し，対象物の物性を調べる装置。 

 

事象系統樹 

火山活動に伴う事象（イベント）を網羅的に列挙し，それら相互の関係と時間発展（事象分岐）を

樹形図（イベントツリー）として整理したもの。それぞれの分岐には，地質学的情報，観測デー

タ，理論などに基づいて確率が付与されることもある。 

 

地震火山部会 

文部科学大臣の諮問に応じて，科学技術の総合的振興に関する重要事項及び学術の振興に関する重

要事項を調査審議し，または文部科学大臣に意見を述べる科学技術・学術審議会のうち，測地学及

び政府機関における測地事業計画に関する事項を扱う測地学分科会のもとで，地震・火山に関する

事項を扱う部会。 

 

地震・火山噴火予知研究協議会 

科学技術・学術審議会（測地学分科会）による建議に基づく地震及び火山噴火の観測研究に関し

て，関係機関の連携を緊密にして観測研究計画を協議し，研究の有効な推進を図ることを目的とし

て東京大学地震研究所に設置されている組織。 

 

地震発生長期評価手法 

主要な活断層で繰り返し発生する地震や海溝型地震を対象に，地震の規模や一定期間内に地震が発

生する確率を予測したもの。 

 

社会素因 

生命，財産，社会・経済活動，環境など，社会・組織にとって価値があり，防災力によって災害誘

因から守られるべきもの。 

 

社会誘因 

災害誘因のうち，地震・火山などの自然現象以外のもの。例えば，火災，テロ，感染症の蔓延，停

電，断水等。 

 

首都圏地震観測網 

首都圏地震観測網(Metropolitan Seismic Observation network)，通称 MeSO-net(メソネット)。首

都圏地域で発生する地震の研究と，その被害軽減を目的に，首都圏の約 300カ所(東京都，茨城県，

神奈川県，千葉県，山梨県，埼玉県)で，人間活動による首都圏の大きなノイズや温度変化を避ける

ため約 20mの縦孔の底に設置された地震計による観測網。 

 

準プリニー式噴火やブルカノ式噴火 

火山の噴火様式。マグマ噴火のうち大量の軽石・火山灰を噴き上げる大規模な噴煙柱を伴う噴火を

プリニー式噴火と呼ぶ。噴煙柱は成層圏に達することもあり，広範囲に降下物による被害をもたら

す。プリニー式噴火よりもやや規模の小さい準プリニー式噴火では，数時間程度継続する噴煙柱を

伴う。継続時間の短い爆発的噴火をブルカノ式噴火と呼び，火山弾など弾道性の噴出物を放出する
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ことが多い。 

 

震源インバージョン解析 

地震観測データから，震源の位置や断層面上の滑りを推定する解析手法。 

 

震源過程 

地震は震源域において断層面が滑ることで生じるが，このとき断層面上で滑りが伝播する過程のこ

とを震源過程という。断層面上の滑りの速度や方向の時空間変化を運動学的に表したものを指し，

破壊や摩擦の物理法則と連続体力学を用いて断層の滑り伝播過程を動力学的に記述する「動的破壊

過程」とは区別されることが多い。観測された地震波や地殻変動等のデータを説明できるような震

源過程のモデルを震源断層モデルという。 

 

滑り欠損 

プレート境界の変位を考えた時，プレートの収束運動から期待される量から，実際に生じているず

れの大きさを減じた量。欠損が大きいとはプレート間が固着していることを意味する。 

 

スロー地震 

通常の地震のように断層が急激にすべることなく，ゆっくりと滑ることによって蓄積されたひずみ

エネルギーを解消させる現象。 

 

精密単独測位法 

搬送波位相を使用することで，基準観測点を必要とせず，単独観測点のみで測位を行う高精度な測

位法。 

 

精密暦 (最終暦) 

GNSS衛星の位置情報について，後処理の精密な解析によって求められたもの。 

 

石基 

火山岩を構成する組織の一つ。火山岩中の非常に細かい鉱物粒子からなる緻密な組織を石基と呼

び，比較的大きな粒である鉱物結晶を斑晶と呼ぶ。 

 

節面 

震源を中心とする仮想的な球面上で，断層運動によって生じる押す力と引く力の領域を分ける直交

する二平面。このうちのひとつが断層面に対応する。 

 

相転移 

物質が，温度や圧力などの外的条件の変化に伴ってその様相が変化すること。温度・圧力の変化に

より岩石の結晶構造・密度が変化するのも相転移の一種である。 

 

卓越振動数 

地震動は様々な振動数（単位時間当たりの振動回数）の波動の重ね合わせで表せるが，そのうち卓
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越したエネルギーを持つ振動数。 

 

地殻変動 

地震などの断層運動や火山活動などの地下の活動によって地表に生じた変位やひずみ，傾斜の変

化。 

 

長周期地震動 

規模の大きな地震が発生した場合に生じる，ゆっくりとした揺れのこと。高層ビルは固有周期が長

く長周期地震動により影響を受けやすい。 

 

地理空間情報 

空間上の特定の地点又は区域の位置を示す情報，及びそれに関連付けられた情報。 

 

津波堆積物 

津波によって運ばれた砂や礫などが堆積したもの。これらの調査により，過去の津波の発生年代や

浸水規模を推定することができる。 津波によって運ばれた砂や礫などが堆積したもの。これらの調

査により，過去の津波の発生年代や浸水規模を推定することができる。 

 

ディスドロメータ 

気象観測における降水の粒径，落下速度をレーザー光により測定するセンサー。これを火山灰の粒

径と落下速度の観測に利用することによって，降灰のリアルタイム把握に適用した。 

 

同化 

複雑な現象の高精度予測のために，数値シミュレーションの結果として得られる物理量が観測デー

タをなるべく再現できるように，適切な初期値や境界値，各種パラメータを推定すること。 

 

熱消磁 

磁鉄鉱などの磁性鉱物を含む岩石の磁化（磁性の強さ）が低下，または失われることを消磁とい

い，特に高温化よる消磁のことを熱消磁という。マグマが地表へ近づくなどの原因により火山体内

の温度が上昇することで，熱消磁が起こることがある。消磁領域の周辺では磁場（磁界）が変化す

る。 

 

熱水系 

地熱地帯や火山の地下で形成される，熱水が貯留・循環している領域のこと。 

 

粘弾性 

加えられた力に応じて変形し力を除くと原形に戻る弾性的性質と，加えられている力に応じた速度

で時間とともに変形が進行する粘性的性質を併せ持つ性質。 

 

搬送波位相 

受信機で復調した GNSS測位信号の搬送波位相角を連続的に測定したもの。精度の高い測定が可能な
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ため，精密測位に使用される。 

 

ひずみ集中帯 

測地観測や地形から推定された地殻ひずみが大きい領域。 

 

ひずみ速度 

単位時間当たりのひずみの変化率。 

 

表面波 

地表面に沿って伝わる地震動。地表が波の進行方向に対して直交方向に水平に振動して伝播するラ

ブ波と，地表が上下方向に楕円を描くように伝播するレイリー波とがある。 

 

プレート 

地球表面は，地殻と十分に冷却して固くなっている最上部マントルとを合わせた，厚さ 100km程度

の複数の固い岩石の層で覆われている。この岩石層がプレートとよばれ，隣り合う２つのプレート

の境界がプレート境界である。プレート境界においてはしばしば大きな地震が発生する。 

 

放送暦 

測位信号中の航法メッセージに含まれる GNSS衛星の軌道情報。 

 

マグマ溜まり 

火山の地下でマグマが蓄積している場所。その位置や形状，マグマの蓄積状態については未だに不

明な点が多い。 

 

摩擦構成則 

岩石の破壊強度や断層面上の摩擦強度を滑り量や滑り速度などの関数として記述したもの。 

 

摩擦パラメータ 

摩擦構成則で用いられる媒介変数で，これらが摩擦強度の速度依存性などの摩擦の特性を表す。 

 

メカニズム解 

地震時の断層運動を断層面の向き（走向，傾斜角）と相対滑りの向き（滑り角）によって表現した

もののことをいう。地震波の放射パターンなどから求められ，震源域の応力場を知る手がかりとな

る観測データである。メカニズム解のタイプは，正断層型，逆断層型，横ずれ断層型に大別され

る。 

 

モホ面 

モホロビチッチ不連続面の略称。地球の地殻とマントルとの境界であり，そこでは地震波速度が不

連続となっている。 

 

余効滑り 
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地震の後に震源域周辺の断層面で起こる滑り。 

 

余効変動 

地震の後に震源域あるいはその周囲で発生する地殻変動。 

 

横ずれ断層 

断層面に沿って主として水平方向にずれた断層。断層を挟んで他方の岩盤を見たときに，右向きに

ずれていれば右横ずれ断層，左向きにずれていれば左横ずれ断層という。 

 

ライダー観測 

レーザー光を対象物に照射して戻ってきた光を分析することで，対象物までの距離や対象物の性質

を調べるための装置（ライダー：Light Detection And Ranging）を用いた観測。 

 

BPT分布 

Brownian Passage Time 分布。主要活断層や海溝型で発生する地震は繰り返し発生し，その発生間

隔は BPT分布に従うと考えられている。 

 

DONET 

Dense Ocean floor Network system for Earthquakes and Tsunamis（地震・津波観測監視システ

ム）。南海トラフの地震及び津波を常時観測監視するため，熊野灘沖東南海震源域に設置された地

震・津波観測監視システム（DONET１）。平成 22年度から，新たに潮岬沖から室戸岬沖の南海地震震

源域にも整備された（DONET２）。 

 

G空間情報 

地理空間情報に同じ。 

 

GIS 

地理情報システム（Geographic Information System）の略。地理的位置に関する情報を持ったデー

タ（空間データ）を総合的に管理・加工し，視覚的に表示し，時間や空間の面から分析できる技術

である。 

 

GNSS 

全球測位衛星システム（Global Navigation Satellite System）の略称。位置や時刻同期を目的と

した電波を発射する人工衛星群，地上の支援システム，及び電波を受信して三次元的な地球上の位

置や正確な時刻を知る目的で使用する利用者群の総称。アメリカ合衆国が構築した GPS，ロシアの

GLONASSや，ヨーロッパ連合（EU）の Galileoなどのシステムがある。 

 

GNSS-音響測距結合方式 

海底における地殻変動を観測するための手法のひとつ。海上の船舶やブイの位置を GNSSによって精

度良く決定し，それらと海底に設置された基準点（観測点）との距離を，海中音波を用いて測定す

ることにより，海底の基準点の位置を推定する。長期にわたり繰り返し測定して，海底の変動を求
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める。 

 

InSAR 

干渉SAR→「SAR」を参照。 

 

JDXnet 

全国地震観測データ流通ネットワーク（Japan Data eXchange network）。日本列島に展開されてい

る地震観測点のデータの全国規模のリアルタイム流通ネットワーク。 

 

Lバンド航空機 SAR 

航空機に搭載された SARシステムのうち，Lバンドの電波帯を用いるものを指す。Lバンドはマイク

ロ波の周波数帯域の名称のひとつで，0.5から 1.5ギガヘルツの帯域。この帯域の電波は木の枝や

葉による反射を受けにくいので，植生のある地域での地殻変動観測に適している。また，人工衛星

SARと異なり，航空機 SARでは飛行経路を自由に設定できるため，様々な方向から対象を観測する

ことにより３次元的に地殻変動を捉えることが可能である。 

 

Matched Filter法 

既知の地震の波形と類似の波形を連続波形データからパターン検索することで ，未検出の地震を検

出する方法。小さな地震を検出するのに有効である 

 

PLUM法 

Propagation of Local Undamped Motion法。震源や規模の推定は行わず，地震計で観測された揺れ

の強さから直接震度を予想する新しい手法。巨大地震が発生した際でも精度良く震度が求められ

る。 

 

PUFFモデル 

航空航路への警報を目的として 1998年にアラスカ大学で開発された火山灰の軌跡計算モデル。複雑

な 3次元の風の動きを考慮することができる。 

 

SAR 

SARは Synthetic Aperture Radar（合成開口レーダー）の略。レーダーを搭載する人工衛星や航空

機が移動中に得たデータを合成することで移動方向の開口面を大きく拡大し，大型アンテナと同等

の高い分解能を実現したレーダーシステム。干渉 SAR(Interferometric SAR，InSAR)は，同じ場所

を撮影した時期の異なる２回の画像の差をとる（干渉させる）ことにより地表面の変動を詳細に捉

える手法である。 

 

Xバンド MPレーダー 

従来よりも短波長の Xバンド（波長約３cm）を用いた高分解能なレーダー。さらに水平偏波と垂直

偏波の２種類の電波を同時に送信・受信するマルチパラメータ（MP）方式によって精度の良い観測

が実現される。 
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Xバンドレーダ 

従来よりも短波長の Xバンド（波長約３cm）を用いた高分解能なレーダー。 
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災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計画 実施機関 
 

 

 

  

   

総 務 省 国立研究開発法人情報通信研究機構 

文部科学省 国立大学法人等 

    北海道大学大学院理学研究院 

    弘前大学大学院理工学研究科 

    東北大学大学院理学研究科 

    秋田大学大学院国際資源学研究科 

    東京大学大学院理学系研究科 

    東京大学地震研究所（共同利用・共同研究拠点） 

  東京大学大気海洋研究所 

    東京大学史料編纂所 

    東京工業大学火山流体研究センター 

  新潟大学災害・復興科学研究所 

    名古屋大学大学院環境学研究科 

    京都大学大学院理学研究科 

    京都大学防災研究所（共同利用・共同研究拠点） 

    鳥取大学大学院工学研究科 

    高知大学理工学部 

    九州大学大学院理学研究院 

    鹿児島大学地震火山地域防災センター 

    立命館大学総合科学技術研究機構 

    東海大学海洋研究所 

  国立研究開発法人防災科学技術研究所 

  国立研究開発法人海洋研究開発機構 

 独立行政法人国立文化財機構奈良文化財研究所 

経済産業省 国立研究開発法人産業技術総合研究所地質調査総合センター 

国土交通省 国土地理院 

  気象庁 

  海上保安庁 

都道府県 
地方独立行政法人北海道立総合研究機構環境・地質研究本部地質

研究所 

 山梨県富士山科学研究所 



- 59 - 
 

災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計画 平成 30年度研究課題一覧 

 

実施機関

名  
番号 研究課題名 研究代表者 

情報通信

研究機構  
0101 先端リモートセンシング技術による地震及び火山の災害把握技術の開発 中川勝広 

北海道大

学  
1001 

地質および物質科学的データに基づく低頻度大規模火山現象およびその準備

過程の研究 
中川光弘 

1002 北海道沖低頻度大規模地震の総合的理解とそのモニタリングへの基礎的研究 谷岡勇市郎 

1003 多項目観測に基づく火山熱水系の構造の時空間変化の把握と異常現象の検知 橋本武志 

1004 噴火履歴及び観測事例に基づく噴火事象系統樹の試作 中川光弘 

1005 津波浸水域の即時予測手法開発のための研究 谷岡勇市郎 

1006 
地理空間情報の総合的活用による災害に対する社会的脆弱性克服のための基

礎研究 
谷岡勇市郎 

1007 
地殻変動等多項目観測データ全国リアルタイム流通一元化解析システムの開

発 

高橋浩晃・ 

大園真子・ 

山口照寛 

1008 Lバンド航空機SARによる革新的火山観測手法の開発 村上亮 

1009 準リアルタイム火山情報表示システムの開発 大島弘光 

弘前大学  1101 地殻流体と地震活動の関係及び過去地震の災害誘因の解明 小菅正裕 

東北大学  1201 スラブ内地震の発生メカニズムの解明 東龍介 

1202 蔵王山周辺の総合観測 三浦哲 

1203 地殻応答による断層への応力載荷過程の解明と予測 松澤暢 

1204 地震断層すべり物理モデルの構築 松澤暢 

1205 岩石組織に基づく火道浅部プロセスの推定手法の開発 中村美千彦 

1206 地震活動の時空間パターンと断層および地震サイクルとの関係 遠田晋次 

1207 地震に先行する大気中ラドン濃度変動に関する観測 長濱裕幸 

1208 観測事例及び理論予測に基づく噴火事象系統樹の分岐条件の検討 西村太志 

1209 
トランジェント現象リアルタイムモニタリングのための複合測地データ利用の高

度化 
太田雄策 

1210 海溝軸近傍で観測可能な海底地殻変動観測技術の開発 木戸元之 

東京大学

理学系研

究科  

1401 地殻流体の連続化学観測にもとづいた地殻の状態評価システムの開発 角森史昭 

1402 地震発生場の階層性を考慮した地震活動予測 井出哲 

1403 噴火推移モニタリングのための火山ガス観測装置の開発 森俊哉 

東京大学

地震研究

所  

1501 地震・火山災害の関連史資料に基づく低頻度大規模災害の調査 佐竹健治 

1502 
揮発性成分定量による活火山爆発力ポテンシャル評価とマグマ溜まり深度の再

決定 
安田敦 

1503 
日本海溝・相模トラフプレート境界で起こる多様なすべり現象の包括的モデル構

築 
篠原雅尚 

1504 内陸地震発生の理解と予測に向けて 飯高隆 

1505 日本列島基本構造モデルの構築 
岩﨑貴哉・ 

佐藤比呂志 

1506 小型絶対重力計を用いた火山監視技術の開発 新谷昌人 

1507 次世代プレート境界地震発生モデル構築のための実験的・理論的研究 中谷正生 

1508 
地球物理・地球化学統合多項目観測および比較研究によるマグマ噴火を主体と

する火山の定量化とモデル化 
大湊隆雄 

1509 プレート境界すべり現象モニタリングに基づくプレート間カップリングの解明 小原一成 

1510 相似地震再来特性の理解に基づく地殻活動モニタリング手法の構築 五十嵐俊博 

1511 地震活動に基づく地震発生予測検証実験 鶴岡弘 
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1512 地震活動パラメターと地震発生場の応力の間に成り立つ定量的関係式 波多野恭弘 

1513 歴史時代に発生した地震・火山などの災害に関する多角的な研究 佐竹健治 

1514 首都圏に被害を及ぼす地震の解明およびその被害の実像 酒井慎一 

1515 堆積平野・堆積盆地における地震災害発生機構の解明 三宅弘恵 

1516 
広帯域・高解像度強震動シミュレーションに基づく大地震の強震動評価の高度

化 
古村孝志 

1517 地震動・津波誘因の長期予測情報コミュニケーション 纐纈一起 

1518 データ流通網の高度化 鶴岡弘 

1519 研究成果共有システムの構築 鶴岡弘 

1520 衛星赤外画像による噴火推移の観測と類型化に関する研究 金子隆之 

1521 海底での地震・地殻変動観測に向けた観測技術の高度化 塩原肇 

1522 光技術を利用した大深度ボアホール用地震地殻変動観測装置の開発 新谷昌人 

1523 素粒子ミューオンを用いた火山透視技術の可用化プロジェクト 田中宏幸 

1524 
日・米・NZ国際協力によるスロースリップでのプレート境界面断層滑りメカニズ

ムの解明 
望月公廣 

東京工業

大学  
1601 水蒸気爆発場の物理・化学状態の把握と火山流体の挙動 小川康雄 

1602 海底火山活動の評価手法開発に関する研究 野上健治 

名古屋大

学  
1701 古文書解読による南海トラフ巨大歴史地震像の解明 山中佳子 

1702 
地表地震断層および活断層の地表形状・変位量データにもとづく直下型大地震

の規模・頻度予測手法の高度化－LiDAR等の高解像度DEMを用いた検討 
鈴木康弘 

1703 南海トラフ域における巨大地震断層域の力学･変形特性の把握 山岡耕春 

1704 
地震・津波被害に対する地域社会の脆弱性測定に基づくボトムアップ型コミュニ

ティ防災・減災に関する文理融合的研究 
室井研二 

1705 精密制御震源システムの標準化と，ボアホール・海域への設置に関する研究 山岡耕春 

1706 火山災害情報およびその伝達方法のあり方 山中佳子 

京都大学

理学研究

科  

1801 地震サイクルシミュレーションの高度化 宮崎真一 

1802 
水蒸気噴火後の火山活動推移予測のための総合的研究−御嶽・口永良部・阿蘇

− 
大倉敬宏 

1803 
実観測データに基づく断層面の摩擦パラメータと地殻活動の状態推定のための

データ同化手法の構築 
宮崎真一 

京都大学

防災研究

所  

1901 史料の収集・翻刻・解析による過去の大地震および自然災害の調査 西上欽也 

1902 
近代観測以降の大噴火時の観測データの整理と低頻度大規模噴火予知に寄与

する情報の抽出 
中道治久 

1903 プレート境界巨大地震の広帯域震源過程に関する研究 岩田知孝 

1904 
南海トラフ巨大地震の予測高度化を目指したフィリピン海スラブ周辺域の構造研

究 
澁谷拓郎 

1905 
日本列島変動の基本場解明：地殻とマントルにおける物性，温度，応力，流動－

変形 
飯尾能久 

1906 注水実験による内陸地震の震源断層の詳細な構造と回復過程の研究 西上欽也 

1907 横ずれ型の内陸地震発生の物理モデルの構築 飯尾能久 

1908 桜島火山におけるマグマ活動発展過程の研究 井口正人 

1909 焼岳火山の噴火準備過程の研究 大見士朗 

1910 
短スパン伸縮計等を活用した西南日本における短期的SSEの観測解析手法の

高度化 
西村卓也 

1911 プレート境界巨大地震等の広帯域強震動予測に関する研究 関口春子 

1912 
強震動によって発生する地すべり現象の発生ポテンシャル評価と事前予測手法

の高度化 
千木良雅弘 

1913 桜島火山におけるマグマ活動発展過程の研究－火山灰拡散即時予測 井口正人 

1914 桜島火山におけるマグマ活動発展過程の研究－地域との連携 井口正人 

1915 歴史記録の電子化 飯尾能久 
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鳥取大学  2001 自治体震度計を用いた地震速報の高度化 香川敬生 

高知大学 
2101 

四国前弧域から中央構造線北方にかけての観測高度化による地震発生場の研

究 
大久保慎人 

九州大学  
2201 

地震・火山相互作用下の内陸地震・火山噴火発生場解明およびモデル化の研

究 
松本聡 

鹿児島大

学  
2301 

海域と島嶼域における地震・地殻変動観測による南西諸島北部のプレート境界

域テクトニクスの観測研究 
八木原寛 

立命館大

学  
2401 南アフリカ金鉱山の地震発生場における応力・強度・ひずみ変化の現位置計測 小笠原宏 

2402 大規模地震・破壊に先行する極微小な前震活動の発生様式の特徴の解明 川方裕則 

東海大学  2501 電磁気的地震先行現象の観測と統計評価による他種の先行現象との比較 長尾年恭 

東京大学

史料編纂

所  

2601 文献史料による歴史地震に関する情報の収集とデータベースの構築・公開 佐藤孝之 

新潟大学  2701 日本海沿岸地域を中心とした地震・火山噴火災害関連史料の収集と分析 矢田俊文 

2702 過去の災害事例に基づく減災科学に係る研究 田村圭子 

東京大学

大気海洋

研究所 

2801 津波地震を励起する浅部プレート境界断層の実態解明と物性変動モニタリング 朴進午 

2802 地球物理・化学的探査による海底火山および海底熱水活動の調査 佐野有司 

防災科学

技術研究

所  

3001 巨大地震による潜在的ハザードの把握に関する研究 山下太 

3002 基盤地震観測等データのモニタリングによる地殻活動の理解と予測技術の開発 松澤孝紀 

3003 噴火予測システムの開発に関する研究 藤田英輔 

3004 
基盤的地震・火山観測網の整備・維持及び超大容量の地震・火山観測データの

効率的流通システムの構築 
松原誠 

3005 火山活動把握のためのリモートセンシング観測・解析技術に関する研究 小澤拓 

海洋研究

開発機構  
4001 先端的掘削技術を活用した総合海洋掘削科学の推進 山田泰広 

4002 海域地震発生帯研究開発 小平秀一 

産業技術

総合研究

所  

5001 津波浸水履歴情報の整備 宍倉正展 

5002 活断層データベースの整備 吾妻崇 

5003 地質調査に基づく火山活動履歴調査とデータベース整備 石塚吉浩 

5004 海溝型巨大地震の履歴とメカニズム解明 宍倉正展 

5005 地震時変位量に基づく連動型古地震像復元手法の研究 近藤久雄 

5006 火山性流体と噴出物の解析に基づく噴火推移過程のモデル化 篠原宏志 

5007 地下水・地殻変動観測による地震予測精度の向上 松本則夫 

5008 高分解能地殻応力場の解明と造構造場の研究 今西和俊 

5009 アジア太平洋地域地震・火山ハザード情報整備 宝田晋治 

国土地理

院  
6001 内陸の地殻活動の発生・準備過程の解明 矢来博司 

6002 火山地域のマグマ供給系のモデリング 矢来博司 

6003 プレート境界面上の滑りと固着の時空間変化の広域的な把握 矢来博司 

6004 GNSSを用いた震源メカニズム即時推定技術の開発 矢来博司 

6005 GNSS連続観測（GEONET） 矢来博司 

6006 地形地殻変動観測 矢来博司 

6007 物理測地観測 矢来博司 

6008 宇宙測地技術による地殻変動監視 矢来博司 

6009 火山基本図・火山土地条件図整備 矢来博司 

6010 都市圏活断層図整備 矢来博司 

6011 地殻活動データベース整備・更新 矢来博司 

6012 GNSS観測・解析技術の高度化 矢来博司 

6013 SAR観測・解析技術の高度化 矢来博司 
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気象庁  7001 火山現象に関する基礎データの蓄積と活用 井上和久 

7002 自己浮上式海底地震計観測による宮城県沖の地震活動 尾崎友亮 

7003 地殻変動観測による火山活動評価・予測の高度化に関する研究 小久保一哉 

7004 火山活動に伴う地殻変動の把握及び評価 木村一洋 

7005 地球電磁気学的手法による火山活動監視の高度化 山崎明 

7006 地震活動・地殻変動監視の高度化に関する研究 小林昭夫 

7007 陸上電磁場観測における津波生成磁場の検知 山崎明 

7008 緊急地震速報の予測手法の高度化に関する研究 干場充之 

7009 海溝沿い巨大地震の地震像の即時的把握に関する研究 勝間田明男 

7010 大規模噴火時の火山現象の即時把握及び予測技術の高度化に関する研究 徳本哲男 

7011 津波の予測手法の高度化に関する研究 山本剛靖 

7012 地震・津波・火山防災情報の改善に係る知見・成果の共有 長谷川安秀 

7013 火山活動の総合判断 宮村淳一 

7014 地震観測，地殻変動観測 尾崎友亮 

7015 潮位観測 市川真人 

7016 地磁気精密観測 山際龍太郎 

7017 全国における火山観測の強化 宮村淳一 

7018 
地殻活動・火山活動のための地磁気基準観測，全磁力精密観測のデータベー

ス化 
飯野英樹 

7019 全国地震カタログの作成 上野寛 

7020 防災・減災に関する知識の普及啓発 長谷川安秀 

海上保安

庁  
8001 海底地殻変動観測 石川直史 

8002 海洋測地の推進 山田裕一 

8003 海域火山観測 新村拓郎 

8004 地殻変動監視観測 山田裕一 

8005 験潮 林王弘道 

8006 海域における地形・活断層調査 福山一郎 

奈良文化

財研究所  
9001 

考古資料および文献資料から見た過去の地震・火山災害に関する情報の収集

とデータベースの構築・公開 
小池伸彦 

北海道立

総合研究

機構 

9101 日本海沿岸域における過去最大級津波の復元 川上源太郎 

9102 地球科学的総合調査による火山のモニタリングと熱水系のモデル化 高橋良 

山梨県富

士山科学

研究所 

9201 富士山における地下水観測 内山高 

9202 富士山の噴火事象系統樹の高精度化のための基礎研究 吉本充宏 

公募研究 2901 宏観異常現象の検証-漁獲量と地震との関係を中心に- 織原義明 

2902 多種の地震活動度解析による大地震先行的地震活動変動の検知 上田誠也 

2903 「地震学及地理学研究材料報告」に基づく歴史津波の痕跡調査 蝦名裕一 

2904 白山火山の最近 5000年間の噴火履歴解明 川﨑一雄 

2905 
北海道中央部，大雪火山，御鉢平カルデラ噴火を対象とした噴火推移とマ

グマ供給系の変遷の解明 
佐藤鋭一 

2906 後屈斜路カルデラ期の摩周火山及び中島火山の噴火履歴とマグマ供給系 和田恵治 

2907 北海道摩周における火山活動の化学的調査 鹿児島渉悟 

2908 火山性湖沼における地下熱水流動系の解明：噴火予測への新たな指標 知北和久 

2909 蔵王山，御釜を火口とする活動の噴火推移の解明 伴雅雄 

2910 
地震先行 VLF帯電磁波強度減少研究のための超小型衛星のブレッドボード

モデルの開発 
児玉哲哉 

2911 歴史災害研究のオープンサイエンス化に向けた検討 橋本雄太 
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2912 史料中の有感地震記録を用いた歴史地震研究の新展開 石辺岳男 

2941 
富山県弥陀ヶ原火山・地獄谷内での重力探査と地形および地温計測による

地熱・火山活動のモニタリング 
楠本成寿 

2942 草津白根火山の完新世噴火履歴解明（総括） 石﨑泰男 

2943 地震先行 VLF帯電磁波強度減少の統計的評価と発生メカニズムの解明 鴨川仁 

2948 南アフリカ大深度金鉱山における M５.５地震震源域の応力場直接推定 伊藤高敏 

2949 
地球化学的観測手法を用いた箱根山等における熱水系の構造解明，地震活

動評価，および火山ガスの化学的連続観測技術の高度化 
大場武 

拠点間連

携共同研

究 

2951 ばらつきのある被害リスク評価をふまえた防災計画の検討 牧紀男 

2952 将来時点でのエクスポージャ予測のためのデータ解析とモデル化手法の構築 西嶋一欽 

2953 
歴史被害地震の活動セグメントの推定とそれを考慮した強震動・建物被害シミュ

レーションに基づく震源破壊過程の推定に関する研究 
松島信一 

2954 
歴史地震評価のための振動計測と引き倒し実験による伝統木造構造物の耐震

性能評価 
川瀬博 

2955 強震動評価のための浅部地盤と深部地盤の統合モデル化に関する研究 山中浩明 

2956 地震による被災から回復までの個人世帯生活被災度時間関数の構築 岡田成幸 

2957 
地震随伴火災の経時的な発生予測モデルの開発と出火防止対策の有効性評

価 
西野智研 

2958 建物個別の応答予測と揺れ継続時間のリアルタイム情報配信 倉田真宏 

2975 巨大地震のリスク評価の精度向上に関する新パラダイムの構築 
森田裕一・ 

川瀬博 

2990 巨大地震時における地盤増幅率の予測手法の高精度化 上田恭平 

2991 震源モデルに着目した巨大地震に伴う強震動予測の高度化 宮澤理稔 

2994 地震時の斜面災害軽減を目的とした地震波動伝播シミュレーションの利活用 土井一生 
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Ⅰ．災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計画の推進について（建議）の概要 
 

○ 地震・火山噴火の現象を理解し，地震と火山噴火の予知を目指すこれまでの方針から，それらに加え，

災害を引き起こす地震動・津波・火山灰や溶岩の噴出などの予測にも力を注ぎ，地震・火山災害の発生・

推移を総合的に研究することにより，防災・減災に貢献する災害科学の一部として計画を推進する方針

に転換。 

○ 地震予知研究は昭和 40年，火山噴火予知研究は昭和 49年から，科学技術・学術審議会が建議する計画

に沿って，全国の大学や関係機関が協力・連携して推進。平成 21年度から両計画を統合して「地震及び

火山噴火予知のための観測研究計画」を実施。平成 23年東日本大震災を受け，平成 24年に計画の見直

しを実施。計画が平成 25年度末で終了することから，平成 24年に実施状況の総括的自己点検及び外部

評価を実施。外部評価などの指摘を受けとめ，社会の要請を一層踏まえて計画を策定。 

○ 低頻度・大規模な地震・火山現象の解明や，地震・火山災害の事例研究，発生機構の解明，地震動，津

波，降灰，溶岩流の事前評価と即時予測，体系的な災害情報発表方法の研究を新たに開始。そのため，

地震学・火山学を中核に工学，人文・社会科学等を含む総合的かつ学際的に研究計画を推進。  

 

一．現状認識と長期的な方針 

 

１．地震及び火山噴火予知のための観測研究に関する現状認識  

・ 我が国は世界有数の地震・火山国であり，これまで地震や火山噴火による災害が度々発生し，多数の被

害を経験。 

・ 東日本大震災（平成 23年東北地方太平洋沖地震）について，その震源域でマグニチュード 9に達する超

巨大地震の発生の可能性を事前に追究できなかったことを反省し，計画の見直しを実施し，平成 24年に

建議。 

・ 現行の計画が平成 25年度までであることから，平成 24年に実施状況について総括的自己点検評価，及

び外部評価を実施。外部評価や「東日本大震災を踏まえた今後の科学技術・学術政策の在り方について

（建議）」などの指摘を踏まえ，また，これまでの計画の経緯と成果を鑑み，研究計画を策定。 

・ 従来は，自然現象としての地震・火山噴火の予知に基づいて災害軽減への貢献を追求。今後は，地震・

火山噴火による災害の発生を，地震動，津波，火山灰や溶岩の噴出などの外力（災害誘因）の，人の暮

らす社会・自然環境の脆弱（ぜいじゃく）性（災害素因）への作用との認識し，地震・火山噴火の発生

から，災害発生やその推移までを念頭に災害誘因の予測を行い，地震・火山災害の軽減に貢献する方針

に転換。 

 

２．地震及び火山噴火予知のための観測研究のこれまでの経緯と成果  

・ 地震予知研究は約 50年間，火山噴火予知研究は約 40年間，地震・火山噴火の災害軽減に資すべく継続

的に実施。平成 21年度から，両計画の統合的かつ効率的な進捗を目指して統合。これまでの成果は，以

下のとおり。 

・ プレート境界での滑りの多様性を世界に先駆けて解明し，巨大地震の発生を含むプレート境界での滑り

現象のシミュレーションの手掛かりを獲得。プレート境界の繰り返し地震の中で，発生時期・規模の予

測が可能な事例を発見。 
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・ 高密度で多項目の観測や火山噴出物の高精度な解析より，噴火に至るまでの現象，マグマの移動，噴火

発生や噴火後の過程の理解が進み，火山噴火機構の総合的理解が進展。噴火に先行する多数の観測事象

が集積。 

・ これまでの計画で開発された三陸沖のケーブル式地震・津波計は，平成 23年の三陸大津波の襲来 20分

前に巨大津波を観測。その技術は，政府が設置を進める津波観測網へ応用。 

・ これまでの成果に基づいた有珠山や三宅島などでの火山噴火予知の実践を踏まえ，住民の避難計画と連

動した噴火警戒レベルを気象庁は順次運用開始。 

・ 地震の発生予測や火山噴火の規模や様式，活動推移の予測手法は現時点では未確立であるが，予測につ

ながる地震や火山現象に関する理解が一層深化した。 

 

３．観測研究計画の長期的な方針  

・ 地震や火山噴火による災害の発生を，地震動，津波，降灰，溶岩流などの災害誘因が外力となり，社会・

自然環境の脆弱（ぜいじゃく）性である災害素因へ作用することと認識。災害誘因を予測して，それに

備えることが地震・火山噴火の災害軽減の基本。 

・ 災害の根本原因である自然現象である地震や火山噴火の発生から，災害誘因の予測，災害発生とその推

移を含めて総合的に理解し，それを防災・減災に生かす災害科学の一部として計画を推進。災害に備え

ることを念頭に，地震や火山噴火の発生とそれに伴う災害誘因から災害を予め（あらかじめ）知り（災

害の予知），それにより災害軽減に貢献することが目標。 

・ 発生すると甚大な災害となる低頻度・大規模な地震・火山現象について，過去の事象や海外の事例を取

り入れて研究を推進。歴史学・考古学・地質学などとの連携や国際共同研究を強化。 

・ 成果を社会の防災・減災に効果的に役立てるため，政府の施策，行政機関との連携を強化。 

 

二．本計画の策定の基本的な考えと計画の概要 

 

１．本計画の基本的な考え 

・ 計画の目的が地震・火山災害の軽減への貢献であることを一層明確にし，地震や火山噴火の発生予測を

目指す研究を継続しつつ，災害誘因予測研究を体系的・組織的に始め，国民の生命と暮らしを守る災害

科学の一部として研究を推進。 

・ これまでよりも広い知の結集が必要であることから，地震学や火山学を中核とし，災害や防災に関連す

る理学，工学，人文・社会科学などの研究者も加わり，専門知を結集し，総合的かつ学際的な研究計画

として推進。 

・ 災害の根源である地震と火山噴火の仕組みを自然科学的に理解する「地震・火山現象の解明のための研

究」，地震や火山噴火を科学的に予測する手法を研究する「地震・火山噴火の予測のための研究」，地震

動，津波，火山灰や溶岩の噴出など災害の誘因となる自然現象の事前評価・即時予測を研究する「地震・

火山噴火の災害誘因予測のための研究」を実施。長期的な取組で計画を推進し，成果が防災・減災に効

果的に利活用される仕組みをつくるため「研究を推進するための体制の整備」を実施。 

・ 東北地方太平洋沖地震，南海トラフの巨大地震，首都直下地震，桜島火山等の優先度の高い地震や火山

の研究については，上記の区分を横断して，総合的に実施。 

 

２．本計画の概要 

本計画の基本的な考えに沿って，以下の研究を実施。 
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２－１．地震・火山現象の解明のための研究 

地震や火山噴火を科学的に理解するための基礎的な観測研究を推進。特に，低頻度で大規模な現象の理解

のため，史料，考古データ，地質データ等も活用。 
 

《地震・火山現象に関する史料，考古データ，地質データ等の収集と整理》 

 古い年代の地震・火山噴火に関する史料の解読・解釈，考古学的な発掘痕跡の集約，地質調査データの調

査・分析。その成果のデータベース化。 

 

《低頻度大規模地震・火山現象の解明 》  

 観測データや史料，考古データ，地形・地質データの解析・分析から地震学・火山学の知見に基づき，低

頻度・大規模の地震・火山現象解明の研究を推進。特に，東北地方太平洋沖地震，南海トラフ巨大地震の発

生機構に関する観測研究を推進。 

 

《地震・火山噴火の発生場の解明》 

 地震及び火山噴火の発生場の構造，ひずみ・応力の時空間分布と地震・火山活動の関連を研究。特に，東

北地方太平洋沖地震とその余効変動による影響に注目。 

 

《地震現象のモデル化》 

 日本列島域の構造モデル，複雑な破壊現象を表現できる断層の物理モデルを構築。両者を利用し，地震発

生機構の定量的な理解やプレート境界での多様な滑りを再現する数値シミュレーション実験を推進。 

 

《火山現象のモデル化》 

 多項目観測データや火山噴出物の解析から，噴火先行現象やそれに続く多様な火山現象の物理・化学過程

を解明。マグマの発泡・脱ガス・破砕などに関する理論・実験研究の成果も取り入れ，火山現象の物理・化

学過程のモデル化を推進。 

 

２－２．地震・火山噴火の予測のための研究 

 地震や火山噴火現象の科学的理解を踏まえて，地震発生や火山噴火，地震活動や火山活動の予測研究を推

進。 

 
《地震発生長期評価手法の高度化》 

 数値シミュレーションなどを利用した地震発生の長期評価手法を開発し，史料，考古・地質データなどか

ら推定された地震の発生履歴に基づき，地震発生の長期評価手法を高度化。 

 

《モニタリングによる地震活動予測》 

 観測データと数値シミュレーションの結果を比較し，地殻内の応力やひずみなどの状態を評価し，地震発

生や地殻活動の理解の深化を推進。地震活動の統計的性質に基づく地震活動の予測を行い，その性能を評価。 

 

《地震先行現象に基づく地震活動予測》 

 地震の先行現象の捕捉のための観測を実施。先行現象と地震発生の関係を統計的に評価。統計的に有意な
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先行現象は，その発生機構の物理・化学的な根拠を探究。 

 

《事象系統樹の高度化による火山噴火予測》 

 噴火履歴から，近い将来に噴火が懸念される火山の活動や噴火現象の時系列をまとめた噴火事象系統樹を

作成。研究成果を利用して事象系統樹の分岐条件の導出とその判定法を探求し，火山噴火予測を試行。 

 

２－３．地震・火山噴火の災害誘因予測のための研究 

防災・減災に貢献するために，地震や火山噴火の発生から災害に至るまでの過程を史料，調査・観測記録

から理解し，地震動，津波，降灰などの災害誘因の予測の研究を推進し，災害を予め（あらかじめ）知って

対応できる（災害の予知）ことを目指した研究を推進。 
 

《地震・火山噴火の災害事例の研究》 

 地震・火山噴火による災害の特性を，事例研究に基づいて把握。歴史記録から社会環境の時代的変化に留

意して過去の地震・火山災害の特性を知り，地域特性も踏まえ，自然現象としての災害誘因と社会・自然環

境としての災害素因を抽出。 

 

《地震・火山噴火の災害発生機構の解明》 

 地震・火山噴火による災害誘因が，自然・社会環境の脆弱性などの災害素因に与える作用力，波及効果を

解明し，災害発生機構を探究。二次災害の抑止，社会混乱の防止などの新たな災害研究の分野を複合学術領

域で構築。 

 

《地震・火山噴火の災害誘因の事前評価手法の高度化》 

 地震・火山噴火が引き起こす地震動，津波，地滑り，降灰，山体崩壊などの災害誘因の発生可能性を事前

に評価する手法の高度化を目指す研究を推進。 

 

《地震・火山噴火の災害誘因の即時予測手法の高度化》 

 地震・火山噴火が引き起こす災害誘因を，地震・火山噴火発生直後に即時的に高精度に予測するための観

測データの利用法や解析手法の高度化を目指す研究を推進。 

 

《地震・火山噴火の災害軽減のための情報の高度化》 

 確率表現の有無，確度の高低など様々な地震・火山噴火予測情報を，それに見合った活用法で災害軽減に

役立てる方策を検討。災害啓発情報，災害予測情報，災害情報，災害関連情報などの高度化のための研究を

推進。 

 

２－４．研究を推進するための体制の整備 

本計画を達成するための体制の整備。 

 

《推進体制の整備》 

国民の生命と暮らしを守る災害科学として計画を実施し，成果が効果的に防災・減災に役立つような計画

推進体制を構築。地震・火山防災行政の中で，どのように貢献するべきかを踏まえ，地震調査研究推進本部

など関連機関との連携を強化。 
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総合的かつ学際的に研究計画を推進することから，その進捗状況を把握，達成度の評価，問題点と今後の

課題の整理などを行う計画推進体制を整備。 

 

《研究基盤の開発・整備》 

行政官庁，研究機関，全国の大学が協力し，地震・火山の活動評価や研究に必要な観測基盤，データを効

率的に処理・流通するシステムを維持・拡充。 

本計画で得られる成果をデータベース化し，研究者間で共有する仕組みを構築。 

新たな観測技術の開発，地殻活動モニタリング手法高度化などの研究を推進。 

 

《関連研究分野との連携の強化》 

本計画が災害科学に貢献すべきという観点で，過去の地震・火山噴火の事例調査，災害の発生に至る過程

の研究の推進のため，理学だけではなく工学，人文・社会科学などの関連研究分野との連携を強化。 

 

《研究者・技術者・防災業務・防災対応に携わる人材の育成》 

関連機関が協力して，若手の研究者，技術者，防災・減災に関わる行政・企業・教育機関などで活躍する

人材を育成。 

 

《社会との共通理解の醸成と災害教育》 

関連機関が協力して，研究成果を社会にわかりやすく伝え，社会との共通理解の醸成のための取組を強化。

地震・火山科学が社会に発信する情報を含め，災害情報の在り方について検討。 

 

《国際共同研究・国際協力》 

大規模な地震，津波，火山噴火の災害は世界各地で発生し，海外の事例を研究する必要から，国際共同研

究を促進する体制を整備。 

災害科学の先進国である我が国の責務として，開発途上国における地震・火山噴火災害の防止・軽減に貢

献する体制を維持・整備。 
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Ⅱ．計画推進部会および総合研究グループ等別の成果 
 
「災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計画の推進について」(建議)に示された実施内容につい

て，平成 30年度の成果を計画推進部会および総合研究グループ等別に学術報告として取りまとめた。 
この報告は，地震・噴火予知研究協議会１）に設置された８の計画推進部会と１の研究グループ（観測・解

析技術の開発），建議において全ての項目を含む総合的な研究として優先して推進するとされた，東北地方太

平洋沖地震，南海トラフの巨大地震，首都直下地震，桜島火山噴火についての４の総合研究グループ，及び

地震火山観測研究を災害研究に結びつけるための共同研究を実施する東京大学地震研究所と京都大学防災研

究所の拠点間連携委員会２）の責任で編集したものである。 
この報告に基づいて，難解な学術用語をなるべく言い換え，平易な文章で表現して書き直したものが，本

編の「平成 30年度の成果の概要」である。本編の「平成 30年度の成果の概要」の内容について，さらに詳

細を知りたい場合，原著論文を参照したい場合には，以下の報告をご参照いただきたい。 
 
〇東京大学地震研究所 地震・火山噴火予知研究協議会 
 
「海溝型地震」計画推進部会長  小原一成（東京大学地震研究所） 
           副部会長 西村卓也（京都大学防災研究所） 
「内陸地震」計画推進部会長  松本 聡（九州大学大学院理学研究院） 
          副部会長 上嶋 誠（東京大学地震研究所） 
「火山」計画推進部会長  大倉敬宏（京都大学大学院理学研究科） 
        副部会長 野上健治（東京工業大学理学院火山流体研究センター） 
「地震先行現象・地震活動評価」計画推進部会長 中谷正生（東京大学地震研究所） 
                  副部会長 長尾年恭（東海大学海洋研究所） 
「地震動・津波等の事前予測・即時予測」 
        計画推進部会長  香川敬生（鳥取大学大学院工学研究科） 
            副部会長 太田雄策（東北大学大学院理学研究科） 
「地震・火山災害」計画推進部会長  木村玲欧（兵庫県立大学環境人間学部） 
             副部会長 三宅弘恵（東京大学大学院情報学環） 
「史料・考古」計画推進部会長  榎原雅治（東京大学史料編纂所） 
           副部会長 佐竹健治（東京大学地震研究所） 
「データベース・データ流通」計画推進部会長  鶴岡 弘（東京大学地震研究所） 
                  副部会長 大見士郎（京都大学防災研究所） 
「観測・解析技術の開発」技術開発担当 渡辺俊樹 （名古屋大学大学院環境学研究科） 
「東北地方太平洋沖地震」総合研究グループリーダー 松澤 暢（東北大学大学院理学研究科） 

「南海トラフ巨大地震」総合研究グループリーダー 澁谷拓郎（京都大学防災研究所） 

「首都直下地震」総合研究グループリーダー 酒井慎一（東京大学地震研究所） 
「桜島火山噴火」総合研究グループリーダー 井口正人（京都大学防災研究所） 

 
〇東京大学地震研究所・京都大学防災研究所拠点間連携共同研究委員会 

委員長  松島信一（京都大学防災研究所） 
          副委員長 佐竹健治（東京大学地震研究所） 
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１） 東京大学地震研究所には，災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計画で立案された研究を推進することを目

的に設立された地震・火山噴火予知研究協議会がある。ここでは，本観測研究計画に参加する全国の大学等が連携し，

研究機関と協力しながら研究を推進している。また，科学技術・学術審議会測地分科会地震火山部会では，大学，研

究機関，行政機関が連携して計画の推進を図っている。地震・火山噴火予知研究協議会には，災害の軽減に貢献する

ための地震火山観測研究計画の，効率的かつ調和的な実施を推進するために，８の計画推進部会と４の総合研究グル

ープが設置されている。 

２） 「地震・火山科学の共同利用・共同研究拠点」である東京大学地震研究所と「自然災害に関する総合防災学の共同利

用・共同研究拠点」である京都大学防災研究所は，地震や火山噴火の現象解明・予測の研究成果を災害軽減につなげ

るための組織的な共同研究を実施するために，拠点間連携共同研究委員会を設置している。
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１（１）海溝型地震 

 

「海溝型地震」計画推進部会長 小原一成（東京大学地震研究所） 

副部会長 西村卓也（京都大学防災研究所） 

 

海溝型地震の発生機構を科学的に解明することは，海溝型地震の発生予測ならびに地震

に伴う地震動，津波などによる災害に備えるための基本として重要である。海溝型地震計

画推進部会では，主としてプレート境界で発生する海溝型地震を対象に，地震現象に関す

る過去データの収集と整理，地震現象の解明，地震発生場の解明，地震現象のモデル化，

モニタリングによる地震活動予測，先行現象に基づく地震活動予測，及び観測・解析技術

の開発を進めてきた。加えて，海洋プレート内部で発生するスラブ内地震についても発生

機構の解明に関する研究を行っている。 

 

５年間の成果の概要と今後の展望 

 平成26年度より「災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計画」において５年間

続けられてきた観測研究は，海溝型地震という現象に対する我々の理解を深める多くの成

果を挙げてきた。平成30年度における個別の成果は次節に詳しく述べるが，ここでは５年

間の成果の概要を述べる。 

 プレート境界域で発生する低周波微動やスロースリップイベント（SSE）といったスロー

地震に関する研究については，様々な地域における詳細な発生履歴や発生過程，スロー地

震間の相互作用に関する観測研究，地震波速度や減衰，比抵抗構造などの発生場を理解す

る研究が活発に行われ，現在最も研究が進んだトピックであると言える。スロー地震に関

する研究は，モニタリングに基づく実データを用いた観測研究だけでなく，実験室におい

てスロー地震発生の背景に潜む摩擦特性を理解しようとする岩石摩擦実験研究や断層摩擦

構成則を用いたスロー地震のシミュレーション研究，GNSSデータとシミュレーションのデ

ータ同化による摩擦パラメータの推定と推移予測を目指す研究なども行われ，これらの研

究が本部会の成果を牽引している。スロー地震は，通常の地震活動が不活発な領域におい

ても頻発に発生する現象であることから，プレート境界面の状態の時間変化をモニタリン

グする上で貴重な情報をもたらす。スロー地震と大地震の関係性についてはObara and Kato

（2016）によって，（１）Analog（類似現象），（２）Stress meter（応力状態を反映するイ

ンジケーター），（３)Stress transfer（周囲への応力載荷）という３点において整理され，

スロー地震を用いた海溝型地震研究のさらなる活性化に貢献した。SSEによる周囲への応力

載荷については，東北沖地震でも地震活動や海底水圧計データの解析から地震前にSSEが発

生していたことが知られていたが，2014年にチリとメキシコで発生したイキケ地震(M w 8.1)

とパパノア地震(M w 7.3)は，GNSSデータによって本震前にそれぞれの震源域周辺でSSEが発

生していたことが明瞭に捉えられており（Ruiz et al., 2014; Radiguet et al., 2016），

SSEによって本震がトリガーされた可能性が指摘されている。似たような事例は近年のGNSS

観測網の拡大によって相次いでおり，大地震がスロー地震による応力載荷によってトリガ

ーされることが珍しくないことを示していると考えられる。日本海溝・千島海溝沿いにお

いては，繰り返し地震と陸上GNSSのデータから，数年程度の周期的なSSEが発生しているこ
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とが発見され，このような周期と同期してM５以上の地震が活動が活発化していることが示

された（Uchida et al., 2016）。SSEが大地震をトリガーする条件については，さらなる研

究が必要であるが， GNSSデータの解析手法の高度化（例えば， Nishimura et al., 2014; 

Takagi et al., 2019）や小繰り返し地震を用いたプレート間滑りの解析技術の高度化

（Nomura et al., 2017）により短期的SSEや長期的SSEの検出精度も向上しており，この５

か年の研究により SSEのモニタリングが大地震の発生予測へ貢献できる可能性を示された

と考えられる。 

一方，岩石実験やシミュレーションに基づく断層摩擦特性の理解に関する研究は，本計

画の究極的な目標である地震発生予測を行う上でも根幹となる研究であり，この５年間は

主としてスロー地震を対象とした研究の進展が見られた。海底掘削や海底面で採取された

岩石や調査に基づいて，プレート境界断層を構成する物質を用いた断層摩擦実験からは，

断層ガウジの組成や温度圧力条件，断層の滑り速度によって摩擦特性がどのように変化す

るかが調べられた。その結果，同一深度でも断層帯を構成する堆積物・岩石によって，地

震性・非地震性双方の多様な断層運動が起こることがわかった。また，東北沖地震の震源

域の断層帯の構成物質の実験から，震源に浅部付近の摩擦パラメータa-bが0付近の領域で

間隙水圧が上昇すると，スロー地震が発生する条件が現れることもわかった。シミュレー

ションにおいても，断層面の幾何形状や物性の不均質に対する地震やスロー地震の発生条

件が調べられ，断層の粗さが増すと巨視的な滑り挙動が安定的になることが見出されると

ともに，房総沖や八重山諸島で発生したSSEについて推定された断層滑りの時間発展（例え

ば，Fukuda et al., 2018; Kano et al., 2018）から，摩擦パラメータの推定が行われて

いる。摩擦構成則を用いた断層滑りのシミュレーションに，GNSSなどのモニタリングデー

タを同化する研究についても，2003年十勝沖地震のGNSSデータを用いて震源域周辺の摩擦

パラメータの推定に成功したこと（Kano et al., 2015）は特筆に値する。データ同化によ

り断層摩擦パラメータ推定の精度を上げるためには，断層滑り速度が時間変化している時

のデータを使う必要があるため，SSEはデータ同化による推移予測の検証に最も適した現象

である。よって次期計画においては，豊後水道域などの長期的SSE発生領域でデータ同化手

法の有効性を確認し，巨大地震発生域を含む南海トラフ全体を対象とした研究などを進め

ていくことが期待される。なお，海溝型大地震の再来周期は一般に数十年以上であり，決

して頻度の高い事象ではない。よって日本列島におけるモニタリングだけでは，モデルを

検証するための十分な事例を積み重ねることは難しい。そのため，ニュージーランドなど

の海外をフィールドとした観測研究によって事例を増やすことや，断層摩擦構成則に基づ

くシミュレーションによって，SSEが巨大地震をトリガーする条件やSSEから巨大地震発生

までにかかる時間を検討すること (Ohtani et al., 2019）は，次期計画でも推進していく

べきである。 

 スロー地震発生域を含むプレート境界断層及びその周辺の地下構造に関する研究も着実

な成果を挙げている。南海トラフや相模トラフなどにおける研究から，地域性はあるもの

の多くの領域で見られる特徴として，スロー地震の発生領域周辺は，高V p /V sで地震波の減

衰が大きく，プレート境界からの反射波が明瞭であるというという点が挙げられる。これ

らは高間隙圧の流体の存在がスロー地震の発生条件に関わっていることを示唆しており，

茨城県南西部においてスロー地震の発生と地震波減衰構造の時間変化が同期していること
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が確かめられた(Nakajima and Uchida, 2018）ことは，流体とスロー地震の関係性をより

明確に示した研究であると言える。流体の存在以外にも，断層の幾何形状や断層物質の物

性などが断層滑りの特性を規定していると考えられ，今後もプレート境界域の地下構造や

沈み込む海洋プレート側の物質科学的特性と大地震及びスロー地震の関係を明らかにして

いく必要がある。 

 低頻度大規模地震に関して，津波堆積物や地形地質調査などによる過去の地震の履歴に

関する研究も，精力的に進められた。東北日本弧においては，まだ確定的な結果は得られ

ていないものの，17世紀の千島海溝地震，1611年慶長三陸津波地震，1454年享徳地震，869

年貞観地震などに対応する津波の浸水範囲がかなり明らかになった。西南日本においても

過去の南海トラフ地震の津波の浸水範囲が明らかになり，大きな浸水域を伴う地震は歴史

地震の再来間隔よりも長い400-1000年間隔であることが明らかになった。また，房総半島

南部の海岸段丘の離水年代の再調査から，大地震の再来間隔が非常にばらつきかつ短くな

ることが明らかにされ，従来考えられてきた元禄型関東地震の再来間隔を再考する必要性

が示された（Komori et al., 2017）。 

スラブ内地震についても，高精度の震源決定や断層パラメータの推定により，起震応力

場が空間的に大きく変化することや相似地震の断層面が相補的であることがわかった。ま

た，スラブ形状と斜め沈み込みを考慮した三次元温度構造のモデリングから，東北・関東

地方においてスラブ内地震及びプレート境界地震が起きる温度範囲が明らかになった。ま

た，石膏の脱水摩擦変形試験からは，冷たいスラブ内の代表的な含水鉱物であるローソナ

イトの変形特性も明らかになり，これらの研究を進めることにより，脱水脆性化によって

生じると考えられるスラブ内大地震の発生ポテンシャルが評価できる可能性が示された。 

以上の成果に加えて，この５年間における進展として重要なものとして，地震及び地殻

変動観測における海底観測技術の進展と海底観測によって初めて明らかになった諸現象が

あげられる。海溝型地震の震源域の大部分は海底下であるため，微小なシグナルを捉える

ためには，海底での観測が必要不可欠である。GNSS-Aでは，観測方法やデータ解析手法の

高度化，観測の高頻度化により，日本海溝や南海トラフ沿いの地殻変動の時空間変化が詳

細に捉えられるようになった。日本海溝沿いの観測結果は，東北沖地震の余効変動の時空

間発展を明らかにし，地下のレオロジー構造やプレート境界断層の摩擦特性に関する情報

をもたらした。また，南海トラフ沿いの観測結果は，プレート境界面の現在の固着分布の

推定に用いられ，陸上の観測点だけでは空間解像度が乏しい沖合の領域における固着分布

の不均質性が初めて明らかになった（例えば，Yokota et al., 2016; Nishimura et al., 2018）。

最近では紀伊水道沖で変動速度の時間変化が捉えられ，プレート境界浅部の長期的SSEが発

生していると考えられる。また，自己浮上式海底地震計においても広帯域地震計を搭載し

た機器開発が進められていることに加えて，１年以上の長期観測を繰り返し実施すること

により東北沖地震の震源域の時空間変化が捉えられ，本震直後はほとんど見られなかった

三陸沖でのプレート境界地震が２−３年後には発生するようになったことがわかった。地震

観測網については，南海トラフ沿いにDONET，日本海溝沿いにS-netというケーブル式の海

底観測網が構築されたことによっても，沖合のスロー地震活動に対する知見は大きく深ま

っている。DONETでは，掘削孔における間隙圧や傾斜の測定から南海トラフの浅部で短期的

SSEが繰り返し発生していることが示された（Araki et al., 2017）。 
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災害軽減に貢献するという本計画の目標に関しては，本部会で行われた研究の多くは地

震現象の解明のための研究であり，一見すると災害軽減に直結する研究は少ないように見

える。特に，前計画から続けられてきた地震発生予測によって災害軽減に資するという目

標までは，未だ道半ばと言わざるを得ない。しかし，本計画で進められた過去の海溝型地

震や津波の発生履歴による研究は，その地域における過去の災害そのものの記録であり，

今後起こりうる災害を想定する上で必要不可欠な情報であるため，災害軽減に貢献するも

のである。さらに，東北沖地震の余効滑りにより三陸沖北部などの過去に発生した大地震

の震源域への応力載荷が進んでいる可能性が示された（Iinuma et al., 2016）ことや，地

震サイクルシミュレーションにより，日向灘のM7地震が数年以内に南海トラフ巨大地震を

トリガーするシナリオが示されたこと（Hyodo et al., 2016）は，地震調査委員会の海溝

型地震の長期評価の見直しや内閣府における南海トラフ地震対策において考慮されるなど，

本計画の成果が社会における災害軽減に向けた活動に役立てられている例は多い。 

災害軽減に貢献するという本計画の５か年においては，工学や社会学分野の研究者が計

画に参画し，成果報告会などにおいて研究成果の共有が行われるようになった。このこと

は，理学研究者を中心とする本部会においても，他分野や社会からのニーズを直接感じ，

自分たちの研究を災害軽減の役立てようという意識が高まったように感じられる。本部会

における課題においても，シミュレーションを用いて地震間の応力蓄積過程から地震時の

ダイナミックな破壊過程，強震動や津波の計算までを統一的なスキームで取り扱う研究が

始まっており，地震現象の理解から地震津波災害までを一気通貫して扱う研究が実現しつ

つある。次期計画でも，本計画で進められた研究の方向性を保ちながら観測研究を継続し，

社会へのアウトプットを増やして災害軽減に貢献していくことが望ましい。 

 

平成30（2018）年度の成果の概要 

以下では，本計画の５年目である平成30（2018）年度の成果の概略を述べる。  

 

１．地震・火山現象の解明のための研究 

（2）低頻度大規模地震・火山現象の解明  

ア．史料，考古データ，地質データ及び近代的観測データ等に基づく低頻度大規模地震・

火山現象の解明 

 日本海溝・千島海溝，相模トラフ，南海トラフ，南西諸島海溝で発生した巨大地震の履

歴と発生様式を明らかにするため，海岸や海底において，津波堆積物，地形地質調査，サ

ンゴや有孔虫などの生物痕跡に基づいたデータ収集と整理が行われた（北海道大学［課題

番号：1002］，名古屋大学［課題番号：1703］，海洋研究開発機構［課題番号：4002］，

産業技術総合研究所［課題番号：5004］）。 

 北海道太平洋岸の登別市から根室市までの 11 点で，17 世紀の津波堆積物もしくはその

候補となる砂層について同一手順・手法でサンプリングと泥炭層の炭素同位体年代を測定

し，広域対比を試みた（図１）。その結果，1640 年の北海道駒ヶ岳津波の堆積物は噴火湾

から苫小牧市まで分布し，1611 年慶長三陸津波の堆積物は，苫小牧市からむかわ町にか

けて分布するが，十勝地方から釧路地方に分布する津波堆積物は 1611 年よりは後年のイ

ベントである可能性が高い（北海道大学［課題番号：1002］）。志摩半島沖の安乗口海底
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谷付近の海底活断層に関して，平成 28-29 年度に取得したコアの一部について有孔虫分

析を実施し，放射性炭素年代測定を行った。その結果，コア深度 0.81 mに認められる不整

合面の形成時期が約１万年前と推定された。この不整合面と断層変位地形から，対象とし

た海底活断層は約１万年前以降，１回あるいは複数回の活動によって上下方向に約 10 m 

変位した可能性がある。この海底活断層は南海トラフのトラフ軸と比べて陸域に近いため，

生じた津波は沿岸域に短時間で到達すると考えられる（名古屋大学［課題番号：1703］）。 

 

イ．プレート境界巨大地震  

（東北沖）  

 2011 年（平成 23 年）東北地方太平洋沖地震（以下，東北沖地震）の震源域やその周辺

では，陸上及び海底での地震・地殻変動観測から東北沖地震以降の様々な地震活動・地殻

変動・地下構造の変化が捉えられている（東北大学［課題番号：1210］，東京大学地震研

究所［課題番号：1503］，東京大学地震研究所［課題番号：1510］，京都大学理学研究科

［課題番号： 1803］，海洋研究開発機構［課題番号： 4002］，海上保安庁［課題番号：

8001］）。 

 東北沖地震発生前後に日本海溝域で実施された海底地震観測及び陸上定常観測データか

ら，同領域で発生した地震の震源とマグニチュードの詳細なカタログを作成し，東北沖地

震前後の地震活動の特徴を明らかにした（東京大学地震研究所［課題番号：1503］）。地

震波形の振幅と相関を用いて，プレート境界面付近の地震を自動検出・震源決定し，震源

の時空間分布や規模別頻度分布を得た。その結果，東北沖地震発生前においては，北緯

39 度付近で活動が変わり，北側の低活動域が少なくとも東北沖地震発生前の数年間継続

したことを示した。一方，東北沖地震発生後においては，本震の大滑り域に顕著な低活動

域，その周辺で高活動域が見られた。Gutenberg-Richter 則（G-R 則）を仮定し，地震の規

模別頻度分布から b 値を求めると，東北沖地震後は低 b 値が広く分布することが明らかに

なった（図２）。さらに，本震時に高周波破壊を起こした領域では，東北沖地震発生後に

b 値が低下し，地震後の頻度分布は G-R 則から逸脱することが推定された。このような地

震活動の特徴は，破壊に伴う応力変化とプレート境界面の摩擦状態変化が原因と考えられ

る。 

東北沖地震の地震時変位及び地震後７年間の変位時系列データを用いて，プレート境界

の摩擦パラメータ，海洋マントル及びマントルウェッジの Maxwell 及び Kelvin 要素の粘

性率，地震時の滑り分布とそれに対する平滑化パラメータを同時に推定する手法の開発を

行った（京都大学理学研究科［課題番号：1803］）。このモデルでは，地震時の応力変化

によって粘弾性緩和と余効滑りが駆動され，余効滑りの時間発展は摩擦構成則に従うと仮

定するため，モデルによる余効変動の計算値は，プレート境界の摩擦パラメータ，マント

ルの粘性率，地震時の滑り分布等の関数となる。このモデルを東北沖地震の地震時及び地

震後７年間の地表変位データに適用し，図３に示すような地震時の推定滑り分布とモデル

から計算される積算余効滑り分布により，観測された余効変動の時空間パターンを水平・

上下変動共に概ね説明することができた。 
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（南海トラフ）  

 GNSS-音響測距結合方式海底地殻変動観測により，南海トラフ周辺域での地殻変動観測

が継続されており，プレート境界固着の影響による地殻変動が観測された（海上保安庁［課

題番号：8001］）。なお，後述するように紀伊水道沖では，地殻変動速度の時間変化が観

測された。 

 

（3） 地震・火山噴火の発生場の解明  

ア． プレート境界地震  

 茨城県南西部のフィリピン海プレート上面付近で 2004 年から 2015 年に発生した地震を

用いた解析により，繰り返し地震の活動が約１年周期で活発化すること，その活動と同期

してプレート境界直上の地震波の減衰特性が大きくなること，さらにそれから数か月遅れ

て浅い地震活動が活発化することが明らかになった（図４）（東京大学地震研究所［課題

番号：1510］，Nakajima and Uchida, 2018）。これら一連の活動は，１）約１年周期で発

生するプレート境界でのスロースリップイベント（SSE）により繰り返し地震が活発化する，

２）SSE に伴ってプレート境界の水が上盤に排出され，地震波の減衰を大きくする，３）

排出された水は数か月かけて浅部に上昇し，上盤プレート内で地震を誘発する，と考える

ことで観測された時空間変化を説明できる。このようなシナリオに基づくと，SSE によっ

て「水の移動」がトリガーされ，移動した水が上盤プレート内やプレート境界の破壊強度

を低下させ，そこで地震を誘発する可能性が示唆される。 

 プレート間の滑り現象を規定する構造不均質を明らかにする目的で，2017 年度に和歌

山県の深部低周波微動活動が不明瞭な領域における測線（図５）で取得した稠密自然地震

観測データ，制御震源地殻構造探査データに対して，トモグラフィー解析，反射法解析を

それぞれ実施した（東京大学地震研究所［課題番号：1509］）。また，深部低周波微動活

動域の詳細な地震波減衰構造を推定するために，今までの稠密自然地震観測で得られた波

形データを使用して，Q 値インバージョン解析を行った。深部低周波微動が不活発な領域

を通る測線下の反射法断面図（図６）からは，測線北側から中央部の深さ 25 km 付近に明

瞭な北傾斜の反射面が確認でき，トモグラフィー解析で得られた速度構造（図７）と比較

すると，島弧側のモホ面に対応すると考えられる。測線南端の深さ 22 km 付近から確認で

きる北傾斜の反射層は，フィリピン海プレート上面に対応すると考えられる。この反射層

の層厚は，紀伊半島北東部下の微動活動が活発な領域におけるフィリピン海プレートに対

応する反射層（Iwasaki et al., 2008）の層厚よりも薄くなっている。このことから，深

部低周波微動活動度と沈み込むフィリピン海プレート内の構造不均質との関連が示唆され

る。深部低周波微動発生域は紀伊半島東～中部では海洋プレート内，西部では海洋プレー

ト上面付近に存在し，既存研究から高 Vp/Vs 域に位置すると推定されている。地下流体の

存在領域は低 Q・高 Vp/Vs で特徴づけられることを踏まえると，本研究の結果は紀伊半島

の中部・西部では地下流体の存在する環境で深部低周波微動の活動が活発になっている可

能性を示している。また，紀伊半島東部では下部地殻の不透水層によって，マントルウェ

ッジ端部でスラブ起源流体が滞留している可能性がある。さらに，既存研究では中央構造

線沿いの領域で高 Vp/Vs が得られていることから，紀伊半島東部の深部低周波微動発生域

で生じた高圧流体は，一部がマントルウェッジへ移動したのち，中央構造線に沿って上昇



- 77 - 
 

している可能性が示唆された。 

 

イ．海洋プレート内部の地震  

東北地方中央部の太平洋スラブ上面で発生している地震の震源とメカニズム解を決定し

たところ，正断層地震と逆断層地震が 100 m 以内という非常に近接した場所で発生してい

ることが明らかになった（東北大学［課題番号：1201］）。この結果は，エクロジャイト

化に伴う体積減少によりプレート表面近くで正断層地震が発生するという従来の解釈を支

持するものであるが，相転移による応力擾乱は極めて局所的であることを強く示唆する。

一方，日本列島の周辺で発生しているスラブ内地震の地震波放射エネルギー効率を推定し

た（東北大学［課題番号：1201］）。解析では観測点毎の結果のばらつきを小さくするた

めに観測点補正値をインバージョンにより推定し，その値を用いて観測された地震波放射

エネルギー効率を補正した。その結果，地震波放射エネルギー効率は地震の規模とともに

小さくなることと深さ 360 kmまでの範囲では顕著な深さ依存を示さないことが明らかにな

った。 

  

 

（4）地震現象のモデル化  

イ．断層滑りと破壊の物理モデルの構築  

（摩擦実験）  

防災科学技術研究所が所有する大型振動台を利用した岩石摩擦実験が行われ，以下のよ

うな結果が得られた（防災科学技術研究所［課題番号：3001］）。インド産変はんれい岩

を用いたスティックスリップ実験では，通常の高速破壊イベントに加え，媒質の弾性波速

度を越えて高速伝播するゆっくり滑りが発生していることを明らかにした。また，過去の

実験データを解析し，高速な破壊伝播を模擬断層から離れて設置した歪みゲージによって

観測する際に大きな誤差が発生しうることを指摘するとともに，数値計算から得られた波

形と観測波形とをフィッティングさせて模擬断層の真の破壊パラメータを推定する手法を

開発した。スティックスリップが繰り返し発生する模擬断層の断層帯が発達する過程を推

定するため，断層面に沿って伝播するレイリー波の群速度変化を推定する手法を開発した。

1 mm/s の載荷速度で実施した実験結果に適用したところ，約 1000 回のイベント発生を経

ておよそ 1％の速度低下が検出された。また，ガウジを断層面に挟んだ摩擦実験からは，

速度状態依存摩擦構成則のパラメータが断層長に依存するかどうかを調査した。推定され

た摩擦パラメータ（a-b，D c）は断層長サイズには依存しない傾向が見られたが，滑り距

離に伴って変化する様子が確認された。 

（シミュレーション）  

 フラクタル的な凸凹をもつ粗い断層面における地震発生過程を調べるため，境界要素積

分法によるシミュレーションを行った（東京大学地震研究所［課題番号：1507］, Ozawa et 

al., 2019）。粗い断層は微小な直線セグメントからなっており，各セグメントには速度状

態依存摩擦則を仮定し，状態の発展法則には slip lawを用いた。この系で震源核形成ダイ

ナミクスを詳細に追った結果，地震性高速滑りの発生前に非地震性の遅い滑りが発生した

後，一方向に移動し（図８），断層の粗さが増すと（粗さの振幅が大きい/最短波長が短い）
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その移動距離がより長くなることが見い出された。このことは，より大きなモーメントが

準備段階の間に解放されることを意味する。さらに，断層の粗さがある程度以上になると，

断層は地震性の速い滑りを起こせなくなり，スロー地震のようなイベントが期待されるこ

とも見い出された。これらの現象は，断層の粗さによる抵抗応力の概念で定量的に記述さ

れる。 

速度状態依存摩擦則を用いた豊後水道の長期的 SSE 活動のモデル化において，SSE 領域

の浅部延長側に位置する南海トラフ巨大地震震源域に対応する固着域の有無による SSE の

滑り速度分布の違いを検討した（京都大学理学研究科［課題番号：1801］）。その結果を

図９に示す。固着域がない場合では，円形パッチの中心に対称的に滑りが広がるのに対し，

固着域がある場合では，滑り速度の大きな領域が浅部に移り，深さ方向に非対称な分布に

なっており，GNSS データのスパースモデリングにより得られた滑り分布（Nakata et al., 

2017）と似ている（図９）。そのため，長期的 SSE 領域での摩擦特性及び滑り発展推定に

は固着域での滑り欠損速度の推定も同時に行う必要があることがわかった。 

 

２．地震・火山噴火の予測のための研究  

（2） モニタリングによる地震活動予測  

ア．プレート境界滑りの時空間発展  

（日本海溝・千島海溝）  

 東北沖地震の震源域南側となる福島県沖に設置した海底地震計アレイの観測により，低

周波微動活動が検知された（図 10）（東京大学地震研究所［課題番号：1503］）。微動は

約１年間の観測期間中に５回の顕著な活動期に集中して発生し，それぞれに活動期の中で

震央の経時的な移動が見られる。移動の速さはおよそ 5 km/日であり，南海トラフで観測

される微動が示すものより有意に遅いが，東北沖地震前に小繰り返し地震から示された

SSE のフロントの移動速さに近い。微動が励起した S 波の振動方向の解析により，微動は

低角逆断層型の発震機構解を示す。よって，低周波微動の活動の背景には，繰り返し発生

する SSE があると推測される。微動の発生域は，地殻変動観測から東北沖地震後の余効滑

りが継続していると推定されている範囲内にあって，比較的狭い時空間の範囲内で余効滑

りと SSE とが共存して進行している可能性を示唆する。 

岩手県釜石沖の繰り返し地震では，地震サイクル後半に小地震活動が活発化する傾向が，

東北沖地震後の地震発生間隔が極端に短くなった期間における傾向は明らかになっていな

い。そこで，2011 年３月 11 日から 34 日間の連続波形データに対し Matched Filter 法（MF

法）を適用し，釜石沖の繰り返し地震（M4.8 前後）の極近傍で発生したと考えられる 25

個の地震を検出した（東京大学地震研究所［課題番号：1510］, 奥田・他, 2019）。得ら

れた地震活動は，繰り返し間隔が９～23 日と極端に短くなっている時期においても，地

震サイクル後半に活動が活発化する傾向が保存されていたことを示す。地震サイクルにお

ける小地震の活動の静穏化・活発化が釜石沖の本震の繰り返し間隔に依存しないという結

果は，このような活動が，繰り返し間隔の長短によらず固着域内部での応力状態や固着域

の階層性といったような同一の性質に支配されている可能性を示唆する（図 11）。 
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（南海トラフ）  

 南海トラフの海溝型巨大地震を引き起こす応力蓄積と将来発生する断層の動的破壊過程

及び内陸地震への影響を考慮するためのモデリングを実施した（防災科学技術研究所［課

題番号：3001］）。まず，粘弾性緩和の影響を考慮して GNSS データからプレート間滑り遅

れ速度分布を推定した（Noda et al., 2018）。アセノスフェアの粘弾性緩和を考慮するこ

とで，滑り遅れ速度のピークが従来の研究よりも海溝の近くに存在することを示した。次

に，滑り遅れ速度の推定結果から算出したプレート境界への応力蓄積速度を入力値として

南海トラフ海溝型地震の断層破壊シミュレーションを実施し，今後発生しうる地震のシナ

リオを複数作成した。また，推定したプレート境界の滑り遅れ分布と小地震解析による西

南日本の背景応力場推定とを統合解析し，プレートの沈み込みが内陸地震発生層に引き起

こす剪断歪みエネルギー量を推定した。その結果，剪断歪みエネルギーの増減分布と地震

分布との間には有意な相関があることを確認した（Saito et al., 2018）。 

GNSS-音響測距結合方式海底地殻変動観測により，紀伊水道沖の２観測点において 2017

年末頃から 2018 年の初め頃にかけて，南向きの非定常地殻変動を観測した（海上保安庁

［課題番号：8001］）。海底観測点で観測された変位分布と陸上観測点で地殻変動が観測

されていないことから，プレート境界の浅部における SSE が原因と考えられる（図 12）。 

プレート境界浅部（海域）で発生する滑り現象把握のため，海域の現実的な３次元地下

構造の影響を考慮した解析手法を開発した（防災科学技術研究所［課題番号： 3002］ , 

Takemura et al., 2018）。この手法を紀伊半島南東沖で発生する浅部超低周波地震に適用

したところ，陸域の広帯域地震観測網 F-net の記録のみで，海底地震計による解析結果と

ほぼ同様な解が得られ，高い精度の解析が可能であることを確認した。海域での観測がな

されていない期間の解析結果からも，紀伊半島南東沖で発生する浅部超低周波地震が総じ

てプレート境界の滑りを反映する低角逆断層となることが示され，陸域観測網のデータの

存在する長期の活動把握が可能となった。 

 

（南西諸島海溝）  

 琉球海溝南西部八重山諸島近傍において，およそ６か月周期で繰り返し発生する SSE に

伴う断層滑り速度の時間発展の振る舞いが SSE 毎に異なることを示し（京都大学理学研究

科［課題番号：1803］,Kano et al., 2018），この滑り速度の振る舞いを，１自由度のば

ねスライダーモデルでモデル化し，マルコフ連鎖モンテカルロ法を用いて SSE 発生域の摩

擦パラメータの推定を試みた。その結果，SSE ごと，また一つの SSE の時系列の中でも，

推定に使用するデータ期間により摩擦パラメータの分布が異なることがわかった。単純な

モデルを用いたため，大自由度系のモデルを用いた場合の検討は必要ではあるが，この結

果はプレート境界周辺の流体分布や摩擦の分布が時間変化している可能性を示唆してい

る。 

 

3．地震・火山噴火の災害誘因予測のための研究  

（3） 地震・火山噴火の災害誘因の事前評価手法の高度化  

（津波災害） 

 北海道太平洋沖で M９規模の巨大地震が発生した場合の津波による被害の発生過程を解
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明するために，東北沖地震による津波が北海道太平洋沿岸に被害を及ぼした大きな津波後

続波について解析した（北海道大学［課題番号：1002］,Tanioka et al., 2019）。この津

波では，特に函館で９時間遅れで最大波が到達し大きな被害が生じた。後続波の生成過程

を解析したところ函館湾の基本モード（49.6 分）が励起されたことがわかった（図 13）。

さらに，その基本モードは函館港沿岸で波高が特に大きくなることがわかった。周期の長

い（49.6 分）の基本モードを励起するには震源域の大きな M9 クラスの巨大地震である必

要があると考えられ，北海道太平洋沖の巨大地震による津波の場合でも函館港近傍では大

きな後続波による被害に警戒する必要がある。 

 

4．研究を推進するための体制の整備  

（2） 研究基盤の開発・整備  

ウ．観測・解析技術の開発  

（海域観測機器） 

 海底間音響測距に関して，2017 年３月に福島沖に設置した機器の回収を行い，通常の 

Direct Path Ranging (DPR) 基線の解析に加え，音響パスを確実に通すために新たに開発

した中継機（インターロゲーター）を用いた Indirect Path Ranging (IPR) のデータにつ

いても，データ取得の状況など有用性を精査した（東北大学［課題番号：1210］）。DPR

方式では５局の組み合わせ中に音響パスが確保できたのは，海溝軸をまたぐ１基線のみで

あったが，海溝軸の収束状況を計測するという当初の最低限の目的は実現できた。その結

果，昨年度までの成果である宮城沖の日本海溝と同様に有意な収束は見られず，福島沖の

余効滑りが完全に海溝軸まで達していないか，あるいは 2017 年以降滑りが止まったこと

を示す結果を得た。一方，IPR 方式は，音響パスを確保する目的通り，中層係留で設置し

た中継機の周囲の５局に対するすべてのパスが通り，正常に測距が行われていたことを確

認した。IPR 方式の解析手法はまだ確立されていないが，係留した中継機の動きがどの程

度の精度でモニターできるかを解析し，その後，中継機を介した各基線長変化を推定する

予定である。 

 次世代型広帯域海底地震計（BBOBS-NX）において自律展開設置・自己浮上方式を改良し

た新型機（NX-2G）の長期試験観測を 2017 年４月から実施し，2018 年 10 月に機器とデー

タの回収に成功した（東京大学地震研究所［課題番号：1521］）。同地点では通常型の BBOBS

も設置され記録が取られており，NX-2G とのノイズレベル比較を実施した結果，これまで

の BBOBS-NXと BBOBSでの差程は水平動ノイズレベルの改善が見られなかった。これは，セ

ンサー部と記録部を唯一つなぐ水中ケーブルの引き回しが悪く，ケーブルが充分に海底に

落ちていなかったため，海中に浮遊状態にある記録部の振動がセンサー部へ伝わってしま

ったことによると考えられる。これは容易に解決可能であり，2002 年に発案し開発を進

めてきた，自己埋設方式センサーによる自己浮上型 BBOBS が基本的には実現できた。 

 次世代海底設置システム試験・評価として，BMS(海底設置型掘削装置)に搭載する観測

装置設置装置の開発と海域試験を実施し，水深 1,879m において海底下約 2.5m にダミーセ

ンサーの設置に成功した（海洋研究開発機構［課題番号：4002］）。水圧計校正技術の検

証として，DONET2 観測点近傍において移動式水圧校正装の再現性の検証を行い，0.09hPa

（水深 0.9mm 相当）の再現性を確認した。このような校正技術により水圧計データを用い
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た地殻変動観測の高精度化が実現することが示されたといえる。 
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図１.  北海道太平洋沿岸における17 世紀津波堆積物の年代推定結果（北海道大学［課題

番号：1002］）。 

右図の縦点線は西暦1611 年，1640 年の位置を示す． 

 

図２. 東北沖のプレート境界で発生した地震に対するb値の時間変化（東京大学地震研究所

［課題番号：1503］）。 

(a)東北沖地震前及び(b)地震後のG-R則のb値の空間分布。b値推定手法はMaximum Curvature

法（Wiemer and Wyss, 2000）。星印は東北沖地震の震源，灰色コンターはIinuma et al. (2012)

による本震時滑り分布（10 m）を示す。挿入図は地図上の白色矩形域内で発生した地震（N：

全地震数）の規模別頻度分布（赤：非累積頻度，青：累積頻度）を示す。ただし，ここで

のb値はOgata and Katsura (1993)の最尤推定モデル（黒線）から得た。 
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図３. 東北地方太平洋沖地震の余効滑り分布の時間発展（京都大学理学研究科［課題番号：

1803］）。 

推定された地震時の滑り分布（白コンター）及び推定されたパラメータを用いてモデルか

ら計算された積算余効滑り分布（カラースケール）の時間変化。コンターの間隔は 5 m。 

 

 

 

図４. 茨城県南西部における地震活動と P 波減衰の時間変化（東京大学地震研究所［課題

番号：1510］, Nakajima and Uchida, 2018）。 

(a) 上盤地震の地震数，(b) 繰り返し地震から推定したプレート境界の滑りレート，(c) 地

震波減衰の時間変化とプレート境界の滑りレート。 
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図５. 紀伊半島における臨時地震観測点配置図（東京大学地震研究所［課題番号：1509］）。 

 

 

図６. 2017年測線（図５）下の反射法断面図（東京大学地震研究所［課題番号：1509］）。 

(a)探査測線と気象庁一元化震源カタログによる低周波地震（2017.6.20-2017.12.20）の震

央分布図。(b)深度断面図。 
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図７. トモグラフィー解析により得られた2017年測線（図５）下の地震波速度構造と震源

分布（東京大学地震研究所［課題番号：1509］）。 

(a)紫色丸印が臨時観測点，＋が定常観測点，星印は発破点位置を示す。白色丸印は再決定

した震央分布を示し，その大きさがマグニチュードを表す。(b) P波速度構造。(c) Vp/Vs

構造。 
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図８． 粗い断層における滑り速度の時間発展の例（東京大学地震研究所［課題番号：1507］, 

Ozawa et al., 2019)。 

断層の右側で始まった核形成がなかなか加速せず左側へ移動して行く。 

 

 

図９． 豊後水道長期的SSE域における滑り分布の観測とシミュレーション（京都大学理学

研究科［課題番号：1801］)。 

（左図）Nakata et al.(2017)のスパースモデリングにより推定された2010年豊後水道長期

的SSEの滑り分布。赤実線及び赤点線で囲まれた部分は，それぞれ，滑り量が0.2 m，0.1 m

以上の領域を示す。（右上図）固着域が無い場合の，シミュレーションによる長期的SSE発

生時の滑り速度分布。（右下図）固着域が有る場合の，シミュレーションによる長期的SSE

発生時の滑り速度分布。点線円は長期的SSEパッチを示す。 
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図 10. 日本海溝南部で検知された低周波微動の空間分布と時空間変化。（東京大学地震研

究所［課題番号：1503］） 

(A）微動の継続時間に応じた色をつけた丸印で震央を示す。 VLFE（紫星），小繰り返し地

震（橙十字），気象庁一元化処理による震央（水色点）をあわせて示す。青色コンター（10 

m 間隔）と赤色コンター（0.4 m 間隔）は，2011 年東北地方太平洋沖地震に伴う地震時及

び余効滑りの分布。(B)微動発生域周辺の拡大図。海底地震観測点をあわせて示す。(C)日

別の個数分布と微動活動から換算された対応する SSE による累積滑り。(D)海溝軸に沿う方

向に投影した微動活動の時空間プロット。検知された微動イベントをその震央の海溝軸か

らの距離に応じた色シンボルで示す。 

 

C 

D 



- 94 - 
 

 

図11. 本震発生前後の地震活動（☆印）を説明するモデル（東京大学地震研究所［課題番

号：1510］, 奥田・他，2018）。 

(a)通常の状況，(b)釜石沖地震の場合。通常の状況では，大きな固着域の周りに小さな固

着域が存在するが，釜石沖地震の場合はそれが存在しない。地震間（本震前）は通常の状

況では，大きな固着域内外で地震が発生する。一方，本震後は大きな固着域の周りに小さ

な固着域がない釜石沖では余震が発生しない。 
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図 12. 紀伊水道沖の海底における非定常地殻変動（海上保安庁［課題番号：8001］）。 

上図の白抜き矢印は，2013 年 11 月から 2017 年６月の間の平均値と 2018 年２月から 2018 

年９月の間の平均値の差から求めた非定常地殻変動。赤四角はグリッドサーチで求めた矩

形断層の最適解。赤丸は変動量を０ とした観測点。青矢印は断層モデルから計算された変

動。下図は，上図に示した３観測点でのデトレンド後の変位時系列。 
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図 13． 2011 年東北地方太平洋沖地震で励起された函館での後続波の解析結果（北海道大

学［課題番号：1002］）。 

（左）函館周辺での津波スナップショット（地震発生後 460 分， 480 分， 505 分， 534 

分）。（右上）函館での観測津波波形（青）と計算津波波形（橙）。（右下）函館湾の基本モ

ード（周期 49.6 分）。函館港沿岸で波高が特に大きい。 

 



- 97 - 
 

１（２）内陸地震 

 

「内陸地震」計画推進部会長 松本 聡（九州大学大学院理学研究院） 

副部会長 上嶋 誠（東京大学地震研究所） 

 
１．５年間の成果 

はじめに 

内陸地震の発生を予測するためには，広域的に内陸地殻に載荷される応力，地震断層周辺の応答，

地震断層での応力状態と強度を把握し，その時間発展を求めなければならない。しかしながらこれら

を直接見積もることは現状では困難である。そのため，今期計画においては観測，実験，理論的研究

を総合し，地震発生場や地震発生のモデル化の研究を進めてきた。特に，規模の大きな地震の発生す

る場の特性や影響を理解し，地震がどのように発生に至ったのかを解明するための研究をおこなった。

今期の研究期間においても 2011年東北地方太平洋地震による大きな内陸地震発生場の変化が継続して

いたと考えられ，地震に対する地殻応答を解明する重要な機会であった。そのため，前期計画に引き

続き，地殻応答解明を重要なテーマの一つとして取り上げ，解明を進めた。また，今期計画中には，

大きな被害を及ぼした 2016 年熊本地震（M7.3）が発生したため，その発生メカニズムを探るための多

岐にわたる観測研究が推進された。また，地震発生場は火山の存在によって影響されることが考えら

れるため，地震火山相互作用の研究も進められた。 

一方では，現象解明だけではなく，得られた発生場の特性から地震発生空間ポテンシャル評価に向

けた研究，海溝ー内陸におよぶ島弧システムの変形過程シミュレーションへ資するための構造共通モ

デル構築を進めた。同時に，地震動即時予測や予測検証実験に本部会で得られた成果を出力するなど，

他部会との連携をすすめた。 

図１に今期５年間の内陸地震関係研究推進体制を示す。以前の建議に沿った研究においては，小課

題が乱立したことによって研究が必ずしも統一的に推進されず，成果も総合的に解釈することが困難

であった。その反省を受け，今期においては，多くの方々の努力によって観測―実験―シミュレーシ

ョンなどを包含する少数の総合研究課題を立ち上げ，その総合研究を推し進めた。また，これらを総

合的に議論する課題を策定することにより部会全体で成果や問題点を共有することができた。さらに，

将来のための技術開発に関する課題や，基礎的研究を地道に行う課題もあわせて，内陸地震研究は推

進された。 

以下では内陸地震発生場の解明に向けて行った研究の成果として，東北地方太平洋沖地震後の地殻

応答，熊本地震，応力場，変形場，構造，強度，についての主要な成果，地震火山相互作用，地震発

生空間ポテンシャルに関する研究や，構造共通モデル構築を目指した研究に関する成果を述べる。 

 

(１）平成 23年（2011 年）東北地方太平洋沖地震後の地殻応答 

2011年３月 11日に我が国観測史上最大のマグニチュード（M）9.0 をもつ 2011年東北地方太平洋沖

地震が発生した。この地震により，日本列島の地殻は大きな影響を受けた。GNSS 観測によって東北日

本は東西に伸張され，その後の繰り返し観測により少なくとも地震時・５ヵ年の地殻応答を観測する

ことができた。また，各地で地震活動の活発化・静穏化が見られ，そのメカニズムについての知見が

得られた。特に地殻応答の観測による検出・実験・シミュレーションにより内陸地殻のレオロジー構
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造を得ることを目的とした研究[1203, 東北大学]が進められた。その結果，１）余効変動には粘性緩

和の影響が大きく含まれており，また，データとモデルの比較により粘性率の不均質性や非線形性が

次第に明らかになってきた。２）余効滑りに起因する粘性緩和や，粘性緩和による応力変化に起因す

る余効滑りの進展など，余効滑りと粘性緩和の相互作用についても正しく評価することが，余効変動

の長期予測には極めて重要であることもわかってきた。３）プレート境界浅部の固着が数百年にわた

り継続することで，マントルウェッジ及びプレート境界深部の粘性せん断帯における粘弾性緩和が進

行してプレート境界深部のすべり欠損レートが時間とともに増加し，前弧域において巨大地震サイク

ル後半にかけて沈降速度が増加していくことが示された。このようにプレート境界型巨大地震の全体

像と発生サイクルを理解するためには粘性緩和を正しく評価することが重要であることがしめされた

（例えば図２のように粘性を適切に評価しないと，地殻や上部マントルの地震の発震機構解を説明で

きない。）。また，地殻応答を支配する重要な要素である，構造や応力場，流体について，１）３次元

比抵抗構造が次第に明らかになり，東北地方の下部地殻は，いわき付近を除いて，基本的に前弧は高

比抵抗，背弧は低比抵抗となっていることが明らかになってきており，これらの分布は地震活動の不

均質性とも大局的には良く対応している。２）内陸の地震発生域もプレート境界も，強度が 30 MPa程

度以下しかないこと，３）様々な地震活動域の下には顕著な地震波反射面が検出された。これらのこ

とから，流体による強度低下や低差応力下の応力の擾乱が地震発生に大きくかかわっていることが示

唆された。今後，流体の分布や応力場不均質構造をさらに詳細に明らかにしていくことで，地震が起

こりやすい場所が絞り出され，それによって内陸地震発生空間ポテンシャル評価につながる可能性が

ある。 

 

(２）平成 28年（2016 年）熊本地震 

 2016年４月 14日，熊本県熊本地方の深さ 11kmで M6.5の地震が発生し，熊本県益城町で震度７を観

測した。その約 28 時間後の４月 16 日には深さ 12km で M7.3 の地震が発生し，熊本県益城町，西原村

で震度７を観測した。この地域は布田川断層帯，日奈久断層帯，別府－万年山断層帯が存在し，かね

てから地震活動が活発であったため，地震発生前から地震観測・GNSS 観測が稠密に実施されていた

[2201, 九州大学]。 

 今回の一連の地震活動領域には，布田川断層帯，日奈久断層帯，別府－万年山断層帯が存在してい

る。最大前震（M6.5）は日奈久断層側で発生し，本震（M7.3）は日奈久・布田川断層ですべりを起こ

した(Asano and Iwata, 2016)。これらの地震に伴って，布田川-日奈久断層帯の約 31kmに渡って地表

断層が出現し，主として横ずれ断層すべりを呈することが明らかになった。地表踏査だけでなく DEM

を用いた変位量の検討もなされ，布田川で地震時の変位量が最大 2.5ｍ程度に及ぶことも明らかになっ

た[1702：名古屋大学]。 

GNSS 連続観測および SAR 干渉解析によると，４月 14 日 M6.5 および４月 15 日 M6.4 の地震の震源断

層は，北東－南西方向のやや西に傾き下がる高角の断層が右横ずれ的に動いたと推定された。４月 16

日 M7.3 の本震は，布田川断層帯および日奈久断層帯に沿った位置に震源断層が推定された[6001：国

土地理院]。一方，余震活動から見積もられる断層は西傾斜の日奈久断層側，北西傾斜の布田川断層側

の主として２つの断層のほかに南東傾斜の２つの分岐した断層面が見出された。分岐断層には M6.5, 

M7.3の地震の破壊開始点が位置し，小さい断層から破壊が始まり，日奈久･布田川断層帯の主断層で大

きなすべりを起こしたことが見出された[2201：九州大学]。 
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GNSSデータの時系列解析から，地震発生直後 60日間程度には急激な余効変動が継続したが，その後

はゆっくりとした変動が現在に至るまで継続していることが明らかにされた[6001：国土地理院，

2201：九州大学]。粘性緩和による変動を観測データから取り除いた後に，余効滑りをフォワードモデ

リングで求める試みもすすみ，余効滑りは布田川断層と日奈久断層帯の境界付近で大きな滑りが分布

していることが見いだされた[6001：国土地理院]。 

熊本地震を発生させた応力場については，この地震発生前から現地に展開されていた臨時地震観測

網により詳細に捕らえられていた。それらによると，地震前から日奈久断層側では横ずれ応力場が卓

越，布田川断層側では横ずれ・正断層応力場が卓越する顕著な空間不均質性が存在していた。M6.5, M7.3

の最大前震や本震の地震時すべりはこの応力場と断層面形状から決められる最大せん断方向にほぼ従

うことが示された。自然地震でこのような観測結果が検出されたのは世界初の成果であった。また，

地震前の応力場と断層面形状から，断層面上に働く応力の影響が異なり，それが地震時のすべりを制

御している可能性も示唆された（図３）。この結果は，地震前応力場と断層面を想定することで，地震

の複雑なすべりを予測することが可能であることを示し，強震動予測や空間ポテンシャル評価に寄与

するものである[2201：九州大学]。 

また，2016 年熊本地震の震源域を含む九州中部の地殻構造が詳しく調査され，本震後に活発化した

熊本―大分の地震活動は，阿蘇山・九重山・鶴見岳といった活火山下の低比抵抗域を避けて発生して

いることが明らかにされた[2201：九州大学]。 

 

(３）応力場，変形場 

地殻応力・変形場は，地震発生予測に迫るための重要な情報である。近年発生した内陸地震震源域

での高密度な地震観測データから，地殻内の応力場についてさまざまな成果が得られた。2011 年東北

地方太平洋沖地震によって大きな応力変化を受けた東北地方各地で発生した誘発地震は，その発生と

応力変化の様式との間にあまり関連が認められないことから，地殻深部流体の上部地殻への流入で誘

発されたことが示唆された。応力の主軸方向は大きくばらつくが，絶対応力値は必ずしも大きくない

ことが示唆された[1203：東北大学]。さらに，微小地震の発震機構解から列島規模の応力場が推定さ

れ，多くの活断層が現在の応力場に対して滑り易い方向に形成される傾向をもっていることがわかっ

た[1905：京都大学]。また，内陸地震発生域などにおける稠密な地震観測によって，応力場は強い空

間不均質を持つことが示された[1203：東北大学，1905･1907：京都大学，2201：九州大学，5008：産

総研]。また，地震の応力降下量も不均質であることが示されている[1101：弘前大学]。このように，

観測事実として応力状態やその変化が複雑である結果は，地震発生ポテンシャル評価に向けた重要な

進歩である。 

一方で，変形場は地震発生領域に載荷する応力を検討するためにもきわめて重要な観測量である。

GNSS 観測でひずみ集中帯を見つけ，その特性を調べることが重要であるが，山陰地方においても歪集

中帯の存在が確認された[1907：京都大学]。また，2011 年東北地方太平洋沖地震後に行われた GNSS

繰り返し観測から，越後平野のひずみ集中帯で周辺に比べ小さな伸長ひずみが観測され，2011 年東北

地方太平洋沖地震のような遠方からの外力に影響されることなくひずみ集中が進行していることが明

らかにされた[6001, 国土地理院]。さらに，跡津川断層周辺の GNSSデータを用いて東北地方太平洋沖

地震前・地震後の歪速度場，および地震時の歪変化が推定され，これらから長波長トレンドを除去し

て局所的な歪速度の変化が調べられた。その結果，地震前および地震後の歪速度場は互いに似ており，
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また地震時の歪分布は全く異なるパターンを示した（図４）[1907：京都大学]。これらは，地殻が弾

性的のみではなく非弾性的に変形していることを示す結果で，変形場と応力場をつなぐための必須な

情報であることが示された。実際，微小地震活動から見積もられた非弾性ひずみの大きな領域の端で

2016 年熊本地震が発生しており[2201：九州大学]，弾性・非弾性変形の見積もりは今後の研究展開に

も重大な役割を担っていくことになろう。 

求められた応力不均質を生み出す，応力集中・緩和のメカニズムは，変形場や構造とともに検討さ

れる必要がある。今期計画においては，さまざまなアプローチを用いてそれに迫ることができた。た

とえば，地殻変動データに基づく西南日本地域のブロック断層モデルからは，明瞭な活断層が見られ

ない山陰地方と南九州にひずみ集中帯が存在することが明らかになった。 [1907：京都大学]。このブ

ロック断層モデルは，ひずみ集中などの特異な構造を明らかにする有力な手段であり，今後，ブロッ

ク内部の弾性・非弾性変形をさらに確かなものにすることによって，断層への応力集中の推定精度を

あげる必要がある。 

 

(４）構造 

内陸地震発生のモデル化へ向けて地殻深部から上部マントルに至る広域の地震波速度や比抵抗の構

造が推定された。今期計画においては稠密地震観測による詳細な速度構造だけでなく，広域かつ 3 次

元的な比抵抗構造が求められ，大地震時や地震活動との対比をおこなうことによって，発生メカニズ

ムに関する知見が多く得られた。東北地方の下部地殻は，いわき付近を除いて，基本的に前弧は高比

抵抗，背弧は低比抵抗となっていることが明らかになっている（図５）。これらの分布は地震活動の不

均質性とも大局的には良く対応している[1203：東北大学]。近畿地方北部においては，S波反射面の推

定によるイメージングがおこなわれた。この結果，下部地殻で広域に反射強度の強い反射面が見つか

ると同時に，活断層との関連も見出された。これらは地殻流体の存在を示唆し，応力集中・強度低下

メカニズムを理解するうえで重要な知見が得られた[1907：京都大学]。その他の地域についても，構

造，震源モデルとの比較から，多くの場合，規模の大きな内陸地震発生域の直下には低速度かつ低比

抵抗域が存在し，大滑り域は対照的に高速度かつ高比抵抗であることがわかった。 

また，震源分布の高分解能推定からは，規模の小さな地震でも階層的な断層構造を持ち，その破壊

様式が複雑であることも示された[1204：東北大学]。これは断層帯が階層的にさまざまなスケールの

断層によって構成されている可能性を示唆し，今後の地震発生予測にとって重要な知見である。 

 

(５）強度 

地震発生を制御するもうひとつの重要なパラメータは断層等の媒質強度である。内陸地震の発生に

おける間隙流体は強度低下の重要なメカニズムとして考えられ，その役割を理解することを目指して

研究が進んだ。広域の流体供給源としては沈み込むスラブの影響が考えられる。地震学的方法や岩石

学的方法を用いてその供給について検討がなされ，１）日本列島には，「スラブから直接由来した可能

性が高い深部流体」としての有馬型塩水が，有馬-高槻構造線および中央構造線沿いに分布し，その組

成，特に希土類元素の分析と統計解析から，深部流体の上昇過程が明らかになった。（２）島弧セグメ

ントの接合部，特に中部日本から東北日本弧への遷移の様子が火山岩組成から詳細に議論され，フィ

リピン海プレートの北東端が東北日本弧南部にまで広がり，スラブ由来流体が南に向かって吸い寄せ

られていることなどが明らかとなった。（３）日本列島全域にわたるスラブ由来流体量やマントル組成
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の大域的性質が明らかとなった。[1905：京都大学]。御嶽山周辺域では地震メカニズムトモグラフィ

ー法（Terakawa et al., 2010）を適用し，御嶽山周辺域の３次元間隙流体圧場が推定された（Terakawa 

et al., 2013; Terakawa, 2017）。この結果，群発地震発生域に静水圧を 15±５ MPa 程度上回る間隙

流体圧が５年以上に亘って維持されていることがわかり，活発な地震活動が高い間隙流体圧に駆動さ

れて発生している可能性が示された（図６） [1907：京都大学]。 

流体が断層運動に与える影響は地震発生において重要な役割を担っている。地震波を用いて推定さ

れる強い不均質（反射面など）の分布は流体分布を示唆するため，その時間変化を見出すことが断層

運動の挙動解明へつながると考えられる。この方針に従って，2011 年東北地方太平洋沖地震後に発生

した山形-福島県境付近の群発地震活動が丹念に調べられ，カルデラの周りに地震波反射面が分布して

いることが明らかとなった。このことによって，カルデラ壁に沿って流体が存在している可能性が示

された。また，この群発地震活動については，深部から浅部に向かって移動していること，活動の様々

なパラメータが活動開始から 50 日くらいまで異常な値を取ること，それ以降は普通の値に落ち着くこ

となどが明らかとなった。このことは，群発地震活動の初期の活動が間隙圧増加による強度低下によ

って生じていたことを強く示唆する[1204：東北大学]。 

また，実験に基づき，溶解した石英の析出によるシール形成を再現することに成功した。また，下

部地殻の条件下で，水があると強度が下がって変形が進み，さらに水が入って変形しやすくなること

を明らかにした [1204：東北大学]。 

 以上のように，少なくとも群発地震については，流体の急激な上昇によって発生するというメカニ

ズムの妥当性が高いことが示された。また，下部地殻の剪断帯に水が入り込むと，ますます変形が進

み，さらに水が入り込むという正のフィードバックが働くことから，水が存在すると強度が低下する

のみならず，応力・歪が集中していくことも明らかになった。これにより，断層スケールでも，反射

面や比抵抗分布等から水の存在範囲を調べることにより，応力や強度についての情報をモデル化する

ことができ，地震の発生しやすい場所をあらかじめ特定できる可能性が示された[1204：東北大学，

1907：京都大学]。 

 

(６）地震火山相互作用 

 火山の存在は周辺の応力状態の変化を生み出し，流体の供給による強度低下を引き起こす。その結

果，火山周辺域では地震活動が活発化することが予想されたものの，それを実証するためのモデル化

可能な観測・実験が必ずしも進んではいなかった。今期においてはこれに対しても進展があり，さま

ざまな成果が得られた。伊豆大島では，火山性地震の地震活動度と深部からのマグマ供給に伴う山体

変形の関係を，揮発性成分増加による断層面の流体圧の増減の効果と岩石の摩擦構成則を組み合わせ

ることでモデル化することができた[東大地震研：1508]。富士山では，その山麓部で発生した 2011 年

静岡県東部地震（M6.4）の震源域に流体の通路を示唆する低比抵抗域が見出された。また，岩石空隙

中の気体が 2011年東北地方太平洋沖地震による震動で離脱上昇した結果，間隙水圧が高まり，地震が

誘発されたとするモデルが提案された[2201：九州大学]。御嶽山では，2014年の噴火の２週間前から，

山頂直下での応力場の変化があったことが多数の地震の発震機構解の解析により明らかにされ，火山

活動の活発化にともなうマグマだまりの膨張を反映したものと解釈された[1907：京都大学]。また，

研究期間中の 2014 年９月 27 日には，御嶽山で水蒸気噴火が発生した。この噴火に伴う火山性地震の

メカニズム解が詳細に調べられ，噴火を境に東西伸張の正断層・横ずれ断層型から東西圧縮の逆断層
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型に推移したことがつきとめられた（Terakawa et al., 2016）。これらのデータの分析から，応力場

の時間変化を監視することによる御嶽火山のモニタリング法に対する新しい提案が提出された

[1907：京都大学]。  

 

（７）構造共通モデル 

 近年，詳細な地震観測網の整備による高精度震源分布や大規模な制御震源による地殻構造探査や地

震波トモグラフィ，レシーバ関数解析等によって，日本列島の沈み込みシステムの基本構造について

の知見が著しく増加した。しかしながら，これらの情報が組織的・統一的に集約され統合的な共通モ

デルが構築されているわけではない。日本列島の基本構造に対するコミュニティ・モデルの構築とそ

れらの更新は，日本列島の活動予測にとって本質的に重要であり，現状を把握し，今後の観測を合理

的に進めていくためにも欠かせないものである。本研究は，既往の成果を可能な限り収集・整理し，

基本構造デジタルモデル構築を目指した。 

 

1. プレート境界モデルの構築 

 プレート境界位置の設定及びフィリピン海プレート－太平洋プレートとの接合部の形状モデルの検

討をおこなった。また，関東域における構造探査を元に，同地域の複雑なフィリピン海プレート形状

の再定義を試みた。太平洋プレート及びフィリピン海プレートモデルについて，下記のサイトからの

公開を開始した。 

http://evrrss.eri.u-tokyo.ac.jp/database/PLATEmodel/ 

 

2. 日本列島及びその周辺の震源断層モデルの構築 

 九州・関東・東北・中国・四国・近畿地域において，これまで実施された主な反射法地震探査デー

タを収集するとともに，活断層に関する変動地形・第四紀地質学的データを説明する活断層の幾何学

的形状を推定した。このような地質学的データ・解析に基づき断層面の傾斜を推定すると共に，Hi-net

の地震活動データに基づく D90 から求められた地震発生層の厚さや，断層深部の地震活動を用いて，

九州・関東・東北・中国・四国・近畿地域の内陸活断層について，震源断層モデルを推定した。 

 

3. リソスフェア・アセノスフェア境界の構築 

 日本海直下のリソスフェア・アセノスフェア境界（LAB）の検出を目指して，大和海盆および日本海

盆において，海底地震計による自然地震観測を行った。これまでに，大和海盆では３年間，日本海盆

では１年間の観測データが得られている。これらのデータに対して，実体波トモグラフィ解析・表面

波トモグラフィ解析・レシーバ関数解析が適用された。いずれの解析からも，LAB を示唆する地震波低

速度領域が，深さ約 60km以深に見られている。 

 

4. 日本列島下のモホ面及び脆性・延性域境界モデルの構築 

 Matsubara et al. (2017)によるモホ面データをプレートの形状を考慮して切り取るとともに，

Matsubara et al. (2017)に含まれない領域についてはグローバルなモホ面モデル (crust1.0, Laske et 

al., 2013)を用い，これらを滑らかに接続して，モデル領域全体にわたるモホ面モデルを提出した（図

７）。 
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（８）まとめ 

 2011 年東北地方太平洋沖地震の発生後，内陸地殻には大きな力学的変化があり，従来解決できなか

った問題の解決が飛躍的に進んだ。広域のローディングー地震発生領域の変形―断層帯の応答という

システムの中でどのように応力が伝わり，地震発生に至るのか？という問題が定量的に見積もられつ

つある。さらに内陸地震発生過程の理解・予測へつなげるためにはプレート相対運動など長期広域の

応力載荷に関わる問題から断層の応答までさまざまなスケールの研究を統一的に進める必要がある。 

 

２．平成 30 年度の成果 

 平成 30年度は５ヵ年の最終年度として，各課題の成果が取りまとめられた。主だった成果は，上記

に記述されている。そこで取り上げられなかったいくつかの成果を以下にまとめる。 

 

（１） 応力場・変形場 

差応力の推定 

 2011 年東北地方太平洋沖地震後に活発化した秋田県中部での応力場が求められた。2011-2013 年の

期間と 2014-2017年の期間を比較すると領域全体の応力場（北東-南西方向の最大主応力軸を持つ横ず

れ断層型）に顕著な時空間変化はないが，震源域が徐々に拡大した南端付近では逆断層型の応力場も

見え，この地域の応力場の不均質性を反映している可能性がある（図８）[1203：東北大学]。 

2000年鳥取県西部地震域で得られた約 4000イベントの余震の発震機構解（メカニズム解）から，本

震断層周辺域の応力場の不均質性の評価及び本震時の静的応力変化に基づいた絶対応力場の推定が行

われた。本震前の差応力レベルが 3.2MPa/km 程度の場合に，観測されたのと同程度の応力不均質を再

現できることが示された[1905:京都大学] 

間隙流体圧をパラメータとした絶対応力場のモデル化法が開発され，1992 年ランダース地震震源域

の絶対応力場が推定された（Terakawa and Hauksson, 2018）。その結果，ランダース地震震源域での

最適参照間隙流体圧係数が見積もられ，その係数から，深さ５km での最大剪断応力が 44 ± 15 MPa で

あることが見積もられた[1907:京都大学]。 

熊本地震震源域において，応力場が地震の発震機構解から推定され，熊本地震の前と後で変化して

いたことが明らかとなった。布田川断層延長部や日奈久断層延長部では，せん断応力の増加が検出さ

れた。また，差応力推定からは，布田川ー日奈久断層において，地震前から数 M から数十 MPa の差応

力が存在していたという結果が得られた。すなわち，相対的に差応力が高かった領域で大地震が発生

したことになる。また，熊本地震発生後も必ずしも領域全体で応力が低下したわけではなく，依然と

して高い差応力が維持されていることも明らかになった[2201:九州大学]。 

 

前震と余震の応力降下量 

 2016年 11 月２日に，森吉山の北西 8 km 程度の領域で M4.2の地震が発生した。この領域では，その

1 月ほど前から地震活動が見られていた。その前震と余震の応力降下量を S 波のスペクトル比から求め

た結果，前震が比較的狭い範囲で発生し，それらのマグニチュード・応力降下量ともに大きい値を示

していたことが明らかにされた。それに対して，余震では活動域は広がったが，マグニチュード・応
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力降下量ともに小さいという違いが認められた。このことから，前震と本震において相対的に大きな

応力降下があったために，余震発生時の応力レベルが低下したと考えられた(図９)[1101:弘前大学]。 

 

変形場 

 山陰ひずみ集中帯(SSZ)の地殻変動を詳細に調べるために，2011年東北地方太平洋沖地震前後の地殻

変動分布の短波長・長波長成分の分布の特徴と深部剪断帯の幅の推定が行われた。ひずみ速度分布は

地震前，地震後の２つの期間において，いずれも顕著な右横ずれ運動を示していたことが明らかにな

った。SSZ におけるひずみ集中機構が，幅をもった地下深部の延性剪断帯の運動によるものと仮定し，

その幅の推定を試みた。平行な横ずれ断層が剪断帯内に多数配置されるモデルを用いて，地殻変動観

測データを説明するパラメータを推定した。鳥取県西部と中・東部のひずみ集中帯を横切る２つの断

面における水平変位速度分布は，前者に比べ後者の方がより変形が集中している様相を呈し，その結

果，深部剪断帯の幅はそれぞれ 60km と 21.5km と推定された。ただし，地殻変動観測データは，今回

の有限の幅を持った深部剪断帯モデルに基づくことでより良く再現されたが，横ずれ断層 1 枚（幅が

０）のモデルでも，データはある程度は説明可能であったため，GNSS データだけでは，下部地殻の剪

断帯の幅を推定することは困難であることが明らかとなった [1907:京都大学]。 

 一方，2016 年熊本地震の余効変動の観測が継続された。余効変動が継続中とされていた日奈久断層

東側の観測点で，2018 年７月ころから東西成分の余効変動が止まったように見える。一方で，南北成

分については，変動は小さくなったものの現在も余効変動が継続しているように見えた[2201:九州大

学]。 

 

（２）構造 

 いわきの地震活動域は，2011 年３月 11 日の東北地方太平洋沖地震以降活発となった。図 10 には，

３つの期間の震央分布と反射面の俯瞰図が示されている。一連の地震活動と反射面との位置関係から，

３月 11日の活動は反射面が分布する領域の上部で始まり(図 10a)，４月 10日までに反射面を中心に広

がっていったことが明らかとなった(図 10b)。反射面の分布領域の北部に地震活動の低いところがあり，

そこを埋めるように，４月 11 日の福島県浜通りの地震が発生していた(図 10c)[1203:東北大学]。 

熊本地震震源域周辺の 80 点のデータを用いて行った３次元解析により，１) M５クラスより規模の

大きい地震の破壊開始点は，低比抵抗領域のヘリから外側５km 以内に位置すること，２) 熊本地震の

大すべり領域は，低比抵抗領域にはさまれた数 100 から数 1000Ωm の高比抵抗領域に対応しているこ

となどが明らかになった。これらは，本震発生や日奈久，布田川断層にわたる地震の連動に，深部低

比抵抗層が示す流体の存在が強く関与していたことを示唆する。また，低比抵抗値を定量的な基準を

持って評価する試みが始められた。これらは地震発生ポテンシャル推定にとって重要なアプローチで

ある[2201:九州大学]。 

 

断層構造 

ここでは，地表地震断層を活用した過去の地震像の解明に関する調査について述べる。神城断層域

における地表地震断層の地上踏査を用いた変位量分布調査と，強震動データを用いた震源破壊過程モ

デルに基づく地表でのすべり量分布との間には，震源中部においてやや齟齬が生じていた。ところが，

DEM を用いた地震前後の差分を用いることにより，１km 程度の測線でとらえることができる長波長の
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変位量が，震源破壊過程モデルに基づくすべり量分布と良い一致を示すことが明らかとなった。これ

は，地表地震断層の断層近傍の短波長の変位量分布のみでは，深度１km 以深の断層運動の解明には不

十分である場合があることを示唆する。一方，断層トレースの活動履歴調査から，神城断層には複数

の地震像が併存していることが明らにされ，それらは地震像ごとに変位が生ずる断層が異なる可能性

が指摘された[1702：名古屋大学]。 

野島断層周辺域では，断層およびその周辺構造の時間変化を調べるため，1999 年６月より地震アク

ロス観測が実施されている。アクロス震源と 800ｍ孔底地震計の間の伝達関数を調べることで，全体の

傾向として 1999年～2018年の 19年間において約２ ms（約６‰）程度の微小な変化の検出に成功した

[1906:京都大学]。 

 

（３）強度 

 山形-福島県境付近では，2011年東北地方太平洋沖地震の後，stress shadow になっているにもかか

わらず，地震活動が活発化した。経験的グリーン関数法から得られた震源時間関数のパルス幅の方位

依存性から，破壊の進行方向を推定した結果，地震活動は時間とともに深部から浅部に移動していく

（Yoshida and Hasegawa, 2018a）が，破壊伝播はむしろ浅部から深部に向かう場合が多いことが明ら

かになった（図 11）[1204:東北大学]。 

熊本地震震源域，九重山，鶴見由布，霧島山の４つの地域において，内陸地震と比抵抗構造の関係

を探るための 80 点規模の広帯域 MT 観測が実施され，そのデータを用いて３次元比抵抗構造が推定さ

れた。得られた構造から，１）中下部地殻の 10Ωm 以下の領域の地震活動は低く，その周辺の数 100

から数 1000Ωm の領域で地震活動が活発であること，２）M５クラスより規模の大きい地震の破壊開始

点は，前述の低比抵抗領域のヘリから外側５km以内に位置すること，３）熊本地震の大すべり領域は，

前述の低比抵抗領域にはさまれた数 100 から数 1000Ωm の高比抵抗領域に対応していたことなどが明

らかとなった。 

 中下部地殻の 10Ωm 以下の低比抵抗領域を温度 400ºC を超える超臨界水に代表される流体が豊富に

存在する領域と解釈すると，高温で流体が豊富な領域では地震活動が低く規模の大きな地震が起こら

ないこと，微小破壊の開始から地震規模が大きくなるために流体が役割を果たしていることが示唆さ

れる。さらに流体は破壊の収束にも寄与している可能性も示唆された。M５より規模の大きい地震は数

100～数 1000Ωm の高比抵抗領域で起こり，10Ωm以下の低比抵抗領域，10000Ωm を超える超高比抵抗

領域では，規模の小さい地震に限定されるという対応関係が得られた[2201:九州大学]。 

 変形実験との比較のため，静水圧実験（封圧１GPa，温度 900℃）が行われ，高圧下での変形時間と

含水量の関係が調べられた。その結果，変形によって通常よりも早い速度で水の拡散が進行し，それ

によってさらに変形が促進される正のフィードバックが示唆された[東北大学:1204]。 

 地震時に断層が急速に動くと，断層のジョグでは流体圧が静水圧よりも低くなる「Flash 

vaporization」が起こる可能性が指摘されている(Wartherlay and Hanley, 2013)。平成 30年度には，

同様の条件の Flash 実験が行われ，シリカ析出様式が検討された。その結果，100-5000 nm 程度の球

形のアモルファスシリカ粒子が形成されることがわかった。このようなシリカ粒子は，移動性が高く，

目詰まりさせるために，亀裂や断層の強度，水理学的特性に大きな影響を与えると考えられる[東北大

学:1204]。 

 地下深部において低周波地震などの現象が頻発し，地下深部ガスが地上まで上昇していると考えら
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れる地域で，地下水溶存ガスに関する連続的モニタリング観測を実施することにより，地下水溶存ガ

スの成分変化が，地下深部の状態変化によるものか地殻内のチャネル変化によるものかを分離できる

可能性がある。そこで，平成 30 年度より，本宮観測点にて観測が開始された。一方，跡津川観測点で

は，He・N2・Ar をつかったガスの成分比が時間とともに変化し，大気と地下深部ガスの混合比が変動

することが見いだされた[1401:東京大学理]。 

 

（４）モデリング 

沈み込み帯の熱対流モデルによる温度構造（Horiuchi and Iwamori, 2016)を用いて，Unicycle 

(Barbot et al, 2017) による２次元解析が行われた。解析においては，べき乗流動則と Burgersレオ

ロジーが用いられ，応力依存の余効すべり（速度強化摩擦則）が組み込まれている。上記のモデルに

より，観測データ（2011〜2016 年までの海陸余効変動観測データ（Tomita et al, 2017)と GNSS 時系

列データ）をほぼ再現することに成功した。さらに，東北沖地震後の 2012 年に設置された GNSS 稠密

観測網磐越測線の余効変動プロファイルを用いて，３次元不均質粘弾性構造モデルが推定された[東北

大学:1203]。 

 2011 年東北沖地震前及び地震後における東北日本前弧域の上盤内応力場を再現し，その形成メカニ

ズムを明らかにするために，有限要素法を用いたプレート沈み込み及び重力に伴う島弧-海溝系の絶対

応力場の二次元モデリングが行われた。その結果，東北沖地震後のプレート境界（海溝から 40–150 km

の範囲）の摩擦力は５–11 MPa 程度と推定され，地震時の応力降下量が，10-20MPa 程度ということを

考えると，プレート境界の強度が 30MPa程度以下と非常に弱い事が示唆された[東北大学:1203]。 

 西南日本の内陸地震の活動期をモデル化するために，粘弾性緩和を考慮して南海トラフを模した単

純な斜め沈み込み帯における内陸断層のクーロン応力変化（ΔCFS）を計算し，その結果に対する考察

が行われた（水戸川・西村, 2018）。モデル計算の結果は，西南日本で南海トラフ地震前 50 年間，地

震後 10 年間に内陸地震が多く発生していたという観測事実（例えば，Hori and Oike, 1999）を概ね

再現していた[1907:京都大学]。 

 

（５）構造共通モデル 

 H30 年度においては，６月に発生した大阪府北部の地震（M6.1）の震源域周辺の反射法地震探査デー

タを収集するとともに，Sato et al. (2009)の大大特データについて MDRS法などによる再解析から構

造解釈を行い，上町・仏念寺山断層の下方延長部が震源域近傍まで延びていたことが示された [1505:

東大地震研]。 

 

（６）地震火山相互作用 

御嶽山周辺域の地震活動を理解するために，詳細な発震機構が求められた。火山性地震は，2014 年

９月の噴火以降減少傾向にあるが，未だに噴火前の平常時には戻っていない。規模の大きい火山性地

震は，広域応力場と調和的なタイプとなる傾向がみられた。また，2014 年噴火の火口付近に，広域応

力場では説明できないタイプのイベントが多く発生していたことが明らかにされた。 2014年の噴火で

は，火山性地震のメカニズム解が，噴火を機に，東西伸長の正断層・横ずれ断層型から東西圧縮の逆

断層型に変化していた。この火山活動による，応力場変化に着目し（Terakawa et al., 2016），2007

年噴火に伴う火山性地震のメカニズム解の時間変化を調べ，噴火日を推定する試みが行われた。その
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結果，2014 年の噴火と同様に噴火を示唆する変化が認められていたことが明らかとなり，検出されて

いない噴火現象をこの方法によって見出せる可能性が示された[1907:京都大学]。 

富士山では，その山麓部で発生した 2011年静岡県東部地震（M6.4）が岩石空隙中の気体が 2011年

東北地方太平洋沖地震による震動で離脱上昇した結果，間隙水圧を高め地震を誘発したとするモデル

が提案された[2201：九州大学]。このように，地震－火山相互作用を考える上で，気泡挙動の物理モ

デルを確立することは重要な意味を持つ。そのために，アナログ物質を用い，気泡挙動を実験的に検

討する研究が開始された。静止場において気液界面張力を変化させた実験を行い，気泡の離脱条件を

決定し，気泡の変形による neckingが，気泡の離脱の基本過程であることを明らかにした。静止場で

の気泡の離脱条件を振動場に応用し， ２つの無次元パラメータ（気泡径と振動場の振幅の比，および

振動の加速度と重力加速度の比）によって離脱条件が決定されていることが明らかとなった[2201:九

州大学]。 
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図１．今期の内陸地震研究推進体制。各枠には課題の中心テーマと代表担当機関を記している。 
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図２．東北日本島弧の東北沖地震前後における絶対応力場のモデリング。 

巨大地震後のプレート境界の平均摩擦力が９MPaのケース（ベストモデル）の結果の，巨大地震発生前

（上）と直後（下）の，モデルから計算される偏差応力場と観測された上盤内の地震の発震機構解の P

軸と T軸の分布の前弧付近における拡大図を示す[1203:東北大学]。 
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図３．上）本震断層沿いでの断層面と応力場最適面の関係。赤いほど面のずれが大きい（最大せん断

応力で規格化された間隙流体圧変化として表示，Matsumoto et al. 2018を改変）。星は破壊の開始点。

下）上図と低比抵抗域の関係を示した模式図[2201:九州大学]。 
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図４． (a) 東北沖地震前および(b) 地震後の面積歪速度（短波長成分）。(c) 東北沖地震時の面積歪。

赤線が跡津川断層系，三角は火山，黒点が GNSS観測点[1907：京都大学]。 

 

 

 

図５. 長周期 MT観測から推定された 3次元比抵抗構造。 

左上：観測点配置と断面図の位置。右上：森吉山・八幡平付近を通る東西断面。下：各深さにおける

比抵抗分布[1203：東北大学]。 
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図６．御嶽山周辺域の３D間隙流体圧場（Terakawa, 2017）。 

深さ５kmと 7.5 ㎞での間隙流体圧場と時間変化。右図）上下はそれぞれ５, 7.5 km の流体場， 

左図）赤線と青線は，それぞれ期間１（2012年５月～2014年７月），期間２（2012 年 9 月～2014 年７

月）の結果である（Terakawa et al., 2013; Terakawa, 2017） の結果である。黒及び灰色の縦線は，

68%信頼区間を示す。赤い逆三角形は，御嶽山山頂の経度を表す。緯度 36.05ºにおける (a)深さ５km，

(b) 深さ 7.5 kmの間隙流体圧分布。緯度 35.95ºにおける(c) 深さ 5 km，(d) 深さ 7.5 km の間隙流体

圧分布。緯度 35.85º における(e) 深さ５km，(f) 深さ 7.5 km の間隙流体圧分布。黄色い網掛け領域

は，Terakawa (2017) と Terakawa et al. (2013)で参照した応力場の違いが大きい領域（テンソルの

内積の平均は 0.56）である[1907：京都大学]。 
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図７．ユーラシアプレートのモホ面。日本周辺は Matsubara et al. (2017)，周辺域は crust1.0（Laske 

et al., 2013)による結果を用いた。更に本研究で求めた太平洋プレート境界面で切り取った。 

 

 

図８.秋田南部地域における応力インバージョン結果（上）とメカニズム解（下）。左）2011-2013年の

期間と右）2014-2017年の期間をそれぞれ示す。 
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図９．森吉山北西で発生した地震群の応力降下量の空間分布。 

左）2016 年に森吉山とその周辺で発生した地震の震源分布。赤い三角印は観測点の位置を示す。四角

の中の領域を右に示す。四角の中において，最大規模の M4.2の地震の発生前の地震を前震，発生後の

地震を余震とした。右）(a)M4.2の本震とその前震の応力降下量の分布。(b) 余震の応力降下量の分布。

(a) (b)とも，シンボルの丸の大きさはマグニチュードを，色が応力降下量を表す。灰色の丸はそれぞ

れの期間に発生した地震の震源を示す[1101:弘前大学]。 

 

 

図 10. いわきにおける地震活動と地震波反射面の関係。 

(a) いわきの地震活動域での３月 11日に発生した 15㎞以浅の M１以上の地震の震源の位置と地殻内反

射面の位置。反射面の位置は水色で示してある。挿入図は臼田により求められた反射面の深さ分布 (臼
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田修士論文，2018)。(b) いわきの地震活動域での 2011 年３月 11 日-４月 10 日に発生した 15 ㎞以浅

の M１以上の地震の震源の位置と地殻内反射面の位置。(c) いわきの地震活動域での 2011 年３月 11

日-４月 11 日に発生した 15 ㎞以浅の M１以上の地震の震源の位置と地殻内反射面の位置。防災科研に

よる４月 11 日の福島県浜通りの地震のメカニズム解を挿入図で示した[1203:東北大学]。 

 

 

図 11. 経験的グリーン関数法から推定した破壊指向性。 

左：経験的グリーン関数法から得られた震源時間関数のパルス幅の方位依存性から，破壊の進行方向

を推定した結果。破壊伝播はやはり震源分布と整合する節面に沿って進む場合が多く，また，上向き

（青丸）よりも下向き（赤丸）に破壊が伝播した例が多いことがわかる。右：福島-山形県境付近で発

生した群発地震のマイグレーション（Yoshida and Hasegawa, 2018a）。色は発生時期をしめしており，

地震活動は時間とともに深部から浅部に移動していった。震源分布は発震機構解の一方の節面と同様

の傾斜を示しており，この方向に断層が生じていたことを示唆する[1204:東北大学]。 
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１（３）火山 

 

「火山」計画推進部会長 大倉敬宏（京都大学大学院理学研究科） 

副部会長 野上健治（東京工業大学理学院） 

 

火山の噴火災害を軽減するためには，火山噴火の発生の場所・規模・時期を予測するこ

とのほかに噴火災害の推移を噴火現象の発展段階に応じて予測することが重要である。ま

たこれらを予測するためには，火山噴火現象そのものの解明もまた非常に重要である。そ

こで，「火山」計画推進部会では「火山噴火の事象分岐の条件・論理を明らかにし，噴火

事象系統樹を高度化することで，発災の原因である火山噴火を予測すること」を上位目標

にすえ，低頻度で大規模な現象を含む火山噴火現象の解明，噴火発生場の解明，噴火のモ

デル化，観測手法の開発および体制の整備に関する研究を5年間にわたり推進してきた。こ

こでは，５年間の成果の概要を述べたのちに，平成30年度の成果を詳述する。 

 

［１］ 

１．５年間の成果の概要 

5年間に発生した噴火のうち，2014 年９月27日に発生した御嶽火山の噴火では，死者・

行方不明者が60名を超える災害がもたらされた。また，草津白根山の本白根山で，2018 年

１月23日に水蒸気噴火が発生し，１名の方が亡くなられ，多数の方々が負傷された。亡く

なられた方のご冥福をお祈りするとともに，被災された方々，ご遺族に心よりお見舞い申

し上げたい。 

本研究計画では，火山噴火予知のための観測研究計画が見直され，観測研究は国民の生

命と暮らしを守る災害科学の一部として進められている。「火山」計画推進部会では，噴

火予知を目指す観測研究を継続し「火山噴火の事象分岐の条件・論理を明らかにし，事象

系統樹の高度化することで，発災の原因である火山噴火を予測すること」を上位目標にす

え，低頻度で大規模な現象を含む火山噴火現象および発生場の解明，噴火のモデル化，観

測手法の開発および体制の整備に関する研究等を推進した。ただし，すべての課題におい

て，課題の成果を災害誘因予測のための研究に受け渡すためにはどのようにすればよいか

を意識しながらの研究が遂行された。 

以下では，まず５年間になされた主要な成果を簡潔に紹介し，その後に平成30年度の成

果を詳述する。 

 

２．５年間になされた主要な成果その１  

噴火事象系統樹の高度化 

これまでに事象系統樹が作成されていない火山を対象として，地質学的研究成果に基づ

いた噴火事象系統樹を作成することで，一般的な作成手順を提案し，事象系統樹を作成し

た。提案された手順は（１）検討期間の設定（２）想定火口域の設定（３）前兆現象の整

理と噴火未遂の評価（４）噴火タイプの分類（５）噴火回数の算出（６）分岐確率の算出

である。この手順に基づき，浅間山，十勝岳，阿蘇山，蔵王山の噴火事象系統樹が新たに

作成された。 
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３．５年間になされた主要な成果その２ 

桜島火山におけるマグマ貫入速度による経験的事象分岐論理の構築  

桜島火山において，マグマの貫入速度を分岐条件とする経験的な噴火事象分岐論理が構

築された。1914年大正噴火や1946年昭和噴火は住民の記録や鹿児島測候所の報告書をもと

に，1955-2005年南岳火口および最近の昭和火口噴火では地盤変動データをもとに，マグマ

の貫入速度を推定し，噴火事象との比較がおこなわれた。 

南岳下を中心とする既存火道系へマグマが貫入する場合，南岳の噴火活動では，ブルカ

ノ式噴火（１-８×105 m 3/day）＞連続火山灰放出（～１×105m 3/day）＞ストロンボリ式（0.2-

２×105m 3/day）噴火の順にマグマの貫入速度が大きいことが明らかになった。昭和火口の

ブルカノ式噴火は10 4 m 3/dayのオーダーと小さく，溶岩噴泉のような噴火に至る前は，10 5 

m 3/dayのオーダーに達し，さらに1946年昭和噴火（２億m 3級溶岩流出）では，10 6 m 3/day

のオーダーと推定される。一方，新規火道を形成し，プリニー式噴火から始まる山腹噴火

を起こした大正噴火では２×108m 3/dayと推定された。ただし，10 6 m 3/day程度のマグマ貫

入では，噴火は発生していない。地盤変動がほとんど検出できていない場合（2006年，2007

年昭和火口噴火）の噴火形態は，水蒸気噴火，もしくはマグマ水蒸気噴火であり，温度上

昇，噴気量の増加などが分岐判断の指標として考えられる。 

 

４．５年間になされた主要な成果その３ 

阿蘇火山における多項目観測と噴火事象分岐  

阿蘇火山について，近代的な地球物理学的観測が展開されて初めてとなる，2014年11月

のマグマ噴火から2016年10月の爆発的噴火までの一連の火山活動をもとに各種観測量と噴

火現象が調べられた。その結果，以下の分岐指標が得られた。マグマ噴火，水蒸気噴火と

もに，噴火時期が近づくにつれて，地下の体積変化量を示す基線長の伸び，熱的活動の活

発化，火山性地震の微動振幅増加など，多くの観測項目に火山活動の活発化を示すシグナ

ルが共通に現われる。一方，マグマによる浅部の熱消磁を反映する地磁気変化は，マグマ

噴火の発生前のみに観測され，水蒸気爆発前には顕著な発現はない。 

 

５．５年間になされた主要な成果その４ 

鉱物組成分析および揮発性成分分析によるマグマシステムの解明  

噴出物の化学組成と組織を分析し，マグマ溜まりの含水量と深さを精度よく決定するた

めの研究が行われた。その結果，約３万年前に発生した姶良カルデラ噴火の場合，噴火前

のマグマ溜り上部の深さは４-５kmであり大規模噴火の前に十分に爆発力を高めていたこ

とが明らかになった。また，1707年の富士山宝永噴火の噴出物解析からは，深さ４-６kmに

揮発性成分にほぼ飽和したデイサイト質マグマ溜まりがあり，そこに噴火の数日前に深部

から上昇した玄武岩質マグマが接触した結果，爆的噴火を引き起こした可能性が高いこと

が明らかになった。最近3000年間の噴火でも同様な特徴が見られることから，将来の噴火

においても，深部から上昇してきたマグマが浅部マグマと接触する際に何らかの明確な前

兆現象が捉えられる可能性がある。 
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６．５年間になされた主要な成果その５ 

新燃岳 2011 年噴火時の噴出物の結晶サイズ分布  

石基のサブミクロンサイズの結晶サイズ分布（Crystal Size Distribution: CSD）が，

サブプリニー式噴火・ブルカノ式爆発・溶岩噴出という異なる噴火様式の分岐を記録して

いることが明らかになった。本研究において，石基鉱物（輝石・斜長石・磁鉄鉱）のCSDに

屈曲やギャップが見られるサイズを総合的に考慮し，幅が１μ m～30 nm の石基結晶をナ

ノライトと再定義し，30 nm より小さい結晶をウルトラナノライトと初めて定義した。こ

れらよりも大きいマイクロライト領域では，これらの噴火様式は区別できない。本研究に

より火道浅部～地表付近での噴火様式の分岐に対応した，結晶作用の相違が発見された。 

 

７．５年間になされた主要な成果その６ 

低頻度大規模噴火に関する知見  

鬼界，支笏，姶良，屈斜路および摩周で発生した大規模噴火について，地質調査や掘削，

岩石学的検討などにより，カルデラ形成噴火の推移と前駆活動の有無に関する研究が行わ

れた。その結果，カルデラ形成噴火に先行する噴火活動は鬼界では認められたが，支笏や

摩周では確認できなかった。九州では阿蘇でも先行噴火活動が認識されているが，北海道

では洞爺でも知られていないことから，先行活動の有無はカルデラ火山地域のテクトニク

ス場の違いと関連している可能性がある。また検討したカルデラ噴火の推移は，いずれの

火山でも噴煙柱形成・崩壊のステージとクライマックスのステージに大別されることがわ

かった。また両ステージ間には比較的長い時間間隙が存在する事，あるいはそれぞれのス

テージでの噴火推移についてもこれまで考えられている以上に複雑であることがわかった。

これらの噴火をもたらしたマグマ系は，単一の巨大な(成層)マグマ溜りではないことも明

らかになった。これまでは単一の巨大な珪長質マグマ溜りからのプリニー式噴火で，大量

のマグマが噴出することで陥没が起こり，それによってクライマックス噴火が発生し，カ

ルデラが形成されるというモデルが一般的であった。しかし五カ年の研究によって，時間

間隙の存在や噴火推移の中でのカルデラ形成時期の多様性が明らかになった。今後は，活

動時期や火山の置かれているテクトニクス場も考慮して，更なる事例研究を積み重ねるこ

とが，低頻度大規模噴火現象を理解するために重要である。（図１） 

 

８．５年間になされた主要な成果その７  

霧島新燃岳における観測の高度化 

2017年10月に発生した６年ぶりの噴火に関して，広帯域地震計により噴火に先行する微

動に伴う傾斜変動が捉えられた。この傾斜変動は新燃岳火口直下深さ１km 付近における

104m 3 の膨張源によって良く説明されることから，火山性微動は噴火に先行して流体が新

燃岳の浅部に移動したことに伴い発生したと解釈された。また，2018年３月中に発生した

爆発的噴火について火口周辺の広帯域地震波形から傾斜変化を抽出したところ，77回のイ

ベントの平均として，噴火の約30分前から膨張が始まり，噴火10分前から若干収縮して噴

火に至ることがわかった。噴火直前の火道内プロセスの定量的理解につながる成果と言え

る。また，繰返し実施された空中磁気測量では，2011年噴火時に火口に滞留した溶岩の冷

却による帯磁，2018年３月再噴火の際の新たな溶岩の噴出による消磁と冷却による帯磁が
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捉えられた。 

 

９．５年間になされた主要な成果その８  

熱水系の卓越する火山における比較研究を通じた類似性の抽出   

口永良部島（2014.８.３）・御嶽山（2014.９.27）・阿蘇山（2015.９.14）・草津本白

根（2018.１.23）のについて，噴火時の地動データを比較した結果，阿蘇山を除く３イベ

ントで，噴火開始時に火山性微動に同期した傾斜の加速が認められた。ただしこのような

加速期は噴火直前の数分から10数分であり，地動の変化を大まかに見ると，噴火前に地盤

が膨張し，噴火開始とともに収縮に転ずるというパターンである。将来，こうした観測デ

ータの特徴が類型化でき，リアルタイムで異常を自動検出できるようになれば，登山者や

観光客への注意喚起情報として役立てることが可能かもしれない。また，十勝岳・吾妻山・

阿蘇山では，活動火口周辺で非噴火期に継続的な消磁が長期間続いた，特に十勝岳では局

所的な地盤の膨張にほぼ同期して，間欠的に消磁が加速していた。この特徴は，口永良部

島で2014年噴火の10年以上前から観測されていた現象とよく似ており，浅部に熱水系をも

つ火山の噴火準備過程に共通するものである可能性が示された。さらに御嶽山，口永良部

島，阿蘇での水蒸気噴火後の比較研究から，火山活動の推移予測には，GNSSや水準測量に

よる地殻変動観測，火山ガス(二酸化硫黄）放出率の観測，地震観測が重要であることが再

確認された。 

 

１０．５年間になされた主要な成果その９  

御嶽山における応力場による火山活動モニタリング 

地震のメカニズム解から応力場を推定する手法を御嶽山の火山性地震に適用した。その

結果，2014年噴火前の同火山下の応力場は広域応力場からずれていたことが明らかになっ

た。このことは噴火前に火山活動が活発化していたことを示唆する結果である。御嶽山で

は2014年噴火後も何度かの増圧過程(2015年１〜３月，2016年１〜９月)があった可能性が

あるが，2016年９月には減圧過程となった。この結果は，水準測量などで捉えられている

2016年９月以降の山体収縮と調和的である。 

 

１１．５年間になされた主要な成果その１０  

火山衛星監視システムの構築 

人工衛星「ひまわり」および「しきさい」のデータを用いたリアルタイム火山観測シス

テムが開発された。 

2015年６〜８月のインドネシア・ラウン火山の噴火の際には，ひまわり８号の超高頻度

赤外画像(AHI)によって熱異常変化が捉えられ，複数の衛星による高分解能画像から噴火活

動状態や溶岩の分布状況が推定された。また，しきさいのSGLI（Second Generation Global 

Imager）画像が2018年のハワイ・キラウエア火山の溶岩流などの観測に活用されている。 

 

１２．５年間になされた主要な成果その１１  

航空機 SAR データの解析技術の向上 

人工衛星を用いた干渉解析手法である InSAR 解析を航空機 SAR に応用するための研究
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が実施された。その結果，風などの影響により飛行軌跡を均一に保つことが難しい航空機

SARデータにも適用可能な解析手法が開発され，火山活動が高まっていた霧島の硫黄山にお

いて，2014 年 から 2016 年と2016 年から 2017 年の両期間ともに硫黄山付近の膨張を示

す地殻変動が明瞭に検出された。また，地殻変動の3次元変位を取得する方法も開発された。

（図２） 

 

１３．５年間になされた主要な成果その１２  

火山ガス観測装置の開発と運用 

火山ガス測定の経験がなくてもガス放出率測定を容易にできるような二酸化硫黄の簡易

型トラバース測定装置の開発が行われた。この装置は，口永良部島に航行するフェリーに

装着され，観測を継続しながら装置の改良が進められた。高頻度で得られたガス放出率デ

ータは気象庁にも提供されている。そして，口永良部島の2015年5月29日の噴火前後の二酸

化硫黄放出率推移や2018年10月21日の噴火前の放出率の上昇など火山活動を理解するうえ

で貴重な情報がえられ，口永良部島の火山活動の監視に役立てられている。（図３） 

 

１４．５年間になされた主要な成果その１３ 

阿蘇火山における ACTIVE 観測  

阿蘇火山・中岳火口周辺で行われたACTIVE観測データの解析手法の高度化が実施され，

三次元有限要素法を用いたインバージョンコードが開発された。その手法を用いて2014年

11月のマグマ噴火前後の比抵抗構造の変化を推定した結果，火口底標高付近の地下水層の

消失および粘土キャップ層の含水率低下に対応する比抵抗構造の時間変化が検出された。

これは噴火様式の予測につながりうる解析結果である。 

 

［２］平成 30 年度の成果 

１．地震・火山現象の解明のための研究  

（1）地震・火山現象に関する史料，考古データ，地質データ等の収集と整理  

ウ．  地質データ等の収集と整理  

火山現象とそれに伴う災害を長い時間スケールにわたって正確に把握するために，岩石

資料や地質調査データなどの分析をおこなうことが重要である。この目的のため，東京大

学地震研究所は，顕微赤外反射法によるマグマ中の揮発性成分量定量分析とメルトの含水

量を考慮した鉱物温度圧力計を用いたマグマ溜まり深度の精密決定を遂行してきた。本年

度は分析対象を爆発的噴火のテフラ噴出物以外の溶岩流にもに広げ，富士山の噴火様式と

マグマ溜まりの環境（温度，含水量）との関係を明らかにした。その結果，溶岩流は高密

度・高温・高含水量のマグマにより，爆発的噴火は低密度・低温・高含水量のマグマによ

り，それぞれ引き起こされていることを示す結果がえられた。このことは，マグマ溜まり

からのマグマ上昇の様式の違いが噴火様式に表れていることを示唆するものである（［課題

番号：1502］）。この上昇様式の違いを地震観測や地殻変動観測で捉えることが可能かどう

かは今後検討すべき課題であろう。 
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（2）低頻度大規模地震・火山現象の解明 

ア．  史料，考古データ，地質データ及び近代的観測データ等に基づく低頻度大

規模地震・火山現象の解明   

低頻度で大規模な火山現象の発生過程や噴火現象を理解するためには，近代的観測デー

タの解析，岩石・地質データの分析を現在の火山学の知見と対比しながら行なうことが必

要である。火山部会では，低頻度大規模火山現象としてカルデラ形成噴火と大規模山体崩

壊とをターゲットとした研究が実施された。 

VEI=７クラスのカルデラ形成噴火の研究では，支笏，鬼界，摩周カルデラを対象として，

地質学的調査，物質科学的な解析が行われた。その結果，摩周カルデラでは，カルデラ形

成噴火堆積物の噴火様式・構成物の時間推移が検討され，下位から噴煙柱形成・崩壊フェ

ーズ，マグマ水蒸気噴火フェーズそしてカルデラ形成フェーズの，噴火様式の異なる3つに

区分できることが明らかになった。また，鬼界カルデラでは認められた，カルデラ形成噴

火に先行する噴火活動は摩周カルデラでは確認されなかった（北海道大学［課題番号：

1001］）。 

一方，山体崩壊について雲仙岳1792年噴火時の眉山崩壊に関する史料分析が昨年度に引

き続き実施された。その結果，火山活動と連動した雲仙活断層群の活動によって多くの地

割れが形成され，山腹の地下水系が破壊されたことが明らかになった。このことから，崩

壊の本質は眉山山麓付近の岩石中の間隙水圧の上昇によって起こった液状化と，引き続く

地すべりとする過去の研究結果を支持するものとなった（北海道大学［課題番号：1001］）。 

また，桜島大正噴火時（1914年）に発生した地震の震源要素再決定に関する研究も継続

され，この地震は，桜島の南西沖５kmの深さ10kmを震源とするMw6.5の正断層タイプである

ことが明らかになった（京都大学防災研究所［課題番号：1902］）。 

 

（ 3）  地震・火山噴火の発生場の解明    

ウ．   内陸地震と火山噴火   

マグマ溜まりや火道などの構造や物質科学的特性，火山周辺の応力・ひずみの時空間分

布を明らかにし，火山噴火現象のモデル化の研究を進めるため，地震・地殻変動観測や電

磁気探査などを実施することが重要である。 

 この目的のため，2011 年の東北地方太平洋沖地震以降に活動の活発化がみられる蔵王

山周辺において，地震・地殻変動観測，重力観測，地磁気観測，火山ガス観測，火口湖水

温観測などからなる総合観測が継続された（東北大学［課題番号：1202］）。その結果，

蔵王山直下浅部で発生する長周期地震は，火口域直下浅部に存在する破砕帯に気泡を含む

熱水が介在することにより発生していることが推定された。そしてこの地震の発生域には

熱消磁源が存在することも明らかになった。また火山性地震や微動など活動活発化が，噴

気地帯の熱活動活発化にも現れていることが示唆された。 

 

（ 5）   火山現象のモデル化   

「火山」計画推進部会では，マグマ噴火と水蒸気噴火それぞれを主体とする火山に対し，

火口近傍や火山周辺における多項目の観測や火山噴出物の解析から，先行現象とそれに続

く噴火現象を把握するための観測研究が実施されている。マグマ噴火では，大規模な災害
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が引き起こされる可能性が，また水蒸気噴火では噴火規模が小さくても火口近傍での災害

が引き起こされる可能性がある。これらの災害を軽減するためにも，噴火現象のモデル化

を目指すことが需要である。 

 

ア．  マグマ噴火を主体とする火山  

2006年に58年ぶりに再開した桜島の昭和火口における噴火活動は，2009年後半から2015

年前半までブルカノ式噴火が頻発した。2015年８月15日に急速なマグマ貫入があったもの

の，2015年以降の噴火活動は低下し，2017年10月末から噴火活動の中心は昭和火口から南

岳山頂火口に回帰した。2018年において最大規模の噴火は８月16日に発生した爆発的噴火

であり，噴煙高度は4700mに達し，火砕流も約1.3km流下した。この噴火の18時間前の15日

13時ごろから山体膨張が始まり，圧力源の体積増加量は約18万m 3と見積もられた。噴火発

生後には同様に，約18万m 3の体積収縮が起こり，15日13時のレベルに戻った。噴火発生の

１時間前からBH型地震が発生し始め，膨張の停止を経て，噴火が発生した。このような特

性は，火砕流を伴う噴火に前駆する地震活動や地盤変動によく見られ，一連の噴火活動期

の縮退期においては火砕流が発生しやすいことと合わせて，火砕流を伴う噴火への分岐条

件として挙げることができる（京都大学防災研究所［課題番号：1908］）。この活動の元と

なるマグマは姶良カルデラ下のマグマ溜まりから桜島北岳下へと移動していると考えられ

ている。GEONETの基線長変化の解析から，姶良カルデラ下のマグマ溜まりは膨張収縮を繰

り返しながらも体積増加が継続しているがその体積増加率は2017年以降小さくなってきて

いることが明らかになっている（国土地理院［課題番号：6002］）。 

マグマ噴火のモデル化のためには，地球物理学，地球化学および岩石学的手法を用い

た多項目の観測を桜島以外でも推進し，噴火にともなう諸現象の一般性を抽出すること

が非常に重要となる。この目的を達成するため，東京大学地震研究所は，霧島新燃岳，

浅間山，伊豆大島において地震，地殻変動，ガス，電磁気等の多項目観測を継続した。霧

島新燃岳では 2018 年３月から 2018 年６月まで爆発的噴火が断続的に発生した。その内

2018 年３月中に発生した爆発的噴火について火口周辺の広帯域地震波形から傾斜変化を

抽出したところ，77 回のイベントの平均として，約 30 分前から膨張が始まり，10 分前か

ら若干収縮した後に噴火に至ることがわかった。これは，噴火直前の火道内プロセスの定

量的理解につながる成果と言える（［課題番号：1508］）。また，同火山において 2018 年 10

月に実施された空中磁気測量では，マグマ冷却による全磁力変化が捉えられ，火山現象の

モデル化に資する知見が得られた（［課題番号：1508］）。一方，2018 年３月に発生した新

燃岳の噴出物の時間推移の解析からは，連続的な噴煙活動と溶岩流出が起こった３月上旬

の噴出物とそれ以降の間欠的な爆発が続いた時期の噴出物に含まれる本質物質の結晶度の

違いから，火道内浅部のマグマ上昇と火口内での滞留による結晶化の進行が推測されてい

る（産業技術総合研究所［課題番号： 5006］）。 

火山現象・噴火のモデル化を行なう際には，マグマの挙動についての理論的及び実験的研

究の成果を取り入れることも重要である。東北大学は，桜島火山の歴史時代プリニー式噴

火（大正，安永，文明噴火）のいずれの噴火でも，軽石・火山灰として爆発的に噴出した

マグマは，噴火の直前には従来想定されていた深部（約 10 km）のマグマ溜りから，それ
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より大幅に浅い火道（桜島直下の深さ１～３km）に移動していたことを明らかにした。こ

れは，将来の大規模噴火が同じ前駆過程を経る場合，上昇開始からごく短時間で噴火が開

始する可能性があることを意味する（［課題番号：1205］）。（図４） 

その他，明神礁や西之島など海域火山の観測も継続されている（海上保安庁，［課題番号：

8003］） 

 

イ．熱水系の卓越する火山    

水蒸気噴火やマグマ水蒸気噴火の準備過程に関連する先行現象の事例を多数集め，それ

らの現象の理解を深めるため，十勝岳・吾妻山・草津白根山・阿蘇山・口永良部島を対象

とし，地球物理的観測，電磁気や熱観測，地質調査と噴出物分析を調査項目とする全国連

携の比較研究が継続された（北海道大学［課題番号：1003］）。これら５火山のうち，2014

年に噴火が発生した阿蘇山と口永良部島では，同年に噴火した御嶽山を対象とする新規課

題においても水蒸気噴火後の推移予測のための観測研究が実施された（京都大学理学研究

科［課題番号：1802］）。 

上述の全国連携研究では，火山活動に伴う地震波速度の時間変化検出を目的とした地

震波干渉法解析が実施された。そのうち，吾妻山でのみ火山性の歪変化に対応する地震

波速度変化が検出された（北海道大学［課題番号：1003］）。 

十勝岳では，熱水系の特徴を岩石学的に評価するため十勝岳の  3.7ka，4.7ka火砕流堆

積物および 1926年噴出物について変質物の分析がさらに進められた。その結果，マグマ

貫入と強酸性変質が頻繁に繰り返されていることが解明された。また吾妻山では，吾妻

小富士形成以後の浄土平における一連の火山活動による水蒸気噴火の噴出物の調査が実

施された。その火山灰組成変化から，過去 4000年以内の活動では，大穴火口形成噴火

（ AD1331頃）を境に，熱水系の状態が大きく変化したことが明らかになった（北海道大

学［課題番号：1003］）。  

草津白根山・本白根山で，全国連携の対象火山では３火山目となる噴火が， 2018年１

月 23日に発生した。白根山湯釜周辺に設置していた３点のボアホール型および２点の地

上設置型傾斜計により，噴火前後の変動の詳細が捉えられた。それによると，噴火前の

９時 59分 58秒から噴火発生に対応する 10時 02分 10秒まで湯釜南方が隆起を示し，その後，

反転した。主火口に対応する本白根山鏡池北火砕丘の直下に開口クラックを仮定すると，

噴火直前の膨張体積 49万㎥（開口量は 0.38 m），噴火後の収縮体積は 33万㎥と推定された。

噴煙質量収支から，クラック開口を担ったのは主として気相と考えられる（東京工業大

学［課題番号：1601］）。また，本白根噴火前の地震活動を再検討するため，Matched Filter

法による微小地震の検出を行った。その結果，通常のルーチン処理に比べ数倍～ 10倍程

度の地震 (B型地震 )を検出できた。ただし，噴火に先行するような明らかな活動度の変化

は認められなかった。地震波干渉法による構造変化も検討したが，噴火発生前後で有意

な変化は認められなかった（東京工業大学［課題番号：1601］）。草津白根山・本白根山で

は，火口近傍における噴出物調査も実施され，計 100点以上の堆積量データが得られた。

その結果，噴出量は約 3.6万トンと推定された。放出岩塊の全岩化学組成分析によれば，

岩塊の岩石学的特徴は鏡池北火砕丘のそれと一致した（富山大学［課題番号：2942］，東

京工業大学［課題番号：1601］）。また，火山灰に付着した水溶性成分の F, Cl, SO4の分析
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を実施し，噴火口から近い万代鉱の熱水系と比較した結果，今回の噴火には高温のマグ

マ起源のガスが関与していることが示唆された（東京工業大学［課題番号：1601］）。 

草津白根山周辺で，無人ヘリを用いた空中磁気測量が 2018年６月と 10月に実施された。

得られたデータを 2014年の国土交通省の測量結果と比較することで経時変化を求めたと

ころ，湯釜火口北東域では温度上昇を示す消磁パターンが認められた。本白根噴火の火

口域でも変化が見られたが噴火による地形変化である可能性が高い（北海道大学［課題

番号：1003］，東京工業大学［課題番号：1601］）。また，気象庁は本白根山の熱活動の状

況を把握することを目的として，本白根山山頂部周辺において自然電位観測，および地

磁気全磁力の繰返し観測を実施した（［課題番号： 7005］）。  

口永良部島では， 2018年８月初めから SO 2の増加が顕著となる (東京大学大学院理学研

究科［課題番号：1403］）と同時に新岳火口直下浅部での地震活動が活発化した。そして

GNSS観測により，８月 10日から新岳をはさむ基線が約２ cm伸びたことがとらえられた。

その後，８月 15日に地震活動が活発化し，噴火警戒レベルが４に引き上げられた。８月

27日 -28日に実施された水準測量では，路線南部に向かって明瞭な地盤隆起がとらえられ

ている。この変化は 2015年噴火前の変動量・パターンともに類似していた。その後，地

震活動は急速に低下，地盤の収縮も観測された。これは，地震活動により，マグマ貫入

による応力が緩和されたためと考えられる。その後，2018年 10月 21日から 12月 13日まで

ほぼ連続的に噴火が発生し， 12月 18日や 2019年１月 17日には爆発的噴火が発生した。こ

れらの噴火の前には GNSS観測で捕捉できる量の地盤変動は生じていなかったが，火山性

地震回数の増加がとらえられた（京都大学理学研究科［課題番号：1802］）。この口永良部

島では，口永良部港内や古岳南西海岸で変色海水が常時発生している。海上保安庁の協

力を得て，周辺海域で変色海水を 2018年と 2019年に採取した。また，火山活動の影響を

うけていない海水（基準海水）も採取した。 2018年の試料は基準海水の pHにほぼ等しく

なっていたが， 2019年になると明らかに pHが低下していた。 F/Cl, Cl/SO4モル比と pHの

関係は，口永良部島沿岸から放出される熱水は，2019年は基準海水と比較して相対的に F

と SO4に富んでいた事を示している（東京工業大学［課題番号：1601］）。  

御嶽山で 2014年の噴火以降に年１回のペースで実施された水準測量では，山頂に近い

路線で 2016年を境に沈降が観測されており，これは山体収縮にともなうものであると考

えられる。一方，GNSS観測（京都大学理学研究科［課題番号：1802］）や衛星 SAR（北海道

大学［課題番号：1008］）では火口付近の大きな収縮が現在も継続中であることが捉えら

れている。この現象を貯水槽の水蒸気放出に伴う減圧現象とする仮説に基づき，放出水

量と地殻変動量を比較したところ，火口からの放出水量は，衛星 SARで確認された浅部の

収縮源からの供給可能量を超過しており，より深部に存在する別の供給源の寄与を考え

る必要性が示された（北海道大学［課題番号：1008］）。御嶽山山頂域では，小電力・小型・

携帯テレメータ地震観測装置を用いた連続テスト観測が行われている。このデータと定常

観測点データを合わせて震源決定を行い，2014年噴火の火口列周辺の深さ-２～-１kmに南

方向から噴気孔までの直線状の震源分布が得られた。この解析でえられた観測点補正値を

用いて2014年と2007年噴火前後の震源を求めると，噴火前には０km以深でほぼ同じ経路で

地震が起こっていたこと，また，現在の活動は2014年噴火後の活動よりも浅くなっている

ことが明らかになった（京都大学理学研究科［課題番号：1802］）。 
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阿蘇火山では，中岳第１火口西方約１ km地点において，噴出物層序を観察するととも

に，炭化物を採取して放射性炭素（ 14 C）年代測定を実施した。その結果，過去 300年間

に 12層の水蒸気噴火堆積物が存在し，同噴火の発生頻度は 25年に１回程度と見積られた。

中岳における近年の水蒸気噴火あるいはマグマ水蒸気噴火は 1958年， 1979年， 1990年，

2015年および 2016年に発生しており，得られた結果は，その噴火間隔ともおおむね一致

している。直近の爆発的噴火が発生した 2016年以降の地下熱水系の状態変化を詳細に捉

える事を目的として，火口周辺に ACTIVE連続観測システム  (人工電流源を用いた電磁探

査システム )を構築した。  

他の熱水系卓越火山でも観測研究が進められた。京都大学防災研究所は，焼岳火山の観

測網を強化し，2018年11月から焼岳西麓で活発化した群発地震活動をとらえ，正断層型の

メカニズムを示す地震が発生していることを明らかにした（［課題番号： 1909］）。また，

富山大学は，弥陀ケ原火山・地獄谷において水準測量，重力測定，地中温度測定を実施

した。水準測量結果はこれまでとはことなり，全線にわたり沈降が観測された。その変

動源は深さ 100～ 160 m程度にもとめられ，これまでの膨張源 (50m)より深いことが明らか

になった（［課題番号： 2941］）。気象庁は霧島硫黄山において火山ガスの繰り返し観測を

実施し，噴気活動の変化を把握した（［課題番号：7005］）。また，産総研は同火山において，

2018年４月19日の噴火に先立つ，急激な火山ガス組成の変化を検知した（［課題番号：5006］）。

硫黄山でのMT連続観測からは，2017年10月末ごろから2018年１月上旬にかけて浅部低比抵

抗層の一部が高比抵抗化したことを示唆するインダクションベクトルの方向変化が得られ

た。水蒸気噴火発生直前 (５分前) には電磁場変動が観測され，その変化は火口近傍の傾

斜計の波形と極めて類似していることが分かった（北海道大学［課題番号：1008］）。 

また，北海道立総合研究機構地質研究所は雌阿寒岳および十勝岳で GPS連続観測と火口

域での地温連続観測，噴気および温泉水の地球化学的観測，地下水位連続観測を行った。

十勝岳では， 2006年以降火口域の膨張を示す変動が継続的に捉えてられていたが，2018

年の春頃からは収縮を示す変動へと変化した。また，十勝岳の火山活動の変化に対応し

ている吹上温泉地域での温泉水では，2018年は Cl/SO 4 がやや低下した（［課題番号：9102］）。 

東海大学は箱根山の大涌谷と上湯場の二か所で噴気の採取・分析を一月に１回の割合

で実施した。その結果，マグマ起源ガスの浅部熱水系に対する流量が低下したことに対

応する CO2/H2S，He/CH4の低下が観測された（東海大学［課題番号：2949］）。この箱根火

山においては東京大学大気海洋研究所も２ヶ所における継続的に噴気ガスを採取し Heの

同位体比を測定している（東京大学大気海洋研究所［課題番号： 2802］）。   

海底火山の活動は，その周囲が大量の海水に囲まれていることから，大規模な熱水活

動を伴うことが特徴であり，陸上の火山活動とは全く異なった様相を呈する。東京工業

大学は，海底火山活動の評価手法を確立するために， 2015年から 2017年の間に３回採取

された海水を分析し，その成分変動から火山活動の状況を推定した（［課題番号：1602］）。

また，東京大学大気海洋研究所は鹿児島湾の北部に位置する若尊カルデラ近傍で採取し

た試料の分析を行った（［課題番号： 2802］）。  

 

２．地震・火山噴火の予測のための研究   

（ 4）   事象系統樹の高度化による火山噴火予測   
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火山活動の推移を俯瞰的に理解してその予測を目指すためには，史料，考古デー

タ，地質調査，火山噴出物の解析，地球物理観測の研究成果を多角的に取り入れ，

可能性のある火山活動や噴火現象を網羅してその時系列を整理した噴火事象系統樹

を作成することが重要である。北海道大学は，十勝岳，阿蘇火山の噴火系統樹を作

成するとともに， 2018年１月の本白根山の噴火を受けて，草津白根火山の噴火事象

系統樹の作成に着手した。また，既存の噴火事象系統樹を最新の研究成果により更

新するため，北海道大学は，浅間山の噴火開始と噴火未遂の評価手法および事象分

岐確率の算出手法を検討し同火山の事象系統樹を改訂した（［課題番号：1004］)。（図

５） 

一方，火山活動の活発化，噴火の発生，噴火発生後の噴火規模，様式の急激な変化など

の予測を行うためには，これまでの火山学的知見や本計画の成果をもとに，観測データの

特徴，火山噴出物の解析などから，事象分岐の条件や論理を導き出すことも不可欠である。

こうした観点から，非噴火期におけるunrest eventのうち特に熱水系の関与が疑われる事

例を収集し，点源モデルで推定されたソースの深度と強度の関係を散布図に整理した。そ

の結果，地磁気変化・地盤変動のいずれにおいても，深度と強度（又は時間変化率）の間

に明瞭な正の相関が認められた。今後，ソースの深度と強度がより浅く強い方向に偏差す

るか否かによって，個々のunrest eventの危険度を統計的に評価できる可能性がある（北

海道大学［課題番号：1003］，東北大学［課題番号：1208］）。一方，火山ガスに現れる変化

を事象分岐の条件とするための研究も進められた。産業技術総合研究所は，定量的な測定

に基づく最近の火山ガス放出率や組成の連続観測研究を網羅的に調べ，噴火発生や活動推

移との関係をまとめた。その結果，例えば，火山ガス放出率とマグマ上昇率のあいだに比

例関係があること，火山ガス中のCO2/SO2の増加が，マグマ中の気泡の増大ひいては規模な

大きな噴火の発生に繋がる可能性があることがしめされた（［課題番号：5006］および東北

大学［課題番号：1208］）。 

 

４．研究を推進するための体制の整備    

（ 1）   推進体制の整備  

観測研究の成果が防災・減災に役立てられるためには，行政機関等の関連機関との連携

の下に，適切な計画推進体制を整備する必要がある。気象庁は３回の火山噴火予知連絡会

定例会を開催し，全国の火山活動の状況についての検討を行った。検討結果は定例会終了

後に報道発表し，気象庁の「火山の状況に関する解説情報」で発表するとともに，気象庁

のホームページでも公表されている。また，気象庁は火山活動評価検討会を２回開催し，

長期間噴火活動を休止している火口／山体における今後の調査研究及び監視のあり方につ

いて検討を行い，結果を公表した。（［課題番号：7013］）。 

 

（ 2）   研究基盤の開発・整備    

 ア．観測基盤の整備  

 イ．地震・火山現象のデータベースとデータ流通  

 ウ．観測・解析技術の開発    

長い時間スケールをもつ火山現象の理解とその予測には，その基盤となる観測網の維
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持・拡充を進めるとともに，データの継続的取得と膨大なデータの効率的利用が重要であ

る。また，海域における観測体制の強化，各種観測を火口近傍で安全に実施する技術の開

発，人工衛星を利用したリアルタイム火山観測システムの高度化，航空機搭載型センサー

を用いた観測技術の開発も必要である。 

山梨県富士山科学研究所では，降水と地下水・湧水の水同位体比測定から，不圧・被圧

地下水の浸透標高を推定するとともに，ボーリング試料の放射性炭素年代測定を行い，被

圧地下水流動系は星山期堆積物中に存在することを明らかにした［課題番号：9201］）。ま

た，海上保安庁は，海域火山基礎情報図調査を「利島至三宅」，「若尊」で実施した（［課題

番号：8003］）。 

東京大学大学院理学研究科（［課題番号：1403］）は，二酸化硫黄可視化モニタリング装

置のフィールドテストを十勝岳において実施した。また，屋久島―口永良部島間のフェリ

ーに搭載されている二酸化硫黄放出率モニタリング装置の改良を行い，10月21日噴火に前

駆するガス放出の変化をとらえることに成功した。 

北海道大学は，Lバンド航空機SARを用いた火山性地殻変動の検出にむけ，得られたSLC画

像の詳細な位置合わせ手法を開発することにより，従来は干渉しなかった領域でも地殻変

動シグナルの復元が可能になり，航空機SAR観測の有用性を大きく改善させることができた。

また，３方向からの航空機SARデータから3次元地殻変動分布を求める手法を開発した（［課

題番号：1008］）。 

防災科学技術研究所は，小型単発機に搭載可能なセンサーであるARTS-SEのカメラ型セン

サデータの処理手法を開発してきた。今年度はカメラ型センサの連続するデータを用いて，

箱根大涌谷15-１火口を約z０～±9.5°の角度で観測することで地熱域特有の観測値のゆ

らぎが捉えられ，これらをスキャナデータの情報に重畳すれば，より的確に地熱地帯の情

報把握ができることを明らかにした（［課題番号：3003］）。 

人工衛星を利用した研究では，東京大学地震研究所が2017年12月23日に打ち上げられ

2018年12月より正式運用が始まったJAXAの気候変動観測衛星「しきさい」のSGLI（Second 

Generation Global Imager）画像を用いたリアルタイム観測システムを開発するとともに，

その温度画像と可視画像を用いて，ハワイ・キラウエア火山2018年噴火の溶岩流等の噴出

物の観測と噴火推移の判読を実施した（［課題番号：1520］）。また，小型絶対重力計(TAG-1)

の開発においては，絶対重力値の系統誤差の低減が図られた。そして，実際に蔵王火山に

おいて観測が実施され，前年より15μGalの重力減少が観測された（東京大学地震研究所［課

題番号：1506］）。 

また，火山噴火事象の分岐条件や論理の構築のために分岐前に現れる物理量の変化を検

出するための機器開発のみならず，宇宙線（ミューオン）を利用した火山浅部透視技術に

おいては，ミューオグラフィ自動解析システムが完成し，20倍以上に向上された画素デー

タを用いても，画像出力までの時間短縮が達成された（東京大学地震研究所［課題番号：

1523］）。 

一方，噴火活動時に噴出物に含まれる結晶量を短時間で簡便に評価し，その時間変化を

モニタリングする手法を開発するため，マイクロライト・ナノライトを含む試料の初期帯

磁率分析が行なわれた。霧島火山新燃岳の2017年10月と2018年３月に噴出した火山灰の初

期帯磁率測定を行い，マグマ水蒸気爆発からマグマ噴火に至る噴火推移を反映した帯磁率
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の変化を捉えることに成功した。このことは，火山灰の初期帯磁率が迅速に測定可能な火

山活動度指標となることを示す結果である（東北大学［課題番号：1205］）。 

 

これまでの課題と今後の展望 

「火山」計画推進部会では，火山噴火の事象分岐の条件・論理を明らかにし，事象系統樹

の高度化することで，発災の原因である火山噴火を予測するため，つの課題を実施してき

た(噴火履歴及び観測事例に基づく噴火事象系統樹の試作(北海道大学［課題番号：1004］）

および観測事例及び理論予測に基づく噴火事象系統樹の分岐条件の検討（東北大学［課題

番号：1208］）)。前者の課題は，前計画から継続して推進している噴火履歴をもとにした

噴火事象系統樹（噴火シナリオ）作成を基礎にして，本計画では，観測事例を系統樹作成

に組み込むことで高度化が図られた。また，一般的な作成手順を示すことで，他の火山に

適用可能な手法となっている。今後も多くの火山を対象に系統樹作成を進め，火山防災対

策整備に貢献していくべきである。ただし，近代的な観測が始まって以降噴火を経験して

いない火山（たとえば富士山）の作成手法を確立することも今後重要となる。後者の課題

は，噴火事象系統樹をより高度なものに発展させることを目指し，現在の火山学的知見お

よび本研究計画により明らかとなる法則をまとめ，噴火事象の分岐判断の基準を作成する

ことを5カ年の到達目標としていた。この課題では，国内のGNSSデータに基づく噴火判定の

方法，大地震発生後の噴火発生確率，桜島の噴火様式判断に対して定量的指標が示され，

一定の成果が得られた。しかし，これ以外の分岐判断基準作成を今後も引き続きすすめる

ことが重要なのはいうまでもない。また，今後，噴火事象系統樹をさらに発展させるため

には，事象の分岐条件をデータや理論に基づき明らかにしていくことが必要となる。そのた

めにはマグマや火山性流体の挙動に関するモデル化を進めることが重要である。この5カ年

で，桜島や阿蘇で明らかになった，マグマ貫入率と噴火（火山活動）様式との関係性は今

のところは経験則の域をでていない。今後は上記２火山における関係性についてのモデル

化を推し進めていく必要がある。他の火山においても，まずは数ヶ月から数年の時間スケ

ールにおけるマグマ蓄積量を明らかにするための観測研究を推進せねばならない。 
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図１．カルデラ形成噴火の推移比較（北海道大学［課題番号：1001］） 

VEI=６クラスのカルデラ形成噴火では噴火開始から最盛期・カルデラ陥没に至るまで短期

間で移行しているのに対し，VEI=7クラスのカルデラ形成噴火では，比較的長期間かけてカ

ルデラが形成されている。 
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図２. 航空機 SAR データ（2016-2017）に同時期の ALOS2/Palsar2 データを加えて実施した

三次元解析結果 

画像のほぼ中央部に硫黄山が位置している。上下成分は硫黄山を中心とした隆起が確認で

きる。また，東西，南北成分では，硫黄山を中心として，それぞれ東西方向および南北方

向に拡大するセンスの変動分布が捉えられている。 

 

 

 

 

 

 

図３. 口永良部島にて簡易型トラバース測定装置で測定した 2018 年１月〜10 月の二酸化

硫黄放出率の推移。 

口永良部島では 2018 年 10 月 21 日に，３年数か月ぶりに小規模な噴火が発生した。二酸化

硫黄放出率は，今年度初めごろは 100-400 ton/day で推移していたが，2018 年８月以降上

昇を始め時折 1000 ton/day を超える値が見られるようになった。噴火の２か月以上前のマ

グマの上昇または火道の変化をとらえたものと推察される。 
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図４. 桜島山頂の火口から桜島直下のマグマ溜まりにかけての拡大図（左）と桜島火山の

マグマ供給系（右）（東北大学［課題番号：1205］） 

左図のうち，赤い領域がマグマで満たされている領域であり，火道とマグマ溜まりの境界

は火口から深さ４km程度と推定されている。本研究での詳細な噴出物の分析により，大規

模噴火を引き起こしたマグマが火道に相当する深さ（１～３ km）に位置しており，姶良カ

ルデラ直下の主要マグマ溜まり（深さ約10 km）や桜島直下の副次的なマグマ溜まり群（深

さ４～５km）よりも浅かったことが明らかとなった。 
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図５． 十勝岳過去5,000年間の噴火事象系統樹の試作（北海道大学［課題番号：1004］） 
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１（４）地震先行現象・地震活動評価 

 

「地震先行現象・地震活動評価」計画推進部会長 中谷正生 

(東京大学地震研究所） 

 

現行計画には地震発生を予測するためのいくつかのアプローチが含まれている。地震先

行現象・地震活動評価部会では，種々のモニタリングデータから断層面の滑り・応力等を

推定し滑りの物理的予測モデルと対比するための研究，地震発生との因果関係に合意のと

れた物理モデルがなくても，経験則として地震発生の予測に役立つ情報があるのかを統計

的に吟味する研究，あるいは先行現象と目される事象の地震発生に対する物理的意義を解

明するための研究を行っている。 

 

１．(１)５年間の成果の概要 

 

観測データから大地震が発生しそうな気配を察知して，大地震発生の確率密度を時空間

にわたってマッピングすることが地震予測の目標である。 

かつては，固着断層への応力蓄積モデルとGriffithのエネルギーバランスに基づいて，

物質，特に不均質な物質は，弾性波速度で伝播する動的な破壊の直前には，多数の微小な

破壊，あるいは，限定された領域でのゆっくり滑りが準静的～準動的に進行する「壊れか

け」の状態を経るはずであるから，現行犯逮捕的な直前予知くらいは原理的に可能だろう

と考えられていた。しかし，地震サイズと面積あたりの破壊エネルギーが比例することが

広く観察された現在では，狭い領域で開始した地震破壊がどこまで拡がれるかについて，

このような「壊れかけ」の前兆はほぼ情報をもたないはずだから，少なくとも「現行犯逮

捕の直前予知」は，原理的に困難だろうとの見方が優勢である。 

にもかかわらず，「これこれのこと」があれば，当分の間は大地震の発生確率が普段よ

り高いと経験的に言える(つまり予測能力をもつ)ような「これこれのこと」─地震先行現

象と呼ぶことにする─が，数分から十年程度まで，様々な先行時間で発見されている。前

兆と呼ばないのは，このような意味での先行現象は，必ずしも，大地震の発生が近付いて

いる，あるいは大地震が発生しやすい物理的状態から派生したサイン─先行期間に関わら

ず「前兆
．
」という言葉にはこのタイプの因果関係が無意識に想定されている─であるとは

限らず，先行現象自体が大地震がそのタイミングで起きた原因となったようなものもあり

うる(中谷, 2019，東北大学［課題番号：1206］, 東海大学［課題番号：2501］)からであ

る。実際，前震活動という現象はかなりの程度まで，本震をトリガした地震活動が結果と

して前震活動として認識されているのだという解釈で説明できるし(e.g., Helmstetter et 

al., 2003)，また，本震に先行したスロースリップも兆しではなく原因としての解釈が可

能である(e.g., Roeleoffs, 2006)。 

以上の認識のもと，データを評価し，そこから読みとれる危険度を定量的に示すために

は以下の３つを発展させる必要がある。(１)地殻活動に関連している可能性のある異常を

客観的に定義し，その大地震発生との相関を統計によって評価できるだけの量のデータを

集めるために，観測と解析の技術を向上すること。(２)客観的に定義できる異常が地震に
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先行する傾向を，統計によって評価すること。(３)先行現象が地震の発生とどう物理的に

関係しているのかを解明すること。以下，これらについてこの５年間で得られた主要な成

果をレビューする。様々な事例に渡って，３つの側面がかみ合いながら目標に向って進展

したことがわかるであろう。 

 

１．(２) ５年間になされた主要な成果その１: 観測と解析の技術 

 

地震活動  

地震活動の観測・解析における一つの重要な要素は，検出もれを減らすことである。こ

れは，ゆっくり滑りの鋭敏なセンサーである微小なリピーターの検出，統計地震モデルに

よる活動予測のための良質のカタログの確保などを通じて予測能力の向上に不可欠である。

馬場・他 (2015)は，駿河湾でOBS観測を行い，一元化地震カタログに比べて10倍程度の検知

率が得られることを示した(東海大学［課題番号：2501］)。Iwata (2014)は，地震検知能

力の長期的変化と季節変化とを分離して推定することで，カタログの地震捕捉率を時系列

で詳細に評価する新手法を開発した(東北大学[課題番号:1206])。 

リピーターの検出に関しては，テンプレート波形との相関によって高ノイズな連続波形

の中からも多数の小さなイベントを抽出できるマッチト・フィルター(MF)法が多くの事例

に適用され，後述するように，ゆっくり滑りが大地震の発生を促進したと思われる多くの

事例が見つかった。MF法に関する大きな技術的進歩として，AICを用いることによって，マ

ッチするイベント検出のための相関係数の閾値を，恣意性を排除して決定する方法が提案

された(Hirano et al., 2018a,b, 立命館大学［課題番号：2402］)。 

リピーター活動から断層のクリープ速度を推定することは，ある程度のクリープ速度が

あるプレート境界でしか行われていない。南アフリカCooke4鉱山内の地質断層上で，M-４級

のきわめて小さリピーターが多数発見され，その単位クリープ量当たりの発生レートは，プ

レート境界でおこるリピーターに対する経験則(Nadeau and Johnson, 1998)とは全く異り，

非常に小さなリピータでは，Nadeau and Johnsonから期待されるより何桁も高いことがわか

った(東北大学[課題番号:1206]， Naoi et. al, 2015a)。これは，非常に小さい地震まで

モニタすることで内陸断層の低速度クリープがモニターできる可能性を示唆する。 

統計モデルによる予測のためのカタログでは，個々のイベントを検出せずとも，統計的

性質を正しく保てるようにとりもらしを補完すれば用が足りる場合がある。Zhuang et al. 

(2017, 2019)は，GR則を仮定せずに，発生する地震のマグニチュードと発生時刻は独立であると

いうことだけを仮定して欠測を埋めることのできる，バイスケール変換を用いた新手法を開

発し，2016年４月の熊本地震の余震系列に適用した。この手法により補充された余震データセ

ットでは，ETASパラメータの最尤推定値が十分に安定しており，また，４月14日Mj6.5前震の

余震活動に，中期的先行現象としての統計的有意性が確立されている(Ogata, 2001)相対的

静穏化が検出された(東北大学[課題 番号:1206])。この静穏化は，前震のあった日奈久断層

の北側の布田川断層付近で見られた，本震１日前からのp値やb値の顕著な増加(東海大学[課

題番号:2501]，Nanjo and Yoshida, 2017)とも対応しており，同時期にあったゆっくり滑

り(Kato et al., 2016b， 東北大学[課題番号:1206])による応力変化と関係していた可能性

がある。 
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大きな地震が発生した場合に余震を予測するにはリアルタイム処理で得られる品質のカ

タログで予測を出す必要がある。Omi et al. (2016)は，最近の国内のいくつかの内陸地震

について，リアルタイム処理のHi-Net自動震源カタログによって余震の確率予測を行い，

後にJMAが手動検測した，より信頼度の高いカタログを用いた場合と同程度の予測成績が得

られることを示した。前者のカタログで，予測式のパラメタを対象の活動にチューニング

した場合の成績は，後者のカタログに予め固定されたパラメタ値を適用して予測するより

も良かった。Omi et al. (2019)は，大地震の３時間後から１時間更新で予測を出すリアル

タイム予測システムを実装した(東北大学[課題 番号:1206])。 

地震活動の変調を検出するには，地震活動最大の癖である余震活動の影響を適切に取り

除くことが必須であり，大森-宇津の余震法則を一般化したETASモデル(Ogata, 1989)が標

準的な手法となっている。Tsuruoka and Ogata (2015)は，GUIにより直感的に操作しながら

ETAS解析ができるソフトウエアXETASを開発した(東北大学[課題番号:1206])。 

ETASは，異常抽出および評価のための基準活動モデルとしての重要であるだけではない。

前震という現象のかなりの部分がETAS的トリガリングによると考えられる(Helmstetter et 

al., 2003)以上，ETASの高度化は予測能力の直接的な向上にもつながる。CSEP-Japanでの

AllJapanテスト領域での25ラウンドを超える検証では，ETASモデル(HISTETASPA1205)がベ

ストの成績を収めている(Hirata and Tsuruoka, 2017)。しかし，東北地方太平洋沖地震後

は，ETASを含めてどのモデルでも総地震数の予測成績が相当に低下した(Hirata et al., 

2015)。実のところ，対象地域全体の実際の地震数の推移は，東北地方太平洋沖地震を起点

とした大森-宇津則で良好にフィットできるものであり，時空間の関数としての地震確率を与え

る統計モデルにはまだ大幅な改善の余地がある(東京大学地震研究所[課題番号:1511])。 

まず，空間的に不均質であるETASモデルのパラメタを妥当に推定する方法として，重み

付き尤度関数を採用した残差解析による推定法を開発し，日本列島の地震活動の地域性を特

徴づけた(東北大学[課題番号:1206]，Zhuang, 2015)。さらに，Guo et al. (2018)は，ETAS

モデルを3次元に拡張し，関東地域のデータにおいて予測性能が向上することを示した(東

京大学地震研究所[課題番号:1511])。また，一般的なETASモデルでは大きな地震であって

も点としてのトリガ源として扱うため，影響カーネルは空間的に等方であるが，実際の余

震活動の分布は本震断層面の存在に強く影響された異方性をもつ。この問題を解決するた

め有限断層ETASモデルを開発した(Guo et al., 2015)。いくつかの大地震の余震分布に適用

したところ，本震に直接起因する余震活動はアスペリティの近傍に位置する場合が多く，一次

余震は本震によるすべりを補完する部分に発生することが示された(Guo et al., 2017; Zhuang 

et al., 2018)。ETASモデルそのものの向上として地震予測に寄与するとともに，本震時のす

べりインバージョンの高度化や本震後の短期の余震確率予測にも役立つだろう(東北大学

[課題番号: 1206])。また，ETASをはじめ，ほとんどの地震活動の統計モデルは，地震の時

間的クラスタリングを点過程としてモデリングするものであるが，新しいアプローチとし

て，地震活動をARでモデリングする理論的枠組みが提案され，2010年ダーフィールド地震

系列の事後予測で機能することが確認された(Wang et al., 2018a，東北大学[課題番号: 

1206])。 

ふだんの地震活動のリファレンスとなるモデルを作るために，Nishikawa and Ide (2015)

は，ETASを用いたモデリングにより，全世界の沈み込み帯での定常的な地震活動度をマッ
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ピングした。活動度は，基本的には沈み込み速度に比例するが，プレートが大きく屈曲して

いると大きくなる傾向も見つかり，沈み込み前後のプレート内部への水の輸送過程との関係

を指摘した。Nishikawa and Ide (2017)は，この手法で時間変化を扱えるよう発展させ，

世界の沈み込み帯の群発的な地震活動を，それまでに知られていものの７倍近い435件検出

した。プレートの屈曲との関連も見い出され，群発活動の多くは地殻流体が豊富なところ

で起きやすいSSEによるものではないかと提案した(東京大学理学系研究科［課題番号：

1402］)。 

ETASは，まず地震活動のパターンに関して大森-宇津則という明示的に式化できる規則性

に人間が気付き，それをパラメタ化したものである。深部低周波微動の活動にもマイグレ

ーションなど，明らかなパターンはあるが，バリエーションに富んでいて明示的なモデル

を作るのは難しい。Wang et al. (2018b)は，２次元隠れマルコフモデルを用いて南海トラ

フの深部低周波微動をモデリングすることで，ほぼ何も仮定せずに，活動の階層的な空間

セグメンテーション，マイグレーションパタンをなどの特徴を自動的に抽出することに成

功した。２日間程度であれば，微動活動はうまく予測できる(東北大学[課題番号:1206])。 

後述するように，地震活動の変化を応力の変化と関係づけるには，小さい地震までメカ

ニズム解がわかっていることが重要である。Ishibe et al. (2014)は，Hi-NetやF-netによ

ってメカニズム解整備が開始される以前の1985-1998年の地震について，JUNECによって取得

された波形に基づきM２までを網羅するメカニズム解カタログを作成した(東北大学[課題番

号:1206])。また，ベイズ推定の枠組みで，メカニズム解を経ずに，P波初動の押し引きから

直接応力インバージョンを行う方法を開発し，2000年鳥取県西部地震などで地震前後の応力

場の変化を捉えた(Iwata, 2018)。さらに，合成データによるテストで，こうして推定した

応力場の情報をとりいれることによって，個々のイベントのメカニズム解の推定も向上で

きることも示した(東北大学[課題番号:1206])。 

 

測地  

地殻へのひずみの蓄積，部分的な断層のゆっくり滑りなどは，地震発生に対する効果が

最も物理的に推察しやすいものであり，その直接的な観測である測地は，物理モデルによ

る地震予測の根幹である。 

新しい面的な観測手段である干渉SARによって，御前崎・潮岬・室戸岬・足摺岬周辺の定

常的な地殻変動の検出を行い，良好な結果を得た。視線距離だけでなく，水平変位と上下

変位を分解することもできている(気象庁［課題番号：7006］)。また，東北地方太平洋沖

地震の余効変動は長期・広域に及んでいるため，その他の原因による地殻変動の検出を難

しくしている。そこで，GNSS日値を再調査し，新たなパラメタで余効変動を除去したデータを

作成し，南海トラフ沿いのGNSS日値を用いた面的監視処理について，監視範囲も変更して，

東海地方の長期的SSEを検出しやすくした。さらに，地殻変動監視の速報性を向上するため

に，国土地理院のGNSS日座標値R3解(速報解)について，基線解析やGNSS面的監視(１ヶ月/

３ヶ月)についてはF3解と同程度の精度で監視ができることを確認し，F3解と同様に気象庁本

庁においてR３解をWeb上で閲覧できる仕組を構築した(気象庁［課題番号：7006］)。 

現代的な観測のなかった時代の地殻変動を評価することも行われた。梅田・板場 (2018)

は，紀伊半島の５地点において，国土地理院の測量と水路局の潮位データを組み合わせて
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1944年東南海地震・1946年南海地震による変動を分離した上下変動時系列を求めた(産総研

［課題番号：5007］)。また，弘瀬・中西 (2015)は，高知県の古文書「蕨岡家文書」の再解読

から得られた安政南海地震後の井戸の水位低下が断層モデルから期待される体積ひずみと調和

的であることを見い出した(気象庁[課題番号:7006])。 

南海トラフでのSSEのモニタリングに関しては，中国地方を領域固定したGNSS日値を用

い，フィリピン海プレートの沈み込みと逆方向の成分について，SSE発生領域であるプレート

境界等深線25kmおよび30km沿いに並べた地点を中心とする一定範囲内の平均を求め，1年お

よび1週間の傾斜期間を持つランプ関数との相関を取ることで，長期的(２年から数年程度の継

続期間)および短期的(数日から１週間程度の継続時間)SSEの時空間分布を得るシステムを

開発した(気象庁［課題番号：7006］)。また，ひずみ計データでも，スタッキングや降水

補正等を工夫することでスロースリップの検出ができることが示された(宮岡・木村, 2016， 

気象庁［課題番号：7006］)。また，産総研の北勢観測井戸をパッカー密閉し，地下水圧の

地殻ひずみ感度を著しく向上させて，伊勢湾周辺での深部低周波微動活動に同期した水圧変化

を捉えることができた(北川・松本, 2016， 産総研［課題番号：5007］)。また，スロース

リップの敏感なセンサーになっていると考えられる微動活動については，これまで地震発

生帯の深部側延長で観測されてきたが，新たな海底観測システムであるDONET, DONET2の展

開に伴い，南海トラフ島弧側のプレート境界浅部の複数の地域で微動活動が見い出された。

深部微動と同様に，地震波でトリガされることも見い出されている(気象庁［課題番号：

7006］)。 

産総研・防災科研・気象庁では，3機関のひずみ・地下水・傾斜データをリアルタイムで共

有して自動解析するシステムを運用し，2013年11月以降５年間で162個のSSEイベントの断層

モデルを決定した(産総研［課題番号：5007］)。Araki et al. (2017)は，短期的SSEの検出

と断層すべり分布の時空間変化の推定を同時に行う新たな発想の解析手法を開発し，合成デ

ータでの評価では，高い精度でのすべり開始・終了時点の推定と，すべり量の時空間変化の

推定精度の改善がみられた。実際のひずみデータを用いて推定したすべり開始・終了時点は

微動発生期間と一致した(産総研[課題番号:5007])。また，津波の早期警報のため，ボアホ

ールひずみ計を用いて巨大地震のモーメントマグニチュードを即時推定する手法も開発さ

れた(Itaba, 2018， 産総研[課題番号:5007])。 

応力に関して普通の測地学的方法で推定できるのは時間変化のみであるが，ボアホール

掘削ができる場合には，絶対値を知ることができる。岩石強度に近い差応力にまで適用で

きるよう新たに開発された小径のオーバーコアリング法(Ogasawara et al., 2014)と，コ

アの外径を測るのみで効率的に計測できるDCDA法(Funato and Ito, 2017)が開発され，後

述するように複数の震源域の絶対応力を知ることができた(立命館大学［課題番号：2401］)。 

 

 

地殻流体  

水文学的な手法による断層モニタリングにおいて，断層周辺の複雑な水理物性の把握は重要な

課題である。Matsumoto and Shigematsu (2018)は，三重県内の中央構線断層帯(MTL)の透水

係数を，産総研が掘削した２本の井戸の水理試験と長期水位観測で求めた。求めた透水係数

は，MTLの露頭で断層帯の中央からの距離ごとにサンプリングされた岩石の実験から求めた詳
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細なMTLの透水構造(Wibberley and Shimamoto, 2003)と調和的で，MTLの複雑な透水構造を

反映していることがわかった(産総研[課題番号:5007])。また，南海トラフ地震発生帯掘削計

画の一環として熊野灘沖合に設置された長期孔内観測システム（LTBMS）の水圧計が周辺の

掘削作業に伴って大きく変化していることを受け，これをクロスホール透水試験に見立て

て原位置透水係数の推定を行って，先行研究の室内実験や数値シミュレーションの結果と

比較することで，スケールが大きくなるほど断層やクラックの数が増え，それらが連結す

ることでより水が流れやすくなることを示唆する結果を得た（Kinoshita and Saffer, 2018， 

産業技術総合研究所［課題番号：5007］）。 

地下水位/水圧の変動は，弾性的な地殻のひずみを反映している可能性と，非可逆的な損

傷を含む透水性の変化を反映している可能性がある(e.g., 小泉, 2013)。小泉・木下(2015)

は，地震の前後で道後温泉の地下水位が４m以上上昇した2014年伊予灘の地震(M6.2, 松山市

内の震度４)に際して，水頭拡散率は地震前後で有意に変化しなかったことを示した。また，

比嘉・他(2016)は，台湾の地震時地下水位変化の解析から，地震動の寄与の周波数依存性が不

圧地下水と被圧地下水で違うことを明らかにした(産総研[課題番号:5007])。 

大気中ラドン濃度は，1995年兵庫県南部地震，2011年東北地方太平洋沖地震に数ヶ月先

行して顕著な変動をみせたため，地震の短期的先行現象の有力な候補となった。特筆すべ

きは，放射線管理施設の排気監視モニタデータにバッックグランドとして計測されている

ため，既にかなり長期の連続データが国内各所にわたって存在することである。そこで医

薬系を中心とした全国の施設に協力を依頼してモニタリングネットワークを作り，現在25

施設が参加している(東北大学[課題番号:1207])。研究目的で取得されているデータではな

いので，測定方式には施設によってバリエーションがあるが，代表的な測定装置について，

現地で感度を検定，十分な性能をもつことを確認した(Tanaka et al., 2017, Ishihara et 

al., 2018)。また，補完的な測定のために使い勝手の違う様々なタイプのラドン測定装置

の精度を検証した(Higuchi et al., 2019; Wakabayashi et al., 2019， 東北大学[課題番

号:1207])。 

大気中ラドン濃度は地殻状態だけでなく，気象条件等にも大きく影響を受けるので，異

常を抽出する前にまずその補正を行う必要がある。まず，日変化については基本的には大

気が安定成層する夜間に濃度が高くなることを確認し，下層大気の熱交換プロセスに基いて

ラドン収支に関するボックスモデルを高度化した(Omori and Nagahama, 2016)。これは，

地殻状態を反映する地表でのラドンフラックス推定に役立つ。年周変化については，大気中

ラドン濃度の年変動は，季節による気団の入れ替わりが支配的要因で露点と逆相関になる

ことを明らかにし(Hayashi et al., 2015)，国内の大半の地域では，日最小値のデータから

正弦回帰による平年変動パターンを引いた残差をみることが，地殻活動に関連する異常抽

出のための基本的な手法となることを示した(Kobayashi et al., 2015)。後述のように，

この方法で様々な地殻変動との対比をみる事例研究を行った。しかし，この補正方法は過

去の長いデータを必要とするため，リアルタイムでの異常検出には向いていない。Iwata et 

al.(2018)は直近の観測データより構成される部分時系列に対して異常部位を検知するデー

タサイエンス的な手法である部分空間法(e.g., Ide and Inoue, 2005)を導入した(東北大

学[課題番号:1207])。 

地下水位等については，非研究目的の井戸で，日常的に使用されていたり，あるいは，



- 151 - 
 

地盤沈下監視等の目的で記録がとられているものが存在する。後で結果を紹介するが，2011

年東北地方太平洋沖地震，および2016年熊本地震に先行した変化がなかったかを調べるた

めに，これらの地域で広汎な調査がなされた(東京学芸大学[課題番号:2930])。 

 

電磁気  

地震に数日先行して発生すると報告されていたVLF帯電磁波パルス(Asada, 2001)につい

て，メンテナンスの容易な観測装置を開発し(長尾・他, 2016)，中日本に５点の観測網を

作って観測を復興した。予察的な解析ではAsada(2001)が指摘していたような直線偏波の電

磁波はそれほど多くなく，到達時間差による震源決定が必須である。感度帯域は100kHzま

でであるが，ハイサンプリングによって到達時間差による発生源の位置標定に成功し，AR

とAICを用いたパルスの到達時間決定手法(Takanami and Kitagawa, 1991)をルーチンで適用

する解析システムを作った(東海大学［課題番号：2501］)。 

前期計画から継続して維持した伊豆諸島・北海道・九州に加えて，高知県黒潮町内の2カ

所にULF帯地磁気，VHF帯電磁波伝播異常，大気電界の観測点を新設した(東海大学［課題番

号：2501］)。VHF帯電磁波伝播異常に関しては，見通し内伝播異常(受信強度が異様に上が

る)にも地震発生との相関が指摘された(Motojima and Ogura, 2017)ため，清水に観測点を

新設した(東海大学［課題番号：2501］)。 

DEMETER衛星で取得したVLF帯電磁波の強度データにM>4.8地震の数時間前での減少傾向

(Nemec et al., 2008)が知られている。この項目に限って，より高性能かつ圧倒的安価な

観測を超小型衛星(CubeSAT)で行うための測器開発が進んでおり，ブレッドボードモデルが

製作された(児玉, 2018; 菊地ら, 2018; 鴨川ら, 2018， JAXA［課題番号：2901］)。また，

この現象の新たな異常定量化手法として，近隣雷によるノイズを分位解析で除去して平滑

化曲線を求めたあと，関数主成分分析を施して第３主成分スコアを用いることが有効であ

ることを見い出した。この解析では，電磁波強度が減少を示す事例は，先行現象の条件を

満たす全軌道に対してほぼ1割であった(Kamogawa et al., 2018， 東京学芸大学［課題番

号：2501］)。 

 

その他  

地震活動に先行して海棲生物の行動異常が見られることがある(e.g., Terada, 1932; 

Tomoda and Hironaga, 1989)。深海魚の出現が地震の前兆ではないかとは，よく巷間ささ

やかれることであるし，三陸地方においては1868年明治三陸地震(M8.2)，1933年昭和三陸

地震(M8.1)の前にイワシやマグロの漁獲異常があった(吉村,2004)。また，2011年東北地方

太平洋沖地震(M9.0)の一週間前には，鹿嶋市の下津海岸でカズハゴンドウ54頭のマス・ス

トランディングがあった。しかし，これらの現象に有意な先行性があるかは，地震のない

時の現象発現レートを知らないと判断できない(織原・長尾, 2015)ため，系統的なデータ

の収集を行った。漁獲量については，1973年以降宮城県内の漁港・魚種・月別の漁獲量資

料をデジタル化した(織原ら, 2014)。深海魚については，全国紙の地方版や地方紙，水族

館や博物館，過去の学術文献等の情報から，1923年以降で最初の深海魚出現日から2011年

３.11までの期間のカタログを作成した(Orihara et al., 2018)。336件あり，ほとんどが地

震発生以前に報告がなされたものである。鯨類のストランディングは，日本鯨類研究所が公
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開するストランディングレコードがあり，全国から報告が集まるようになった近年では年間

200-250件になる。また，2頭以上のマス・ストランディングは年間数回程度で1923年以降48

件である(織原・野田, 2015)。先行性について正式な統計的評価はできていないが，予知

率も適中率も低いとこは明らかになった(東海大学[課題番号:2501, 2901])。 

周波数コームの原理で，地下の弾性波構造のわずかな変化をとらえる能動弾性波探査技

術であるアクロス(気象庁［課題番号：7006］)で，走時に持続的に小さくなってゆく変化及

び年周変化があること，また，2011年東北地方太平洋沖地震発生は大きな地震波速度低下を

引き起こしたことを見い出した。さらに，國友・他(2014)は，複数のアクロス送信点からの観

測結果を説明できる浅部からフィリピン海プレート境界にいたるP波及びS波の地下構造モデル

を構築した(気象庁［課題番号：7006］)。これは，変化源の特定に向けて必要なステップ

である。また，Kame et al. (2014)は，室内滑り実験での音波透過計測結果をスケーリン

グして，地震サイクル後半における長期的な固着の剥れによる断層面の弾性波反射率の変

化を見積もり，反射探査によって検出できる可能性を示している(東京大学地震研究所[課

題番号:1507])。 

 

１．(３) ５年間になされた主要な成果その２：先行現象の発見と評価 

 

予測評価の手法  

よほど自明なメカニズムが想定できる例外的なケースを除けば，どの異常がどの地震の

発生に関連していたかということを特定しがたいので，ある種の現象が地震に先行する傾

向があるかということは，その現象によって試行的に予測を行い，それがランダムな予測

よりもよい成績を示すか，すなわち予測の評価を通してしか行うことができない(中谷, 

2016， 東海大学［課題番号：2501］)。ここで検証されている命題は，実際に地震に先行

して起きたその種の異常の中に，そのあと地震が起きたものが含まれている
．．．．．．

か？であって，

実際に先行した異常には偽陽性も含まれていることを織り込み済みで評価できていること

に注意すべきである(Nakatani, 2018a,b,2019， 東海大学［課題番号：2501］)。 

試行予測の作成と評価はふつう回顧的に行われるが，この場合には，既にあるデータで，

既に発生日時を知っている地震を予測できるように予測手法をチューニングできるから，

有意な相関を示せたからといって，真のバリデーションにはならない。この点で，真に

prospectiveな予測実験であるCSEP(東京大学地震研究所[課題番号:1511])の取り組みは特

筆に値する。JAPANセンターにおいては，実験に用いるカタログ(気象庁一元化震源)の品質

検証(Shorlemmer et al., 2018a)，GR則を仮定した地震カタログ生成のためのシステムを

開発などを行った上で，多数の実験ラウンドを重ね(Schorlemmer et al., 2018b)，空間予

測の情報利得はMainlandよりもAlljapanがよくなる，Mainlandでは地震数を過大予測しが

ち，といった現在の統計モデルの一般的傾向や，また，モデルの学習曲線の特徴が見い出

された(Tsuruoka, 2017a,b)。さらに，評価法そのものに関する知見も得られた。複数ラウン

ドにおいて複数モデルを評価する場合において，現行のCSEPの標準的な評価法は，モデルか

らの予測と観測の比較であるため，モデル間の直接比較ができない。この目的にためには，

情報利得あるいは対数尤度そのもので比較することが直接的かつ容易である(東京大学地震研

究所, 2019)。また，大きな地震のあった地域に領域をしぼった予測実験を事後的に試行す
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るなど，臨機応変な試みも行われた(東京大学地震研究所[課題番号:1511])。 

CSEPはプロトコルで定められた全時空間グリッドに対して予測を出すことを求めており，

また，回顧的な予測を評価するCSEP以外の普通の研究でも，データ(と研究資源)の許す全

時空間に予測を作成して評価するのが普通である。しかし，それができる手法と状況は限

られている。庄・尾形(2015)は，出したい時にだけ，気紛れに出した予測であっても，地

震発生のベースレートに従って予測に校正なオッズをつけてギャンブリングスコア法

(Zhuang, 2010)を用いれば，客観的で公正な評価ができることを指摘した。予測ごとに対

象地域やマグニチュードがまちまちでも，一元的な成績をつけることができる(東北大学

[課題番号:1206])。ただし，このような場合は，予測が事前に出されたものであることが

絶対の前提条件である。 

 

前震活動  

多くの本震について，その前の地震活動をスタックすることで明瞭にみられる逆大森則

(e.g., Jones and Molnar, 1979)に象徴されるように，統計的な傾向としての短期的な前

震活動の存在は明らかである。前震活動，すなわち，地震活動がさかんな時期には大地震

が発生する可能性がふだんよりずっと高いということは，必ずしも本震発生の近付いた何

らかの意味で臨界的な物理状態の産物として前震が発生するのでなくとも，先述したよう

に，活発な地震活動の余震の一つとして本震が起きたという解釈でも説明できる

(Helmstetter, 2013)。Zhuang et al.(2018)はイタリアの地震活動をETASモデルで解析し，

M2.9以上の地震の61%がトリガー型地震であり，その1/4が５つの大地震によって直接誘発

された地震であることを見い出した。また，2005-2016年に発生した6つの大地震のうち5つ

は誘発性であり，イタリアでは前震現象が顕著である。統計的除群法を用いてイタリア全

土を16区域に分けて解析したところ，常時地震活動自体がこれらの主要地震に影響を受け

ており，それぞれ地震活動のフェーズが異なっていることがわかった(東北大学［課題番

号：1206］)。 

一方で，プレスリップ的な震源核の存在を思わせる事例として，Mw2.2地震発生の６ヶ月

前から，本震破壊面内にいくつかのクラスターとして極小地震(AE)の活動が観測されてい

た南アフリカの鉱山内地下３kmでは，そのうちの１つのクラスターの活動が本震の一週間前

から加速し，破壊開始点に向かったことが見い出された。ただし加速活動から予測された

時刻より本震の発生は一日遅れており，加速する震源核がスムースに地震につながったわ

けではない。最後の１日にはこのクラスタでは前震はなく，そのあと本震破壊開始点に位

置するクラスタで本震の数分前に前震が1つおきて本震に至った(Yabe et al., 2015， 東

北大学［課題番号：1206］)。また，2014年長野県北部地震(Mw6.3)でも本震の震源近傍で前

震活動が見られた(東北大学［課題番号：1206］)。いっぽう，2011年東北地方太平洋沖地震

の13時間後に発生した長野県北部の地震(Mw6.2)の前震活動は，東北沖地震の表面波通過時

から始まっており，また，活動の様子は浅部地殻流体の温度と相関があった。Mw6.2は，深

部からの地殻流体の移動でトリガされた可能性がある。(Shimojo et al.(2014), 東北大学

［課題番号：1206］)。 

本震破壊直前(時間オーダー)に微小なリピーター前震が多数，破壊開始点に集中して起

きる現象は，国内外のいくつかの地震でみつかっており(Bouchon et al., 2011； Doi and 
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Kawakata, 2012, 2013)，準静的プレスリップによる震源核形成を強く示唆するものである。

Toyomoto et al. (2016)は，高感度地震計が本震直上にあった国内のケースを精査し，新

たに，2011年長野県中部のM5.4地震の13時間前から20個程度の極微小なリピーター前震が

あったことを見い出した(立命館大学［課題番号：2402］)。このケースでは，本震近くに

４つの高感度三成分地震計があったため，先述の恣意的基準を用いないMF法によって，本

震前２年間の連続記録を走査した。新たにみつかったのは４つだけで，しかも，うち３つ

は地震の３-４日前にまとめて起きたものだった。これは，前震活動が定常的な微小地震の巨

大化・頻発化と呼べるものではなく，過去2年間に殆ど例のなかったイベント群の発露であった

ことを示している(Hirano et al., 2018a,b， 立命館大学［課題番号：2402］)。 

前震活動と本震の物理的関係がどんなものであれ，活発な地震活動によってアラームを

立てることで数百倍以上の高い予測ゲインが得られることは事実である。現状，20倍を超

える予測ゲインをもつ先行現象は前震活動以外には見つかっていないのに対して，前震活

動を用いた予測手法では100-１万倍という高いゲインが得られる(中谷, 2018c， 東海大学

［課題番号：2501］)。大地震のベース発生レートは極端に小さな数字であるため，短期的

に予測できる地震確率の絶対値は，1000倍程度のゲインをもってしても，極端な対応をと

るレベルにはならない。しかし，数倍のゲインをもつ長期・中期の先行現象と共起した場

合には，かなりの絶対確率が生じることがある。Ogata(2017)は，2016年熊本地震に対して，

それまでに統計的にゲインが確定していた短期(前震(Ogata and Katsura, 2002))・中期

(2005年及び2016年の九州地方のM７地震の余震の相対的静穏化(Ogata, 2001))・長期(地震

調査委員会(2015)による30年確率)の先行現象から得られるゲインの積により，2016年４月

14日のMj6.5の後には，M７の発生確率として，１日で2-10%，30日で39-79%が得られると指

摘している。この時の前震のみでのゲインは300-600倍程度，M７の１日確率にして0.2%，

30日で５%であり，それほどのものではないが，他の低ゲインの先行現象とかけあわさって

生活感覚に訴えるレベルの数字を産み出す要としての決定的な役割を果たしている(中谷, 

2018c, 2019， 東海大学［課題番号：2501］)。今起きた地震が前震かどうかは本震が起き

てからしかわからない，というのはよく言われる通りであって，前震で決定論的なコンセ

プトによる予測ができるということはないが，確率的なコンセプトに基く予測であっても，

高い確率値が出た場合には，効果は同じである。 

前震を用いた予測にはいくつかの手法が提案されている。複数の中規模地震が時空間的

に強く集中して起きた場合に，数日以内により大きな地震が起きる可能性が高いというア

ラームを出すMaeda(1996)の方法について，日本周辺の様々な地域で回顧的に成績を見たと

ころ，確率利得で100-400倍，予知率20-70%，適中率２-20%程度で，三陸沖・伊豆地域につ

いては，特に成績良好であった(e.g., 前田・弘瀬,2017， 気象庁［課題番号：7006］)。

また，Nishikawa and Ide (2018)は，ETAS解析とリピーター解析を組合せて，茨城沖の30

年間の地震活動を吟味し，このあいだに(プレート境界のスロースリップによるらしい)群

発地震的な活動は19件あったが，その後にM7級の地震が続いたケースは相対的に活動度が

高かったことを見出し，前震活動が識別できる可能性を示した(東京大学理学系研究科［課

題番号：1402］)。 

前震識別法は，その後大地震が起きやすそうな地震活動のパターンをヒューリスティッ

クに提案し，それを定量的にチューニング，評価をするという形で開発されてきた(e.g., 
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Maeda, 1996; Ogata and Katsura, 2012)が，最近，統計的なクラスタリング等で恣意性を

排して地震活動をタイプ分けする方法が提案されている(e.g., Zaliapin and Ben-Zion, 

2013)。Tamaribuchi et al. (2018)は，自動処理の改良によって地震数が増加した2016年4

月以降の一元化カタログ，及び1997年10月以降の一元化震源カタログに対して最近傍法に

よる客観的かつ自動的なクラスタリング処理を行い，前震・本震・余震の分類を行って，

前震のb値がわずかに小さいこと，前震の発生率が広いM範囲で概ね30～40％程度であるこ

と，最大前震と本震の関係はM，時間，空間においてべき乗則に従うこと，といった前震活

動の特徴を明らかにした(気象庁［課題番号：7006］)。 

前震のb値が小さいというのは，前震識別の手がかりとして古くから言われていることだ

が，個々のケースをみると，そうであることも，そうでないこともある。2009ラクイラ地

震の前震では，b値の低いパッチの周りを取り囲んで，b値の低くないリピーターの活動が

あったことがわかり，強く固着した領域が周囲のクリープによって加速されていたことが

推察される(Sugan et al., 2014； Vuan et al., 2018， 東北大学［課題番号：1206］)。

また，熊本地震では前述したように4月14日M6.5の地震発生後にb値が増加した場所があり，

M6.5地震によって誘起されたクリープ(Kato et al., 2016b， 東北大学［課題番号：1206］)

との関連が指摘されている(東海大学[課題番号:2501])。 

 

地震活動の中期・広域的変化  

2014年の長野県神城断層地震(M6.7)においては，震央を中心とした半径150kmの範囲の地

震を用いてb値を求めても異常な値は観測されなかったが，断層系に沿って，近傍の地震だ

けを用いてb値を計算してみると，地震発生1年半ほど前から先行的に顕著なb値の上昇が観

測された(井筒・長尾, 2016， 東京大学地震研究所[課題番号:2931])。このように，小さ

い地震までよく震源決定できる観測のある現代では，高い空間分解能でb値を求めることが

でき，新たな可能性が出てきた。 

b値に関してより先行時間の長い現象として，10年程度の長期にわたる低下傾向がいくつ

かの巨大地震の前にあったことが指摘されている(Nanjo et al., 2012)。全世界でb値が安定

して計算できる活動度の高い地域を網羅的に走査し，地域のb値が過去７年にわたって

-0.025/年よりも顕著に下っていれば５年間の警報を出すこととした場合，予測対象としたM

８以上の地震29個のうち56%が警報ONの時空で発生し，一方，地域の平均的活動度とGR則か

ら期待されるM８の発生レートで重み付けした上で計算した警報分率は26%であった。確率ゲ

インは2.1，p値は0.75%となり，肯定的な結果である(楠城, 2018， 東海大学[課題番

号:2501])。一方，弘瀬・前田 (2017)は，東日本の太平洋沖で1990年以降に発生したM7.0以

上の地震６個のうち５個で，地震サイクル後半では規模別頻度分布がそもそもGR則から有

意に逸脱したことを指摘し，それを鍵としたシンプルな予測手法で回顧的な評価を試みた。

M7.5以上を予測対象とすれば，適中率は低いものの数倍の確率利得がえれらた（気象庁［課

題番号：7006］)。 

同様の先行期間をもつ現象として，10年を超えるような長期的な静穏化が指摘されてい

る。2011年東北地方太平洋沖地震(Mw9.0)の前に23年(Katsumata, 2011)，2004年

Sumatra(Mw9.1)の前に13年(Katsumata, 2015)という長期静穏化が認識されたことを契機に

系統的な調査を行った。Katsumata (2016)では，1976-2012年の日本周辺の海溝沿いのMw8.25
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以上の地震３個と９年以上の網羅的に検出した長期静穏化(11件)を比較し，有意な先行性

(確率利得6.7倍, p値0.3%)があることを示した。さらに比較できる地震数を増やすため，

Mw7.5以上９個を予測するように最適化しても，静穏化の継続時間の閾値としてはやはり10

年程度となり，p値は１%を切り有意性が確かめられた(勝俣・中谷, 2018a)。オーバーチュ

ーニングの問題を検証するためのクロスバリデーシションでは，検証に使える地震数が数

個となるため，５%を切るp値は得られなかったが，ゲイン(数倍)や予測手法の最適パラメ

タは安定している(勝俣・中谷, 2018b)。また，先行性の評価は行われていないが，全世界

の1990-2014年のM８以上の地震23個について，地震活動の長期的静穏化が先行していたかど

うかを調査したところ，バックグランドの地震活動が極めて低いため静穏化の有無が判断でき

なかった４例を除く19例について，本震発生前に10年程度以上の長期静穏化が見られた(東

北大学［課題番号：1206］, 東海大学[課題番号:2501])。 

2016年熊本地震の前には，Z値解析とRTM解析によって，熊本地震の震源域から九州西方海域

にわたる広範囲な静穏化が2014年末ごろから開始していたことが判明した(Nanjo et al., 

2016， 東海大学[課題番号:2501])。ただし，この地域では2015年11月に薩摩半島西方でM7.1

の地震も発生している。いっぽう，吉川 (2015)は，国内のM７クラス以上の大地震を対象

にeMAP法による地震活動の静穏化・活発化解析を行い，破壊開始点と静穏化域との距離，静

穏化領域の大きさ，先行時間それぞれに地震規模との相関を見い出した。さらに静穏化事例

の８割で地震発生前までに静穏化領域が破壊領域を囲むドーナツパターンがあったことがわ

かった(気象庁［課題番号：7006］)。 

地震活動の潮汐への同期性の出現は，いくつかの大地震の中期的な先行現象だったので

はないかと目されている(e.g., 鶴岡, 1995; Tanaka, 2002 et al.; Li and Xu, 2012; Tanaka, 

2012)が，先行性が統計的に有意であるかの検証はなされていない。複雑な解析を要するこ

のトピックについて網羅的な検証を行うための方策を考察したレビューを行った(岩田, 

2015， 東北大学[課題番号: 1206])。トンガ・ケルマディック海溝沿いのプレート境界地震

の潮汐相関についての調査では，中小の地震までまとめてみると有意な相関はないが，M7.0

以上の地震に限ればその発生時が特定の範囲の潮汐位相角の範囲内で発生している場合が有意

に多いことがわかった(気象庁［課題番号：7006］)。 

このような潮汐敏感性の出現は断層の物理状態を反映した，本来の意味での「前兆
．
」で

ありうるが，一方で，潮汐力そのものが日オーダーの先行現象となるような事例も見い出

された。Ide et al. (2016)は，朔望周期程度で変化する潮汐応力と地震の相関を調べ，解

析できたM8.2以上の地震12個のうち９個が潮汐応力の振幅が上位1/3の時期に起きたこと

を見い出した。このような傾向は巨大地震についてしか見られず，また，同じ解析によっ

て，b値と潮汐力に負の相関が見い出されたことから，潮汐力の高い時には，開始した破壊

が止まりにくいのではないかという解釈を提案した(東京大学理学系研究科[課題番号：

1402])。潮汐力の大小は，天体の運行であらかじめ決まっていることで，断層状態の変化

を反映した「前兆
．
」ではありえないが，にもかかわらず(中谷, 2019， 東海大学［課題番

号：2501］)，有意な先行現象として予測には役立つという，「結果としてなる先行現象」

のわかりやすい例である。 

一方，地殻の物理状態の変化を反映したと思われる新たな現象として，地震波による動

的トリガリングに対する感受性の変化がみつかった。Enescu et al. (2016)は，2016年４
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月16日の熊本地震の表面波による誘発地震(動的トリガリング)が非常に広域で発生したこと

を見い出した。誘発された活動は遠くは北海道の阿寒湖火山にまで及び，これらは数kPa〜数

10kPaといった小さな動的応力変化で誘発されている。誘発地震がおこった地域には，以前の大

地震(e.g.,2000年鳥取県西部地震Mj7.3など)によって今回以上の応力擾乱を受けたが地震が

誘発されなかったところもある。一つの解釈として，2011年東北地方太平洋沖地震の影響で

地殻の状態が変化し地震が誘発されやすくなっていたことが考えられる(東北大学[課題番

号: 1206])。これを受けて動的トリガリング現象の調査を広く進め，静的トリガリングに

比べて，現象の継続時間が短い(一週間程度)などの性質が見い出された(Opris et al., 2018， 

東北大学[課題番号:1206])。 

また，複雑系の臨界現象ではないかと提案されている現象として，さまざまな規模のイベ

ントの発生順序をみるナチュラルタイム解析によって見い出された(Sarlis et al., 2013)，

1984-2011の日本付近のM7.6以上の浅発地震６個の全てに数ヶ月先行して起きた活動異常

(そのうち最大のものは2011年東北地震)が，震央周辺の活動変化に起因することが示され

た(Sarlis et al., 2015，東京大学地震研究所[課題番号:2931])。ただし，この異常は偽

陽性も多く，先行性が有意かどうかは検証されていない。 

 

スロースリップ 

固着域の周辺で，きたるべき本震と同じセンスの滑りが起きれば，固着域の載荷が増し，

地震の発生を促進する効果があることは自明である。2011年東北地方太平洋沖地震(Kato et 

al., 2012, Ito et al., 2013; Kato, 2014)以降，観測例が続々と見つかっている(e.g., 加

藤, 2018; Kato, 2019 for review)。本計画の本期間で新たに見つかったもの(東北大学[課

題番号:1206])としては，2014年イキケ地震(M8.2)(Kato et al., 2016a)，2009年ラクイラ

地震(M6.3)(Sugan et al., 2014), 2016年熊本地震(Kato et al., 2016b)などで，破壊開

始点へ向う活動のマイグレーションがみられる。また，測地やリピータによるスロースリ

ップの観測がない場合でも，大きな地震に関連した地震活動のマイグレーションがみられ

る場合もある。2007年能登半島地震(Mw6.7)の本震断層走向方向への余震域の拡大(Kato and 

Obara, 2014)，2016年鳥取県中部の地震(M6.5)の前２ヶ月間にわたる前震活動では，マイ

グレーションは飛び飛びに起きており，スロースリップが絡んでいるかはともかく，複雑

な断層構造を反映していると考えられる(東北大学[課題番号:1206])。2018年大阪府北部地

震の北部延長では，地震活動が遅れて活発化し，その領域の背景地震活動度は時間ととも

に徐々に増加する傾向を示した。本震によって震源域の北部延長（地殻内）で非地震的な

変形が引き起こされたのかもしれない(Kato and Ueda, 2019， 東北大学[課題番号:1206])。 

また，小林・弘瀬 (2016)は2000年と2005年の銚子市付近，千葉市付近のM６級地震に伴い，

地震が発生した太平洋プレート上面付近において，地震時の数倍の規模の非地震性すべりが１-

数ヶ月にわたって発生していたことを見い出した（気象庁［課題番号：7006］)。三陸沖の

長期データの調査では，中規模以上の地震が，数年周期で消長を繰り返すゆっくり滑りのさ

かんな時期に集中する傾向(Uchida et al., 2016)もみられている（東京大学地震研究所［課

題番号：1510］)。2011年東北沖地震の発生直後には，房総半島沖で地震にSSEが誘発され

たと思われるケースもみつかった(Kato et al., 2014, 東北大学[課題番号:1206])。深部

低周波微動のようなもっと小規模なスロースリップは，非常に応力に敏感であることはよ
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くしられている(Obara and Kato, 2016 for review)。深部低周波地震(LFE)の潮汐相関を，

豊後水道・東海地方・紀伊半島東部で調べ，相関の程度はそれぞれの地域内で空間的に不均質で

あることがわかった。豊後水道ではLFE活動の特に高い領域において，その潮汐相関の程度が長

期的ゆっくり滑りに関連した時間変化を示したが，東海地方では長期的ゆっくり滑りに関連

した時間変化はなく，体積収縮時にLFEが発生する傾向があった(気象庁[課題番号:7006])。

また，先述した２次元隠れマルコフモデルを用いて，南海トラフの深部低周波微動の活動

に，短期的SSEに週オーダーで先行する特徴や，長期的SSEと関連するかもしれない，数年

オーダーの長周期の消長が指摘されている(Wang et al., 2018b， 東北大学[課題番

号:1206])。 

巨大な深部スロースリップが大地震を誘発したと思われるケースで，時系列が細かく分

かっている稀有な例として，1946年の南海地震直前のものがある。Linde and Sacks (2002)

は，土佐清水の検潮記録から，本震破壊域の深部延長において2mのスロースリップがあり，

四国の海岸部で30cm程度の急速な隆起をもたらしたと推定している。Ohtani et al. (2019)

は，サイクルシミュレーションを用いて，深部延長の摩擦がカットオフタイムの長い強度

回復機構に支配されることを仮定すれば，このような巨大で急速なSSEが巨大地震の直前に

先行するのは，ありふれた現象であり，また，非常に高い確率ゲインをもたらすことを示

した(東京大学地震研究所［課題番号：1507］)。このシミュレーションで起きた巨大SSEは，

あくまで，地震発生域以深の応力蓄積によってタイミングが決ったものであって，固着域

の「ぎりぎりさ」を反映したと解釈できるような節は見あたらなかった。すなわち，「前

兆
．
」ではなく，先行現象にすぎないようである。1946年南海地震直前の地殻変動の計器観

測は，震源域の西の外れで感度の期待できないの土佐清水の検潮記録しかないが，過去数

回において地震直前(日オーダー)の井戸の水位低下が伝承され，とくに1946年のものについ

ては多数の非常に具体的な証言(中村, 2009)から，数mの水位低下が推定されている。これ

に関しては海岸部の10cm程度の隆起(Linde and Sacks, 2002)で説明できるとする説(梅田・

板場,2018)も出されているが，同じ地震で多数目撃された直前(半日程度)の数mまでの海水面

低下については，その空間・時間分布が複雑で解釈が提出されていなかった。梅田・板場

(2018)は，目撃証言の補強と仔細な検討によって，振動性の海水面変動があったと考えるべ

きと結論し，小さな津波のようなものが地震に先行して起きていたという解釈を提案した

(産総研[課題番号:5007])。 

また，エピソティックに起きるSSEとは別に，長期的に固着率が下がってゆくという現象

も指摘された。Reverso et al. (2016)は，1990年からの房総沖の地震活動度に基づいて，

1990年から2011年東北地方太平洋沖地震まで滑り速度が持続的な長期的加速をしていたこ

とを示した(東北大学[課題番号:1206])。これは，同じ時期に指摘されている房総の長期的

SSEの間隔低下(Ozawa, 2014)とも調和的である。「壊れ始め」から派生する，真の(津村, 

1996)前兆は，むしろ，こういう中期的な時間スケールの現象として現れるのかもしれない

(Sagiya, 2018)。 

 

地震サイクルと長期予測  

長期予測における地震発生確率の時間変化は，地震後経過率のコンセプトによっている。

東北地方太平洋沖地震による内陸断層での地震活動変化の関係を調べたところ，予察的で
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はあるが，地震後経過率が０(例えば丹那断層)または１に近い(例えば牛伏寺断層)，すなわ

ち最近に活動したかあるいはほぼ満期に近い活断層帯ほど顕著な変化を示す傾向が見られた

(東北大学[課題番号:1206])。また，2014年長野県北部地震(神城断層地震)，2016年熊本地震

において，古地震データの再解析や現地調査から，２つの地震ともに地震サイクル後期であっ

たことを確認した。しかし，今まで評価されていた以上に活動間隔や破壊長の大きなゆらぎが

あることも明らかになった(Okada et al., 2015； 石村・他, 2015; 堤・他, 2018; 遠田・

石村, 2019; Ishimura et al., 2019， 東北大学[課題番号:1206])。また，2018年大阪府

北部地震(Mw5.6)においては，逆断層が最初にずれ，0.3秒後に近くの横ずれ断層も破壊を

開始，その後は両方の断層がともに運動したことがわかり（Kato and Ueda, 2019），水平

圧縮応力場が卓越する近畿圏においては，逆断層と横ずれ断層が同時に活動することで１

つの地震になる場合があることが明示された。これは，現状の長期評価で考慮されていな

い要因である(東北大学[課題番号:1206])。また，この地震は，経過率が高いと考えられて

いる上町断層帯のCFSを0.1MPaほど増加させた(遠田, 2018； Kato and Ueda, 2019， 東北

大学[課題番号:1206])。 

現行の長期確率予測の最も基本的なコンセプトは地震の繰り返し性である。繰り返し回数

が非常に少ないときの長期的発生確率予測の信頼度について，繰り返し小地震を使った予

測実験と，合成データを用いた予測手法の検討を行った。(田中・他, 2018， 気象庁［課

題番号：7006］)。基本的には，ベイズ統計対数正規分布モデルに基づく予測が優れており，

かなりの好成績で予測できるが，経験した繰り返し回数が４回以下では，回数が少なくなるに

つれて成績が着実に悪くなることが定量的に示された。 

 

地殻流体  

先述の大気中ラドン濃度モニタリングネットワークでは，毎年数施設ずつの過去データ

をまとめて回収しており，その解析を順次行った(東北大学[課題番号:1207])。以下に，今

期計画期間中の解析によって，平年変動からの残差に異常が見い出された時期に地殻イベ

ントが発生したケースを列挙すると，2003年９月26日十勝沖地震(Mw8.0)の１-４ヶ月後@札

幌医科大学; 2011年３月11日東北地方太平洋沖地震(Mw9.0)の４ヶ月前から@札幌医科大学, 

福島県立医科大学, 東北医科薬科大学, 獨協医科大学; 2008年５月８日茨城県沖地震

(Mw6.8)から2008年7月19日福島県沖地震(Mw6.9)の間@福島県立医科大学; 2010年３月14日

福島県沖地震(Mw6.5)の前１年から後10ヶ月@福島県立医科大学； 2011年７月５日和歌山北

部の内陸浅部地震(Mj5.5)の前数ヶ月@和歌山県立医大; 2014年11年22日長野県神城断層地

震(Mj6.7)の前１ヶ月@信州大学松本キャンパス; 2016年10月21日鳥取中部地震(Mj6.6)の前

１ヶ月@鳥取大学; 2018年６月18日大阪府北部地震(Mj6.1)から３ヶ月間@大阪薬科大学，と

なる。2018年９月６日北海道胆振東部地震(Mj6.7)の時期の札幌医科大学のデータには特に

異常はなかった。なお，異常は地殻イベントのない時でも発生しており，後述する札幌医

科大学と福島県立医科大学のデータ以外では，相関が有意であるかの検証はなされていな

い。 

大気中ラドンは，地殻ガス起源であるから，面積ひずみとの比較も行われた。2003年９

月26日十勝沖地震を含む2002-2006年札幌医科大学での大気中ラドン濃度の平年変動から

の残差時系列を，周辺の面積ひずみの時系列と比較すると，地震後にみられた大気中ラドン



- 160 - 
 

濃度が増加は，面積ひずみ(速度)が増加(４x10 -7程度)した時期と同じか，やや遅れていた。

福島医科大(2002-2011年)でも面積ひずみの増加(1x10 -7程度)時期と大気中ラドン濃度の変

動時期に関係があるようにみえる。 

札幌医科大学と福島県立医科大学のデータについては，先述の部分空間法による異常検

出を行い，異常度の時系列と，周辺の地震活動度時系列(地震モーメントの時間積算)との

時系列類似度を動的時間伸縮法(Berndt and Clifford, 1994)で求めたところ，両者に相関

がないという帰無仮説のp値は，札幌医科大学で1.9%，福島県立医科大学で13.2%であった

(Iwata et al., 2018)。なお，この時系列類似度の算出においてはラドン異常と地震のど

ちらが先かは問うていない。 

また，大気中ラドン濃度の外的刺激への応答性が，大地震と関連して変化したと思われ

る例も見つかった(東北大学[課題番号:1207])。神戸薬科大学のデータの潮汐分潮解析では，

1984-1988年では認められなかったK1分潮に対する変化が兵庫県南部地震前の1990年-1994

年の期間では認められた。札幌医科大学データの季節変動の振幅は東北地方太平洋沖地震

を境に増加したことが見い出された。 

2011年東北地方太平洋沖地震(Mw9.0)の前には様々な先行時間の異常があった(Nagao et 

al., 2014 for review， 東海大学［課題番号：2501］)。井戸水の水位低下・混濁につい

ては，1933年の昭和三陸地震(Mw8.4)の20日前から３カ所で確認され(吉村, 2004)ているた

め，三陸地方で今回も同様の現象がなかったか調査した(東京学芸大学[課題番号:2930])。

水温と水位の連続記録をとっていた大船渡市の五葉温泉の源泉井戸(深井戸，被圧)では，

上述の大気中ラドン濃度変動とほぼ同じ時期である，地震の三ヶ月前に水位と水温が大きく

低下し地震発生までその状態が持続していた(Orihara et al., 2014)。このような大きな変

動は，データのある3.5年間にこの一度だけであった。また，仙台市のもつ地下水観測井44個

のうちの１つでもほぼ同時期に急激な水位低下があった。また，宮城県石巻市から岩手県

山田町までの三陸海岸地域の聞き取り調査で異常の有無が確認できた17カ所のうち異常が

あったのは大船渡市の正源寺(１ヶ月前から水位低下)と気仙沼市の万福寺(開始時期不明)

の２カ所であった(織原・鴨川, 2016)。どちらも，不圧の浅井戸である。前者では，昭和

三陸地震の時も20日前から混濁があった。さらに，より北部の宮古市から青森県八戸市に

ついても聞き取りと，自治体の所有井戸の記録の調査をしたが，東北地方太平洋沖地震に

先行した異常は見つからなかった。また，2016年熊本地震の発生をうけて，熊本市が公開して

いる日次データ(深井戸16本，浅井戸8本，震源から約10km以内)を精査したが地震の先行変化

といえそうなものはなかった(織原・他, 2016，東京学芸大学[課題番号:2930])。 

 

電磁気  

気象庁柿岡地磁気観測所の2001-2010年のULF帯地磁気３成分データについて，人工ノイズ

を避けるため夜中の0.01Hz帯だけを見て，日毎の異常の有無と周辺100km以内のM>４の地震

50個との関係を評価したところ，地震の８日前に前兆的異常があるとして予測を作った場

合に３倍強の確率利得がえられ，また，ROC解析で安定して95%有意をクリアできているこ

とがわかった(Han et al., 2017， 東海大学［課題番号：2501］)。 

先述のVLF帯電磁波パルスについては，観測点ネットワークの中で起きた2017年６月25日

の長野県西部の地震(M5.6)の５日前から翌日までのデータを精査したところ，地震の２日
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前だけに７個のパルスが観測されていた。それらは，波形・スペクトルが互いによく似て

いる。落雷情報データから，この時刻に中部日本で雷活動は発生していなかったことを確認

している。到達時間差から位置標定された電磁パルスの波源は，いずれも震央から約20km

以内であり，特に決定精度の高かった２つは震央から10km弱のほぼ同じ位置に決まってい

る(Nagao et al., 2018, 東海大学［課題番号：2501］)。また，位置標定はできていない

が，４月14日の熊本地震(M6.5)の２日前にも，全国的に雷フリーであった時刻に，小金井

と静岡で九州方面から到来した電磁パルスが観測された(東海大学［課題番号：2501］)。 

先述のVHF帯FM放送波を利用した見通し外伝播異常(e.g., Moriya et al., 2010)の検出

においては，地震活動の活発な日高山脈上を通る広尾放送局-えりも観測点の経路について，

2006年３月１日から2014年12月31日までの連続受信強度記録から客観的な基準で回顧的に

予測を作成し，有意な先行性が認められるかを評価した。異常判定の閾値を固定して作っ

た予測では，異常から４日間警報をたてた場合，警報分率17%で，半径100km以内のM>５地

震19個のうち7個が警報ONの時に起きたことになり，確率ゲインが2.1，p値が3.6%となった

(森田・他, 2016)。さらに，異常判定の閾値を過去30日のデータからadaptiveに決めるよ

うに工夫すると，警報分率を大きく抑えることができ，警報期間３-５日で確率ゲインが６

以上，p値が5%以下を安定して達成することができた(東海大学［課題番号：2501］)。 

2016年の熊本地震系列は，４月14日21時26分のMw6.0の地震から開始したが，島原観測点

では，４月14日の朝に，伝播経路に熊本地震の震源域を挟む宮崎放送局からの見通し外伝播が

発生していた。到来方向を調べたところ，通常，宮崎局からの電波は南東から到来するが，

このときは，ほぼ真東にある震央の方向を向いていた。また，TEC(電離層全電子数)データ

の解析によれば，この時にスポラディックE層は発生していなかった。そこで，2015年１月

１日から2016年11月30日までの宮崎-島原間の受信強度時系列を網羅的に調査したが，地震

発生との統計的に有意な相関はみつからなかった(森田・他, 2018， 東海大学［課題番号：

2501］)。 

一方，VHF帯放送波の見通し内伝播異常(谷川・他(2017))についても，群馬大学での観測

データについてROC解析で先行性を検証し，M>4.5，深さ50km以内，震央が伝播パスから100km

以内であれば95%の有意水準で相関があるといえることがわかった。さらに，異常の閾値を

決めるための長期データの必要がない方法として変動値積分法を導入したところ，従来法

を上回る予知率20%をえた(Motojima and Ogura, 2017， 東海大学［課題番号：2501］)。 

Heki(2011)が地震先行現象だと指摘した，東北地方太平洋沖地震の40分前からの異常を

含む，最近のMw8.3以上の４つの地震に同オーダーの先行時間で起きたTECの正の異常(Heki, 

2011)については，異常を定義するための基準曲線を推定するにあたって，地震のある程度

以上前とある程度以上後ろのデータを多項式フィットで内挿しているが，実は地震後のTEC

擾乱(基本的には減少)が想定より長く続くために，推定された基準曲線は本来あるべき平

常日変化よりも下ぶれしており，そのせいでアーティファクトとして地震前の正の異常が

見えたのだろうとの批判(Kamogawa and Kakinami, 2013; Masci et al., 2015)があった。

しかし，Heki and Enomoto (2015)は，地震後のデータを見ない折れ曲り解析によって，折

れ曲りがAICによる客観的判断で検出できることを示し，さらに，主に太陽活動起源である

多数の異常を排除する努力を全くしない場合でも，この異常の先行性は統計的に有意であ

ることを示した。さらに，He and Heki (2017)は，数値思考実験によって，いったん，地
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震前の異常が存在することを認めれば，異常を定義するのに上述のような基準曲線を用い

ても顕著なアーティフアクトは産み出されないことを指摘している。酷いプラズマバブル

の発生中で異常の見分けようがないタイミングで起きた2005年Nias地震(Mw8.6)をのぞけ

ば，GNSS-TECデータのあるMw>8.2地震８個の全てに同じパターンの異常が先行し，さらに

その折れ曲りの強度，および先行時間が，今から起きる地震のMwに正の依存性をもつこと

も判明した。数十分という直前の先行現象が高い再現性をもって，しかも地震サイズが破

壊開始以前(原理的には異常の開始直後)に予見できるというようなものは，これ以前には

全く知られておらず，革命的な発見である。また，地震前の異常の振幅は，その時々の背

景TECのレベルにも正の依存性をもち，He and Heki(2017)は，M7級の地震でも背景TECの特

に高い時には地震サイズに対して同様のスケーリングを示す先行異常が見られることを示

した(日置, 2018，東海大学［課題番号：2501］)。 

上記の直前異常とは別に，TECには，以前から，台湾，および全世界での統計調査にもと

づいて，地震に数日先行する異常が指摘されている(e.g., Liu et al., 2006)。同様の異

常を，2000年以降の日本で発生した被害地震12個(M6.5-9.0)に先行する期間で探した。2007

年能登半島地震(M6.9)でTECの先行的な増加，2011年東北地方太平洋沖地震(M9.0)で先行的

な減少が見られたが，それ以外の地震では顕著な異常は見られなかった。東北地方太平洋沖

地震の3-4日前のものは非常に顕著であり，廣岡・他(2016)は，ニューラルネットワークを

用いたトモグラフィーによって高度400km付近に広汎な+190%，250km付近に-60%の異常がみ

られた。この時，太陽活動は比較的穏やかであった(東海大学[課題番号:2501])。 

先述のDEMETER衛星のVLF電磁波強度の減少の地震への先行性については，Nemec et 

al.(2008, 2009), Pista et al.(2013)が統計的な有意性を示しているが，震源距離に関す

るbinをサンプル数がイーブンになるようにとりなおし，また地震との時間関係の探索範囲

や使用データの拡充も含めた独立な検証を行い，先行研究の結論を支持する結果を得た。

また，個別の衛星軌道について，テンプレートをもちいた異常検出を行い，異常判定を厳

しくするほど適中率が向上することを確認した。これは，異常に地震先行現象が含まれて

いたことの明白な証拠である(新田・他, 2016， 東京学芸大学［課題番号：2943］)。 

 

その他  

チベット盆地の各地では２，３年おきに絶対重力が計測されており，計測確度を大きく

超える，地下物質の密度変化によると思われる時間変化が観測されている。Chen et al., 

(2015)は，この時間変化と2007-2010年に同地域で起きたMs > 6.0の13個の地震を比較し，

重力変化が地震に数年先行するとして予測した場合に，地震活動度の地域性から作った予

測に対して2倍程度の確率ゲインがとれることを示した。ROC解析は，この傾向が99%の有意

水準をクリアしていることを示している(東北大学[課題番号:1206])。 

 

１．(４) ５年間になされた主要な成果その３:メカニズムの解明 

 

断層  

プレート境界断層での応力蓄積について，測地学的な滑りの推定を精密にすることによ

って新たな知見が得られた。Ochi (2015)は，中国・四国地方のGNSSデータを解析して求め



- 163 - 
 

た1997-2010年のプレート間固着と長期的SSEの履歴の比較から，長期的SSEにより解放される

プレート間固着は滑り欠損により蓄積した量のたかだか40%程度であると結論した。また，６—

７年周期で繰り返す長期的SSEから固着状態への回復は１年程度で完了することも見い出し

ている(産総研[課題番号:5007])。さらに，スロースリップの時期以外でも固着のゆらぎと微動

活動のゆらぎに相関かあることを見い出し，四国地方でみつかった相関のよい場所では，微動

発生レートがゼロになるときには固着速度がプレート収束速度に近くなることが期待されるこ

とがわかった(Ochi and Tanaka, 2018， 産総研[課題番号:5007])。これは，微動の観測に

よってプレート境界の固着度の絶対値が推定できることを示唆しており，力学モデルによ

る発生予測に向けた重要な進展である。 

内陸断層での応力について，南アフリカの大深度鉱山で最近大きな地震が発生した，い

くつかの断層近傍の絶対応力が様々な方法で測定された(立命館大学［課題番号：2401］)。

2014年８月のM5.5地震の震源域 (地下3.5-７km)では，ICDP-DSeis計画(Ogasawara et al., 

2017)でその上端付近がフルコア掘削され，コア試料の解析(東北大学流体研究所［課題番

号：2948］)からM５地震の余震発生帯の上端部以深で系統的に差応力が10-20MPa高いことが

わかった。断層からは滑り強化性を持つTalcやBiotiteが確認され，活動が新しいことを示

唆する非晶質も確認された(金木・他, 2018)。差応力レベルは，採掘レベルである2.9km深以

浅での応力解放法の結果の外挿では説明できない大きさであった(石田, 2018)。また，地下３

km深で起きたM2.2の破壊開始点そばを貫通した掘削からは，地震前後及び断層や地質構造

との位置関係によって有意に異る応力値が得られた(Abe, 2017)。その差応力レベルはByerlee

則に従う高い摩擦係数を示唆するものであった(東京大学地震研究所[課題番号: 1507])。 

最近の震源決定精度の向上によって，地殻の定常的な地震活動は，地質断層周辺に拡が

るダメージゾーンに体積的に分布しているのであって，断層面あるいは断層コアに特異的

に集中しているわけではないと指摘されている(Hauksson, 2010; Powers and Jordan, 2010)。

しかし，南アフリカの鉱山地下では，地質断層の破断面を，その曲りやjog, branch構造ま

で精細に描き出すような，微小破壊のすぐれて二次元な集中がみられた(Naoi et al., 

2015b)。これらの活動にはb値が１より有意に大きい傾向もみうけられ，地殻体積中の地震

のpopulationとは別に，断層「面」の性質を反映した，面上の微小破壊のpopulationとい

うものが存在することを示唆している。大地震が既存断層の破壊であることを考えると，

こういった面上に局在する活動は，より直接的な情報を持っている可能性がある(東北大学

[課題番号:1206])。 

成熟した断層においては，母岩同士が直接接触せず，粉体層が介在しており，断層の変

位の大部分は粉体層内及び粉体層と母岩の境界でまかなわれている(e.g., Cehster and 

Chester, 1998)。粉体層のレオロジーについて，粉体層からの棒状固体引き抜きによる粉

体層の固化と摩擦抵抗増大(Furuta et al., 2017, 2019)，凝着性を持つ湿った粉体層中の

空隙構造の強度や衝突起因流動崩壊(Shinoda et al., 2018; Takizawa et al., 2019)，粉

体サイロ流の流れ場制御(Endo et al., 2017; Katsuragi et el., 2018)の室内実験を行っ

て，ドライな粉体層のせん断による固化と破壊，凝着性粉体層の衝突による流動化など，粉体

系特有のレオロジー特性を明らかにした。天然の断層では固化と流動化がこれらの複雑な過程

で関連しながら滑りが発生すると考えられる（東京大学地震研究所［課題番号：1512］)。 
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ETASの物理  

先述のように，ETAS的な余震トリガは，短期的な前震活動のメカニズムのかなりの部分

を占めている。余震の大森則自体には，本震による周辺応力場の変化による遅れ破壊の時

間的集中(Dieteirich, 1994)という一応の標準的な物理メカニズムがあるが，このモデル

で実際の余震活動を予測するとETASよりずっと性能が悪いことが指摘されている。ETASは

現状，あくまで経験的なモデルである。Iwata (2016)は，Dieterichモデルに二次余震を取

り入れられるように改良し，ETASには及ばないまでも大幅な改善を得た(東北大学[課題番

号:1206])。また，Dieteirchの物理モデルでは，地域の応力載荷速度と余震継続時間が反

比例するべきことが理論的に予想されるが，Toda and Stein (2018)は東北地方太平洋沖地

震による12箇所の広域余震活動および東北地方での本震―余震活動8ケースでこの点を検

証し，余震継続時間がマグニチュードに依存しないこと，余震継続時間と長期変位速度に

負の相関があること，余震継続時間と常時地震活動に負の相関があることを見いだした(東

北大学［課題番号：1206])。この知識は，現在の地震活動が地震サイクルのどこに位置す

るかを推定する助けになる。 

 

階層アスペリティ 

地震の動的成長がカスケード的な階層間のトリガリングによる(e.g., Meier et al., 

2016)ことなどから，そもそも地震の大きさは地震が発生した時点では決定しておらず，し

たがって，サイズに関する予見性をもつような先行現象は原理的にありえないのではない

か，というのは，この頃ではかなり定着した見方になっている。具体的な階層構造を観測

から求める試みとして，釧路沖，那珂沖のM5程度の繰り返し地震グループについて詳細な

震源すべり分布を求め，これらの地域ではM5, M4, M3程度の地震性パッチの階層的な構造

の存在が示唆された(Okuda and Ide, 2018a， 東京大学理学系研究科［課題番号：1402］)。

さらに，これらの中に，異なる規模の地震でも破壊成長曲線がその初期において絶対値で

重なる例が見い出された(Okuda and Ide, 2018b， 東京大学理学系研究科［課題番号：1402］)。 

b値の一つの解釈として，カスケードアップのしやすさであるという見方だできるだろう。

先述したIde et al. (2016)の潮汐応力とb値の負の相関(東京大学理学系研究科[課題番号：

1402])は，まさにそれであるが，「地震の止まりにくさ」が時間的に変化しているという

事象が見い出されたことには大きな意味がある。例え外的な要因であるにしろ，個々の地

震の大きさは，時間的に不変なGR則にしたがったサイコロをふる以上に予測のしようがな

いという常識を覆す(Ogata et al., 2018， 東京大学地震研究所［課題番号：1511］)から

である。先述のb値の長期低下や規模別頻度分布のGR則からの逸脱が大地震に対して予測ゲ

インをもつというのは，そうした例である。 

 

準静的な震源核  

Noda et al.(2013)は，数値シミュレーションによって，階層的なアスペリティ構造があ

り，カスケードアップ地震が起きるような断層であっても，地震の最終破壊サイズに応じ

たサイズの準静的震源核を経て地震が起きる場合も可能であることを示している。南アフ

リカ鉱山では，先述の地震一週間前から加速した前震活動以外にも，準静的な滑りによる

震源核形成の可能性を示唆する事例がみつかった； 採掘前線による応力の集中を受けた既
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存の古い地質断層面上に微小破壊の活動域が出現し，さしわたし20m程度まで準静的に拡大

してゆく現象が発見された(Naoi et al., 2015c)。その後大きな地震が起きたわけではな

いので前震ではないが，準静的なすべりが，このような大きなスケールにまで拡がりうる

ことを示す。なお，このサイトで後に行われた絶対応力測定では，非常に高い差応力がみ

られ(立命館大学［課題番号：2401］)，また，この断層の周囲では多数のドリリングや採

掘活動が行われて，高間隙水圧は存在しなかったことがわかっているので，天然断層のも

つ臨界滑り距離が実験室での模擬断層面のそれよりずっと大きかったことが示唆される

(東北大学［課題番号：1206])。 

また，準静的な滑りによる震源核の形成を示唆する極微小なリピーター前震(前述)を念

頭に，すべり方向に1.5m，すべり直交方向に0.5mという大きな断層面をもちいた室内スティ

ック・スリップ実験において，試料内に多数の弾性波センサを埋設して，ごく微小な面上

のごく微小地震(AE)を検出・位置標定した。断層ガウジが残置された場合のみ，試料全面が

すべる大規模な動的すべりイベント(「本震」)に先行して前震が発生することが確認され，その

中に，互いに波形が酷似したリピーター的な前震の発生が確認された。それらは「本震」の直

前を中心に発生しており，20回の「本震」に対して毎回１-３個ずつ発生した。50回程度の繰

り返しを経験する過程を通じて，これらリピーター的前震の規模の系統的変化は認められな

かった(辻村・他, 2017， 立命館大学［課題番号：2402］)。対して，先述の南アフリカの

鉱山地下の地質断層面上で発見されたM-4程度の微小リピーター(Naoi et al., 2015a)につ

いては，アスペリティの摩耗を示唆する，繰り返しに伴う系統的なマグニチュードの減少

がみられた。さらに，この断層では，逆に新たな噛み合いの生成を示唆するような時空間

パタンで，全体的な活動の途中の時期から出現したリピータ群もみられた(Yamaguchi et 

al., 2018， 東北大学［課題番号：1206])。また，10cm程度の岩石の三軸圧縮破壊試験で

も，主破壊に先行して発生した微小破壊の中に，主破壊面に沿う位置に高い波形相関を示

すイベントのクラスタを検出した。これらクラスタに属する微小破壊(M -7相当)が自然地

震からのスケーリング則に従うことも見い出された(Yoshimitsu et al., 2014， 立命館大

学［課題番号：2402］)。 

 

中期・広域的地震活動  

先に，前震活動に関して，加速するプレスリップ vs. ETASによる(カスケード的)トリガ

リングという解釈を述べたが，これらは，主に短期的な前震活動に関するものと考えられ

る。しかし，いざ動的破壊が始まった場合にカスケード成長が止まりにくい状況の実現と

いったような，中期的な準備過程であれば，サイズ予見性をもつことは可能だろう。

Lippiello et al. (2012)は，カリフォルニア内陸地震の前後の地震の空間分布の解析から，

地震の前には，既にその破壊域全体(=余震域)にあたる領域での地震密度が高まっており，

この意味での中期的な前震域の広さがマグニチュード依存性をもつことを見い出した。日

本の内陸・海域，台湾の地震カタログで同様の解析を行ったところ，いずれにおいても同

様の傾向が見い出された(東京大学地震研究所［課題番号：2902］) 

いっぽう，Moriya et al. (2015)は，南アフリカ鉱山地下のインタクトな岩盤内で，推

定破壊サイズ数センチの微小破壊(AE)が，厚味２-３m，さしわたし20m程度の大きな板状ク

ラスタを形成する現象を見い出した。クラスタは採掘前線の10m程度前方の最大剪断応力ゾ
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ーンで形成し，その後採掘位置が前進して高応力ゾーンから外れると活動を止め，その時

点の最大剪断応力ゾーンの位置にまた新たなクラスタが形成されるというパタンを繰り返

すものであり，既存の弱構造を反映するものではない。クラスタサイズに比肩するような

大きな地震は起きなかったので，これは前震ではないが，微小破壊が自発的に集中した巨

視的構造を作り出すという，10cm程度の岩石試料で巨視的破壊の準備過程として知られて

いる微小破壊間の相互作用による広域的にコヒーレントな活動がこのようなスケールでも

起きることを示しており(Naoi et al., 2016)，中期的・広域的な前震活動(e.g., Zoller, 

2001)のメカニズムのヒントになる可能性がある。その後の追加解析では，できかけの断層

に特徴的な雁行的階層構造もみつかり(山形ら, 2016)，また，採掘域に対する上下の非対

称性が岩質境界によるらしい(Mngadi et al., 2019)こともわかった(東北大学[課題番

号:1206])。 

 

応力インディケータとしての地震活動  

Schorlemmer et al. (2005), Scholz (2015)は，比較地震テクトニクス的な解析によっ

て，b値の地域性が差応力の地域性を反映していると提案している。全世界の沈み込み帯で

のb値をマッピングしたNishikawa and Ide (2014)は，b値に安定した地域性があることを

見いだし，スラブ浮力が高くてプレート境界面が強く押しつけられている地域ほどb値が低い

傾向を見い出した(東京大学理学系研究科[課題番号：1402])。 

深さ方向に分解能のある震源をうまく活用することで，プレート境界にそ沿ったb値の不

均質性を高い空間解像度で求めことにも成功した。Nanjo and Yoshida (2018)は，南海ト

ラフ沿いについて2006年以降の気象庁一元化カタログからフィリピン海プレート内とプレート

境界の地震だけを用いることでb値の詳細な空間分布を求め，巨大地震のアスペリティと対

応したセグメント化を見い出し，さらに，Yokota et al.(2016)の求めた滑り欠損レートとb

値に負の相関があることも見い出した。高カップリング域(滑り欠損が大きい)で差応力が大き

いことを示唆している。さらに，帯状分布する低周波地震と重なっているかそれより深い

側にある四国北部から伊勢湾北部にかけての30km以深の領域のb値が低いことも注目され

る。これは，この地域に推定されている高い間隙水圧のために差応力比が高いことを示唆して

いるのかもしれない(東京大学地震研究所[課題番号: 2902])。内陸地震の例では，2016年

熊本地震に関して，2000年から4月14日のM6.5前震直前までのb値の空間分布を調べたとこ

ろ，熊本地震はb値の最も低い領域を破壊したことが判明した(Nanjo et al., 2016， 東海

大学[課題番号: 2501])。さらに，この領域だけでナチュラルタイム解析を行ったところ，

2年ほど前からκ1という統計量の値が臨界状態の理論値である0.07を前後してふらつくよう

になっていたことが見い出された(東京大学地震研究所[課題番号: 2902])。これらの例は，

b値が小さいところは，応力が高く大地震の起きるポテンシャルがある場所を探すてがかり

になる可能性を示している。一方で，Tormann et al.(2015)は，日本海溝から沈み込む太平

洋プレート沿いに深さ200km程度までのb値分布を求め，大局的なテクトニクスを反映した差

応力の強弱を描き出すことがうかがわれる結果を得たが，それによって個々の巨大地震の発生

領域を特定することは困難にみえる(東北大学[課題番号: 1206])。 

地震活動の増減に関する最も古典的な説明はCFSの時間変化である。しかし，地殻には

様々な向きの断層があるので，地震活動の静穏化・活発化とCFSの関連を検証するには，ト
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リガされた地震個々の断層の向きを考慮して行う(東北大学[課題番号:1206])のが本来的

に正しいやり方である。Ishibe et al. (2015)は，2011年東北地方太平洋沖地震前後の関

東地方の地震活動をこのやり方で解析し，CFSによる解釈を支持する結果を得た。また，

Ishibe et al. (2017)は，先行研究(Miao and Zhu, 2012)で静的応力変化のパターンが余震

活動と一致しないと指摘されていた最近の３つのメガスラスト地震(2004年スマトラ沖地

震・2010年マウレ地震・2011年東北地方太平洋沖地震)について，常時地震・余震のメカニズ

ム節面へのクーロン応力変化(ΔCFS)を計算し，それらの時系列変化を調べて，３地震とも

ΔCFSが正の地震の割合が本震後に増加，本震前にはほぼ0であったΔCFSの中央値が本震後に

は正の値を示し，時間経過と共に徐々に減衰することを見出した。なお，減衰度は地震毎に

特徴があり，スマトラ沖・マウレ地震が１—２年程度でもとに戻ったのに対し，東北沖地震では

５年以上高い状態が継続している(東北大学[課題番号:1206])。また，2011年東北地方太平

洋沖地震による2008年岩手・宮城内陸地震の余震の静穏化についても，メカニズム解の考察

からクーロン応力によると解釈できることが示された。また，2011年東北地方太平洋沖地震

後の日本海遠縁部の顕著な静穏化(石辺・他, 2019)についてもメカニズムの変化がみられ，

やはり同様の解釈ができる(東北大学[課題番号:1206])。 

かねてから，先行現象としての静穏化のメカニズムとして，断層(深部延長)のスロース

リップによるCFSの減少が提案されている(e.g., Ogata, 2007)。先述の熊本地震系列での

余震静穏化の例に加えて，長期静穏化についても，東北地方太平洋沖地震前の長期静穏化

(Katsumata, 2011)の位置は，2002年頃開始した長期的SSE(Yokota and Koketsu, 2015)とほ

ぼ同じであり，また，2004年スマトラ地震前の長期静穏化域(Katsuamta, 2015)は，本震震源

域の深部延長が先行的に長期的スロースリップを起こしていたとすると，応力的な説明がつく

(東北大学[課題番号:1206])。 

 

断層力学  

断層面の摩擦と周辺岩盤の弾性応答による力学モデルは，比較的アドホックな仮定の少

い物理モデルであり，先行現象の解釈や，演繹的な予測のための手段となる。弘瀬・他 

(2015)は，南海トラフ沿いのプレート境界形状を用いた地震サイクルシミュレーションに

おいて，南海トラフ沿いの巨大地震の発生履歴，比較的よくわかっている昭和東南海・南海地

震のすべり分布，最新のすべり欠損レート分，そして繰り返す長期的スロースリップを再現し

たが，宝永→安政→昭和の発生順は再現できていない(気象庁［課題番号：7006］)。 

ある程度大きな地震が，固着域の内部で発生した場合には当然その周囲にかなりの応力

集中を起すから，巨大地震を誘発するおそれがある。弘瀬・他 (2016)は，このモデルを用

いて，2016年４月に紀伊半島南東沖で発生したようなM6クラスの地震が南海トラフ巨大地震に

与える影響について数値モデルを用いて調査した。低角・M6.5の地震を仮定した場合，サイ

クル終盤に擾乱を投入すると擾乱の半年-1年以内に巨大地震を誘発し，規模は若干小さくな

った。その他の場合は，巨大地震にはほとんど影響を与えない(気象庁［課題番号：7006］)。 

前震の問題に限らず，地震断層の不均質と破壊の階層性(e.g., Ide and Aochi, 2005; Noda 

et al., 2013)は，地震発生の可予測性に関して根本的に重要な問題であり，階層性を具体

的にとりこんだ断層モデルのシミュレーションがいくつか行われた。この問題に関するレ

ビューであるIde and Aochi (2014)では，歴史地震とb値分布を用いて階層的パッチの具体
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的な配置を求め，2011年東北地方太平洋沖地震の破壊過程を再現した例(Ide and Aochi, 

2013)を示している。さらに，b値を用いてパッチモデルを構築することが可能であることを，

北海道沖で実際にb値の分布を計算して説明し，そのパッチモデルから定性的に将来の地震の

シナリオを検討した(東京大学理学系研究科[課題番号：1402])。いっぽう，日本海溝沿い

の広域な領域に対して，従来のアスペリティモデルと階層アスペリティモデルの２モデルを軸

にM７-９の主な地震の再現計算を行う試みがなされた(気象庁［課題番号：7006］)。M７-

８クラスの地震がそれぞれ単独で発生する様子はどちらのモデルでも概ね再現できた。また，M

９クラスの地震の破壊域及び余効すべりは階層アスペリティモデルでは概ね再現できた。さら

に，津波インバージョンによる断層モデルや過去の大地震周辺の地震活動等からアスペリティの

位置をより詳細に設定することで，過去の大地震で見られるような続発的な地震発生パター

ンを再現できた。 

弘瀬・他 (2015)は，先述の南海トラフ沿いのプレート境界形状を用いた地震サイクルシ

ミュレーションに階層性を取り込む試みとして，紀伊半島沖のプレスリップ域に小アスペリ

ティを設定した。プレスリップやそれによる陸上観測点で期待される地殻変動の大きさは

α(大小アスペリティの大きさの比)に反比例して小さくなり，小アスペリティの破壊が大地震

の核形成を代用するカスケードアップ型の地震が発生することがわかった。また，紀伊半島沖

にα=８の小アスペリティを設定するだけで，東海地域が割れ残るケースが出現した。このパタ

ーンは東海地域の固着の剥がれが不十分な状態で周囲から破壊が進展してきた場合に現れる。

東海地域の割れ残りを再現するために，東海地域に沈み込んだ海山を模したパラメータ(大きな

特徴的すべり量)を必ずしも与える必要はないことを示している(気象庁［課題番号：7006］)。 

また，階層的な不均一性の影響のより一般的な考察として，カントール集合的な摩擦の

不均質性を仮定したシミュレーションにおいて，破壊エネルギー等の摩擦エネルギーや実

行的な臨界滑り距離のスケール依存性が現れることが示された。また，不均質の統計的特

徴によって，断層すべりの脆性度が系統的に変化することも示された(Yabe and Ide, 2017， 

東京大学理学系研究科[課題番号：1402])。いっぽう，Yabe and Ide (2018)は，摩擦の不

均質性によって，プレスリップによる震源核から逆大森則に従う前震活動が産みだされて

いるような状況でも，前震による擾乱のため，プレスリップが単調に加速していくとは限

らないことを示した(東京大学理学系研究科[課題番号：1402])。 

弾性体中の応力分布を可視化しながら滑り実験が行えるゲルシートを用いたアナログ実

験では，従来のゲル対固い物体の実験(e.g., Rubinstein et al., 2004)ではなく，ゲル同

士の滑り実験が可能になり，天然の断層に近い状況が再現できるようになった。摩擦面の凹

凸や法線応力の不均一性がすべりダイナミクスに大きな影響を与える様子を詳細に解明し

た。例えば，ゆっくりすべりと高速破壊の共存，スーパーシアー破壊，イベントサイズ vs 持

続時間のスケーリング，ゆっくりすべりと微動の同期など，断層でみられる多彩な地震現象を

再現することができた（Yamaguchi et al., 2015a,b, 2016， 東京大学地震研究所［課題番

号：1512］)。また，大型岩石試料にひずみゲージを多数配置した滑り実験でも本震に先行す

るひずみの時空間変化を調べ，二次元的な破壊の進展に関してゆっくり滑りとカスケードア

ップの役割を観察した(Yamashita et al., 2017; Fukuyama et al., 2018， 立命館大学[課

題番号:2402])。また，数理モデルでは，RSFを用いた一次元・二次元のバネーブロックモ

デルにおいて，破壊核形成過程〜高速破壊(本震)〜余効すべりという一連のすべり挙動のみ
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ならず，摩擦パラメタに応じて短期的・長期的なスロースリップイベント等の多様なすべり様

式が現われることを，シミュレーションと数学的解析により示した（Ueda et al., 2015; 

Kawamura et al., 2018a,b， 東京大学地震研究所［課題番号：1512］)。  

 

臨界現象  

一般に，ナチュラルタイム解析で得られるκ1パラメタは，臨界状態において0.07に近付

くとされる。粉体層に金属球を押し込んだときにバースト的に発生する弾性波放射イベント

(AE)がGR則にしたがうことに着目し，そのナチュラルタイム解析を行ったが，AEバーストの実

験では様々な値がみられ，GR則が成り立つからといって系が臨界状態にあるとは限らないことが

示唆された。一方で，二つの連続するAEの振幅差が，自己組織化臨界現象に特徴的なq-ガウス

分布にしたがうことがみつかった(Tsuji and Katsuragi, 2015， 地震研[課題番号:1512])。 

1995年の兵庫県南部地震に先立つ大気中ラドン濃度の異常は，臨界現象理論で知られる対

数周期振動を示し，べき的に増加した(Yasuoka et al., 2006)ことが知られている。同様に，

季節変化と長期トレンド除去後の福島県立医科大学データの積算値が，2008年以降東北地方太平

洋沖地震まで対数周期振動を示し，べき的に増加していたことが確認された(東北大学[課題

番号:1207])。同地震では，地震活動の積算ベニオフひずみに関しても同様の傾向(Xue et al., 

2012)が報告されている。発散に向う振動現象は，先述のゲルシートを使った摩擦実験にお

いても観察されており，そこでは，ゆっくりすべりの継続時間が系の駆動速度とべき的な

関係をもつことも見い出された（東京大学地震研究所［課題番号：1512］)。 

地震活動の複雑さの背後にある物理メカニズムを考察するために，岩石破壊の離散モデ

ル（ファイバーバンドルモデル）の数学解析と数値実験を行った（Roy and Hatano, 2018， 

東京大学地震研究所［課題番号：1512］)。このモデルはレオロジー的仮定を一切含まない

が，構成要素の微小破壊に伴う応力再配分によりクリープ破壊的挙動が再現されることを

示し，そのメカニズムがサドルノード分岐であることを示した。応力をステップ関数的に

載荷した際の緩和挙動は大森則に従い，系が完全に破壊される直前には逆大森則に従って

破壊が加速することを発見した。さらに，大森則におけるc値の決まり方に注目して解析を

行い，c値が応力について弱い正の依存性をもつこと，および，系の不均質性が増すとc値

は減少することを示した。特に後者は「複雑な断層形状ほど小さいc値をもつ」ことを示唆

する。 

ETASは，確率的なトリガリングの繰り返しで表現されたモデルであり，その振舞いを数

学的に解析することができ(東北大学[課題番号:1206])，分岐比とよばれるパラメタが1未

満である時には活動は必ず収束する。Luo and Zhuang (2016)は，分岐比が1である場合の

解析が先行研究全てで間違っていたことを示し，一発目の地震のマグニチュードによって，

そのあと起きる最大の地震の確率分布を求め，ETASパラメタのα(余震生産性のマグニチュ

ード依存性)とGR則のb値の比によって，そのふるまいが３つの領域に別れることを示した。

最大余震の大きさに関するバスの法則も導かれている。分岐比は，応力レベル等の物理条

件で時空間変化するはずであるから，これが，本報告でいうところの中期・広域的な地震

活動の変調を用いた地震の予測性の源である可能性が考えられる(Zhuang, 2018)。いっぽ

う，分岐モデルを動的な破壊成長のモデルとみなした場合には，GR則やその破れ，破壊成

長曲線の多様性などが説明できる(Zhuang et al, 2016， 東北大学[課題番号:1206])。 
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静穏化時に地震数が減少するのはある程度以上の大きさの中規模地震であるという指摘

(e.g., Smith and Sacks, 2013, Suyehiro et al., 2014)がある。Suyehiro et al. (2015)

は，破壊強度がわりふられた個々のセルが破壊を起こすと周囲に応力を再分配するセルオー

トマトンモデル(e.g., Rydelek and Sacks, 1996)を用いた地震サイクルのシミュレーショ

ンにおいて，ダイラタンシーハードニングを模擬して最も破壊強度に近い応力がかかっている

小数のセルで強度をわずかに増加させるとこの現象が再現されることを見いだした(東海大学

[課題番号:2501])。 

 

電磁気  

He and Heki (2016)は，先述の巨大地震直前数十分のGNSS-TEC変化について，GNSS局の配

置が良かったチリの2010年マウレ(Mw8.8)，2014年イキケ(Mw8.2)，2015年イラペル(Mw8.3)

地震直前の電離圏の異常の空間分布を調べた。それぞれMwに応じた空間的広がりを持つ異常が，

Mwに応じた先行時間をもって，Mwに応じた強さであらわれていた。特にGNSS局の分布が良い

2015年イラペル地震に関して三次元トモグラフィーを行った結果，磁場に沿って低高度に正の

異常が，高高度に負の異常が並んで生じる構像を見い出した。このような異常の空間構造と，

異常の強度が背景TECへ依存することをヒントに，Kelley et al. (2017)は，震源域の地表

に0.2V/m程度の電界異常が起きれば観測された程度の異常が説明できることを示した。また，

2011年東北地方太平洋沖地震については，震源域の地磁気共役点であるオーストラリアで

も，同様の異常がみつかっており(日置, 2018)，この先行現象が「電気仕掛け」であるこ

とをサポートする(東海大学［課題番号：2501］)。 

先述のDEMETER衛星で観測された地震数時間前のVLF電磁波強度の減少について，地震に先

行した変動がみられた衛星軌道の電場データをスタックすると震央最接近の時刻で平均強度が

減少することを見い出した(Togo et al., 2016)。さらに，メカニズムの解明のために，雷に

よって発せられたホイスラー波強度を分析したところ，伝搬経路が地震の震央付近を通る場

合には強い吸収を受けることを見い出した(Nitta et al., 2016)。伝搬経路シミュレーショ

ンからは，そのような吸収がおこるのは高度90—200 kmの電離圏下部で数十パーセント電子密度

が増加した場合であることが示唆される(東京学芸大学[課題番号:2943])。先述の巨大地震数

十分前のGNSS-TECの異常と関連している可能性も考えられる。 

地電位の観測データに先行現象が含まれる場合があることには，統計的な有意性が示さ

れているケース(e.g., Zhuang et al., 2005)もある。界面導電現象はしばしばそのメカニ

ズムとして取りれ上げられる。地殻での因果関係の明白な例として，三宅島で2000年にカル

デラ陥没に先立って火口付近に繰返し発生した時定数20秒程度の力学的イベントに伴い，全

島で観測された時定数100秒程度のコサイスミックな地電位の変化(Sasai et al., 2001, 

2002)がある。Kuwano et al. (2015)はこのデータをモデリングし，これまでいわれていた

力学現象のソース域での水流ではなく，コサイスミックなひずみによる間隙弾性効果による水

流が観測点の周囲におこした界面動電現象であるとして定量的に説明できることを示した(東

海大学［課題番号：2501］)。 
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２．平成 30 年度の成果 

 

大項目２．地震・火山現象の予測のための研究 

中項目（２）モニタリングによる地震活動予測 

活断層周辺の応力状態を推定する手法として，P波初動（押し引き）をデータとした応力

空間パターン推定手法（いわゆる「応力インバージョン」，Iwata (2018)）の開発を引き続

き実施した。この手法は「断層面の向きは一様ランダム」という仮定のもとに，断層面の

向き自体を求めることなしに，直接応力場の推定を行うものである。今年度は，昨年度開

発した応力空間パターン推定手法を拡張し，推定した応力空間パターンにP波初動データを

組み合わせることでメカニズム解推定も行えるようにした（図１）。人工データを用いた検

証では，P波初動データのみ用いる場合に比べ，応力場の情報も取り入れた本手法の方が，

より真のメカニズム解に近くかつ推定精度も高い（推定のバラツキが小さい）という結果

が得られた（図２）。応力場の情報が起こりえるメカニズム解に制約をかけるため，より尤

もらしい解を選びやすくなるためである（東北大学［課題番号：1206］）。 

大深度での採掘が行われている南アフリカの鉱山では，実際に地震を起こした断層周辺

の応力場を直接測定することが可能である。採掘域前方に，微小破壊の巨視的な面上クラ

スタが形成されることが見い出された(直井, 2018)Cooke4鉱山では，微小破壊データ・採

掘の亀裂マッピング・岩石力学的室内実験・岩石鉱物学的観察を統合した解析によって，

クラスタと採掘空洞の関係の非対称性等を解釈することができた(Mngadi et al., 2019， 東

北大学［課題番号：1206］, 立命館大学［課題番号：2401］)。また，ICDPのDSeis計画(Ogaswawra 

et al., 2019，立命館大学［課題番号：2401］)においては，平成26年８月に発生したM5.5

震源断層(地下3.5-７km, 図３)の上端を貫通する掘削(Hole B,C)によって断層物質を回収

し，滑り強化性を持つTalcやBiotiteが確認され，また，活動が新しいことを示唆する非晶

質も確認された（金木・他, 2018）。また，前年度に掘削が完了したHole Aでは，天水とは

起源が異なる，塩分がほとんど飽和した10MPaの水や，非生物起源の岩石と水の反応を起源

とするガスが検出され,（Rusley et al., 2018; Wiersberg et al., 2019),またコア試料

の力学解析によって余震域上端にいたる応力場の空間変化の特徴をいくつか見出すことに

成功した(図４, 東北大学流体研究所［課題番号：2948］)。 

地域の応力載荷速度と余震継続時間が反比例するべきことが理論的に指摘されている

(Dieterich, 1994)。この指摘を検証するために，東北地方太平洋沖地震による広域余震活

動と東北地方での本震―余震活動８ケースを大森―宇津則（一部ETASモデル）によって解

析した(Toda and Stein, 2018， 東北大学［課題番号：1206])。その結果，余震継続時間

がマグニチュードに依存しないこと，余震継続時間と活断層（一部プレート境界）の変位

速度に負の相関があること，余震継続時間と常時地震活動に負の相関があることを見いだ

した（図５）。 

余震活動など活発な地震活動中には，大量の地震が同時に発生する。そのため，複数の

地震の波形が同時刻に重なって観測点に到達し，地震の欠測が顕著となる。この問題を解

決するには，再決定されたテンプレート地震の波形を用いて連続波形記録から類似のイベ
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ントを検出する手法（Matched filter technique）が有効である。今年度も，2013年栃木

県北部地震の前震活動，2018年大阪府北部地震，2019年熊本地方の地震の余震活動に関し

て，相対走時差データに基づく震源再決定・テンプレートマッチング解析等を実施した（東

北大学［課題番号：1206]）。例えば，大阪府北部地震の結果(図６, Kato and Ueda, 2019)

からは，北北西‐南南東走向の東側傾斜（約45度）の逆断層が最初にずれ，約0.3秒後に東

北東‐西南西走向の高角傾斜の横ずれ断層に破壊が伝播し，その後は同時に断層運動が起

きていたことが示された。これらの断層面と上町断層帯の深部延長との詳細な関係は不明

ではあるが，大阪府北部地震が上町断層帯などの東側傾斜の逆断層に与える応力変化を計

算したところ，断層運動を促進する方向に約0.1MPaの応力変化が生じたことがわかった（遠

田, 2018； Kato and Ueda, 2019， 東北大学［課題番号：1206]）。また，震源域の北部延

長では，地震活動が遅れて活発化し，その領域の背景地震活動度は時間とともに徐々に増

加する傾向を示した。このことは，本震によって震源域の北部延長（地殻内）で非地震的

な変形が引き起こされた結果と解釈される。本研究により，水平圧縮応力場が卓越する近

畿圏においては，逆断層と横ずれ断層が同時に活動することで１つの地震になる場合があ

ることが明示された。つまり，逆断層と横ずれ断層の活断層が共存する近畿圏では，地震

ハザード評価において両断層の連鎖的破壊を考慮することが重要である。地震本部が実施

している現状の長期評価においてこの点は含まれておらず，少なくとも近畿圏においては

逆断層と横ずれ断層の活断層の連鎖的破壊を考慮することが今後必要である（東北大学［課

題番号：1206]）。 

地震活動の新たなリアルタイムモニタリングと手法として，自動震源決定手法（PF法）

によって得られた結果を活用し，b値のリアルタイム推定手法を開発した。これを平成28年

（2016年）熊本地震や2016年10月21日の鳥取県中部の地震に適用し(廣田・溜渕, 2018)，b

値の時空間分布を推定した。その結果，熊本地震においては，4月14日M6.5の地震発生後に

b値が低下したことを明らかにした（気象庁［課題番号：7006］)。 

全国規模での放射線管理施設のモニタリングネットワークの構築により推進している大

気中ラドン濃度について，活用できるデータを拡充する観点から，様々なタイプの測定器

の感度とデータ補正法を検討した（Higuchi et al., 2019; Wakabayashi et al., 2019; 

Ishihara et al., 2018，東北大学［課題番号：1207］)。 

水文学的な手法による断層モニタリングにおいて，透水係数のスケール依存性は重要な

課題である。南海トラフ地震発生帯掘削計画の一環として熊野灘沖合に設置された長期孔

内観測システム（LTBMS）の水圧計が周辺の掘削作業時に伴って大きく変化していることを

受け，クロスホール透水試験に見立て，原位置透水係数の推定を行い，先行研究の室内実

験や数値シミュレーションの結果と比較することで，スケールが大きくなるほど断層やク

ラックの数が増え，それらが連結することでより水が流れやすくなることを示唆する結果

を得た（図７, Kinoshita and Saffer, 2018，産業技術総合研究所［課題番号：5007］）。 

地殻変動のモニタリングデータは，断層滑りの時空間履歴を計算・予測する物理モデル

とあわせて地震発生の予測に使うことが原理的に可能であり，ゆっくりすべりイベント

(SSE)などの非地震性すべりのモニターを高度化する努力が行なわれている。長期的な地殻

変動モニタリングの新手法として，SAR衛星ALOS−1のデータを用いた時系列解析から，準東

西と準上下方向の変位成分を分解して得る2.5次元解析を開発した(図8, 気象庁［課題番
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号：7006］)。固着率の正確な時空間分布をモニタする助けになる。 

リアルタイムで南海トラフ周辺地域の短期的ゆっくりすべり(SSE)を解析するため，産総研と

防災科研および気象庁との共同研究により，３機関のひずみ・地下水・傾斜データをリアルタ

イムで共有して自動解析するシステムの運用を継続した。2017年11月-2018年10月の間には，

35の短期的SSEの断層モデルを決定した(落・他, 2018, 2019，産業技術総合研究所［課題番

号：5007］)。四国地方でプレート間の固着速度と深部低周波微動の発生レートとの間に時

間的相関のある場所が見つかり，相関のよい場所では，微動発生レートがゼロになるとき

には固着速度がプレート収束速度に近くなることが期待されることがわかった(Ochi and 

Takeda, 2018，産業技術総合研究所［課題番号：5007］)。また，ボアホールひずみ計を用

いて巨大地震のモーメントマグニチュードを即時推定する手法を開発した。水平ひずみ4成

分以上があれば，Ｍ９クラスの東北地方太平洋沖地震本震のほか，同地震の最大余震，近

年発生した内陸地震でもMwを推定可能であることを示した(図9, Itaba, 2018， 産業技術

総合研究所［課題番号：5007］）。また，GNSSによる長期的スロースリップの客観検知法を

用いて，2017年から2018年にかけて発生した志摩半島付近の小規模な長期的スロースリッ

プを検出し，すべり分布（Mw6.5相当）を推定した(気象庁［課題番号：7006］)。また，GNSS

日値を用いた全国基線長変化について，日本海側の観測点を領域固定して，太平洋側の観

測点のプレート沈み込み方向の位置変化を見るように改良した(気象研究所, 2018a, 2019a， 

気象庁［課題番号：7006］)。一方で，DONET2データの解析では，2018年３月から８月にか

け，断続的に四国地方南東沖から紀伊半島南方沖で浅部低周波微動活動が活発なことを示

した(気象庁［課題番号：7006］)。 

ゆっくり滑り・微動・高速破壊の関係を考察するために，透明なゲルシートを使った摩

擦実験において，画像相関法を用いて，ゆっくりすべりから高速破壊に至るプロセスを詳

細に調べ，ゆっくりすべりと微動が同期して発生することで，すべりが共振して加速する

様子が捉えられ(図10)，また，ゆっくりすべりの継続時間が系の駆動速度とべき的な関係

をもつことが見い出された（東京大学地震研究所［課題番号：1512］)。 

真にプロスペクティブな地震の確率予測検証実験を進めているCSEP(Schorlemmer et al., 

2018a)においては，今年度も多くのモデルの検証実験を行った。予測と検証の繰り返し経

験が蓄積したので，Relative Intensityモデルを例にとって，学習期間と予測パフォーマ

ンスの関係を事後的に調べ，12ヶ月程度でパフォーマンスが頭打ちになることが明らかと

なった(図11)。また予測のターゲット期間が長くなるほどそのパフォーマンスが落ちるこ

ともわかった（東京大学地震研究所［課題番号：1511］)。 

現在の長期予測の基本となっている，地震の繰り返し性による可予測性の検証として，

繰り返し中規模地震の予測実験を継続している。相関係数とコヒーレンスを用いて2018年

２月から2019年１月までに10個の繰り返し地震の発生を確認し，2018年２月１日にベイズ

統計対数正規分布モデルを用いて発生確率を予測し，指数分布モデルを用いる予測よりも

良い成績であることが確認された(田中・他, 2018)。これは，2017年までの79系列の相似

地震で見い出された傾向と同じである(気象庁［課題番号：7006］)。 

 

中項目（３）先行現象に基づく地震活動予測 

地震活動の客観的な特徴抽出を高度化するため，自動処理の改良によって地震数が増加



- 187 - 
 

した2016年4月以降の一元化カタログ，及び1997年10月以降の一元化震源カタログに対して

最近傍法による客観的かつ自動的なクラスタリング処理を行い，前震，本震，余震の分類

を行った。その結果，前震のb値がわずかに小さいこと，前震の発生率が広いＭ範囲で概ね

30～40％程度であること，最大前震と本震の関係はＭ，時間，空間においてべき乗則に従

うこと，といった特徴を明らかにした(Tamaribuchi et al., 2018， 気象庁［課題番号：

7006］, 東北大学［課題番号：1206］)。 

このように，前震活動という短期的先行現象の存在は統計的に非常に明らかで，高い予

測ゲインをもたらす(中谷, 2018， 東海大学［課題番号：2501］)が，必ずしも直前の準静

的な準備過程から派生したものではなく，前震活動自体が本震を余震的に誘発することに

よって前兆として作用したと見ることも可能である(e.g., Helmstetter et al., 2013)。

イタリアの地震活動をETASモデルで解析し(Zhuang et al., 2018， 東北大学［課題番号：

1206］)，M2.9以上の地震で約61%がトリガー型地震であり，そのうち1／4が５つの大地震

によって直接誘発された地震であることがわかった。また，2005年〜2016年に発生した６

つの大地震のなかでも，５つは誘発性であり，イタリアでは前震現象が顕著である。統計

的徐群法を用いてイタリア全土を16区域に分けて解析したところ，常時地震活動自体がこ

れらの主要地震に影響を受けており，それぞれ地震活動のフェーズが異なっていることが

わかった。 ６つの大地震の震源断層上では，直接的な余震はアスペリティ周辺に発生し，

余震域と本震破壊域が相補的である（Zhuang et al., 2018， 東北大学［課題番号：1206］)。 

断層の破壊エネルギーの空間分布における階層的構造は，地震の可予測性に対して重要

な原理的制約となる。釧路沖，那珂沖のM5程度の繰り返し地震グループについて詳細な震

源すべり分布を求め，これらの地域ではM5, M4, M3程度の階層的な構造の存在が示唆され

た(Okuda and Ide, 2018a，東京大学理学系研究科［課題番号：1402］)。さらに，この研

究中に異なる規模の地震でも地震の始まりが同じ例を発見した(Okuda and Ide, 2018b，東

京大学理学系研究科［課題番号：1402］)。これは階層性を強く示唆する事象である。一方

で，茨城沖の群発地震活動の統計的モデルを用いた分析を進め，茨城沖では群発地震活動

がM７級の地震になる場合（前震的活動）とならない場合があるが，前震的な活動は，それ

以外の群発地震活動より活動度が高い傾向にあり，予測能力を持つ(Nishikawa and Ide, 

2018，東京大学理学系研究科［課題番号：1402］)ことが示唆された。 

一方で，カリフォルニア内陸地震，日本の内陸・海域，台湾の地震カタログで前震活動

空間密度を調べ，Lippiello et al. (2012)の指摘した通り，前震活動空間分布のピークを

示す領域（これは地震準備過程の領域および余震活動領域を示す）は，余震活動のそれと

等しく，本震マグニチュード依存性があることがわかった(図12)。これは，地震は発生す

る前に最終的な破壊領域，つまりマグニチュードは事前におおよそ決定しているという解

釈を支持する結果である(東京大学地震研究所［課題番号：2901］)。 

前震の中でも，本震の破壊開始点ごく近傍で起きるリピーター的な極微小前震(Bouchon 

et al., 2011)は，破壊の直接的な準備過程の顕れであると期待されている。このような前

震活動が確認された2011年長野県中部の地殻内地震（Mj5.4）の前震活動を例にとり，客観

的な指標に基づくイベント検出方法を開発した。長期に渡る連続波形とテンプレートとの

相互相関の分布を分析し，AICによる恣意性のない検出基準の設定法を提案することができ

た。気象庁カタログに記載済みの前震は本震13時間前からに限られていたが，以上の新手
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法を基に，本震から遡ること２年間の地震活動を評価してみても，新たに見つかった地震

は，本震の２ヶ月前に1つと，３～４日前にまとめて３つのみであった。このことは，前震

活動が定常的な微小地震の巨大化・頻発化と呼べるものではなく，過去２年間に殆ど例の

なかったイベント群の発露であったことを示している (Hirano et al., 2018a,b， 立命館

大学［課題番号：2402］)。また，前震発生プロセスのモデル化となる不均質摩擦すべりモ

デルを提案した（Yabe and Ide, 2018，東京大学理学系研究科［課題番号：1402］)。 

地震活動の複雑さの背後にある物理メカニズムを考察するために，岩石破壊の離散モデ

ル（ファイバーバンドルモデル）の解析と数値実験を行った（Roy and Hatano, 2018，東

京大学地震研究所［課題番号：1512］)。このモデルはレオロジー的仮定を一切含まないが，

構成要素の微小破壊に伴う応力再配分によりクリープ破壊的挙動が再現されることを示し，

そのメカニズムがサドルノード分岐であることを示した。応力をステップ関数的に載荷し

た際の緩和挙動は大森則に従い，系が完全に破壊される直前には逆大森則に従って破壊が

加速することを発見した。さらに，大森則におけるc値の決まり方に注目して解析を行い，

c値が応力について弱い正の依存性をもつこと，および，系の不均質性が増すとc値は減少

することを示した。特に後者は「複雑な断層形状ほど小さいc値をもつ」ことを示唆する。 

また，粉体層の複雑な挙動についても理解が進んだ（東京大学地震研究所［課題番号：

1512］)。粉体層に埋められた棒を引き抜く実験で（図13）は，引き抜き時のせん断変形に

伴って粉体層が固化することで急激に摩擦抵抗が増大することを明らかにし(Furuta et 

al., 2019)，この挙動を実験と数値計算の双方で確認した。次に，凝着力を持つ湿った粉

体層の傾斜地に固体弾を衝突させ(Takizawa et al, 2019)，流動化による雪崩の発生条件，

および粉体層内圧力の異方的に伝播・減衰過程を解明した。同様に，固液混合サスペンジ

ョンに固体弾を衝突させた際の過渡レオロジー特性の計測手法を開発し，固体の衝突とと

もにサスペンジョンが瞬時に固化する様子を測定・解析した。その他，凝着粉体層内の空

隙構造の強度(Shinoda et al., 2018)や，粉体流と障害物形状の関係(Katsuragi et al., 

2018)についても実験的関係が得られた。これらの複雑な過程が関連しながら天然の断層では

滑り状態などが決定されると考えられ，本実験はそれらの基礎過程に関する実験的研究と言

える。 

地震活動の静穏化は，代表的な中期的先行現象と目され，実際ほとんどの大地震の前に

静穏化がみつかることが報告されている(e.g., Katsumata, 2016)。しかし，静穏化しても

大地震が起きないことも多いため,確率ゲインとp値の算出によって，先行性の有意性の検

証を進めてきた。特に本年度は，予測アルゴリズムをチューニングする学習期間と，予測

の成績を評価する評価期間を別々にする試みを行った(図14, 勝俣・中谷, 2018b，東北大

学［課題番号：1206］,東海大学［課題番号：2501］)。1985年から2015年までの千島から

伊豆小笠原にいたる海溝沿いのMw7.5以上，80km以浅の９個を予測対象として実験したとこ

ろ，全期間のデータでチューニングした場合は，確率ゲイン=4.1, p値=0.24%であったのに

対して，前半を学習期間，後半を評価期間とすると確率ゲイン=2.1, p値=12%, 逆にした場

合は，確率ゲイン=2.8, p値=25%,となった。クロスバリデーションにおいてはp値が10%を

超えてしまい，統計的有意性は強くないが，それでも，ゲインは１を超えており，また，

予測に用いるパラメタの最適値は，学習期間にかかわらず似通ったものが得られたので，

検証例数が増えて検定力が増せば，有意性が示される可能性は高いだろう。 
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また，新たな静穏化事例として，気象庁一元化震源カタログを用い，2011年東北地方太

平洋沖地震後に日本海東縁部（秋田県沖〜新潟県沖）において，顕著な地震活動静穏化が

発生していることを見いだした(石辺・他, 2019)。地震発生率がある時刻（地震）を境に

して変化したとするモデルと，解析期間中に一定としたモデルの赤池情報基準（AIC）を比

較すると，そのAIC差は数十に及び，統計的に有意であることが示された。この静穏化は解

析に用いる下限マグニチュードに依存せず，検出率の一時的な低下によるみかけ静穏化で

はないと考えられる。静穏化領域では，東北地方太平洋沖地震前には東西圧縮場にあり，

逆断層型地震が卓越していたが，本震ならびにその余効変動（余効すべり・粘弾性緩和に

よる応力再分配）によって東西引張の応力変化を受けており，応力変化と地震活動度の変

化とは調和的である（東北大学［課題番号：1206］）。 

東北地方太平洋沖地震の前に観測されたGNSS-TECの異常がどの程度小さな地震まで検出

できるかについては，昨年度にM７クラスでも条件によっては検出できるとの報告がある

（He and Heki, 2017, JGR）。今年度はこの現象がはたしてより小さな地震を用いて統計的

にも確認できるか一つの検証作業を実施した。この研究のモチベーションは，フランスが

2004年に打ち上げたDEMETER衛星のデータ解析で唯一強い統計的有意性が得られた地震発

生直前のVLF帯電磁波の吸収という現象が，下部電離層の電子密度が増加していたという事

で説明する事ができる(Kamogawa et al., 2018a,b， 東海大学［課題番号：2501］)ことに

ある。今回は，GEONETのデータについて，Nemec et al. (2008)がDEMETER衛星の解析のた

めに用いた手法と類似した手法を用いて1997年以降，東北地方太平洋沖地震までに陸域近

傍で発生したM５以上の地震（279個）を対象として（1つの地震に対して地震発生時刻に震

央に近い６個のSIP（Sub-Ionospheric Point）を追跡したところ，地震発生の数時間前に

TECがわずかに増加する傾向がある可能性が示された（図15, 東海大学［課題番号：2501］）。

一方で，Nemec et al. (2008)が重ね合わせ解析で示していた地震直前DEMETER衛星のVLF帯

電磁波の強度減少(Nemec et al. 2008)について，高度なデータ処理手法を導入して個別軌

道での解析を試み(図16)，関数主成分分析の第3主成分のスコアが有効であることを見い出

した。この解析では，電磁波強度が減少を示す事例は，先行現象の条件を満たす全軌道に

対してほぼ１割であった(Kamogawa et al., 2018c， 東京学芸大学［課題番号：2501］)。

また，DEMETERと同様以上の精度でのVLF帯電磁波強度の観測を，大規模かつ圧倒的に安価

に行うため，10kg程度の6U-CubeSAT(図17)にのせられる計測器の実現性を確認するための

ブレッドボードモデルの製作を行った(児玉, 2018; 菊地・他, 2018； 鴨川・他, 2018， JAXA

［課題番号：2901］)。 

VHF帯電磁波見通し外伝播異常に関しては，これまで異常を検出する閾値を，全観測期間

にわたるデータに対して同じにしていた。しかしその場合，長い期間にわたるデータでは

強度や変動が大きい期間や小さい期間があり，異常を判定したい時点での傾向を上手く反

映できず，その結果，全体と比較して強度が小さい期間のデータの場合に，本来異常であ

るべきデータを検出できなかったり，またその逆に変動が大きいときは余分に異常を検出

していたりという問題が発生して，そのことが結果に影響を与えていたことが考えられる。

そこで，短周期のトレンドを上手に反映できるよう，またリアルタイムでの即時検出に応

用できるようにその時点での異常検出基準を，その時点から過去30日のデータを使って算

出し，異常判定を実施した。また，その地点から過去x時間を振り返り，データ中y％以上
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異常が検出されている場合にL日間継続して警報を出すことにした。x,y,Lをチューニング

することによって，予測性能が向上し，確率ゲイン9.6，p値1.8%となった(図18, 東海大学

［課題番号：2501］)。 

VLF帯パルス電磁波は，中日本5点で観測点を続けている。今年度は観測期間中かつ観測

ネットワーク内で発生した最大の内陸地震であった2017年６月25日の長野県西部の地震

(M5.6)の２日前に観測された電磁パルスについて詳細な解析を実施した。今年度はARとICA

を用いた電磁波の到達時間決定手法をルーチンで適用できる所まで開発を行った。今回は

このシステムを用いて波形を詳しくチェックしてみると，７個のうちの２個は極めて波源

が良く求まり(図19)震源から10kmの地点であった。さらに観測された波形も極めてよく似

ていた。図20は６月23日の３時33分42.022秒に観測された波形である。この時は，４つの

観測点（学芸大，信州大，東海大，群馬大）が稼働していた（長尾・他, 2018，東海大学

［課題番号：2501］)。 

大気中ラドン濃度変動に関して，全国25の放射線管理施設からデータを得るネットワー

クができており，順次解析を進めている。今年度は，信州大学医学部のデータ(図21a)から

2014年11月22日に発生の長野県神城断層地震前，鳥取大学医学部のデータ(図21b)から2016

年10月21日に発生の鳥取県中部地震前，大阪薬科大学のデータ(図22)から2018年（平成30

年）６月18日に発生した大阪府北部地震前後に，異常な変動を見い出した。また，顕著な

地震と関連して，定常的な変動が変化した例を見い出した。神戸薬科大学のデータの潮汐

分潮解析では，1984-1988年では認められなかったK1分潮に対する変化が兵庫県南部地震前

の1990年-1994年の期間では認められた。また，札幌医科大学データの季節変動の振幅が東

北地方太平洋沖地震を境に大きくなった(図23)ことが見い出された（東北大学［課題番号：

1207］)。 

東北地方太平洋沖では，過去３回の巨大地震前に，漁獲量の異常が報告されている。漁

獲量異常が地震に先行する傾向があるかを調べるためにデータ収集を行い，1973年１月か

ら35年分の宮城県内の漁港別・魚種別・月別漁獲量のデジタル化作業がほぼ完了した。ま

た，地震の前兆ではないかとマスコミ等で話題にされることの多い，深海魚の出現につい

て，前年度作成した深海魚出現カタログから新聞等で地震との関連性が指摘されているリ

ュウグウノツカイやサケガシラなど8種を抜き出して地震との関連を調べた。1928年11月26

日から2011年３月11日まででに，深海魚出現数は計336件あるが，深海魚出現日から30日後

までに出現地点から半径100km以内で発生したマグニチュード(M)6.0以上，深さ100km以浅

の地震が起きたのは，2007年6月19日新潟県柏崎市のサケガシラと７月16日新潟中越沖地震

（M6.8）のみであった(Orihara et al., 2018)。さらに，鯨類ストランディングと地震と

の関係について，日本鯨類研究所が公開するストランディングレコードを用いて全国規模

で検証を行った(織原ら, 2018)。日本の海岸で発生するストランディングの数は，全国か

ら報告が集まるようになった近年では年間200〜250件になる。一方，マス・ストランディ

ング（集団座礁：同時に２頭以上が座礁）は年間数回程度で1923年まで遡ることができる。

東北地方太平洋沖地震前にもみられたマス・ストランディングに絞って検証した。対象と

なるマス・ストランディングは1923年から東北地方太平洋沖地震前まで48事例あり，半径

200km以内で30日後までにM6.0以上（深さ100km以浅）の地震が発生したのは，2002年５月

21日沖縄県石垣港ユメゴンドウ２頭と５月29日石垣島西方沖の地震（M6.1），2005年７月
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23日静岡県沼津市コブハクジラ２頭と千葉県北西部の地震（M6.0）の２事例だけであった。

なお，2011年東北地方太平洋沖地震前にみられた茨城県でのカズハゴンドウ54頭のマス・

ストランディングは，本震と前震いずれの震央からも300km以上離れていたので対象外とな

る。また，茨城県と千葉県では，2011年３月４日以前にもカズハゴンドウのマス・ストラ

ンディングが６回発生しており，しかも，2011年３月４日よりも群頭数が多い事例が４回

あるが，その後に東北地方太平洋沖地震よりも大きな地震は発生していない。また，他の

10頭以上のマス・ストランディングについても，その後にM6.0以上の地震を伴っていない

（東海大学［課題番号：2901］)。 
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図１．P波初動極性から直接推定した応力場情報を参考にした個々の地震のメカニズム推定

法の検証例（東北大学［課題番号：1206］） 

左列(a,c)は Iwata (2018)による応力空間パターンと P 波初動の組み合わせ，右列(b,d)は P

波初動のみによる推定結果を示す．100 個のメカニズム解をサンプリングし，P 軸・T 軸の平

均方向を計算．ここでは可視化の都合上，そのうち 15 個分についてのみのメカニズム解およ

び P 軸・T 軸を図示している．推定結果平均の P・T 軸の向き(白抜きの赤・青三角)は真の

それ(塗りつぶした赤・青三角)に(a)(b)ともそれなりに合致するが，サンプリング各々の P・

T 軸(赤・青の×印)は，(b)の場合にかなりバラついている．c), d)は P 波初動を「誤って記録」

したデータ(「引き」(白丸)に囲まれた「押し」(黒丸)は，本当は「引き」である)を含む例． 
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図２．人工データを用いた2つのメカニズム解推定法の比較（東北大学［課題番号：1206］） 

a)両手法による結果を比較した散布図．各々の地震に対する「応力情報あり」(応力+P 波

初動)と「応力情報なし」(P 波初動のみ)の推定結果と真のメカニズム解からのズレを Kagan

角で表したもの．値が大きいほどズレが 大きい．「なし」の推定結果のズレが「あり」のそ

れより大きい．b)Kagan 角の累積分布．この図でも全体として「なし」の Kagan 角の方が「あ

り」のそれより大きい．c)d)P 軸，T 軸の推定誤差．「なし」の方が「あり」の場合より推定

精度が低い． 
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図３．M5.5余震発生帯，および，その上縁部と周囲を調査するための地下2.9kmからの掘削

の位置関係（立命館大学［課題番号：2401］) 

HoleAは，当初計画(橙色)から右にそれたが，HoleBは余震発生帯の上縁部を貫通した．HoleB

の 544m の地点から約２度異なる方向に分岐孔(HoleC)が掘削され，より多くの断層物質を回

収することができた． 
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図４．ICDP-DSeisで掘削されたHoleAの解析結果（東北大学流体研究所［課題番号：2948］） 

左から順に，孔内検層による自然ガンマ線強度，DCDA により測定された孔井直交面内の差応

力，DRA により測定された孔軸方向の法線応力の深さ分布応力分布に記された青実線は，弾性数

値モデルから期待される応力値．400m 地点では，高濃度塩水の湧出がみられた．Hole A は余

震域に交差していないが，700m 地点で余震発生深度に達している． 
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図５．東北地方太平洋沖地震の12箇所の広域余震活動域および東北地方で発生した最近の８

個の大地震の余震活動継続時間と領域内の活断層・プレート境界の変位速度(a)および常時地

震活動(b)との関係(Toda and Stein, 2018，東北大学［課題番号：1206］） 

 

 

 

 

図６．震源再決定に基づく2018年大阪府北部の地震(Mw5.6)の震源断層モデル(Kato and Ueda, 

2019，東北大学［課題番号：1206］） 

a)再決定された余震と２枚の震源断層の透視図．震源断層は北北西走向・東傾斜の逆断層

(F1)と急傾斜の東北東走向の右横ずれ断層からなる．F1，F2 断層による２つのダブルカップル

モーメントテンソルを足し合わせることで観測された本震の CMT 解が説明可能．b)東傾斜

の逆断層(走向 345°，傾斜 30°，すべり角 90°，図中のメカニズム解)に対して解いたクーロ

ン応力変化と余震分布(灰色丸)の東北東―西南西の断面図．破線は Sato et al. (2009)に

よる活断層の推定位置．UMF，IKF はそれぞれ上町断層帯，生駒断層帯を示す．0.4mm/yr，

0.5-1.0mm/y はそれぞれの上下変位速度． 
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図７．熊野灘沖合に建設されたホール C0002G において近傍の掘削作業時に記録された水

圧変化  

(Kihosnita and Saffer, 2018，産業技術総合研究所［課題番号：5007］） 

掘削作業はおよそ 100m 離れた C0002H および C0002I で行われた．灰色点線は掘削中のドリル

ビットが C0002H に設置されている水圧計と同じ深度に達した時の時間を示す．灰色斜線部は

オペレーションに不具合が生じたため，解析では使用していない． 

 

 

図８．SAR衛星ALOS-1のデータを用いた時系列解析結果を2.5次元解析した，御前崎付近の準

東西(左)と準上下(右)方向の変位速度（気象庁［課題番号：7006］） 
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図９．ボアホールひずみ計による巨大地震のモーメントマグニチュードの即時推定（Itaba, 

2018，産業技術総合研究所［課題番号：5007］） 

(左)ボアホールひずみ計を用いて推定した東北地方太平洋沖地震本震の断層モデル．(中)各観

測点における主ひずみの観測値および計算値．(右)推定されたMwの時間変化． 

 

 

 

図10．ゲル摩擦実験において，本震的な大きい滑り(時刻0.08秒付近)へ向けて，ゆっくりし

た滑りが振動しながら加速していく様子（東京大学地震研究所［課題番号：1512］) 

  



- 209 - 
 

 

図11．Relative Intensityモデルの学習曲線(東京大学地震研究所［課題番号：1511］） 

横軸 :学習期間(月 )．縦軸：情報利得．黄:１ヶ月予測．赤:３ヶ月予測．青:半年予測．緑:

１年予測．  

 

図12．前震と余震の線密度解析(東京大学地震研究所［課題番号：2902］) 

a)カリフォルニア，(b)日本の内陸地震，(c)日本の海域地震，(d)台湾．前震(Solid circle)

と余震(open diamond)．Solid arrow と Open arrow は，それぞれ，前震と余震のグラフの折

れ曲がりの距離(特性距離)を表す．(e) 解析対象地域ごとの本震のマグニチュードごとの前震

と余震の特性距離．カリフォルニアは赤，日本の内陸地震は緑，海域の地震は青，台湾はオ

レンジとなっている．太実線は Skarlatoudiset al. (Bull. Seismol. Soc. Am. 106, 
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1652-1662, 2016) によるアスペリティーサイズ(半径)を示す．点線は１シグマの標準偏差

を示す． 

 

 

 

 

図13．粉体層からの棒引き抜き実験の概念図(東京大学地震研究所［課題番号：1512］) 

(左)実験スキーマ．(右)粉体層からの棒引き抜きにより形成された実効的固化領域の概念

図． 

 

  

 

図14．カムチャツカ半島から千島列島，北海道沖，東北沖，房総沖，伊豆小笠原諸島で発生し

た Mw7.5以上の地震の静穏化モデルによるレトロスペクティブテスト（勝俣・中谷(2018b)，

東北大学［課題番号：1206］, 東海大学［課題番号：2501］) 

番号は Mw7.5 以上の９個の地震を示し，◯囲みが的中した地震である．Learning は学習期

間，Evaluation は評価期間を意味する．Trial1，2，勝俣・中谷(2018a)の３つのパラメータ

セットを用いて予測を実施．Td は静穏化 設定期間，Ta は警報期間，R は警報範囲半径を

示す． 
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図 15．M>５の地震(279 個)直前の TEC 異常の探索（東海大学［課題番号：2501］) 

(a)地震４時間前の TEC 強度残差のヒストグラム．若干正の値がピークとなっている．(b)

４時間ごとに計算した TEC 残差．地震４時間前に最も大きな正の値になっている．赤線は

全てのデータを用いた場合．緑線はヒストグラムの上下５%の値を削除して求めたもの． 

 
 

 

図 16．直下で地震が起きたときの DEMETER 衛星の VLF 滞電磁波強度の解析例(東京学芸大

学［課題番号：2943］) 

時刻ゼロは，衛星が最も震源に近付いたとき．青線がノイズ処理後に平滑化した強度の時

系列．第３成分スコアは，図中，右上部に赤字で表示．(a)2005 年３月 28 日 M8.6 (97.108E, 

2.085N,深さ 30 km)．電磁波強度の減少はみられない．(b)2010 年 10 月 7 日 M4.8 (27.574E, 

43.065N, 深さ 10 km)．顕著な減少が見られる． 
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図17．地震先行現象検証衛星PRELUDEの外見と衛星内のコンポーネント（JAXA［課題番号：

2901］） 

 

図18．VHF電波異常に基く地震予測の検証（東海大学［課題番号：2501］) 

(上)えりもでの広尾放送局の電波受信強度(紺)と，アダプティブに決めた閾値(オレンジ)

の時系列．下の帯グラフが，黄色が警報OFF，赤色が警報ON期間をあらわす．帯グラフ上の丸が

地震の発生した期間とそのときのマグニチュード(右軸 )を示す．(左下)確率ゲインの等高線図．

異常と判断するための検出時間割合の閾値(縦軸)と警報持続時間をチューニングパラメタ

とした．(右下)p値(%)の等高線図．縦軸，横軸は左下と同じ．  
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図19．電磁波の到達時間差による波源位置標定の例（東海大学［課題番号：2501］) 

２つのパルスとも，２日後に発生した2017年6月25日長野県西部の地震(M5.6)の震央から

10kmの同一地点で発生した． 
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図20．2017年６月23日の３時33分42.022 秒に観測された波形（東海大学［課題番号：2501］） 

いずれの観測点でも観測された波形は時系列でもスペクトルでも良く似ていることから，同

じ事象を観測している事が確認できる．また午前3時台には中部地方では落雷は発生していない

事がフランクリンジャパンのウエブ上の落雷データから確認できた． 

 

 

 

図21．(a)信州大学医学部(b)鳥取大学医学部における大気中ラドン濃度データ（東北大学

［課題番号：1207］） 

(a)の×印は，2014 年 11 月 22 日に発生の長野県神城断層地震，(b)の×印は，2016 年 10

月 21 日に発生の鳥取県中部地震． 
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図22．大阪薬科大学における大気中ラドン濃度データ（東北大学［課題番号：1207］） 

経年変動と平均変動 (上図 )と平均変動からの残差 (下図 ). ×印は 2018 年６月 18 日に発生し

た大阪府北部地震．  

 
 

 

図23．札幌医科大学における大気中ラドン濃度の長期データ（東北大学［課題番号：1207］） 

赤線がデータ．黒線は，2010 年以前の平年変動パタン．2011 年３月の東北地方太平洋沖地

震以降は，年周変動の振幅が大きくなった． 
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１（５）地震動・津波等の事前予測・即時予測 

 

     「地震動・津波等の事前予測・即時予測」計画推進部会長 香川敬生 

                          （鳥取大学大学院工学研究科） 

                           副部会長 太田雄策 

                          （東北大学大学院理学研究科） 

 

１．はじめに 

地震，火山噴火に伴う地震動，津波，地すべり，山体崩壊，火山灰や溶岩の噴出などの災

害誘因を，その発生前に高精度に評価しておくことは，これらの災害対策に資するために

重要である。また，各種観測データの利用法や解析手法を開発，高度化し，地震・火山噴火

発生直後に高精度かつ即時的に災害誘因の規模を予測して情報伝達することは，災害およ

び２次災害の軽減にきわめて有効である。そのため本テーマでは，本計画で得られる地震発

生や火山噴火の理解や構造モデルなど最新の研究成果を利用して，地震動・津波等の事前予

測・即時予測を通じた災害軽減に資する研究を行った。同時に，事前予測・即時予測結果

を効果的に社会に還元するため，防災工学や社会科学との連携，および防災に関する現業

での活用を指向して研究を進めた。 

 

２．５年間（平成 26−30 年度）の成果 

（1）５年間の成果概要 

事前評価については地震動および地震時地すべりに，即時評価については地震，津波，

地殻変動，火山灰拡散と，地震，火山噴火に伴う多岐にわたる災害誘因を対象とした研究

を実施した。その結果，何れの項目についても災害軽減のための現業と密接に連携し，ま

た現業の支援に貢献する成果を得ることができたと考える。以下，大学が実施した研究の

５年間の成果のうち，代表的なものをまとめる。 

 

（2）地震動事前評価手法の高度化 

2011年東北地方太平洋沖地震における周波数別地震波生成の空間的な棲み分けをはじめ，

国内外で発生した被害地震の震源インバージョン解析を広帯域で精力的に実施し，既往ス

ケーリング則との整合性を通じて強震動予測の高度化を進めた。（京都大学防災研究所［課

題番号：1903］） 

京都盆地および関東平野中川低地において強震観測を維持管理し，堆積盆地構造の地震

応答の実測と地盤構造モデルの改良を継続的に行い，特に大阪堆積盆地，京都盆地，奈良

盆地を対象として３次元速度構造モデルを高度化した。構築したモデルを用いて2018年大

阪府北部の地震（震源モデルは上記［課題番号：1903］による）をシミュレーションした

結果（図１），直達波および明瞭な後続波の多くの相（多重反射，盆地端部・基盤の段差構

造で発生する表面波）を良好に再現することができた。（京都大学防災研究所［課題番号：

1911］）。 

関東平野での３次元地震動伝播シミュレーションから，長周期地震動の生成にPL波が強

く関与していることが示された。PL 波は，Rayleigh 波と同様に震源の深さに敏感であるた
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め，P波直後に観測されるPL波の震幅から後続の長周期地震動(Rayleigh波)を予測する，長

周期地震動の即時予測の可能性が示唆された。さらに，地震動予測の広帯域化，高解像度

化の到達点として，観測データとの同化に基づく長周期地震動シミュレーションを試み，

現時点で地震波伝播速度の８倍の速さでの予測が可能となっている（図２）。このことによ

り，データ同化による長周期地震動の即時予測の可能性をも示すことができた。（東京大学

地震研究所［課題番号：1516］） 

 

（3）地すべり事前評価手法の高度化 

今期５ヶ年期間中に発生した地震時地すべりと過去の地すべりの調査によって，地震時に発

生する地すべりの地質・地形的特徴が明らかになった（図３）。具体的には，火山地域では軽

石自体あるいは軽石直下の火山灰土がすべり面となるケースが多く，非火山地域では重力

斜面変形あるいは過去の地すべりに関連している。これらより，火山地域・非火山地域と

もに，ハザードマップ作製方法の大枠を構築することができた。また，様々なタイプの地すべり

において地震動，微動，間隙水圧等の観測を行い，地形や地すべりブロックの形状，地すべり

土塊の厚さや地下水位に起因する斜面の揺れ方を明らかにし，強震時の過剰間隙水圧の生成

や斜面の変形に関するデータを収集することに成功した（京都大学防災研究所［課題番号：

1912］）。 

 

（4）地震動即時評価手法の高度化 

緊急地震速報を高度化，高精度化するためには，観測点の密度を高くすることが解決方

法のひとつである。そこで，現状で最も高密度に配置されている自治体震度計のうち鳥取

県の震度観測ネットワークを対象に１秒パケットで最大加速度およびその時点の震度情報

を配信できるようにシステム更新をおこない，そのデータにPLUM法を適用し，準リアルタ

イムに県内震度分布の推移を表示するシステムを作成した。さらに，震度の距離減衰の考

慮，予測する１kmメッシュ点の全てを２次震源とする波動伝播の導入，Ｐ波振幅より震度

を予測する手法の追加，により迅速かつ精度の高い準リアルタイム震度分布の予測を可能

とした（図4）。（鳥取大学工学研究科［課題番号：2001］）  

 

（5）津波即時評価手法の高度化 

リアルタイム浸水予測手法(NearTIF)の高度化を実施し，W-phaseインバージョンに加えて

GNSSデータを利用した RAPIDや津波波形データを利用した tFISHデータから得られる津波波源

モデルに対する有効性を示した。新たに，震源直上の海底圧力波形を用いたデータ同化手法を

開発し，30km間隔で観測が実施された場合，地震の情報が無くても，データ同化により数分で

津波波動場を予測できることを示した。この手法と上記NearTIFを組み合わせて2011年東北地

方太平洋沖地震津波に適応し，10分以内に高精度な浸水予測までを可能とする手法開発に成

功した。さらに，複雑な津波数値計算などを実施することなく， S-Netの観測圧力波形 (500

秒以内)の処理のみで津波波源域(隆起域)とそれを発生させた地震の規模を推定する手法を

開発し，1952年および1968年十勝沖地震の津波に適応し有効性を確認した（図5）。なお，ケ

ーブル式津波観測網が無い地域を対象に，W-phaseインバージョン結果に深さ依存の剛性率を

加えることで適切な断層モデルを推定する手法を開発し，1992年ニカラグア津波地震を含む全
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ての地震の津波波高及び津波浸水域を高精度で予測可能であることを示した。（北海道大学［課

題番号：1005］） 

 

（6）地殻変動即時評価手法の高度化 

地震規模を即時的に推定するための技術開発として，GNSS 搬送波位相データから断層す

べりを直接推定する手法を用いた地震時すべり推定の高度化を行い，2016年熊本地震  や

2011年東北沖地震の最大余震である茨城沖地震等で実用性を示した。また，リアルタイム

に推定される断層すべりの不確実性を定量評価するための手法開発を行い，一枚矩形断層

におけるMCMCを用いたアルゴリズムの開発を行った。これは改良を加えた形で2019年2月段

階で国土地理院に技術移転され，今後の活用が期待される。また，リアルタイム用途を念頭

に同手法のすべり分布への拡張を行ない（図６），国土地理院と共同で開発しているリアル

タイム地殻変動監視システム(REGARD)の高度化に貢献した。さらに，REGARD 等の結果を津

波浸水推定に活用するための技術開発を進め，内閣府の総合防災情報システムの機能の1つ

に実装された。（東北大学［課題番号：1209］） 

 

（7）火山灰拡散即時予測手法の高度化 

XバンドMPレーダーによって，霧島新燃岳，桜島，口永良部島，諏訪之瀬島の噴火に伴う

噴煙の高度等の外形情報，噴煙柱形成，移流・拡散過程を把握することができた。特に，冠

雲によって噴煙が目視できない時でも，レーダーにより噴煙を可視化でき，気象条件に関わ

わずその有効性が示された（図７）。桜島の噴火については，観測された反射強度の空間分

布と地上降灰量を対比し，反射強度と火山灰量の間の経験式を構築した。ライダー観測に

より，噴火発生時に加え静穏時でも微小な火山灰粒子を含む白煙が放出されていることを

確認し，偏光解消度により粒子の形状が推測可能であることを示した。さらに，火山噴火の

噴煙により，GNSSによる搬送位相遅延量とSNRに顕著な変化があることが桜島，阿蘇山の噴

火で確認され，衛星−受信機を結ぶ異常伝搬経路の交線から噴煙高度を推定することができ

た。降下火山灰シミュレーションによって得られる予測量が観測データと良好に対応する

ことを示し，噴火に伴う地震動振幅と地盤変動の線形結合から火山灰放出率と噴煙高度を

決定し，それを入力条件とする火山灰拡散予測シミュレーションを実装した。（京都大学防

災研究所［課題番号：1913］） 

 

３．平成 30 年度の成果概要 

（1）地震・火山噴火の災害誘因の事前評価手法の高度化 

ア．地震動の事前評価 

○震源モデルの高度化 

2016 年 10 月 21 日に発生した鳥取県中部の地震(M JMA  6.6)について，いくつかの観測点で

は２つの波群が確認されているため，経験的グリーン関数法により２つの SMGA からなる強

震動震源モデルを推定した。２つ目の SMGA2 の破壊開始点は SMGA1 の破壊開始点より北北

西に 7.5km，また傾斜方向には５km 浅い位置で，4.4 秒後に破壊したと推定された。SMGA1

お よ び ２の設定位置に近い余震記録を経験的グリーン関数として波形フィッティングを行 っ

た結果，SMGA1 のサイズは 6×6km 2， SMGA2 のサイズは 4.8×4.8km2と求められ，破壊はど
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ちらも深い方から浅い方へ進展した。応力降下量は両 SMGA とも約７MPa と同様の地殻内地

震のそれに比してやや小さい値に求まっている。波形インバージョン結果によるすべり分布と

比較すると，SMGA1 はすべりの大きい領域に対応する一方，SMGA2 の位置は波形インバージ

ョンによるすべりの大きい位置とはやや異なる位置に求まっていることがわかった。  

2018 年６月 18 日に大阪府北部で発生した地震(M JMA 6.1)の震源過程を強震記録の波形イン

バージョン解析(対象周波数帯域 0.1〜2Hz)により推定した（図８）。ほぼ南北走向の逆断

層 (断層１ )と北東 -南西走向の右横ずれ断層 (断層２ )の２つの震源断層が関わっていること

が明らかとなった。なお，余震のメカニズム解析から推定した応力場は σ 2 と σ 3 がほぼ等

しいことが分かっており，この地域では逆断層型，右横ずれ型の両方の地震が起こりえる環

境にあり，本震の破壊過程とも矛盾しない。この地震の破壊は，最初に断層１で始まり，

約 0.3 秒後に断層２の破壊が始まり，その破壊は南西の浅い側に向かって進展した。断層

１および２はいずれも４〜５ km 四方の震源断層であり，主たるすべりは深さ 10〜13km の範

囲に集中し，震源断層の破壊は地表には到達していない。断層２は有馬-高槻構造線断層

帯の２〜３km 南に位置する伏在断層の一部(伊丹断層の東部延長)と考えられ，今回の地

震の破壊域の西端は 1987 年８月 21 日の右横ずれ型の地震(M JMA 4.2)の余震域の東端に対応

しており，一連の地震活動と考えられる。（京都大学防災研究所［課題番号：1903］，浅

野・他, 2018, Asano et al., 2018，岩田・浅野, 2018，岩田・他, 2018(1); 永井・他, 

2018(1, 2, 3)）  

 

○地下構造モデルの高度化 

大阪平野とその周辺の速度構造モデルを検証するため，2018 年６月大阪府北部の地震を

対象に地震動シミュレーションを行った。用いた３次元速度構造モデルは大阪盆地モデルと

奈良盆地モデル(関口・他，2019)であり，後者は平成 29 年度の本研究で作成したものであ

る。震源モデルには，前述の研究によるもの(Asano et al., 2018)を用いた。地震動シミュ

レーションは，震源モデルと大阪堆積盆地の 3 次元速度構造モデルを与えて３次元差分法に

より周波数２Hz までの計算を行い，さらに沖積層等からなる浅部の地震動応答を浅層地盤構

造モデルを用いて等価線形化法により計算した（図１）。計算された地震動最大速度分布では，

震央からみて南西〜西方向に相対的に大きい値が広がった。これは北東南西走向の横ずれ断

層のメカニズムに対応する  S 波のラディエーションパターンと破壊伝播の影響がに大阪堆積

盆地による地震動の増幅効果が加わって形成されたと解釈できる。また，大阪盆地北縁部や

上町断層帯北部の佛念寺山断層の西側に沿って帯状に最大速度が大きい地域が見られた。

こ れ は ，基盤深さの急変により地震波の波面が大きく曲げられ， 波 のエネルギーに集中が起

きたことによると考えられる。このような分布形状は大局的には観測値の分布と整合して

いる。計算波動場には，直達波の後に堆積盆地基盤面と地表との間の多重反射波 (例えば，

岩田・他， 2018)や盆地端部および平野下に伏在する活断層による基盤の段差構造から発生し

た表面波など後続波の発生が見られ，場所によっては直達 S 波より大きな振幅を生じている。

大阪平野内の地震観測点の観測波形と後続波の到来はよく対応しており，速度構造モデル

は表面波の形成・伝播などの盆地の応答はおよそ再現できていると考えられる。一方，計算

地震動の振幅は観測に比べ全体的に小さく，また盆地端部近くの観測点には波形の再現がよ

くない点があり，構造急変地域でのモデル更新が課題としてあげられる。（京都大学防災研究
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所［課題番号：1911］，岩田・他, 2018(2)；関口・他, 2018；関口・他, 2019(1, 2)） 

秋田県横手盆地において常時微動単点およびアレイ観測を実施し，地盤構造モデルを

作成した。それを用いて，横手盆地東縁断層北部が活動したとし 1896 年陸羽地震の強震

動シミュレーションを実施し，J-SHIS モデルとの比較をおこなった（図９）。その結果，

同地域で基盤が深くなっていることが陸羽地震の被害域が南に延びた主要因であることが

分かった。（拠点間連携研究［課題番号：2953］，佐藤・他, 2018；佐藤・他, 2019） 

2011 年東北地方太平洋沖地震の際に周期１-３秒の大きな地震動が観測された東京湾西

岸部と小田原地域を対象に，J-SHIS モデル，微動探査結果などを対象に浅部深部統合初

期モデルを作成し，１次元重複反射を仮定したハイブリッドヒューリステック法による地

盤増幅特性の逆解析によって，Ｓ波速度およびＱ値を同定した（図 10）。2018 年北海道胆

振東部地震の被災域への適用のため，微動探査を実施している。（拠点間連携研究［課題

番号：2955］，津野・他, 2019） 

同じ土質試験結果を対象としても，解析パラメータ設定のばらつきにより，技術者毎

に解析結果に大きな違いが生じる場合があることを確認した。また，２次元有効応力解析

FLIP を用いて，強震動下の液状化地盤応答を検討した。地盤増幅率と周期比（地盤と入力

地震動）の関係では，入力波が増加すると地盤増幅率の変動幅が小さくなる傾向を示した。

なお，一般的な液状化指数(PL)では明瞭な傾向が見えなかったが，有効応力減少比を用い

て過剰間隙水圧を直接考慮できる液状化危険度指数(LRI)が大きくなるとき，地盤増幅率

の変動幅が有意に小さくなることが分かった（図 11）。（拠点間連携研究［課題番号：2990］，

地元・他, 2019；一井・他, 2019；田中・他, 2019） 

 

○強震動評価の高度化 

2019 年１月３日に発生した熊本県熊本地方の地震(M5.1)は，震源が浅い(気象庁暫定値 

10 km) 横ずれ型のメカニズムを持つものであった。この地震により熊本県和水町で震度６弱，

熊本市北区と熊本県玉東町で震度５弱を観測し，住宅の瓦のずれやガラスの破損，神社の石

灯籠などに被害が出た。和水町の震度計の波形記録を調べると， S 波に後続して表面波とみ

られる周期 0.5 秒程度の長い波群が確認された。速度応答スペクトルを求めると，周期 0.5

秒の狭い周期帯に 110 cm/sの強い速度応答が確認された(図 12)。この周期帯は計測震度を大

きくするが，木造家屋の倒壊を起こす周期帯 (１-２  秒 )より短いことから，被害が限定的

であった可能性がある。和水町では，2016 年４月 14 日の熊本地震前震(M6.5)と 4 月 16 日

の本震 (M7.3)でも震度６弱と５弱が観測されている。いずれの地震波形も同様の周期特性

を示しており，地盤の影響が考えられる。なお，熊本地震本震では，周期 0.5秒の強い応答

に加え周期１-２秒にもやや大きい(>40 cm/s)応答が見られた。これに対して，2019 年１

月の地震は M が小さく，震源スペクトルが長周期帯で弱かったものと考えられる。（東京大

学地震研究所［課題番号：1516］,古村, 2018；Furumura and Kennett, 2018；向井・他, 

2019） 

2011 年 東 北 地 方 太 平 洋 沖 地 震 に つ い て ， Kurahashi and Irikura(2013) に よ る

SMGA1(M7.55)からの地震動を，前弧および背弧側に分けて距離減衰式と比較し，PGA，PGV

とも過小評価となることを示した（図 13）。2003 年十勝沖地震についても同様であった。

2011 年東北地方太平洋沖地震によって各地で誘発された地震活動変化について既往研究
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を交えながら概観し，それらの地震活動変化を引き起こした要因について整理した。（拠点

間連携研究［課題番号：2991］，Ishibe at al., 2018；木内・他, 2019） 

災害リスク評価のばらつきを理解するため，震源モデル(６通り)，強震動予測モデル(５

通り)，表層地盤増幅率(３通り)，これらに倒壊率を組み合わせて，評価結果のばらつきを

容易に理解することが可能な表示システムの構築を行った。また，ばらつきのある災害リ

スク評価結果を防災計画の策定に活用するという観点から，命を守る，財産を守る，業務・

生活・地域を守る，という３つのレベルの達成目標に応じたハザードシナリオ選択の考え

方についての整理を行った。（拠点間連携研究［課題番号：2951］） 

 

イ．地震動による構造物被害の事前評価 

将来時点の予測をおこなうことを前提に，木造戸建住宅の棟数および築年数分布の将来

予測方法を検討した。高知県南国市を対象に，固定資産課税台帳から抽出されたデータを

用いて，築年数ごとの建物残存率を疑似的に推定した。これに加え，住民基本台帳から抽

出されたデータを用いて，建物用途種別，居住率，１棟あたりの平均居住世帯数の時系列

変化を分析した。これらに基づき，固定資産課税台帳から抽出されたデータを用いて将来

予測を行った（図 14）。（拠点間連携研究［課題番号：2952］，河野・西嶋, 2018） 

 

ウ．地震による地すべりの事前評価 

2008 年中国ブン川地震，2015 年ネパールゴルカ地震による斜面崩壊の分析を進めた結果，

谷の侵食加速による谷中谷に数多くの崩壊が集中していることが明らかになった。我が国でも

特に西南日本外帯には谷中谷が広く分布していることが判明しつつあり，特に南海トラフ地震

時に要注意であることが明らかとなった。2018年北海道胆振東部地震によって発生した壊滅的

な地すべりでは，強風化軽石およびその直下の火山灰土にすべり面が生じた(図 15)。その他の

過去の事例も踏まえると，降下火砕物斜面の地震時地すべりのすべり面形成層準として，風化

した軽石とその近傍の地層が地震時地すべりに対して最も危険であることがわかった。 こ れ ら

の分布は，火山灰層序学的に調べることが可能である。 

谷埋め盛土において，事例収集できたPGAが200 galまでのイベントでは，PGA，PGV，AI(Arias 

Intensity)と間隙水圧の上昇量は高い正の相関を示すとともに，震動の周波数特性が異なり，

長周期 (＞１秒)成分を多く含んだイベントはPGVの大きさに比して間隙水圧の上昇量は小さ

かった(図16)。 

四国の大規模地すべり斜面における稠密な常時微動観測から，H/V スペクトルのピーク周

波数が空間的に連続性を持つことがわかり，その連続性が地表変位によって判別した地すべりブ

ロック分割とは異なることが明らかになった。平成30年大阪府北部の地震において，谷埋め盛

土における擁壁の変形メカニズムを明らかにするとともに，高い地下水位を持つ公園での地す

べり現象を調べた。また，平成30年北海道胆振東部地震において，札幌市および厚真町の谷

埋め盛土にて調査をおこない，旧谷筋周辺を２-３ｍ程度埋めた盛土が地すべり状の変状を呈

したことを明らかにした。厚真町の大規模岩盤地すべりにおいては余震観測をおこない，特有

の周波数(２Hz)で長く震動することが分かった。（京都大学防災研究所［課題番号：1912］，

Chigira et al., 2018; 土井・他，2018；Doi et al., 2019; Ma et al.，2019 ; Tsou et 

al., 2018; Zhao et al., 2018） 
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斜面崩壊に伴う地震動の特徴を検討した（表１）。高周波卓越周波数はおおむね１-10Hz

程度で崩壊タイプに大きく依存しない。継続時間は概ね30〜200秒程度で，イベントの長さ

を反映していると考えられる。周期10秒以上の長周期信号は，崩壊域が数百ｍ四方にわた

り厚さ20ｍを超える大規模な地すべり性崩壊で確認されることが推察される。あわせて地

形がシミュレーションに及ぼす影響も評価している。（拠点間連携研究［課題番号：2994］，

土井・他，2018；Doi, 2018） 

 

エ．火山灰や溶岩噴出の事前評価 

大規模噴火を想定した JMA-RATM による降灰シミュレーションから降灰確率を求めた結

果，富士山で宝永規模の噴火が起きた場合に，都心で 10cm以上の降灰になる確率は 3.3％，

桜島で大正規模の噴火が起きた場合に鹿児島市街で１cm以上の降灰になる確率は7.8％と

試算された。（気象庁気象研究所［課題番号：7010］） 

 

（2）地震・火山噴火の災害誘因の即時予測手法の高度化 

ア．地震動の即時予測 

現在の緊急地震速報で用いられている“震源とマグニチュードの早期決定”という考

え方に加えて“揺れから揺れを予測する”という考え方で研究を進めている。平成 30 年

度は地震波の散乱や減衰構造の精緻化，PLUM 法の高度化，地盤増幅特性の適正化に取り

組んだ。これにより，これまで以上の精度や堅牢性・迅速性が得られ，速度構造，散乱・減

衰構造をとり入れることで，さらに早い段階で精度よく予測できることが分かった。また，

強震入力時の海底地震計の挙動とその対策や，地震動の伝播方向をリアルタイムで推定す

ることの考察を進めた。“揺れから揺れを予測する”という考え方は，長周期地震動に対

しても十分に適用できることが示された。（気象庁気象研究所［課題番号：7008］，Kodera, 

2018；Kodera et al., 2018; Ogiso et al., 2018） 

上記研究のように揺れの実況分布から揺れの伝播を予測するには，観測点密度が重要な

ため，気象庁観測点よりも高密度で配置されている自治体震度計の利活用を目指した検討

を行っている。鳥取県管理の計測震度計34点からの１秒パケットのリアルタイム震度と最

大加速度値を，鳥取県情報ハイウェイを介して継続受信し，気象庁緊急地震速報で導入さ

れるPLUM法を用いたリアルタイム震度の表示システムを昨年度に試作した。今年度は，こ

れにPLUM法では考慮されていない距離減衰を導入し，また１kmメッシュとした予測点全て

を２次震源とする波動伝播を考慮した。さらに，Ｐ波を用いた震度予測の概念の導入も試

みた。これらを2016年10月21日に発生した鳥取県中部の地震のリアルタイム震度を模擬し

たデータに適用したところ，より早く，かつ精度良く震度分布の予測が可能となった（図

４）。 

震度計観測点における震度情報から周辺の非観測点での震度を予測することを想定し，

常時微動を用いた地盤震動特性の稠密把握および地下構造モデルの構築を実施した。今年

度は，既往観測点分布が粗な地域のうち，北栄町，倉吉市関金地区，および智頭町を対象

とし，既往データを補間した卓越周期分布および浅層地下構造モデルを得ることができた。

2016年10月21に発生した鳥取県中部の地震（M6.6）の被災域および2000年鳥取県西部地震

の境港市では，常時微動を用いた地盤卓越周期や地下構造モデルでは説明できない強震動
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が観測された。これらは非線形地盤応答による卓越周期の長周期化や短周期地震動の減衰

による影響考えられ，これらの観測点における非線形地盤応答の実態について検討をおこ

なった。（鳥取大学工学研究科［課題番号：2001］，香川, 2018(1,2), 2019；香川・野口, 2018；

香川・他(2018)；神定・他, 2018；神定・他, 2019；西村・他(2018)；野口・他，2018(1, 

2, 3),；吉田・他, 2018） 

大地震の際に平野で発生する長周期地震動の即時予測の実現に向けた，高速計算環境に

よる観測データと高速シミュレーション同化の実現可能性を数値実験により評価した。データ

同化手法は，震度の即時予測(Hoshiba and Aoki, 2015)や津波の即時予測(例えば，Maeda 

et al., 2015)で広く活用されている最適内挿法を用いた。 2007 年新潟県中越沖地震

(Mw6.6)の強震観測データ同化と予測では，評価領域を 480km×480km×55km とし，J-SHIS

地下構造モデルを 0.24km の格子間隔で離散化して３次元差分法計算により長周期(> 2.7 秒)

地震動を計算した。データ同化は，領域内の 482点の K-NET，KiK-net強震観測データを用い

て行い，地震発生から 30，50，70，および 90 秒までデータ同化を行った後に，高速計算に

より未来(地震発生から 160 秒後)の長周期地震動を予測した。予測精度と猶予時間にはトレ

ードオフがあるが，データ同化が進むにつれ長周期地震動の振幅と継続時間が良く予測できる

ことが確認された。データ同化完了後に 100 秒後の波動場の予測に要する時間は，東大と筑

波大が共同運用する Oakforest-PACS 計算機の並列計算(2048CPU)で 12.4 秒であった。これ

は長周期地震動の伝播にかかる実時間よりずっと短く，観測データの取得に合わせて即時予

測を繰り返し進め，予測精度を高めることが可能である。 2011 年東北地方太平洋沖地震へ

の適用例を図 2 に示した。近年の海域強震観測網(DONET， S-NET)の整備により震源域近傍

でのデータ同 化 が 可 能 と な り ，より猶予時間のある即時予測が 可能になると期待できる。

（東京大学地震研究所［課題番号：1516］, Furumura et al., 2019） 

利用者が多い大規模建物や災害拠点となる施設を対象として，固有周期や立地条件が異

なる個別の建物の，建物入力地震動のリアルタイム分類，揺れ継続時間の予測，に取り組

んだ。地震の位置・規模・メカニスズムの即時決定システム(GRiD MT)を利用し，地震発生直

後に災害拠点などで震源情報を有効利用する方法について議論した。これらを直接建物の被

害把握などに用いることはできないが，災害拠点となる建物においては，中長期的に避難

準備や避難継続の判断，あるいは地域レべルでの復興支援体制の構築を考える上で，震源に

関する情報を随時提供することは有意義と考えられる。建物利用者の心理的不安軽減を図るお

よび地震収束後の復旧・退避行動の 迅速化には，揺れの大小のみならず，揺れ継続時間の情

報が必要である。震源特性・震源距離・地盤特性をパラメータとした，敷地地盤の影響等を

含む建物振動特性を考慮した揺れ継続時間を分析した。図17は398地震の観測記録に対して，

建物の基礎および上部階で得られた揺れ継続時間を示している。 マグニチュードが大きく

なるにつれて揺れ継続時間の中央値は大きくなる。 また，建物の上部階の方が，基礎よりも

継続時間が長くなる傾向が見られる。 

（拠点間連携研究［課題番号：2958］） 

 

イ．津波の即時予測 

日本海溝・千島海溝に沿って150の津波計(圧力計)と地震計がケーブル式ネットワークシ

ステム(S-Net)として設置された。昨年度は，地震発生後500秒の圧力観測波形の形状のみ
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を利用して海溝型巨大地震による津波発生域(隆起域)を推定する手法を開発した。今年度

は ，推定された津波発生域の大きさから巨大地震の規模を推定する手法を開発した。まず過 去

に提案された４つのスケーリング則 (宇津・関  (1955), Wells and Coppersmith(1994)，

Somerville et al.(1999)，Blaser et al.(2010))に従って，Mw8.0，8.2，8.4，8.6，8.8の

それぞれに対する断層モデルを千島海溝沿いにまんべんなく配置し， S-Net観測点で観測圧力

波形を数値計算により作成した(図５)。それらの想定観測波形から，昨年度開発した手法

により津波発生域を推定した(図５)。その津波発生域の面積を計算し，それらの対数をMwに

対してプロットする(図18)。津波発生域の面積の対数とMwの関係を線形で近似するとともに，

その誤差 (標準偏差  Mw0.08)を推定した。この結果を用いれば津波を発生させた地震の規模を

推定することができる。今回開発された手法を1952年十勝沖地震と1968年十勝沖地震の津波

に適用し，その有効性を確かめた。1952 年十勝沖地震についてはHirata et al.(2003)，

1968年十勝沖地震についてはSatake (1989)のすべり量分布からS-Net観測点での海底圧力波

形を計算した。それらの観測波形から津波発生域を本研究で開発された手法を用いて推定し，

地震の規模を推定した。その結果，図18に示すように津波発生域は高精度で推定され，1952

年十勝沖地震の規模は Mw8.2±0.08，1968年十勝沖地震の規模はMw7.9±0.08と精度良く推

定された。 

なお，上記のようなケーブル式津波観測網がない地域では，地震波形解析により適切な断層

モデルを推定する手法を開発する必要がある。特に津波地震に対応できる断層モデルを適切に

推定することが重要となる。昨年度は深さに依存する剛性率を仮定することにより，津波地

震による津波浸水予測にも対応できる手法を開発した。今年度は上記手法をインドネシアのス

マトラ島沿岸では発 生 し た 2007年 Bengkuru巨 大 地 震 (Mw8.4)と 2010年 Mentawai津 波 地 震

(Mw7.8)に適用した(図 19)。典型的な巨大地震である Bengkuru地震の津波も，津波地震であ

った Mentawai地震も，津波を上手く予測できることが分かった。さらに， 1992年ニカラグア

地震については，Gusman et al.(2014)の手法(NearTIF)を用いて津波浸水の即時予測が高精

度で可能であることを示した。（北海道大学［課題番号：1005］，Inoue et al., 2018. Ratnasari 

et al, 2018(1, 2); Tanioka, 2018; Tanioka and Gusman, 2018; Tanioka et al., 2018(1-4)） 

沖合で観測された津波波形の逆解析に基づく津波の即時予測手法システムについて，海

底水圧データに記録される津波成分とノイズ成分を波形逆解析において同時推定して分離

できるように改良した。また，予測精度をリアルタイムに評価する指標を検討し，概ね適切

に評価できることを確認した。津波の減衰過程の予測のため，昨年度の南米沖に加え，ニュ

ーギニア島からサモア諸島にかけて発生した地震に伴う遠地津波の減衰過程の特徴につい

て調査を行い，減衰過程における振幅がマグニチュードと関係していることを明らかにし

た。リアルタイム GNSS 測地データ解析によって推定される震源断層解との統合，波源の

広がりの小さな津波に対応するための段階的処理手法の導入等，手法の改良を行ったこと

に加え，波源推定に基づかない予測手法について，データ同化による津波面的把握とそれを

用いた津波予測について検討し，マグニチュード８クラスの波源の広がりが大きい津波に対

しては概ね適切な予測ができることを確認した。遠地津波の継続時間の予測手法について，

沿岸津波観測データの移動自乗平均振幅の成長・減衰過程を数理モデルで表 現 し ，地震のマグ

ニチュードとの関係を明らかにすることで，継続時間の予測可能性を示した。（気象庁気象研

究所［課題番号：7011］） 
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遠地実体波のスペクトル解析から得たスロー地震タイプの津波地震のスペクトルレベル

をもつ近地の地震波形を理論波形として合成し，それらの津波地震に対する気象庁マグニ

チュード等の値を推定した。その結果，気象庁マグニチュードでは津波地震に対して１以上

の過小評価の可能性があることを明らかにした。解析結果の公表までに時間を要していた遠

地実体波震源過程解析の迅速化のため，サンプリング間隔・基底関数の数等を最適化し，比

較的短い処理時間で安定して解が得られるよう処理の自動化を図った。（気象庁［課題番

号：7009］，安藤, 2018; Tamaribuchi, 2018; Tamaribuchi et al., 2018; 溜渕, 2017） 

津波生成磁場に関して，Tyler(2005)による２次元線形長波津波モデルによる津波生成磁

場の解析解の改良を試みた。Tyler(2005) の解は津波ダイナモ効果を引き起こす背景主磁

場をＺ成分のみとして求めたが，本研究では水平成分の効果も考慮した。新しい解は，鉛直

分力が非常に小さくなる磁気赤道付近でも津波生成磁場を検出する可能性を示唆するものと

考えられる。（気象庁［課題番号：7007］） 

 

ウ．地殻変動のリアルタイムモニタと震源断層の即時推定 

平成28年度，29年度と開発を継続してきた，GNSS搬送波位相データから断層すべりを直接

推定する手法の高度化について，海溝型地震に対して同手法を適用し，その性能評価を行

った。また，平成29年度より開発を開始したリアルタイムGNSSデータによって推定される

震源断層即時推定における不確定性の定量的評価の高度化については，すべり分布推定へ

の拡張を行った。 GNSS搬送波位相データから断層すべりを直接推定する手法  (Phase To 

Slip，以下 PTS と表記)を用いて，海溝型巨大地震の地震時すべり分布推定を試みた。  

2011年３月11日14時46分に発生した東北地方太平洋沖地震では非常に活発な余震活動が

見られ，本震発生から1時間のあいだにM7級の大きな余震が３つ相次いで発生した。このう

ち，本震から約30分後の15時15分に茨城県沖で発生したMw7.8の地震(以降，茨城沖地震) に

対してPTSを適用した。解析では震央から半径100kmにある40点のGEONET点で記録された搬

送波データを使用した。解析においては， GNSS衛星の軌道暦として International GNSS 

Serviceが提供する精密暦 (最終暦)と，GNSS衛星から直接送信される放送暦の両者を比較

のために用いた。茨城沖地震は，プレート境界で発生した地震であるため，プレート境界

面を仮定し，そこに矩形断層を配置することで断層面とした。具体的にはプレート境界等

深線に沿って，震央を中心に288枚の矩形断層を仮定した。図20にPTSによって推定された

茨城沖地震のすべり分布の結果を示す。地震時すべり量は地震発生時刻の15分前から５分

前の10分間の平均をその値とした。精密暦・放送暦の場合でほぼ同様の結果となった。ま

た，全体的に放送暦の方がわずかに大きいすべりが推定された。両者によるすべり量の差異

は断層面全体の平均で５cmとなった。最大のすべりは震央からおよそ40km海溝軸寄りの位置

で推定され，1.9〜2.0mとなった。平均すべりは0.6〜0.7mで，Mw7.8相当である。すべりの

方向は大部分の断層面でほぼ純粋な逆断層性を示している。これら得られた結果は，  例え

ば強震データから推定されたすべり分布 (Honda et al., 2013)とも概ね調和的であり，PTS

が海溝型巨大地震に対しても有効であることが明らかになった。また，IGS精密暦と放送暦の

両者がよく一致する結果を示したことは，外部情報に依拠しない地震時すべり分布推定が可

能であることを改めて示唆する結果と考えることができる。一方，PTSで推定されたすべり

時系列は地震に伴うステップ状の断層すべりは明瞭に捉えているものの，それ以外の時間
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帯域における安定性は低い.また計算に要する時間もまだ短縮の必要があり，今後も継続し

た技術開発が必要と考えられる。 

リアルタイムGNSSデータによって推定される震源断層即時推定における不確定性を定量

的に評価することを目標として，マルコフ連鎖モンテカルロ法(Markov Chain Monte Carlo 

methods: 以下，MCMC)を用いた震源断層推定の不確実性定量評価の高度化を進めた。具体

的には，より複雑な断層破壊を表現するために，プレート境界におけるすべり分布推定誤

差の定量評価を試みた。すべり分布を推定するためにはプレート境界面上を小断層に分割す

る必要があるが，多数の小断層上でのすべりをそのままMCMCによって推定しようとすると，

解の収束に膨大な時間を要し，リアルタイム用途には適さないことが明らかになった。その

ため，解析を複数ステージに分割し，ステージが進行するに従ってすべり量が多い領域のみ

徐々に小断層のサイズを小さくすることで，すべり量が少ない部分への計算コストを下げる

四分木アルゴリズムを開発した。適用事例は2011年東北地方太平洋沖地震であり，地震後600

秒後時点のキネマティックPPP解析の結果をデータとして用いた。ステージは全部で４つと

し，１，２ステージでは断層面は８枚と31枚に設定し，その後のステージ３および４では，

直前のステージ2もしくは４で，モーメント解放量が全体の上位80%を占める小断層のみを

細分化した。これによって，MCMCによるすべり量推定を大幅に効率化することに成功し，

観測点267点，サンプル数が3.1×106の場合で900秒程度で計算を終えることができるようにな

った。各ステージ毎の，各小断層毎に得られる事後確率分布(PDF)の中央値によるすべり分

布を図６に示した。ステージが進むに従い，すべり量が細分化されていく様子が明瞭に分か

る。今後は，このように得られた断層すべりの不確実性をどのように活用していくかの検

討が必要である。（東北大学［課題番号1209］，Kawamoto at al., 2018; Musa et al., 2018; 

大野・太田, 2018; Ohta et al., 2018；Tanaka et al., 2019） 

相対測位による  GEONET リアルタイム解析から得られる日本全国のリアルタイム地殻変動

データを用いて地震発生時に矩形断層モデル及びプレート境界面上のすべり分布を即時推定

する技術の開発を行い，電子基準点リアルタイム解析システムに実装した。加えて，電子

基準点リアルタイム解析システムにおいて，相対測位法に加え，固定点が不要なため震源断

層モデルが安定的に推定できると見込まれる精密単独測位法を試験的に導入した。さらに，

観測点周辺の地物からのマルチパス誤差を定量的に評価する手法を開発し，これを補正値

としてキネマティック GNSS 解析に用いることで，精度の向上が見込めることを確認した。

(国土地理院［課題番号：6004］，Kawamoto et al., 2018） 

 

エ．火山灰や溶岩噴出の即時予測 

2009年以降，ブルカノ式噴火の発生頻度がきわめて高い桜島を対象に，噴火に伴う噴煙の早

期検知と粒子密度の推定を目的とした地上観測を実施した。地上からのリモートセンシング観

測で用いた手法はGNSS，XバンドMPレーダー，ライダーであり，この順に波長が短くなる。 2015

年後半以降，桜島の噴火活動は低レベルで，2017年および2018年の爆発回数は76回及び254回

であり，1000回近い爆発が発生した2010年〜2015年の1/5程度である。2017年10月までは昭和

火口において噴火が発生したが，2017年11月以降は南岳のB火口において噴火が発生し，昭和

火口の噴火活動は概ね停止した状態にある。 

XバンドMPレーダーによる噴煙観測を霧島，桜島，薩摩硫黄島，口永良部島，諏訪之瀬島
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において継続した。このうち2018年において噴火が発生したのは，霧島新燃岳，桜島，口永

良 部 島 ，諏訪之瀬島であり，いずれの火山においてもレーダーにより噴煙を検出できた。 図 7

に 2018年 12月 18日に口永良部島で発生した噴火のレーダー画像を示した。噴煙に対応する強

い散乱体が火口上の4500m程度上空まで確認できる。噴火発生時は，口永良部島新岳の火口上低

い高度に雲があり，目視観測では噴煙の最高到達高度は確認できないが，XバンドMPレーダーを

使用することにより，冠雲時でも噴煙を可視化できることを示すことができた。 

火山灰拡散シミュレーションには多くのコードがあるが，大気中浮遊または降下火山灰を

量的に自動的に予測するものは無い。火山灰粒子の移流を決める風の場は，気象庁により

予測公開されているが，噴出した火山灰量を即時的に評価するシステムが無いためである。ま

た，噴煙高度についても上述したように常に目視観測が可能な訳ではない。Iguchi(2016) は火

山噴火に伴う地震動の振幅と地盤変動から評価される圧力源の体積変化量の線形結合から火山

灰放出量を評価する手法を開発した。この手法により火山灰放出率をリアルタイムで評 価 し ，

経験的に導出された噴出率と噴煙高度の経験式を用いて即時的に火山灰の拡散および降下量を

予測することが可能となる。京都大学及び 筑波大学のサーバーに火山灰予測を実装した。火

山灰拡散予測の結果を図21に示す。火山灰の拡散方向は概ね一致している。降下火山灰量

についても，２kg/m 3に達する桜島南西部の降灰量を予測できた。 （京都大学防災研究所［課

題番号：1913］，中道・他, 2018；Tanaka and Iguchi, 2019） 

気象研究所で開発した気象レーダー観測網を用いた噴煙高度の確率的推定手法を用いて，

霧島山(新燃岳)(2017〜2018年)，草津白根山(本白根山)(2018年)，口永良部島(2019年)の

噴火事例を解析した。航空路火山灰情報(VAA)業務で作成している現業者による火山灰雲の

解析結果を火山灰データ同化システム(プロトタイプ)に取り込めるよう機能を拡張した。

これにより多くの事例で火山灰雲領域の過大予測が抑制され，予測精度が改善された。（気

象庁気象研究所［課題番号：7010］，石井・他, 2018(1, 2); Sato et al, 2018; 佐藤・他, 

2018(1-4); 新堀・他，2018） 

 

４．今後の展望 

５ヶ年の研究計画における最終年として，それぞれの研究課題において既往研究成果

の高度化が進み，また新たな取り組みに関して成果が継続して蓄積されており，地震・火

山噴火の災害誘因の事前評価や即時推定における実務での活用が試みられている。これを

承け，さらなる高度化に向けて継続的な第二次の検討を継続実施する。その際，これら事

前・即時予測に関する情報を効果的に社会に伝達し減災に繋げるため，社会科学と連携し

た検討を引き続きおこない，社会から個人に至る行動を災害の軽減に向けて集約する手法

を模索し続ける。 
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図１. 2018年６月18日大阪府北部の地震（M JMA 6.1）による大阪平野-奈良盆地の地震動シミ

ュレーション（京都大学防災研究所［課題番号：1903, 1911］） 

 

 

図２. 2011年東北地方太平洋沖地震のデータ同化によるシミュレーション 

（東京大学地震研究所［課題番号：1516］） 
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図３. 火山地域(上)および非火山地域(下) の地震時崩壊の分布と種類 

 

 

 

図４. 鳥取県震度ネットワークを用いた2016年鳥取県中部の地震の事後評価：緊急地震速

報第１報が出された時刻における予測震度分布（鳥取大学工学研究科［課題番号：2001］） 

2016 年熊本地震  

2018 年胆振東部地震  
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図５. S-NET 観測波形から直接波源を推定する手法：数値計算による津波圧力波形を波源

との位置関係で分類し，観測された波形から津波波源を推定（北海道大学［課題番号：1005］） 

 

 

図６. 四分木アルゴリズムによるすべり分布推定：断層面が細分化され不確実性をリアル

タイム把握できる可能性がある（東北大学［課題番号：1209］） 
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図７. XバンドMPレーダーにより検知された2018年12月の口永良部島噴火の噴煙 

（京都大学防災研究所［課題番号：1913］） 

 

 

 

図８. 強震記録を用いた2018年６月18日大阪府北部の地震（M JMA 6.1）の震源過程の推定 

（京都大学防災研究所［課題番号：1911］） 
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図９. 横手盆地の地下構造モデルと1896年陸羽地震の強震動シミュレーション 

（拠点間連携研究［課題番号：2953］） 

 

 

図10.  東京湾西岸部(UK1222) の１次元浅部深部統合地盤モデルとサイト特性の比較 

（拠点間連携研究［課題番号：2955］） 
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図11. 地盤増幅率（縦軸）と周期比（横軸：Tg(地盤)とTb(入力地震動)の固有周期）の関

係：左は入力加速度で，右は液状化危険度指数(LRI)で分類（拠点間連携研究［課題番号：

2990］） 

 
 

 
図12. 2019年１月３日熊本地方の地震(N5.1)の強震動（東京大学地震研究所［課題番号：

1516］） 
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図13. 2011年東北地方太平洋沖地震の強震動生成域(SMGA1)に対する距離減衰 

（拠点間連携研究［課題番号：2991］） 

 
 

 
図14. 将来時点での築年数(横軸)ごとの木造戸建住宅の棟数(縦軸)予測 

（拠点間連携研究［課題番号：2952］） 
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図15.  2018年北海道胆振地震によって発生した地すべりのすべり面の分布：すべり面は，樽

前火山から  9000年前に噴出した Ta-d軽石の最下部で強く風化した層に形成された場合

が多かった （京都大学防災研究所［課題番号：1912］） 

 

 

図16. 谷埋め盛り土内における過剰間隙水圧の大きさと (a)PGA，(b)PGVとの関係 

（京都大学防災研究所［課題番号：1912］） 
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表1. 谷埋め盛り土内における過剰間隙水圧の大きさと (a)PGA，(b)PGVとの関係 

（拠点間連携研究［課題番号：2994］） 

 

 

 

 

 

図17.  揺れ継続時間とマグニチュードの関係（拠点間連携研究［課題番号：2958］） 

 

  



- 243 - 
 

 

 

 

図18.  図５の手法で推定された津波波源域の面積とマグニチュードの関係(左)と

1952年および1968年十勝沖地震への適用例(右) （北海道大学［課題番号：1005］） 

 

 

 

図19.  S-NETのような観測点が無い場所の津波地震にも対応できるよう開発した津波即時

予測手法の 2007年 Bengkuru巨大地震 (Mw8.4)と 2010年 Mentawai津波地震(Mw7.8)へ

の適用：黒が調査，赤が計算（北海道大学［課題番号：1005］） 
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図 20.  PTS で推定されたすべり時系列をもとに描画した茨城沖地震のすべり分布 

 (a) 精密暦，(b) 放送暦を用いた場合（東北大学［課題番号：1209］） 

 

 

 

 
図 21.  桜島南岳において発生した爆発により放出された火山灰の拡散シミュレーショ

ン：(a)地震動と空気振動から算出された噴出率，(b)経験式を用いて噴出率から算

出された噴煙高度，(c)降下火山灰 量(等高線は，単位面積当たりの降灰量 g/m2 の

対数) （京都大学防災研究所［課題番号：1913］） 
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１（６）地震・火山災害 

            

                 「地震・火山災害」計画推進部会長 木村 玲欧 

                          （兵庫県立大学環境人間学部） 

                          副部会長 三宅 弘恵 

                          （東京大学大学院情報学環） 

 

地震・火山災害部会は，災害科学の確立に資するため「災害」現象の解明に焦点がおか

れた部会で，本計画『災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計画』において初め

て設置された部会である。防災・減災に対する社会の要請を意識しながら，理学，工学，

人文社会科学などの研究者が連携することによって，地震・火山噴火の災害事例の実証，

地震・火山噴火の災害発生機構の解明，地震・火山噴火の災害軽減のための情報の高度化，

研究者，技術者，防災業務・防災対応に携わる人材の育成などを目指した研究を行うもの

である。 

本研究計画を推進するにあたっては，地震・火山噴火などの自然現象に起因する災害誘

因（外力:Hanard）だけでなく，地形・地盤などの自然環境や人間の持つ特性や社会の仕組

みといった災害素因（脆弱性:Vulnerability）を解明することが必要である。災害は，災

害誘因と災害素因との関係のものにその大きさや特徴が決定すると考えられているからで

ある。 

本研究計画を災害科学の一部として捉えた場合，これまで実施してきた災害誘因として

の地震・火山噴火に関する研究に加えて，災害素因との関係を意識して研究計画を推進す

ることが必要となる。これは地震火山研究計画について災害誘因研究から災害素因研究へ

移行することを意図しているわけではなく，災害の軽減に貢献するための総合的な災害科

学の確立のためには，災害発生の要因である災害誘因・災害素因双方の解明が必要十分条

件であることを意図している。 

現時点における科学的研究成果を鑑みると，災害誘因については，自然現象そのものを

消滅させることは不可能なため，現象・被害・影響の発生機構の解明や予知・予測といっ

た現象の理解に基づく研究の重きが置かれている。また災害素因については，構造物・ラ

イフライン・情報システムなどのいわゆるハード面や，社会組織体制や人間行動などのい

わゆるソフト面から，発生する被害・影響を小さくする（被害抑止），そして防ぎきれず

に発生した被害・影響をそれ以上大きくさせない（被害軽減）ことを目的とした研究が行

われている。特に災害素因の研究について，防災研究もしくは，被害・影響の低減の観点

から減災研究とも言われている。これらの研究を総合的な災害科学研究として推進するた

めに，理学だけではなく，防災学・減災学に関連する建築学・土木工学・情報工学・農学

などをはじめとする工学，心理学・社会学・福祉学・歴史学・法学・経済学・地理学など

をはじめとする人文社会科学などの関連研究分野との連携を図りつつ，計画を推進するも

のである。 
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５年間の成果の概要と今後の展望 

 現行計画では，災害科学の確立に資するため「災害」現象の解明に焦点をあて，防災・

減災に対する社会の要請を意識しながら，全国の大学における理学，工学，人文社会科学

の研究者が連携することによって，地震・火山噴火の災害事例の実証，地震・火山噴火の

災害発生機構の解明，地震・火山噴火の災害軽減のための情報の高度化，研究者，技術者，

防災業務・防災対応に携わる人材の育成などを目指した研究を実施してきた。 

具体的には，地震・火山噴火の災害事例の研究において，近代観測開始以前の史料デー

タベースなどを通して被害地震における地震対応についての検討を行った。また，過去の

災害事例の状況をふまえた地震・火山噴火に係る知見の発信技術プロトタイプについて，

罹災証明書発行などの実際の災害対応をもとにモデル化を行ったり，2016 年熊本地震の

ような最新事例における人間のリスク認知のあり方について研究を行った。地震・火山噴

火の災害発生機構の解明においては，国内外の堆積平野・堆積盆地における強震記録デー

タベースの増強やサーバーによるデータ共有の開始，地下構造モデル化手法の適用妥当性

の実地検証を行った。また，噴火災害において前駆活動及び火山噴火推移の事象の発現に

沿った避難計画策定や，特に対策が未整備である「降灰被害」における事前広域避難につ

いて検討した。さらに，「脆弱性」の概念的整理についても，東日本大震災を事例とした

人文社会科学的検討を行った。地震・火山噴火の災害軽減のための情報の高度化について

は，北海道を事例に地理空間情報・GIS・衛星測位を統合的に活用した津波被害分析と避

難支援システムの構築・実証を行い，住民側の火山災害に対するリスク認知や情報ニーズ

についても社会調査などで明らかにした。研究者，技術者，防災業務・防災対応に携わる

人材の育成については，住民の地震リスク認知や専門家に対する信頼性についての検討お

よび，GUI に特化した準リアルタイム火山情報の配信システムの構築と実証が行われた。 

 今後は，本計画における研究成果で明らかになった知見をもとに，次期計画等において

更なる検証や発展的研究としての体系化・理論構築を図っていくことが重要である。具体

的には，地震・火山噴火の災害事例の研究においては，史料データベースや研究データベ

ースなどの資料に基づき，地震・津波・火山災害などの自然災害の災害事例について更に

収集を行い，当時の人々の対応や教訓，復興過程，災害研究の全体像などについて検討を

続け，複数災害間についても検討する。地震・火山噴火の災害発生機構の解明においては，

国内外の堆積平野・堆積盆地における強震記録データベースをもとに，地震災害誘因の自

然素因への作用の解明と地下構造モデル化手法の適用妥当性を検証することや，脆弱性概

念の検討についてはこれまでの研究によって明らかになった仮説の検討・検証を，量的調

査・質的調査の実施とともに人文社会科学的観点から検証する。地震・火山噴火の災害軽

減のための情報の高度化においては，準天頂衛星などによる衛星測位と地理空間情報およ

び GIS の統合的活用法を開発し，積雪寒冷地の地域特性を考慮した災害発生時の避難に

関する研究を行い，課題抽出と対策を提言することや，火山災害における住民の火山災害

情報の受けとり方について，火山間の比較などを通して総合的な検証をする。研究者，技

術者，防災業務・防災対応に携わる人材の育成については，住民の災害リスク認知や専門

家に対する信頼について調査分析を行い，火山情報の配信システムについて自治体等の活

用実績をもとに受信者側のニーズについての検証をすることが重要である。 

 



- 247 - 
 

平成30年度の成果の概要 

１．地震・火山噴火の災害誘因予測のための研究 

（１）地震・火山噴火の災害事例の研究 

 地震・火山噴火の災害事例の研究について，本年度は史料データベースを解析しながら，

1855年（安政２年）安政江戸地震に関する絵画史料からみた江戸市中の被災状況や，976年

（天延４年）京都・近江の地震における京都での被害要因について検討した。特に，安政

二年十月二日（1855 年11 月11 日）夜に発生し，関東地方南部に甚大な被害を及ぼした安

政江戸地震における江戸市中での被害と復興の様子を描いた絵巻として，薩摩の島津家に

伝来した「江戸大地震之図」（島津家文書，東京大学史料編纂所所蔵）に描かれた内容に

ついて，絵巻にある火災の場面は，薩摩藩芝屋敷の北に位置していた一町が全焼したもの

を描いたものと判断された。被災した屋敷や町などから特定の場所を描いていると判明し

たことで，絵巻における被災状況の描写の史料的価値が認められ，地震に起因しない火災

がたびたび起きていた江戸で，火災後に復興していく市中の様相を知るうえでもこの絵巻

が史料として活用できる可能性が示された。また，天延四年六月十八日（976年７月17日）

に発生して当時の京都とその周辺および近江国南西部に被害を与えた京都・近江の地震に

ついて，『日本紀略』の記述から，清水寺の堂宇の倒壊により僧侶と俗人が50人圧死した

様子がわかった。平安時代中期以降に観音信仰によって毎月十八日は観音の縁日であり，

清水寺の本堂は参詣の庶民で賑わい混雑していた中での本堂の倒壊のみで多数の圧死者が

発生したことがわかった（東京大学地震研究所[課題番号：1513])。 

 また過去の災害事例の状況をふまえた地震・火山噴火に係る知見の発信技術プロトタイ

プについての検討を実施した。特に，地震研究が社会要請に応えるためのチャレンジは「ゆ

れの情報をいかに被害軽減並びその後の復旧・復興の実現に還元するか」という点に着目

し，被災者生活再建支援業務の業務量と業務日数の見積もりについて，過去災害の実績値

の分析と将来の対応への見積もりシミュレーションを実施した。具体的には，2007年に発

生した新潟県中越沖地震の被災地である柏崎市，2016年に発生した熊本地震の被災地であ

る益城町，2018年大阪北部の地震の被災地である茨木市における罹災証明書の発行の日別

件数データについて，各自治体から提供を受けて分析をした。その結果，全体傾向として，

１）罹災証明書を発行し始めて３週間弱で発行件数は減少傾向に転じる，２）２ヶ月強で

再び増加傾向に転じ，４ヶ月を超えて収束に向かう，３）被害量に関わらず，上述の傾向

には同様のパターンが見られるという３点が明らかになった。また個別傾向で見ると，被

害量が小さい茨木市の方が最も発行が早く進んでおり，次に被害程度が大きかった益城町

が続いていた。これは東日本大震災以降「罹災証明書の交付時期が被災者の生活再建のス

ピードを左右する」という考えに基づき，被災自治体に発行を急がせる傾向があり，その

社会的要請に益城町が応えた結果であると推察できる。一方で，全体的に緩やかに発行件

数を伸ばした柏崎市の方が，発行件数の増減の幅が小さく，発行業務に焦点をあてると安

定した業務の推移となっていることがわかった。これらをもとに罹災証明書の発行パター

ンをモデル化するためにそれぞれの近似曲線を求めた。これらの研究成果を現在対応中の

被災自治体体制に対し発信することで，自治体は「今後の推移の読み解きから，生活再建

支援のための戦略的な行動変容」を期待することができる（表１）（図１）（新潟大学[課

題番号：2702])。 
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（２）地震・火山噴火の災害発生機構の解明 

 地震の災害発生機構の解明について，地震災害誘因の自然素因への作用の解明に向けた

研究と，地下構造モデル化手法の展開を継続した。また，当初計画通り国外の堆積平野・

堆積盆地における適用妥当性の実地検証をとりまとめた。具体的には，台湾・インド～ブ

ータン等のヒマラヤ前縁・アルジェリア等の国外の堆積平野・堆積盆地において，強震動

予測に活用できる地下構造モデルが得られていない場合，観測記録の水平動と上下動の比

率H/Vスペクトル比を用いた補正，震源近傍強震動パルス再現に必要な震源放射特性係数の

補正，経験的グリーン関数法の活用などの手法開発を行うと共に，過去の被害地震の強震

動評価を行った。その結果，国内で推進されている強震動評価よりも精度は劣るが，平均

値としては，各々の国で工学的に用いられている地震動予測式と調和的な時刻歴波形を再

現できることを確認した。これらの手法は，良質な地下構造モデルが構築されるまでの過

渡期に有効な計算手法として代替利用が可能である。また，平成26年度より継続的に整備

を行ってきた強震観測データベースの対外発表を行うと共に，トリガーデータのみならず

連続データも公開できるシステム構築に着手した（図２，図３）（東京大学地震研究所[課

題番号：1515])。 

 また，火山の災害発生機構の解明について，桜島火山の大規模噴火を想定した降灰リス

ク分析を，１)噴火シナリオと気象シナリオに応じた降灰分布の推定，２)その降灰量に応

じた影響度分析に分けて行った。降灰により災害が予測される分野の整理を行い，火山灰

の湿潤時における導電性やその重量，付着した火山ガス成分により，様々な社会システム

に影響を与えることを確認した。続いて，その中から，本研究における降灰リスク分析を

行う対象分野を，道路，航空，建物という３分野に設定し，それぞれの災害影響度を決定

づける閾値について検討した。1914年の大正噴火規模の噴煙を仮定し，3890日分の気象シ

ナリオに基づいて，降灰分布を計算し，降灰ハザードデータベースを構築した。降灰分布

の予測計算にはPUFF モデルによる火山灰輸送シミュレーションを用いた。また，そのデー

タベース内の降灰分布集合に対し，桜島上空の偏西風のよる影響の変化や，台風を含む強

い風速下等を条件に用いた降灰分布確率の算定により，桜島における大規模噴火時の降灰

分布について有意な傾向を見出した。算出した降灰分布とその確率分布を用いて，分析対

象項目とした道路，航空，建物の３分野における降灰リスクを分析した。航空分野におい

ては，国内の２０空港について定めた閾値ごとの降灰確率分布を算出し，そこから羽田空

港や新潟空港について，降灰を懸念すべき噴火時期を明らかにした。また，建物倒壊など

の降灰リスクを回避するために，要避難人口を求めた。日々変わる気象条件を考慮し，2017

年と2013年の２年間，計730日間における各日の要避難人口を求めた｡最大の要避難人口は

2017年においては８月23日の気象条件下であり，625,186 人，2013年においては９月16日

の635,171 人となった。また，いずれの年でも５月から10月までの平均要避難人口は10万

人を超え，避難実施の困難が予想されることがわかった（図４）（京都大学防災研究所[課

題番号：1914])。 

 また「脆弱性」という概念について，前年度に引き続き，東日本大震災の被災経験に基

づいて，コミュニティの災害脆弱性評価のための指標を量的および質的分析によって検討

した上で，南海トラフ地震の被災想定地域を対象に質的分析によってコミュニティ防災力

に関する検討を深めた。具体的には，１)空間（土地利用，土地条件，都市計画，都市機能
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など），２)防災意識・災害文化（災害の集合的記憶とその喚起装置，災害への備えなど），

３)社会的凝集性（地域住民組織，防災組織・NPOやその組織間関係，行政との協働など），

４)災害対策（防災施設等のハード対策と防災計画等のソフト対策）という脆弱性の構成要

素に関する作業仮説に基づいて調査研究を進めた。今年度は，宮城県の津波被災地5市5町

（石巻市，気仙沼市，名取市，東松島市，岩沼市，亘理町，山元町，七ケ浜町，女川町，

南三陸町）のコミュニティを対象にアンケート調査を実施した。特に，震災後の移転（空

間の変化）という生活環境条件の変化が，どのような変化をもたらしたかを分析したとこ

ろ，まず最初に挙げられるのは，)震災前と比較してコミュニティの生活条件が全体として

悪化しており，特に，買物の便，公共交通の便，雇用・生業条件に関してそうした傾向が

顕著であること，次いで，移転の有無によって生活環境の変化に有意差が生じており，移

転した地区でポジティブな変化とネガティブな変化がともに大きいこと，つまり，移転地

区間で生活環境条件が分極化する傾向が生じていることがわかった。以上の知見はいずれ

も，防災事業（移転）と都市計画・生活再建の不調和を示唆するものである。その実態に

対する理解を現地調査によって深め，脆弱性を把握するための地域類型論的な分析枠組を

構築し，南海トラフ地震被災想定地域の現状分析や防災対策に役立てる必要があることが

わかった（図５，図６）（名古屋大学[課題番号：1704])。 

 

（３）地震・火山噴火の災害軽減のための情報の高度化 

 地震の災害軽減のための情報の高度化について，災害の人文社会学的研究の側面から，

地理空間情報（G空間情報），GIS（地理情報システム），衛星測位（GPS，準天頂測位シス

テムなど）の統合的活用方法の開発を行った。今年度は，まず準天頂衛星などによる衛星

測位と地理空間情報および GIS の統合的活用法を開発し，積雪寒 冷地の地域特性を考慮

した災害発生時の避難に関する研究を行い，課題抽出と対策のための提言を行った。なお，

ここでは高精度避難ナビゲーションシステムを含む防災・減災のための情報システムを構

築し，その活用方法の開発を行った。次に，地理空間情報とGISの統合的活用法を開発し，

地域防災力を強化し，防災・減災のための災害情報の高度活用について研究を行った。そ

の中では，都市開発が地震・津波災害の災害リスクや災害 に対する社会的脆弱性を増大さ

せる可能性を論じ，地理空間情報活用による対策の有効性を検討した。なお，ここでは地

方レベル，市町村レベル，町内会レベル等の異なる空間スケールごとに分析し，各スケー

ルにおいて防災・減災のための課題などを明らかにした。さらに，地域防災のための公開

講座の開催，自治体防災担当者対象の講義の実施，自治体との相互協力協定にもとづく防

災教育・地域貢献の実施等により，効果的な研究成果の普及手法を検討した。GISや地理空

間情報の防災への有効活用について，自治体や自主防災組織などで講演会や防災GISセミナ

ーを開催した。また，北海道大学大学院理学研究院地震火山研究観測 センターでは地震火

山地域防災情報支援室を設置し，公開講座の実施や地震防災教育活動を実施した（図７）

（北海道大学[課題番号：1006])。 

 火山災害情報およびその伝達方法のあり方について，2014年９月27日の御嶽山噴火にと

もない，地域住民，観光客といった情報の受け手や，自治体職員等の情報伝達の担い手に

とって有用な災害情報の内容や伝達方法のあり方について検討・提案を行った。特に，今

年度は，火山災害情報のあり方について，御嶽山の噴火と対策に関する意識調査を長野県
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側（木曽町・王滝村）の住民に対して実施し，あわせて，噴火時に登山していた人に対し

ても意識調査を実施した。分析の結果，事前の噴火リスクに認識においては地域差はあま

り見られないことがわかった。噴火から３年が経過したものの噴火を経験した人には未だ

に大きな心理的ストレスがあることがわかった。また，岐阜県，長野県で実施した調査結

果の取りまとめと比較分析を実施した。さらに，噴火後に新たに創設された御嶽山火山マ

イスターの運用状況について，長野県に対してヒアリング調査を実施した。住民意識調査

の結果について，岐阜県下呂市小坂町をはじめとして，ワークショップを開催し共有し，

火山に関する情報伝達のあり方についての意見交換を実施した（図８）（名古屋大学[課題

番号：1706])。 

 

（４）研究者，技術者，防災業務・防災対応に携わる人材の育成 

 地震動誘因や津波誘因の不確実な長期予測情報が，災害軽減に有効に役立つためのコミ

ュニケーション手法を確立することにより，地震発生長期予測情報の高度化に貢献するこ

とを目的として，2016～2017 年度に大きな地震があったイタリアやニュージーランド，

台湾などにおいて被害やコミュニケーションに関する現地調査を行った。また，サンフラ

ンシスコ湾岸地域のサンアンドレアス断層の地震活動の影響を受ける可能性がある住民

750 名に対して社会調査を行ったところ，リスク推定値の不確実性を専門家が明示的に認

めることで，専門家は誠実で率直であるという確信が高まり，大きな信頼が得られること

がわかった。また，信頼の高まりは，リスクの予測確率が低いほど，またリスクの予測期

間が長いほど大きいこともわかった（東京大学地震研究所[課題番号：1517])。 

 情報を高度化することによって，地方公共団体が火山災害の発生の可能性について総合

的に把握して，的確な防災対応を行うことを支援するシステムを目指した研究を進めた。

具体的には，火山情報などの防災情報に結び付くインターネットで入手可能な各種観測情

報を様々な関係機関から準リアルタイムで収集して，統合して表示するシステムを構築し，

北海道内の地方公共団体に設置してその効果を検証している。今年度は，6月に十勝岳で臨

時解説資料が，11月には雌阿寒岳で火口周辺情報が発表され，システムの改良点を実地で

見出す機会を得た。また，９月６日には最大震度７を観測した胆振東部地震が発生し，大

規模な土砂崩れにより大きな被害が生じた。その際，全道規模のブラックアウトも発生し

た。これを契機に，2016年の熊本地震の経験を踏まえて検討していた地震・震度情報の取

得・表示機能を組み込んだ。また，ホームページが時々刻々更新されて新たな情報が得ら

れる場合にも，大きな遅滞なく対応できるように開発を進めた。さらに，高解像度降雨レ

ーダー画像の取得・表示機能も追加した。十勝岳を有する美瑛町と雌阿寒岳を有する釧路

市が，観光客や登山者など来訪者に火山防災情報をリアルタイムで提供することを目的と

して，このシステムを集客施設に設置した。これはこのシステムが自治体に評価され，受

け入れられていることを示している。秋田市で開催された日本火山学会秋期大会でこのシ

ステムのブース展示して発表した（図９，図10）（北海道大学[課題番号：1009])。 
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表１. 対象とした近年の４つの地震災害における罹災証明発行の実態（新潟大学[課題番

号：2702]） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１. 罹災証明書発行業務のモデル化（新潟大学[課題番号：2702]） 
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図２. 長周期地震動増幅に効く南海トラフ付加体の地下構造モデル構築(マルチスケール

解析による三次元構造インバージョン)（東京大学地震研究所[課題番号：1515]） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３. 堆積平野・堆積盆地における強震データベースの拡充（東京大学地震研究所[課題番

号：1515]） 

工学的需要が高いトリガー観測データ
東京大学地震研究所
強震観測データベース

連続観測から切り出したデータ
東京大学地震研究所

首都圏強震動総合ネットワークSK-net

相互乗り 入れ開始



- 255 - 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４. 桜島の大規模火山噴火を想定した事前広域避難計画のための一年を通した要避難人

口の推移(上:2017 年，下:2013 年)（京都大学防災研究所[課題番号：1914]） 
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図５. 東日本大震災の被災地における復興後の生活環境条件の変化（名古屋大学[課題番

号：1704]） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図６. 東日本大震災の被災地における住宅再建方式別の生活環境条件の変化（名古屋大学

[課題番号：1704]） 
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図７. 釧路市における津波発生字の避難可能域と避難困難区域のシミュレーションデータ

（北海道大学[課題番号：1006]） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図８. 火山活動に変化が見られた時の情報提供ニーズ（名古屋大学[課題番号：1706]） 
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図９. ４つの情報ウインドウが表示されているデスクトップ(左上：噴火警報・解説情報，

左下：噴火時系列，右上：高解像度降雨レーダー画像，右下：土砂災害警戒判定メッシュ

情報)（北海道大学[課題番号：1009]） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 10. 統合型ウインドウに表示された震央マップおよび津波情報（試験的）(日別地震回

数，マグニチュード-時間分布図，潮位観測情報。地震発生回数表示には，地震活動の時

間的な推移が把握できるように，地震情報が更新されるたびに積み上がる，最大震度をカ

ラーで表した積み上げ棒グラフ形式を用いた。マグニチュード-時間分布図についても，
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マグニチュードとともに最大震度がカラーと円の大きさで表されている)（北海道大学[課

題番号：1009]） 
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１（７）史料・考古 

 

「史料・考古」計画推進部会長 榎原雅治（東京大学史料編纂所） 

副部会長 佐竹健治（東京大学地震研究所） 

 

１．５年間の成果 

  (１)概要 

 当部会で実施された研究課題における平成 26～30 年度の成果の概要は次のとおりであ

る。 

 歴史地震研究の基盤である既刊地震史料集に所収されている多種多様な史料について，

史料本文のデジタルデータ化と校訂作業を実施し，地震関連史料データベースを構築した。

また，各地の史資料保管機関において地震関連史料の調査・撮影を実施し，その中で特に

日記史料の記録に基づいて，1854 年安政東海・南海地震の前後の期間における有感地震

の発生傾向を分析した。 

 考古遺跡に残された災害痕跡の記事について，全国各地の発掘調査報告書などから抽

出・分析し，データベースの項目設計，発掘現場での情報収集，データの収集と分析，文

献の調査などに基づいて，新規に全国的なデータベースの作成を開始した。また，このデ

ータベースを発展させて，地震関連史料データベースと統合した拡張版データベースの試

作版も作成した。 

 津波堆積物に関するデータについて，北海道や北方領土やロシアの沿海州において，歴

史津波や先史時代の津波痕跡の調査を実施した。また，津波の痕跡が保存される場所や条

件を確認するため，2011 年東北地方太平洋沖地震津波で形成された津波堆積物を追跡調

査した。一方で，1855 年安政江戸地震について，記述内容の信頼性が高い日記史料に記

された遠地での有感記録に基づき，有感場所ごとに緯度・経度を特定して震度を推定し，

有感範囲の地理情報システムの試作版を作成した。さらに，奈良盆地の考古遺跡で確認さ

れた地震に起因する災害痕跡と，史料から判明している被害地震との対応について，複数

の事例を用いて検討した。 

 日本海沿岸地域での歴史地震の実像を探るために，各地の史資料保管機関に所蔵されて

いる史資料の調査や，既刊地震史料集に所収されている史料の原本調査と校訂作業を実施

した。これらによって，1804 年文化象潟地震については，新たな史料に基づいてこれま

での地震被害数を修正した。また，1858 年安政飛越地震については，原史料に基づいて

被害一覧表を作成し，正確な家屋被害数と一軒当りの死者数を導き出すとともに，絵図の

分析と地形調査によって，大規模な山崩れと天然ダムの形成場所を明らかにした。さらに，

1855 年安政江戸地震に関する史料記述の分析から，家屋倒壊率を導き出す際に「半潰」軒

数を用いるのは好ましくなく，家屋全壊率を家屋倒壊率とするのが妥当であることを明確

にした。一方で，新潟県内の考古遺跡の発掘調査で検出された地震痕跡を集成・分析し，

1751 年越後高田地震において液状化痕跡がほとんど残っていない原因として，段丘の発

達や粘土層の厚さによって，大きな地震でも噴砂などが発生しにくい低地があることを指

摘した。 

 既刊地震史料集の史料検索システムや，歴史地震に関連する文献の検索システム，明治
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期の地名検索システムなどを構築して，歴史地震研究における環境を整備した。また，各

地の史資料保管機関において地震関連史料の調査を実施し，名古屋大学附属図書館所蔵の

『高木家文書』については修復と翻刻を実施した。 

 史料に基づいて幾つかの歴史地震を検討し，歴史地震のカタログにある間違いを提示し

た。また，地震学の知識を有し史料の読解ができる人材の育成と，幅広い研究分野の人材

の交流を目指し，歴史学の専門家の協力を得て，史料の翻刻や古地震に関する研究会を実

施した。 

 

  (2) ５年間になされた主要な成果 その１ 

 地震火山観測研究計画を実施・運営する地震・火山噴火予知研究協議会の計画推進部会

に史料・考古部会が組織され，歴史学や考古学の研究者が複数参加して，地震学・火山学

の研究者などと共同で調査・研究が始められた。地震・火山研究に関するこのような文理

融合研究は，他に類をみない組織的・長期的な内容のものであり，史料・考古部会におけ

る文理融合研究の実施とその継続は主要な成果と言える。 

 

  (3) ５年間になされた主要な成果 その２ 

 全国各地の発掘調査報告書の収集・分析に基づいて，災害痕跡データベースの作成が新

たに開始された。これまで考古学を主体とする全国的な災害痕跡のデータベースは存在し

ておらず，災害痕跡記事の抽出やデータの作成，データベースの構成などに新規の研究成

果が活用されている。 

 

  (4) ５年間になされた主要な成果 その３ 

 災害痕跡データベースを基盤とした災害痕跡 GIS データベースシステムと，地震関連史

料データベースとを統合して，相互に検索できるシステムを開発した。これには，地震を

起因とする災害痕跡と史料記述にある被害発生場所とを関連付けるために，それぞれの位

置情報が活用されており，これによって歴史地震の被害実態について総合的な考察が可能

となった。 

 

２．平成 30 年度の成果 

 

 将来発生する地震や火山噴火について知見を得るためには，現在だけでなく過去に発生

した事象に関する調査・研究が重要である。地震や火山噴火は日本列島とその周辺域で有

史以前から幾度も発生しているが，日本における地震の近代的な機器観測の開始は明治初

期以降であり，全国的な機器観測の展開は 100 年に満たない。そのため，機器観測以前に

発生した地震や火山噴火について知るためには，歴史学や考古学で用いられている史料や

考古資料に基づいた調査・研究が必要になる。特に，一度発生すると甚大な被害をもたら

す低頻度で大規模な巨大地震・大地震や大噴火については，機器観測が実施されている期

間に比べて発生間隔が長いために，機器観測によるデータは多くない。そこで，史料や考

古資料に基づくデータと近代的な観測データとの比較・検討を通して，巨大地震や大噴火

の現象解明とそれらの再来間隔や，その前後に発生する中・小規模の地震や火山活動を含
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めた全体像の把握に努めていく必要がある。 

 平成 26 年度より開始された本研究計画ではそれまでの計画とは異なり，過去に発生し

た地震及び火山噴火の現象とそれらによる災害について，史料や考古資料を用いた研究の

必要性が明示されており，当部会はこの研究分野を主体的に推進する立場にある。そこで

当部会では，個別の研究課題の成果に基づいて「災害の軽減に貢献する」ことができるよ

うな方向性を導き出し，本研究計画が切り拓く文理融合研究の新たな学術的展開に寄与し

ていく必要があると考える。 

 

１．地震・火山現象の解明のための研究 

（1）地震・火山現象に関する史料，考古データ，地質データ等の収集と整理 

 歴史学や考古学において研究の基礎となる史料や考古資料について，地震や火山噴火の

現象解明とそれらに起因する災害の研究に活用するためには，地震関連史料集や考古遺跡

の発掘調査報告書という紙媒体を用いた既存の理学的分析だけでは不十分である。さらな

る研究の深化のためには，歴史学・考古学における史資料の学術的な分析とデジタルデー

タ化が必要であり，不足している部分については新たな史資料の調査・収集も実施する必

要がある。今年度も引き続き，史資料の調査・収集や，デジタルデータ化に関する作業方

針の検討，及びデジタルアーカイブ化を実施した。また，個別のデータベースを組み合わ

せて，史料・考古の統合データベースの試作版を構築した。 

 

ア．史料の収集とデータベース化 

・文献史料による歴史地震に関する情報の収集とデータベースの構築・公開 

 地震・火山噴火史料データベースの構築を目指し，『増訂大日本地震史料』や『新収日

本地震史料』といった既刊地震史料集に所収されている史料について，データベース構築

に必要な XML データ化作業を継続して実施した。史料本文をデータ化する際に，歴史学的

に信頼できる原典史料に遡り，史料記述の間違いの修正や省略部分の補足を行う校訂作業

に重点をおいており，史料データの正確性の確保に努めている。史料本文の校訂作業には

膨大な手間と時間を必要とするため，当初の計画どおりには進捗していない。そこで，今

年度からは計画を部分的に変更して，既刊地震史料集全 33 冊（合計約 27,000 頁）を一端

全てテキストデータ化して簡易データベースを作成し，それを基にして校訂作業を実施し

ていく手法を開始した。これによって，平成 29 年度までにデータベース化の作業に着手

している約 30.9％に加えて，今年度中に新たに約 24.5％のテキストデータ化が達成され

た。これらについては順次，試作版の「日本地震関連史料データベース」に組み込んでい

く予定である。 

 また，平成 29 年度に引き続き，東海地方にあって長期間にわたる日記史料が現存する

三河国田原藩（愛知県田原市）の『田原藩日記』（田原市博物館所蔵）の調査・撮影を実

施しており，今年度で全ての撮影が完了した。 

 さらに，平成 30年 11月 30 日に，地震史料データベースの更なる活用に向けて，地震史

料シンポジウム「地域史料から地震学へのアプローチ」を開催した（東京大学史料編纂所

［課題番号：2601］）。 
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・日記史料の収集・分析と前近代の地震活動の解明 

 平成 29 年度に引き続き，既存の日記史料に新たに調査・撮影した日記史料を加えて，

「日記史料有感地震データベース」を構築し，今年度は試作版を公開した。また，このデ

ータベースを基にした地理情報システムを作成し，そこから前近代の有感地震に関する時

空間分布図を作成した。さらに，この日記史料有感地震データベースと気象庁の震度デー

タベースの有感範囲を比較・検討して，前近代に日本各地で発生した中・小規模の地震に

ついて震源決定を試みた。今後の展開として，日記史料のデータベース化を進めて有感地

震の記録地点数と記録期間を増やしていき，19 世紀中頃の日本列島における有感地震の

有無や有感範囲などのデータ量を増加させていく計画である。それに対応して，データベ

ースの構成や時空間分布図の改良も予定している（東京大学地震研究所［課題番号：

1501］）。 

 

・日本海沿岸地域を中心とした地震・火山噴火災害関連史料の収集と分析 

 主に日本海沿岸地域における地震・火山関連史資料を収集し分析するために，各地の史

料保存機関に所蔵されている史資料の調査や，既刊の地震・火山噴火史料集に所収されて

いる史料の原本調査に基づく校訂作業を実施した。これらの原本調査と校訂作業に基づく

史料の分析から次のような成果が得られた。 

 享保三年七月二十六日（1718 年８月 22 日）に発生した伊那・三河地震における被害の

全体像を明らかにするために，京都の町人が記した良質な史料である『月堂見聞集』など

の諸史料を検討した。吉田藩領（愛知県豊橋市他）や淀城（京都市伏見区）では地震によ

る被害があり，現在の松本市・諏訪市・伊那市高遠町・飯田市でも被害があり，そのうち

飯田市が最大であった。 

 弘化四年三月二十四日（1847 年５月８日）夜 10 時頃に発生した善光寺地震や，その５

日後の三月二十九日（同５月 13 日）昼頃に発生した高田地震ではなく，同三月二十九日朝

に発生した地震について検討した。埴科郡森村（長野県千曲市）で記された日記史料であ

る『徒然日記 附 地震大変録』によると，三月二十九日朝の地震は「大地震」とあり，土

蔵の屋根瓦が一寸（約３㎝）ほどずつずり下がったとある。このことから森村では，三月

二十四日夜の地震よりも三月二十九日朝の地震による被害の方が大きかった状況がわか

る。 

 1854 年嘉永（安政）南海地震後に作成された『嘉永七年寅霜月大坂大地震（仮）』，『大

坂大津浪図』，『大坂大洪水図』といった瓦版の絵図について翻刻・検討を行った。『大

坂大洪水図』は，多数の残存が確認できる『嘉永七年寅霜月大坂大地震（仮）』を基図に

して朱筆による書き込みがある絵図であり，瓦版の入手者の手によって情報が付加されて

いる状況がわかる。 

 1707 年宝永地震，1854 年嘉永東海地震，1855 年安政江戸地震などにおける家屋の地震

被害に関する史料記述を検討し，家屋倒壊率を導き出す方法の再検討を行った。その結果，

史料に記されている家屋の「半潰」軒数については，家屋倒壊率を導き出すための被害数

として使用することは不適当であり，広域の地震被害を検討する際には，家屋全壊率を家

屋倒壊率として用いることが妥当であるとの結論に至った（新潟大学［課題番号：2701］）。 
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・東海地方を中心とした南海トラフ地震関連史資料の収集と分析 

 三重県や愛知県の自治体史・郷土史などを中心に史料調査を行い，南海トラフ地震に関

する地震情報を抽出して，抽出された情報を項目毎にまとめた。収集した史料については，

e コミマップを用いて地図と結び付けたデータベースを構築していく予定である。また，

高知県・三重県・愛知県・静岡県の明治期の旧版地形図をデジタル化して，e コミマップ

を用いて閲覧できるようにした。さらに，歴史地震研究に活用するための国土数値情報を

e コミマップに追加して，e コミマップの活用方法を検討した。 

 史料の調査・収集については，公益社団法人全国市有物件災害共済会防災専門図書館所

蔵の瓦版（『東海道大阪辺大地震津波図』，『諸国大地震 嘉永七甲寅十一月 新板』，『関

東大地震図』など）の翻刻を行った。なお，名古屋大学附属図書館所蔵の『高木家文書』

の修復・翻刻については継続して実施している。 

 データベースについては，大学共同利用機関法人人間文化研究機構が作製した明治期地

名データについて，新たに地図や地名から検索できるシステムの構築を行った。今後，史

料情報を地図と結び付ける際に活用できると考える。また，これまで構築してきた「歴史

史料検索システム」に改良を加え，国立国会図書館で公開されている IIIF 化された『増訂

大日本地震史料』の各コマの画像と検索結果をリンクさせて，『増訂大日本地震史料』所

収の史料を検索・閲覧できるようにした（名古屋大学［課題番号：1701］）。 

 

・歴史災害研究のオープンサイエンス化に向けた検討 

 災害史資料に含まれる情報の構造化記述を可能にするために，日本語歴史資料の記述に

特化した軽量マークアップ言語 Koji（http://www.koji-lang.org/）を開発した。Koji は

形式文法の一種である解析表現文法（Parser Expression Grammar）で定義されており，史

料中の日時や地名などの情報を明示的にタグ付けすることができる。加えて，言語の処理

系を整備するために，縦書きでの記述や構文強調，エラー検知などに対応した Koji のた

めの Webエディタを開発した。このエディタは script タグを含めることで任意の Web ペー

ジに設置することができる。 

 本研究の活動の一環として運営している歴史災害資料の市民参加型翻刻プラットフォー

ム「みんなで翻刻」（https://honkoku.org/）では，東京大学地震研究所図書室が公開し

ている和古書資料 499 点（画像数 7940 枚）を利用している。2019 年２月時点までに，こ

のうちの 94%にあたる 481 点（画像数 7467 枚，558 万文字）が 4,600 名の参加者によって

翻刻された。 

 新規に開発した Koji を搭載し，画像情報共有の国際的標準規格である IIIF

（International Image Interoperability Framework）に対応した「みんなで翻刻」の試

験バージョン（https://honkoku.org/next/）を開発・公開した。2019 年３月中に稼働を

開始し，史料の翻刻に加えてその時空間情報のタグ付けを実施する予定である（公募研究，

国立歴史民俗博物館［課題番号：2911］）。 

 

イ．考古データの収集・集成と分析 

・考古資料の収集・分析とデータベースの構築 

 平成 29 年度に続き，47 都道府県について発掘調査報告書から災害痕跡データの抽出を
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行い，データの検討を行った発掘調査地点数が計 48,352 ヶ所，データの確認のみを行っ

た災害痕跡件数が 21,803 件に達した。これらの災害痕跡データについては，検出地点や

検出層位の再検討を進め，被災エリアの可視化や災害発生時期の特定を可能な限り試みる

ことにより，特に奈良県において４度の巨大地震の被災履歴を捉えることができた。地層

中で確認された災害痕跡データというデータ特性のため，史料記述のように明確な時期を

決定することは極めて困難である。しかし，近現代の攪乱の多い地層についても，地理学

的なアプローチを丁寧に加えることによって，684 年白鳳地震，887年仁和地震，938 年京

都・紀伊の地震，1707 年宝永地震，1819 年伊勢・美濃・近江の地震，1854 年伊賀上野地

震，1854 年安政東海・南海地震における地震痕跡の存在が指摘できるようになった。こ

れらの災害痕跡データについては順次入力作業を進めており，データ量の増加に対応して

入力項目の整理が必要となったため，各項目の再定義（文字情報，画像情報，ID 化情報な

ど）を行った。これまでの災害痕跡データをこの定義付けに従って更新し，これらのデー

タについてもデータベース化を進めている。 

 災害痕跡 GIS データベースシステムでは，東京大学史料編纂所で構築中の試作版「日本

地震関連史料データベース」と連携して，災害痕跡データベースと相互に検索できるシス

テム開発を進め，検索システムや情報入力インターフェースの拡充を進めた。 

 また，奈良県，京都府，静岡県，長崎県を始めとした各地の発掘調査現場において，主

に中近世以前に発生したと考えられる災害痕跡について，地質考古学的調査と試料採取を

行った。これらを整理・分析して結果を報告するとともに，災害痕跡の調査・記録方法に

関する研究集会を開催した（奈良文化財研究所［課題番号：9001］）。 

 

・福岡平野での考古データの収集 

 福岡平野に位置する警固断層の最新活動は，福岡市中央区浜の町におけるトレンチ調査

から，約 8000calBP と推定されている。これは考古年代における塞ノ神Ⅲ式中段階以前で

あるが，どれだけ年代を遡るかが課題とされていた。今回，福岡平野における縄文遺跡の

消長を細別し，型式ごとに整理した結果，警固断層の活動による地震の発生時期について，

人類活動の痕跡が急に皆無になる塞ノ神Ⅱ式中段階と結論付けることができた（新潟大学

［課題番号：2701］）。 

 

ウ．地質データ等の収集と整理 

・津波堆積物の調査による古津波の検討 

 地震の長期評価の説得性を向上させるには，地震やそれによる津波が痕跡を残さない事

例，また，痕跡が形成された後に一部もしくは全部が消失してしまう事例についても調査

し，その過程を解明する必要がある。青森県の三沢海岸には，2011 年東北地方太平洋沖

地震で形成された津波堆積物が残されている。遡上限界付近の薄く不連続な堆積物は消失

してしまった所が多いが，粒径の変化を詳細に調査することで，遡上限界付近の特徴であ

る「粗粒で軽量な粒子が集積した堆積物」が識別可能な場合のあることがわかった。これ

は，津波堆積物の粒径と比重を系統的に調査することで，古津波についても遡上限界まで

追跡しているかどうか評価可能であることを示す。 

 また，ロシアの沿海州や北方領土で歴史時代と先史時代の津波堆積物の調査を進めてい
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る。今年度は国後島で約 10 日間の調査を行い，国後島の太平洋沿岸，古釜布～クラオイ

川（約 30km の範囲）で，1994 年北海道東方沖地震津波によると思われる明瞭な津波堆積

物を確認した。 

 さらに，1611 年慶長三陸地震による津波の北海道南西部における被害と痕跡について

考察した。この地震については，『松前家記』に「十六年辛亥十月東部海嘯民夷多ク死ス」

とある。北海道太平洋沿岸における 17 世紀の津波堆積物の年代を統一手法で求めると，

苫小牧～むかわの津波堆積物は 1611 年起源で説明でき，噴火湾や襟裳岬より東のものは

明らかに後年と考えられる。史料にある「東部」が松前より東部という解釈で良いならば，

史料の記述と痕跡は矛盾しないことになる（東京大学地震研究所［課題番号：1501］）。 

 

・九十九里浜での地形・地質調査 

 1703 年元禄関東地震の際に津波が襲来した千葉県東部の九十九里浜平野に位置する片

貝村（現，九十九里町片貝付近）には，元禄関東地震の前後に作成された絵図が存在して

おり，現地比定の結果から現在の九十九里町役場付近まで津波が遡上した可能性が指摘さ

れている。この津波に伴って堆積した「津波堆積物」を検出するため，役場付近の堤間湿

地において浅層部の地質調査を実施した。掘削調査で採取された試料について，放射性炭

素（14C）年代測定や光学顕微鏡を用いた珪藻化石群集の調査を行った結果，採取された試

料は，津波や高潮などの海側からの流れ込みに伴うイベント堆積物である可能性が高いこ

とが判明した（新潟大学［課題番号：2701］）。 

 

（２）低頻度大規模地震・火山現象の解明 

 前近代の地震・火山噴火に関する史料や考古資料をデジタルデータ化し，同一の地図上

に載せて被害分布図などを作成することによって，近代的な機器観測に基づく観測データ

との比較・検討が可能になる。これによって，機器観測の開始以前に発生した低頻度で大

規模な地震・火山噴火の現象やそれによる災害を対象とした調査・研究が促進され，今後

発生する低頻度で大規模な災害の予測や，その被害の軽減に貢献できると考える。 

 

ア．史料，考古データ，地質データ及び近代的観測データ等に基づく低頻度大規模地震・

火山現象の解明 

・史料に基づく前近代の被害地震の実態解明と地震活動の分析 

 試作版の「日本地震関連史料データベース」に収められた史料を用いて，文禄五年（1596

年）閏七月に発生し，現在の大分県の別府湾岸に津波被害をもたらした文禄豊後地震に関

する史料について再検討した。史料の詳細な検討から，地震・津波の発生日を閏七月九日

（1596 年９月１日）とする複数の史料については，情報源が個々に独立したものであるが，

同じく発生日を閏七月十二日（同年９月４日）とする複数の史料については，後世に日付

を改めたものであるため，信頼性のないことが判明した。これによって従来，閏七月九日

説と同十二日説の学説が存在していた文禄豊後地震について，別府湾に津波被害をもたら

した地震は閏七月九日であったことが確定的となった。 

 また，嘉永七年十一月四日・五日（1854 年 12 月 23 日・24 日）の東海・南海地震関連の

日記史料について集中的に調査・収集し，本震前後の期間における有感地震の記録につい
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て分析した。現段階での成果として，東海・南海地震の発生前に，太平洋沿岸地域では目

立った有感記録の増加はみられないが，山陰地方や近畿地方北部では本震発生の５年前に

有感地震の記録が増加している状況が判明した（東京大学史料編纂所［課題番号：2601］）。 

 

・前近代の奈良盆地における被害地震と災害痕跡との対応 

 史料に記された被害地震の発生年月日は明確であるが，被害の範囲やそれに基づく震度

分布などは推定に頼らざるを得ない。一方で，考古遺跡にみられる災害痕跡の場所と被害

状況は明らかであるが，それが生じた時期については資料の性質上一定の幅を有しており

確定は難しい。そのため，史料に基づく前近代の被害地震と考古遺跡にある災害痕跡とを

対応させるには，災害の発生時期についてある程度の範囲で考える必要がある。そこで試

みに，奈良盆地の考古遺跡で確認された地震に起因する災害痕跡と，史料から判明してい

る被害地震との対応について幾つかの事例を検討した。 

 高市郡明日香村岡の酒船石遺跡では地滑りの痕跡が確認されており，その年代は 7 世紀

後半と推定されている。その時期に奈良に大きな揺れをもたらした被害地震としては，史

料から 684 年の南海トラフ沿いの巨大地震が考えられる。 

 葛城郡広陵町萱野の箸尾遺跡では噴砂の痕跡が確認されており，その年代は 11 世紀初

めと推定されている。史料からはその時期に奈良に大きな被害をもたらした内陸地震は確

認できないため，1096 年の南海トラフ沿いの巨大地震が候補として挙げられる。 

 高市郡明日香村大字真弓小字カヅマヤマのカヅマヤマ古墳では地割れの痕跡が確認され

ており，史料から考えられる被害地震として，大きく長い揺れを伴う 1361 年の南海トラ

フ沿いの巨大地震が挙げられる。 

 このように奈良盆地で災害痕跡を生じさせた被害地震は，南海トラフ沿いで発生した巨

大地震に起因する場合が多い。そのため，仮にその前後数十年の間に発生した内陸地震に

よって災害痕跡が生じていたとしても，時期を絞り込むことが困難なために，巨大地震に

起因する災害痕跡とされてしまう可能性がある（東京大学地震研究所［課題番号：1501］）。 

 

・液状化痕跡による古地震の調査 

 2018 年９月に発生した北海道胆振東部地震を受け，液状化の痕跡である噴砂の地質学

的特徴を調査した。苫小牧市，厚真町，むかわ町の例では，噴砂丘，砂脈の構成物や構造

には，割れ目の形状や液状化層の構成物（ここでは砂，泥，礫，様々なサイズの軽石）が

影響していることがわかった。また，液状化の痕跡は古地震の情報源として使われるため，

発掘調査報告書の液状化痕跡の産状記載を確認した。札幌市で公表されている 234 ヶ所の

発掘調査報告書を調査した結果，そのうち 54 ヶ所で液状化の痕跡が記載されていること

がわかった。今後，写真や図版を基に噴砂または液状化の痕跡とみなされた根拠も整理す

る予定である（東京大学地震研究所［課題番号：1501］）。 

 

・史料の収集と分析による歴史地震の調査 

 今年度は，寛永年間以後および寛文年間の京都周辺における地震活動に関する史料を翻

刻した。また，1854 年伊賀上野地震の際に伏見で発生した液状化被害について検討し（加

納，2018），1707 年宝永地震と富士山噴火に関する複数の写本を検討し，より原本に近い
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史料を特定して未読箇所を翻刻した（服部・中西，2017，2018）。さらに，宝永地震と富

士山噴火について，現在知られている中で最も完全で，かつ古い時代に記された史料を特

定し翻刻した（小林ほか，2018）。これらの研究から，1707 年宝永地震の本震と翌日発生

した余震の震源域の推定に有益な情報が得られた。一方で，2018 年６月 18 日に発生した

大阪府北部地震における文化財被害の分析を通じて，歴史地震における震度変換手法の高

度化に向けた研究を開始した。 

 市民参加型のオンライン翻刻プロジェクト「みんなで翻刻」に史料を順次追加するなど

運営に協力しており，歴史学の専門家の協力を得て，古地震に関する合宿形式の研究会

（翻刻を主とした史料読解）を実施した（平成 30 年９月，平成 31 年３月）。この研究会

では，歴史学の専門家による指導を受けて史料の翻刻と解釈を実践しており，歴史学に関

する講演によって史料解釈に必要な歴史学の基礎知識の獲得を目的としている。この研究

会は，地震学のバックグラウンドを持ちながら史料の解読もできる人材の育成だけでなく，

歴史学，人文情報学，地理学，地質学，気象学，地震学といった幅広い分野の研究者と学

生，大学職員，一般市民の交流の場となることを目指している。この研究会において翻刻

や史料の取り扱いを学んだ研究者や学生が，上記のような研究成果を発表するようになり，

人材育成の効果が顕れはじめていると言える。なお，「みんなで翻刻」の開発や，上記の

歴史地震研究の成果は，この研究会での学習，技術開発，情報交換によって生み出された

ものである（京都大学防災研究所［課題番号：1901］）。 

 

・明治前期における過去の地震・津波報告の分析 

 明治二十六年（1893 年）に当時の帝国大学理科大学は，各地の郡役所・町役場などに過

去の地震・津波や海底地形変動に関する情報の提出を求めており，「地震学及地理学研究

材料 測候所郡役所組合事務所報告」（東京大学地震研究所所蔵）として各地からの報告

がまとめられている。 

 この報告書に収録されている福島県楢葉町の事例として，かつて楢葉郡木戸村付近の沿

岸には脇浜村があったが，慶長年間の海嘯（高浪・高潮）によって壊滅し，生き残った住

民はこの海嘯の伝承を有しており，これが地元の旧記にも記されているというものがある。

『福島県史』や『楢葉町史』によると，近世初頭に存在した「わきの村」または「脇之浜

村」は，近世後期には史料上に現れなくなることが確認されている。元福島県立歴史資料

館・山内幹夫氏が昭和 49 年に実施したフィールドワークによると，楢葉町北田にある北

田天満宮の縁起を記した旧記が現存しており，その旧記には脇浜村が慶長年間の洪水・大

波によって壊滅したと記されているとされる。 

 この報告書にある千葉県からの報告には，現在の館山市域の「今境橋」に関わる明応期

の地震による隆起の伝承や，上総国興津の禅奥寺の元禄地震津波に関する伝承などが記さ

れている。また，旧銚子町からの報告には『田中玄蕃所蔵ノ記録』として『新収日本地震

史料』などに収録されている『先代集』の文章が記載されており，刊本では「洗足の砌波

上げ盤浮き」とされている部分について，「盤」の文字が「盥」の誤読であることが確認

された。 

 この報告書の富山県四方町地区からの報告には，安政五年（1858 年）二月二十四日の四

方海岸において，30 間（約 54m）の潮の満ち引きがあり，溺死者３名の被害が記されてい
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る。この日に発生した地震としては，内陸部を震央とする「飛越地震」が挙げられる。こ

の潮の満ち引きに関連して，他に『地水見聞録』に記された高波による４名の死者，ある

いは『魚津在住見聞録』に記された魚網の流失や漁舟の大破などがあり，地震とは別に海

嘯が発生していた状況がわかる。 

 なお，この報告書にある北海道の海嘯記事については，『日本地震史料』に収録されて

いる内容と一部共通しているが，『日本地震史料』に収録されているのは『時風録』から

の引用であり，この報告書にはより多くの箇所の海嘯記事が収録されている（公募研究，

東北大学災害科学国際研究所［課題番号：2903］）。 

 

・史料中の有感地震記録を用いた歴史地震研究の新展開 

 史料中の有感地震記録を用いた新たな歴史地震研究の可能性を探るために，気象庁震度

データベースや最近構築された震度の多次元距離減衰式を用いて，有感地震回数分布の再

現性の検証を行った。また，有感地震記録に基づいて，大地震の震源域を推定する予察的

手法を構築し，2004 年新潟県中越地震，2008 年岩手・宮城内陸地震，2011 年福島県浜通

りの地震について適用した。 

 2000 年～2010 年までに最大震度３以上，深さ 20km以浅で発生した約 2300の浅発地震を

対象にして，田中・他（2017）の多次元距離減衰式から予測震度を計算し，計測（観測）

震度との比較を行った。その結果，震源距離 10～400km 程度の有感域のほぼ全域にわたっ

て残差が±１程度の範囲内に収まり，残差のヒストグラムは平均がほぼ０の正規分布を示

すことが判明した。また，既往の距離減衰式に比べて，幅広いマグニチュード，震源距離

の範囲内において小さな残差になることが示された。さらに，田中・他（2017）の多次元

距離減衰式によって，日本全国で観測された有感地震回数（震度２以上）の分布を概ね再

現することができた。これらの結果は，田中・他（2017）による地殻内地震に関する多次

元距離減衰式が，既往の距離減衰式に比べて中・小地震や遠方の観測点まで，日本全国の

地表における計測震度の推定式として活用できることを示している。 

 現在の震度観測点が稠密に展開されている状況については，有感地震回数の分布から地

震活動度を推定できる可能性が示された。しかし，史料中の有感地震記述への適用可能性

を考えた場合，史料から有感地震数を抽出できる点（震度観測点）は現在に比べ極端に少

ないことが想定される。そこで，観測点を 1/2，1/4，1/8，1/16 に間引いた場合に，残差

分布ならびに残差が最小となるグリッドがどのように変化するか調査した。その結果，観

測点密度が低くなるにつれてイメージングされた震源域は不明瞭になるものの，観測点の

カバレッジが保証され有感地震回数が突出する観測点がある場合には，観測点分布が疎に

なった場合でもある程度，震源域がイメージングされることが分かった。 

 このような結果からは，今後，史料から有感地震に対する記述を抽出・蓄積するととも

に，予察的に構築した手法を高度化することで，歴史地震の震源域を従来の被害記述とは

異なった観点から議論できる可能性が示唆される（公募研究，公益財団法人地震予知総合

研究振興会［課題番号：2912］）。 

 

これまでの課題と今後の展望 

 これまでの地震火山観測研究計画においては，近代的な観測が開始された明治期より前
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に発生した地震・火山噴火やその災害について，主として地球物理学の分野から研究が実

施されてきた。近代的な観測記録が皆無の地震や火山噴火を対象とした調査・研究を実施

する際には，観測記録の代わりに史料や考古資料を用いる必要がある。そもそも，史料や

考古資料については，本来，歴史学や考古学の手法で取り扱われなければ学術的な妥当性

を保持できないものであり，理学的な知見のみで取り扱われた場合には，誤った見解を導

き出してしまう危険性がある。このような理由から，近代的な観測記録のない地震や火山

噴火に関する史料や考古資料を用いた理学的な研究には，学術的な手続き上看過できない

問題が内在していた。 

 そのため，平成 26 年度から実施されている「災害の軽減に貢献するための地震火山観測

研究計画」においては，近代的な観測記録が存在しない地震や火山噴火について，地震学

や火山学といった理学系の分野だけでなく，歴史学や考古学といった人文学系の分野の研

究者も組織的に参加し，史料や考古資料を活用した調査・研究が共同で実施されている。

このように理学系と人文学系の分野が主体となった文理融合研究は他にあまり類例がなく，

本研究計画における学際的な研究として特筆すべき研究体制と言える。史料・考古部会で

は，次期の研究計画においても，地震・火山学や関連諸分野との連携を強化し，他の部会

と協力して研究計画を推進していくとともに，新たな学際的研究分野の創出も視野に入れ

て，研究の更なる深化と展開を目指していくべきと考える。また今後は，文理融合研究の

成果を用いた地域との連携や，地域社会への学術的貢献も検討していく必要があろう。 

 当部会では，文理融合研究を進める上でデータの共有化が必須と考え，平成 26 年度以

降，史料・考古それぞれのデータベース化に向けて，データ構成の検討やデータベースの

構造などについて様々な研究を実施してきた。史料データは被害発生の時期は明確である

が場所は必ずしも明確でなく，考古データは被害発生の時期に幅があるものの場所は明確

である。今年度は，このような特徴を有する双方のデータについて，奈良盆地を対象とし

て被害発生場所と発生時期とを結合した連続データを作成し，位置情報と時代・時間情報

の両方から検索可能な史料・考古の統合データベースの試作版を作成した。 

 また，史料・考古の統合データベースの作成に向けた研究とは別に，史料データや考古

データを活用した前近代の地震・火山噴火及び，それらによる災害の実態解明の研究にも

取り組んでいく必要がある。特に，史料データにある有感地震の記録を用いて，特定期間

の広域の有感地震を分析し，巨大地震と大地震だけでなく，その間に発生した有感地震

（中・小規模地震）を含めた地震活動の全容を解明する研究は，現行の地震学における地

震活動の研究にとって有益と考える。 

 さらに，史料データにある被害記述に基づいて，地理情報システムを活用した歴史地震

の推定震度分布図を作成する研究については，今後，地震学における強震動研究との連携

を念頭において研究を進めていく計画である。一方で，史料・考古部会としては，個々の

研究課題において歴史地震・火山噴火の事例研究も進めていき，現行の地震学・火山学や

災害研究に資する成果を積み重ねていく必要があると考える。 
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１（８）データベース・データ流通 

 

「データベース・データ流通」計画推進部会長 鶴岡 弘  

（東京大学地震研究所） 

副部会長 大見士郎  

（京都大学防災研究所） 

 

 データベースおよびデータ流通は，高感度地震計，広帯域地震計，強震計等からなる多点・

多項目の観測データを安定的かつ継続して生産し，それらの連続データをリアルタイムで

流通させる研究基盤の運用・維持・管理を実現している。また，観測データ解析アルゴリ

ズム等の高度化も継続して実施し，これらを研究者間で効率的に共有するシステムの開発

を進めている。 

 

５年間の成果の概観 

５年間にわたり地震火山防災に関する基礎データを着実に蓄積するとともに，それらを

流通させるデータ流通基盤を継続して維持した。また，データおよびデータベースを提供

するために必要なセキュリティ等の対策についても実施した。気象庁一元化震源カタログ

については，新たな地震検知手法であるPF法（溜渕ほか，2016）を取り入れ，地震カタロ

グに登録される地震数が２-３倍となり，さらに，Matched Filter法を導入し，処理の効率

化と検知能力の向上が実現された。地震観測網については，防災科研により，日本海溝海

底地震津波観測網(S-net)のデータがJDXnetによりリアルタイムで配信されるとともに，高

感度地震観測網(Hi-net)・広帯域観測網(F-net)・強震観測網(KiK-net, K-net)の陸域観測

網と日本海溝海底地震津波観測網(S-net)と地震・津波観測監視システム（DONET）の海域

観測網が統合され，陸海統合地震火山津波観測網（MOWLAS）統合処理体制の基盤が構築さ

れた。産総研により，アジア太平洋地域地震火山ハザード情報システム」の構築と公開が

なされ，世界中から広く利用された。大学においては，北海道大学により，GNSS・地殻変

動連続観測等の多項目観測データを全国にリアルタイム流通させるシステムが開発され，

データの流通・収集・管理・解析が一元化された。地震データ流通システムJDXnetについ

ては，SINETおよびJGNの次世代広域ネットワーク網への対応がなされた。研究成果共有シ

ステムについては完成までには至らなかったが，クラウドシステムの構築など成果共有の

ための基礎基盤の構築がなされた。 

 

平成 30 年度成果の概観 

以下，平成 30 年度の主な成果について概観する。 

 

１．地震・火山現象の解明のための研究 

（１）低頻度大規模地震・火山現象の解明 

  気象庁は，火山噴火予知連絡会で中長期的に観測体制の充実が必要とされた 50 火山につ

いて，地震計，空振計，GNSS 等の観測データを常時収集し，解析を行い，蓄積した。全国

の火山について，地震観測，GNSS 繰り返し観測，熱観測等の調査的な機動観測により得ら
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れた観測データを蓄積した。平成 30 年度に噴火が発生した霧島山（新燃岳），桜島，及び

口永良部島のほか，火山活動の高まりがみられた吾妻山，草津白根山（白根山（湯釜付近）），

霧島山（えびの高原（硫黄山）周辺）等において，緊急観測により収集した火山活動の詳

細なデータを解析し，蓄積した。これらのデータの蓄積にあたって，今後の活火山総覧の

改訂に活用できるようにデータベース化した[課題番号 7001]。産業技術総合研究所におい

ては，青森県六ケ所村および高知県四万十町で実施した掘削調査で得られた堆積物の情報

を Web 上で公開した  [課題番号 5001]。 全国に分布する活断層のうち，大地震の震源と

なる可能性が高い長さ 10km 以上の活断層について，これまでの調査情報・研究成果のデー

タ化とそれぞれの活断層のパラメータに関する情報の整備を継続し，活断層データベース

の検索画面の表示速度を高速化するため，背景地図，断層線，調査地点といったデータを

画像タイル化する作業と，位置情報から各データにアクセスするためのシステム構築を行

った [課題番号 5002]。さらに， わが国における過去約 30 万年間に発生した VEI=7 クラ

スの噴火について噴火推移や噴出物の分布・体積等のデータを取りまとめた大規模噴火デ

ータベースの整備を進めるともに世界各国の有史における大規模噴火推移の記録を取りま

とめ，大規模噴火推移データベースの整備を進めた [課題番号 5003]。 

 

４. 研究を推進するための体制の整備 

(２) 研究基盤の開発・整備 

気象庁により，全国地震カタログの作成が実施され，平成 30 年度においては，以下の成

果が得られた。（１）地震カタログ（震源，発震機構）を平成 29 年 12 月まで作成し，地震

月報（カタログ編）として公開した。自動処理震源の導入に伴う発破イベント混入に対応

するため，波形相関による発破抽出手法を開発し，カタログの質的改善を図った。（２） 

S-net や DONET2 等の海底地震計のデータを一元化処理に活用するために，海域の地震観測

網のデータや解析結果に関する調査を実施し，調査結果を平成 30 年 11 月の地震調査委員

会「高感度地震観測データの処理方法の改善に関する小委員会」及び 12 月の地震調査委員

会に報告し，一元化処理に取り込むことについて合意を得た。（３）震源過程解析について

は，平成 30 年北海道胆振東部地震など，近地強震波形または遠地実体波を用いて日本及び

海外の大地震を解析し，気象庁ホームページ等で公開した。（４）過去震源の改訂について

は，1976 年７～12 月及び 1977 年の震源決定を行うとともに，1922 年分について各地の気

象官署の検測値の原簿などを元に震源決定を行った [課題番号 7019]。地震観測，地殻変

動観測，潮位観測，全国の火山観測が継続的に進められた。潮位データの伝送においては

平成 31 年度での光回線への変更計画を策定した[課題番号 7014, 7015, 7016, 7017]。柿

岡，女満別，鹿屋，父島の４地点に，祓川を加えた５観測点における地磁気４成分連続観

測データを，月毎に地磁気観測所データベースに登録，公開した。さらに， 定常観測点の

データを国際的なデータセンターに提供した [課題番号 7018]。 

国土地理院は，GEONET による地殻変動連続観測を実施し，日本列島全域の地殻変動・火

山活動のモニタリングを着実に実施した。東北地方太平洋沖地震後の継続的な余効変動，

2018 年４月９日に鳥取県西部で発生した地震，2018 年６月 18 日に大阪府北部で発生した

地震，2018 年９月６日に北海道胆振東部で発生した地震，2019 年１月８日に種子島近海で

発生した地震に伴う非定常的な地殻変動を検出した。さらに，2018 年６月に房総半島沖，
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2018 年春頃から九州北部，2018 年秋頃から四国西部で発生したプレート間ゆっくりすべり

（スロースリップ）現象に伴う非定常的な地殻変動，硫黄島や桜島周辺の火山活動に伴う

地殻変動等も検出するなど，防災や地震発生・火山活動のメカニズムに関する研究等に寄

与した。また，これらのモニタリング結果は，速やかにホームページなどで公表するとと

もに，地震調査委員会，火山噴火予知連絡会等に報告した[課題番号 6005]。全国 25 験潮

場の潮位連続観測を安定的に実施するため，定期的な保守および監視を実施するとともに，

これらの観測データをホームページで公開した。また，防災情報の発信への活用のため，

関係機関と潮位データの共有化を行った[課題番号 6006]。国土地理院が公開する GNSS 連

続観測データに関する所在情報を，引き続きホームページから公開した[課題番号 6011]。

電子基準点リアルタイム解析システムにおいて，精密単独測位法を導入し，試験運用を実

施した [課題番号 6012]。また，重力測量については，南海・東南海地域を含む全国で基

準重力３点の絶対重力観測を実施し，日本重力基準網に準じた重力値を得るとともに，重

力値の時間的な変化を把握した。また，過去に整備した二等重力データ（約 14,000 点）の

日本重力基準網 2016 への整合を図るため，必要な計算を実施した。さらに，航空重力測量

の実施に向けて，航空重力計地上検定線を設置して 101 点で相対重力観測を実施するなど，

必要な準備を進めた[課題番号 6007]。ALOS-2 の SAR データを用いて北方四島を含む国土

全域を対象に SAR 干渉解析を行い，国内や海外で発生した地震や火山活動に伴う変動を検

出した。霧島山（えびの高原（硫黄山）周辺）では，2018 年３月～４月の観測データから

硫黄山の南側及びその西側に隆起のピークを検出した。この解析結果は火山噴火予知連絡

会において火山活動の評価に活用された。2018 年９月６日に発生した平成 30 年北海道胆

振東部地震では，SAR 干渉解析により，震央周辺で最大７cm 程度の隆起及び隆起域の東側

で最大４cm 程度の東向きの変動を検出した。また，SAR 干渉解析及び GNSS で捉えられた地

殻変動を用いて，震源断層モデルを推定した。これらの結果は地震予知連絡会や地震調査

委員会において地震活動の評価や検討に活用された。2018 年９月 28 日に発生したスラウ

ェシ島の地震では，震央から南側へ約 160km の広い範囲で地表変動を検出し，最大５m 程

度の変位が生じたことを明らかにした[課題番号 6008]（図１）。GUI 操作に基づく干渉 SAR

時系列解析を行うためのソフトウェアの改造を実施した。また，周波数分割法による電離

圏起因の誤差の低減処理や SBAS 法等の機能を干渉 SAR 時系列解析に実装した。さらに，実

データへ適用してその効果を確認した[課題番号 6013]（図２）。火山基本図「草津白根山」

「乗鞍岳」「阿蘇山」「雲仙岳」の数値データを整備した [課題番号 6009]。 平成 29 年度

に調査を実施した，糸魚川－静岡構造線断層帯とその周辺「白馬岳 改訂版」「大町 改訂版」，

濃尾断層帯とその周辺「大野」「冠山」「能郷白山」「谷汲」「美濃」「岐阜」，山田断層帯と

その周辺「宮津」「大江山」，布田川･日奈久断層帯とその周辺「八代 改訂版」「日奈久」12

面の 1:25,000 活断層図を整備・公開及び，牛首・跡津川断層帯，養老‐桑名‐四日市断層

帯の調査を実施した [課題番号 6010]。 

海上保安庁は，国土交通省水管理・国土保全局及び港湾局，国土地理院，気象庁と連携

し験潮データをリアルタイムでインターネットにより公開した[課題番号 8005]。沿岸海域

での海底地形の調査を実施した[課題番号 8006]。 

防災科学技術研究所は，高感度地震観測網(Hi-net)・広帯域観測網(F-net)・強震観測網

(KiK-net, K-NET)の陸域の基盤的地震観測網を安定的に運用した。これらの良質な地震等
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の観測データの流通を図り，関係機関における研究，その他の業務の遂行や我が国の地震

調査研究の発展に貢献した。海域に設置した観測網については，昨年度から本格運用され

た日本海溝海底地震津波観測網(S-net)と平成 28 年度に海洋研究開発機構から移管された

地震・津波観測監視システム（DONET）の維持管理を継続的に実施した。S-net の観測デー

タについては，海底地震津波観測網データダウンロードページより公開を開始した。また

JDXnet での流通も開始した。DONET の観測データについては，強震計及び広帯域地震計に

加え，水晶水圧計のデータについても海底地震津波観測網データダウンロードページより

公開を開始した。また，DONET の観測網機能を向上させるため，海溝軸付近に位置する観

測点の埋設を行った。これらを併せて，陸海統合地震火山津波観測網（MOWLAS）統合処理

体制の基盤を構築するとともに，今後の利活用を発展させる準備を整えた。平成 29 年４月

１日に移管された首都圏地震観測網（MeSO-net）の運用を継続するとともに，ホームペー

ジによる観測データの公開を開始した。重点的に観測を強化すべき火山に整備した基盤的

火山観測網(V-net)について，故障，老朽化した観測機器の更新を行い安定運用に努め，観

測データの大学や気象庁への流通を図り，関係機関の研究や火山監視業務等に貢献した。

これらの防災科研の地震・火山観測網及び大学・気象庁等の関係機関により得られた波形

データを定常的に蓄積し，ホームページから公開した[課題番号 3004]。 

産業技術総合研究所は，アジア太平洋地域のハザード関連情報の整備として，震源域，

震源，活断層，津波，地震犠牲者数，大規模火砕流，大規模降下テフラ，カルデラ，火山

イベント犠牲者数の詳細データを国際標準形式でとりまとめ，アジア太平洋地域地震火山

ハザード情報システムへの公開作業を進めた（図３）。震源域については，M７以上の全世

界の 258 個の地震のデータを整備した（図４）。活断層については，タイとフィリピンの活

断層データを追加した。津波については，1707 年宝永津波，1896 年明治三陸津波，1993

年北海道南西沖津波の分布を追加した。地震犠牲者数については，東・東南アジア地域の

236 個の地震について，犠牲者数を要因（火災，建物，地すべり，津波，関連死）別に取

りまとめた。大規模火砕流については，東・東南アジア地域の VEI6 以上の 18 個の噴火に

ともなう火砕流堆積物の分布を取りまとめた。大規模降下テフラについては，東・東南ア

ジア地域の 24 の降下テフラについて分布と等層厚線を取りまとめた[課題番号 5009]。 

 東京大学地震研究所においては，観測データ流通網 JDXnet の運用を継続したが，データ

流通網の２重化への課題も明らかとなった[課題番号 1518]。研究成果共有サーバにおいて，

データ共有のためのオープンプラットフォームの ownCloud の利用を進めた。地震連続波形

データの解析のための大規模解析システムにおいては，過去の地震波形データの保存をさ

らに進めた[課題番号 1519]（図５）。北海道大学においては，GNSS・地殻変動連続観測等

の多項目観測データを全国にリアルタイム流通させるシステムを開発し，データの流通・

収集・管理・解析を一元的に実施した[課題番号 1009]。京都大学防災研究所においては，

上賀茂観測所の大森式地震計で取得された波形記録の 1945 年以降の電子化を行った。阿武

山観測所において，一般見学会，団体見学会およびペットボトル地震計製作講習を行うと

ともに，高槻市等の施設において出前講座を行った[課題番号 1915]。 

 

これまでの課題と今後の展望 

 データ・データ流通部会における課題は，（１）各研究機関において蓄積されているそ
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れぞれのデータが有機的に結合したデータベースの開発，（２）研究成果共有システムの

開発，（３）地震火山データ等を安定かつ連続して集配信できるリアルタイムシステムの

基盤整備，（４）新たな情報技術等への対応がある。本部会では，研究成果共有システム

開発にあたり，メタデータのフォーマット及びデータを実際に格納するデータサーバの運

用ポリシーの策定が，今後重要であると認識している。この点に関しては，解決すべき課

題としてリストアップし，次期計画へ継承した。なお，（３）については，火山のデータ

流通を効率的に進める体制を強化する点が，今後の課題である。 

 基礎データベースは今後も着実に進展すると考えられるので，それらを効率的且つ迅速

に解析できる情報基盤の整備が今後ますます必要になると考えられる。処理性能の高い並

列計算機のほか大容量のディスク装置などが高速のネットワークで結合された研究基盤の

構築が必要である。ただし，これらの整備には時間やコスト等も必要となるため，コミュ

ニティ全体として取り組むことが求められる。ボトムアップでなくトップダウン的な判断

も場合によっては必要である。 

 また，データ保存という観点からは，デジタルでのコピーが一般的になっているため顕

在化していないように思われるが，保存媒体は実際のところ長期保存ができない。つまり

データコピーの作業が今後も継続的に続くことになるので，これらの作業の効率化も今後

の検討課題である。 
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図１. 2018/03/11-2018/04/22 と 2018/03/12-2018/04/23 の SAR 観測データの解析により

得られた霧島山（硫黄山）における準上下・準東西成分の変動量。国土地理院「課題

番号 6008」 
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図２. 干渉 SAR 時系列解析により求めた変動速度（準上下成分）と水準測量データ及び電

子基準点データとの比較。  国土地理院「課題番号 6013」 

 

 

 

図３.  アジア太平洋地域地震火山ハザード情報システム。産業技術総合研究所「課題番

号 5009」 
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図４.  世界の地震の震源域。産業技術総合研究所「課題番号 5009」 

 

 

 

 

図５． 地震活動解析ツール(TSEISX)の起動画面例。東京大学地震研究所 「課題番号 1519」 
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２（１）東北地方太平洋沖地震総合研究 

 

「東北地方太平洋沖地震総合研究」グループリーダー 松澤 暢  

（東北大学大学院理学研究科） 

 

 平成 23 年（2011 年）東北地方太平洋沖地震（M9.0；以下「東北沖地震」と呼ぶ）は，

日本の観測史上最大の地震であり，約 40 万戸の家屋が全半壊し，死者・行方不明者が１

万８千人を超えるという東日本大震災をもたらした。震災から８年が経過した平成 31 年

（2019 年）３月の時点でも，いまだ２千５百名以上の方々が行方不明のままである。これ

ほどの大規模な地震にもかかわらず，我々はその地震の予知はおろか，その発生ポテンシ

ャルを正しく推定することすらできなかった。今後，同じような失敗を繰り返さないため

には，この地震のことを詳しく調べ，将来の巨大地震に備えることが極めて重要である。 

 平成 26 年度から始まった「災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計画」では，

地震や火山の災害軽減のために様々な観測研究を実施してきた。ここでは，この５年間の

計画の中で，東北沖地震に関係の深い課題の成果を紹介し，災害軽減につなげるために今

後どのようにすべきかを論ずることにする。 

 

５年間の成果の概要 

 東北沖地震があのような巨大な災害を引き起こしたことについての地震研究者の大きな

反省は，前述の通り M９の地震が東北で発生するとは予見していなかったことと，このた

めに緊急地震速報をはじめとする緊急用の様々なシステムが M９の地震に対応できるよう

になっていなかったことである。このため，５年間の計画で様々な成果が出てきているも

のの，その中での特に大きな成果として，「観察・観測・モデル化に基づく巨大地震発生

に至る過程の理解」と「地震・地殻変動観測データの即時解析に基づく地震・津波の即時

予測」を取り上げ，以下で，これらの成果の概要について述べる。 

 

１．観察・観測・モデル化に基づく巨大地震発生に至る過程の理解 

 東北沖地震が発生する前に，地震調査委員会で宮城県沖地震の長期評価で高い確率が示

されていたために，文部科学省では平成 17-21 年度（2005-2009 年度）に「宮城県沖地震

における重点的調査観測」を実施しており，これにより宮城県沖では海底地震観測のみな

らず海底地殻変動観測も行われていた。これらの海底観測データと陸上のデータから，本

震発生前から現在に至るまでの地殻変動が詳細に明らかになっている。 

 これらのデータの解析によれば，本震の１月くらい前からゆっくりとした滑り（スロー

スリップイベント；SSE）が海溝付近のプレート境界で生じ，それが３月９日の最大前震を

トリガし，その前震の余効滑りが本震をトリガしたことが前計画のもとで明らかになって

いる（Ito et al., 2012，Kato et al., 2012）。その後，東北沖の広い範囲でこのような

SSE が数年程度のサイクルで発生していることが，繰り返し地震と GNSS データから明らか

になった（Uchida et al., 2016，Nomura et al., 2017）。 

 このような SSE や余効滑りが大地震の発生を促進するのは明らかであり，多数のシミュ

レーションから次の大地震の発生を確率的に予測する試みも実施されるようになった
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（Nakata et al., 2016）。 

 海底地殻変動から捉えられた余効変動には，西向きの変位が次第に卓越するようになり，

余効変動は従来考えられていたような余効滑りのみならず，粘性緩和が大きな影響を及ぼ

すことが明らかになった（Sun et al., 2014，Tomita et al., 2015）。このような余効滑

りと粘性緩和の分離は陸上の観測点のみでは不可能であり，長期にわたる海底地殻変動観

測の観測が極めて重要である（Tomita et al., 2017）。 

 一方，巨大地震のサイクルを理解する上では，津波堆積物等の地質学的情報が極めて重

要である。前述の「宮城県沖地震における重点的調査観測」により貞観地震の調査も精力

的に行われて，貞観地震に匹敵する巨大地震が室町時代にも発生していた可能性が高いこ

とが，東北沖地震の前年に指摘されていた。その後，この室町時代の巨大地震は歴史記録

の少ない 1454 年の享徳地震の可能性が高いことが，古文書調査（行谷・矢田, 2014）や津

波堆積物の比較（Sawai et al, 2015）で明らかになった。 

 このように東北日本弧で繰り返す巨大地震について研究者を悩ませてきたのが地震間の

海岸線の沈降であった。東北地方の太平洋沿岸は普段から沈降をしており，さらに東北沖

で大地震が起こるたびに沈降を繰り返しており，一方，地質学的には海岸線はほぼニュー

トラルか僅かに隆起が卓越していると考えられていた。この矛盾を解決するためには，通

常の大地震よりもはるかに巨大な地震が稀に発生して，海岸線を隆起させるというアイデ

アもあったが，実際に東北沖地震が起こったときには海岸はさらに沈降した。その後，深

部で大規模な余効滑りが発生して海岸が隆起すると考えられるようになり，実際，東北沖

地震後には海岸は隆起に転じたが，その隆起速度は期待していたほどではなく，海岸線が

元の高さに回復する前に余効滑りが終息しそうにも見えた。これに対して，粘性構造を入

れたシミュレーションにより，地震の再来間隔が約 600 年と非常に長い場合には，本震後

の隆起が約 300 年続き，それから約 300 年の沈降に転じて次の巨大地震に至ることがシミ

ュレーションから明らかになった（Sagiya, 2015，Hashima and Sato, 2017，Sasajima et 

al., 2019）。 

 

２．地震・地殻変動観測データの即時解析に基づく地震・津波の即時予測 

 東北沖地震に際しては，気象庁の最初の規模推定が過小評価であったとの反省から，巨

大地震にも有効な地震や津波の即時予測手法の開発が行われ，次第に現業で使われるよう

になってきている。 

 気象庁では，緊急地震速報においては，複数の地震の同時発生時にも的確に対応できる

IPF（Integrated Particle Filter) 法を開発し，信頼度の高い震源と規模の自動推定を行

えるようにした（溜渕・他, 2014）。さらに，震度予測については，これまでのような震

源情報に依存したやり方のみならず，周囲の震度情報から隣の地点の震度を予測する

PLUM（Propagation of Local Undamped Motion）法と呼ばれる手法が開発された（Kodera et 

al., 2018）。IPF 法は平成 28 年（2016 年）12 月 14 日から運用が始まり，PLUM 法も平成

30 年（2018 年）３月 22 日より運用がなされている。 

 大規模な地震が発生した場合，断層の広がりや規模を近地観測データから即時に把握す

るには，地震観測データよりも近地での永久変位（近地項）をそのまま評価できる GNSS

観測データの方が有利である。このような観点から，GNSS の１秒サンプルデータから断
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層モデルを即時推定する RAPiD（Real-time Automatic detection method for Permanent 

Displacement）が前計画で開発された（Ohta et al., 2012）。国土地理院では，この RAPiD

をさらに発展させた電子基準点リアルタイム解析システム（ REGARD；  Real-time GEONET 

Analysis system for Rapid Deformation monitoring）を東北大学と共同で開発（Kawamoto 

et al., 2017）し，平成 28 年（2016 年）４月から運用している。運用開始直後に平成 28

年熊本地震が発生し，この地震について信頼性の高い矩形断層モデルを推定することに成

功した。 

 津波の即時高精度予測のために，気象研究所では沖合の津波観測データをもとに海岸で

の津波の高さを高精度で予測する tFISH（tsunami Forecasting based on Inversion for 

initial sea-Surface Height）の開発・改良を行ってきた（Tsushima et al., 2009, 2012）。

気象庁では，この tFISH を平成 31 年（2019 年）３月 26 日から，津波警報を更新する新た

な手法として運用を開始した。この tFISH と前述の RAPiD を組み合わせるなど，よりロバ

ストな津波予測手法の開発も進められている（Tsushima and Ohta, 2014）。 

 

平成 30 年度の成果 

 

１．災害の予測のための研究 

 新しい計画では，これまでの地震・火山噴火予知研究計画とは異なり，災害誘因（ハザ

ード）の研究の推進に力を入れており，また，災害誘因の影響を正しく理解するために，

災害素因（脆弱性）の研究も進めている。これらの研究においては東京大学地震研究所と

京都大学防災研究所の拠点間連携も重要な役割を果たしている。 

 平成 30 年北海道胆振東部地震時の斜面崩壊の原因を探るために，札幌市及び厚真町の

谷埋め盛土において調査を行い，旧谷筋周辺を ２-３ m 程度埋めた盛土が地すべり状の

変状を呈したことを明らかにした（京都大学防災研究所［課題番号：1912］)。この斜面崩

壊の多くは，流れ盤構造をなす降下火砕物の特定層準にハロイサイトが形成されて，そこ

に滑り面が形成されていることと，被災地周辺の丘陵地の斜面は下部に遷急線を持ってい

て斜面下部からの支えが少なくなっていたという共通の特徴があることがわかった。 

 沖合で観測された津波波形の逆解析に基づく津波の即時予測手法システム（tFISH）につ

いて，地震発生時に海底水圧データに記録される非地殻変動オフセット及びトレンド変化

のノイズへの対処策として，波形逆解析において津波成分とノイズ成分を同時推定して分

離できるように改良した（気象研究所［課題番号：7011］）。また，電子基準点リアルタイ

ム解析システム（REGARD）において，計算負荷が非常に軽いという利点を持つ精密単独測

位法を導入し試験運用を開始した（国土地理院［課題番号：6012］）。 

 

２．地震・火山噴火の予測 

 茨城沖では群発地震活動が M７級の地震になる場合（前震的活動）とならない場合があ

り，前震的な活動は，それ以外の群発地震活動より活動度が高い傾向にあることがわかっ

た（東京大学理学系研究科［課題番号：1402］，Nishikawa and Ide, 2018）。このような傾

向が他の群発地震でも見られれば，群発地震が大きな地震の発生に繋がるか否かの判定に

将来は使えるようになる可能性がある。 
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 蔵王火山では東北沖地震の後，しばらくしてから活動が活発になり，2012 年から深部低

周波地震が，2013 年以降は浅部長周期地震が発生するようになった。この長周期地震の波

動エネルギーが増大してくると，浅部地震活動が活発化し，地震活動が低下すると長周期

地震のエネルギーも低下するという相関があることがわかった（東北大学［課題番号：

1202］）。したがって，このような長周期地震のエネルギーをモニターすることが，火山活

動の予測にとって重要であると考えられる。 

 

３．地震・火山現象の理解 

（プレート境界） 

 東北沖地震前と地震後における東北日本前弧域の上盤内応力場の形成メカニズムを明ら

かにするために，プレート沈み込み及び重力に伴う島弧-海溝系の絶対応力場の二次元モデ

リングを，不均質非線形レオロジーを考慮した有限要素法を用いて行った。モデル計算の

結果，前弧海域下の上盤内では，「地形・密度構造から重力が作る引張力」及び「定常沈み

込みが作る曲げ応力」により，浅部が引張・深部が圧縮の応力場が本震前から形成されて

いたことがわかった。複数のモデル結果と観測との比較を通じて，東北沖地震後のプレー

ト境界（海溝から 40-150 km の範囲）の摩擦応力は５-11 MPa 程度と推定され，地震時の

応力降下量が 10-20 MPa 程度ということを考えると，プレート境界の強度は 30 MPa 程度

以下と非常に弱いことが示唆された（東北大学［課題番号：1203］）。 

 日本海溝沿いの GNSS-音響測距結合方式（GNSS-A）による海底地殻変動観測は東北沖地

震前から現在に至るまで継続されている。東北沖地震の主破壊域の中では，2018 年時点で

も本震前より大きな速度で西向きに動いているものの，その速度は本震直後に比べて減少

してきている。一方，主破壊域の周辺域では，本震直後よりも西向きの速度が大きくなっ

ているが，2018 年時点では本震よりもまだ小さい速度である。福島沖以南については，本

震後に東向きの変動が顕著であったが，現在は大きく減衰している（海上保安庁［課題番

号：8001］）。 

 2013 年 9 月から 2014年 9 月までのほぼ 1 年間実施した東北沖地震の震源域北部におけ

る海底地震観測によって震源分布を求めたところ，本震直後には活動が低調であったプレ

ート境界付近での活動が観測され，これらの地震の発震機構解も逆断層型が卓越している

ことがわかった（東京大学地震研究所［課題番号：1503］）。したがって地殻変動のみなら

ず，地震活動も本震発生直後とは異なってきているようである。 

 千島海溝域及び日本海溝域において地下構造探査観測研究を実施し，アウターライズ地

震断層の発達に伴い海底面付近からマントルに至るまで地下構造が変質していること，そ

の変質度合は両海溝域間で顕著に異なることを明らかにした。また，福島沖での海溝域の

陸側斜面やアウターライズの活構造に対応した地震活動が確認され，該当域での地震発生

のポテンシャルに関する知見が得られた（海洋研究開発機構［課題番号：4002］）。 

 

（内陸） 

 日本列島全域下の（i）流体付加前のマントル組成と (ii) 付加流体量を，主に第四紀火

山岩の Sr-Nd-Pb 同位体比空間における統計解析としてクラスター分析（k-means 法）と

独立成分分析法を併用して解析したところ，いずれも島弧セグメントごとに違いがあり，
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かつ (i)は東日本と西日本で系統的に異なり，プルーム由来成分が明瞭に分かれることが

わかった。これらの違いについては， (i)は地球規模の東西半球構造に関連し，(ii)は沈

み込むスラブの温度や沈み込み角度及び組成（特に堆積物成分）の違いを反映しているこ

とが明らかとなった（京都大学防災研究所［課題番号：1905］， Nakamura et al., 2019）。 

 GNSS 連続観測（GEONET）による日本列島全域の地殻変動・火山活動のモニタリングを着

実に実施し，東北地方太平洋沖地震後の継続的な余効変動を図１のように明らかにした。

本震後の８年間で，背弧側では地震時の隆起よりも地震後の沈降の方が上回り，火山フロ

ントのすぐ東側では地震時の沈降よりも地震後の隆起が上回っているものの，太平洋沿岸

は仙台湾付近を除いて地震後の隆起が地震時の沈降をまだ上回っておらず，地震前の海岸

線の高さまで回復するまでまだかなり時間がかかることがわかる（国土地理院［課題番号：

6005］）。 

  東北全域及び北海道の太平洋岸において，ハイブリッド重力観測を毎年実施してきて，

2018 年５-７月にも実施した。表層 30 km が弾性体で，それ以深に 5x10 18 Pa・s の粘性率

を持つ層を仮定して，粘弾性球対称地球モデルに基づく理論に基づいて，重力変化の予測

値を計算し，観測値と比較した。東北地方太平洋側では観測値と理論計算値とが良く一致

し，4 μgal/年の変動が認められた。一方，脊梁山脈を越えた日本海側では，太平洋側に

比べて，観測量も理論計算値もともに小さいことがわかった。重力変動を引き起こしてい

る原因を調べるため，地球内部の体積歪変化の理論計算を行った結果，東北地方太平洋側

直下では，弾性層が圧縮に向かう傾向の方が，粘性層が膨張に向かう傾向よりも卓越して

いることがわかり，これによる密度場変動で重力変動を説明することができた。一方，日

本海側のそれは，弾性層と粘弾性層の効果が拮抗しているため，太平洋側に比べて重力変

動が小さくなることがわかり，実際の観測とも整合する結果を得た（東北大学［課題番号：

1203］）。 

 東北沖地震後の 2012 年に設置された GNSS 稠密観測網磐越測線の余効変動プロファイル

を用いて，３次元不均質粘弾性構造モデルを推定した。余効滑りと粘弾性変形の同時計算

には Lambert and Barbot (2016) による等価体積力法を使用し，１日ごとに計算される応

力変化から余効滑り及び全体の粘弾性変形を逐次計算した。余効滑りの計算には速度-状態

依存摩擦構成則を，粘性計算にはべき乗則 Burgers モデルを用いた。得られた最適モデル

は，マントルウェッジの 100 km 以深全体の低粘性と，70 km 以浅での火山フロント及びそ

の西側下部の相対的低粘性で特徴づけられる。また，地温勾配分布等に基づいて島弧走向

方向の不均質性も考慮したモデルにより面積ひずみ分布を計算したところ，Miura et al. 

(2014) によって推定された面積ひずみ分布を概ね再現することがわかった（東北大学［課

題番号：1203］）。 

 秋田県森吉山周辺地域には地震波散乱体が存在することが知られていたため，震源域北

方において小アレイ観測を実施し，そのデータのセンブランス解析から散乱体の位置推定

を行った。その結果，散乱体は従来の推定よりも東側の，地震クラスターのやや南の深さ 13 

km 程度に存在することが明らかになった（弘前大学［課題番号：1101］）。この森吉山の下

の比抵抗構造を調べてみたところ，森吉山の地震活動域直下の深さ 15-30 km に顕著な低比

抵抗帯があることがわかった（東北大学［課題番号：1203］）。このように地殻深部に流体
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が存在しているがためにその上端が顕著な地震波散乱帯となっていて，この流体が森吉山

の地震活動を引き起こしている可能性がある。 

 山形-福島県境付近では，東北沖地震によって東西圧縮の応力が弱まったにもかかわらず，

本震の後に群発地震活動が発生し，この震源分布は多数の面状構造を成し，また地震活動

は深部から浅部にマイグレーションしており，その深部には地震波反射面が存在している

ことがわかった。さらに，地震活動・震源過程・構造等を特徴づける様々なパラメータが，

活動開始から 50-100 日程度は異常な値を示していたことがわかった。これらのことから，

この群発地震は，深部に存在していた高圧流体が東北沖地震後に急激に上昇してきたこと

によって生じたものと考えられる（東北大学［課題番号：1204］，Yoshida and Hasegawa, 

2018）。 

 

４．これまでの課題と今後の展望 

（東北沖地震による地震発生場のさらなる理解） 

 この５年間で東北沖地震について様々な情報が得られ，巨大地震に対する我々の視野は

大きく拡大した。一方で，この地震の前に我々が抱いていた様々な先入観がこの地震によ

って打ち砕かれたのと同様に，今現在も我々は何かを見落とし，何かを誤解していて，そ

れらが今後の余効変動や他の巨大地震の観測研究によって是正される可能性は極めて高い。 

 特に余効変動について，変位・歪・応力・重力等を長期にわたって追跡し，その結果か

ら粘弾性構造モデルを構築していくことが重要である。これまでに得られた結果から，地

震時滑りによる応力変化のみならず，余効滑りや地震間固着に伴う応力変化によっても粘

性緩和が生じ，これが巨大地震間の海岸の隆起・沈降に関わっていたことが明らかになり

つつある。このようなシミュレーションと海陸の地殻変動観測と繰り返し地震観測データ

により余効滑りの影響と粘性緩和の影響とが正しく分離できれば，プレート境界の摩擦パ

ラメータ分布と３次元粘弾性構造の高精度推定が可能となる。このようにプレート境界と

媒質の詳細な情報が得られることによって，ようやく，巨大地震の地震発生サイクルにつ

いて信頼度の高いシミュレーションが行えるようになる。 

 また，このような研究は内陸の非弾性的性質もモデル化することを意味しており，それ

は内陸地震の発生機構の解明にも大きく役立つはずである。東北地方太平洋沖地震の発生

によって東北地方内陸の東西圧縮の応力はかなり緩和されたはずで，少なくとも東西圧縮

の逆断層型の大地震は，当面，東北地方内陸では発生しにくいように見える。しかし，そ

のような考え方では，1896 年の６月 15 日の明治三陸地震の僅か２ヶ月後の８月 31 日に陸

羽地震が発生した事実を説明できないため，大地震発生を理解するためには，応力の時空

間変化のみならず，強度の時空間変化を詳しく検討する必要がある。 

 東北地方太平洋沖を契機として，断層強度の理解が大きく進み，プレート境界も内陸の

地震発生域も，これまで考えられていたよりも強度が１桁小さい可能性が高いことがわか

ってきた。このように強度が低い理由としては，スラブから供給されてきた水によって間

隙水圧が上昇しているためというのが最もありそうな仮説ではあるが，これもまだ完全に

は解明されたわけではなく，今後，さらなるデータの蓄積が必要である。また，スラブか

ら供給された水は断層強度を下げるのみならず前述の粘弾性構造にも大きな意味を持つた
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め，スラブへの水の取り込みと放出過程についても，今後，さらなる研究を進めていく必

要がある。 

 東北地方太平洋沖地震によってこれまで極めて多くの知見が得られ，今後も得られるも

のと期待されるが，単年度あたりに得られる情報量は，当然のことながら時間とともに減

少していく。一方で，長期的な観測によって初めて得られる情報もあるため，今後，長期

にわたって持続可能な観測研究を設計し，継続していくことが重要となっている。1896 年

の明治三陸地震の後 40年近くたって 1933年の昭和三陸地震が発生しているわけで，今後，

M8 級の最大余震が発生するとしても，何十年もたってからとなる可能性は否定できない。

したがって，東北地方の災害軽減のためにも，東北地方における観測研究は，今後も長期

にわたって継続する必要がある。 

 

（次の巨大地震災害の軽減のために） 

 日本付近で，次に M９の巨大地震災害が生じるとしたら，千島海溝か南海トラフ沿いの

可能性が高いと考えられる。これらの巨大地震の災害を軽減するためには，東北沖地震前

と似た現象が出現していないかどうかの検討と同時に，東北沖との類似点と相違点をよく

検討することが必要である。 

 過去の M９地震の知見がなまじあったことが，東北沖で M９が予見できなかった大きな理

由となっていたことを忘れてはならない。東北沖地震について知見が増えれば増えるほど，

M9 の地震について新たな先入観が生じてしまいやすいことについて自覚することが重要

である。むしろ，東北沖地震では生じなかったことが，本当に他の場合でも起こらないの

か，よく検討する必要がある。たとえば， 

 次の巨大地震は海溝付近より陸の近くで生じるのでは？ 

 海溝近くから陸の近くまで全部が大きく滑る地震もありうるのでは？ 

 巨大な海底地すべりが生じて，さらに大きな津波を起こすのでは？ 

 巨大な分岐断層が動いて，効率よく津波を励起するのでは？ 

 スラブ内大地震や内陸大地震が連鎖するのではないか？ 

 火山噴火が連動するのでは？ 

 南海トラフで予想されている「最大規模」を上回る可能性はないのか？ 

といった検討が必要である。 

 我々研究者は，過去に起こったことを説明できるモデルや，過去に起こらなかったこと

を説明できるモデルを探しがちである。しかし，それが「想定外」を生み出すもとになっ

ていることを自覚する必要がある。「過去に起こった証拠の無いことは本当に将来も起こら

ないのか？」という検討こそが，次の巨大地震災害を軽減する上で，極めて重要と考えら

れる。 
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図１．GNSS 連続観測により捉えられた 2011 年東北地方太平洋沖地震に伴う上下変動（国

土地理院［課題番号：［課題番号：6005］）。(a) 本震時の上下変動。(b) 本震後８年間の余

効変動。(c) 本震直前からの累積上下変動。 
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２（２）南海トラフの巨大地震総合研究 

 

「南海トラフの巨大地震」総合研究グループリーダー 澁谷拓郎  

（京都大学防災研究所） 

 

１．５年間の成果 

（１）概要 

本研究グループは，「災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計画」において，

海溝型地震部会，データベース・データ流通部会，地震動・津波等の事前予測・即時予測

部会，史料・考古部会，地震・火山災害部会，地震先行現象・地震活動評価部会等で行わ

れている南海トラフの巨大地震に関する研究について部会を横断する形でまとめ，総合的

に推進することを目的とする。さらに，東京大学地震研究所と京都大学防災研究所という

拠点間での連携共同研究における参加者募集型研究として実施される，「巨大地震のリス

ク評価の精度向上に関する新パラダイムの構築」による南海トラフ巨大地震のリスク評価

についての研究とも連携を図って，「災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計画」

による南海トラフ巨大地震の現象解明，発生予測，災害誘因予測を目指した研究と，拠点

間連携共同研究のリスク評価の研究との橋渡しを模索することも，本研究グループの目的

である。 

 

（２）研究スキームの設定 

本研究グループでは，南海トラフ巨大地震の災害軽減に資する研究のスキームとして，

図１に示すように，地震の発生，地震波の伝播という事象の時間経過およびそれらに伴う

情報の伝達の方向性に従い，「震源・地震像」，「地殻構造・波動伝播」，「強震動・津

波予測」，「地盤構造・地すべり」，「被害予測（建築物・構造物）」，「リスク評価」

という研究項目が並び，これらを「基盤観測・データ流通・データベース・モニタリング」

が支え，各研究項目から情報が社会に向かって発信されるという構図を考え，これをもと

に南海トラフの巨大地震に関連する研究課題の成果をまとめた。 

 

（３）研究集会の開催 

「災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計画」において，部会を中心に行われ

ている研究のうち，南海トラフの巨大地震に関するものについて，部会を横断する形でま

とめるため，研究集会を開催した。 

第１回の研究集会は，平成27年５月に開催され，初年度（平成26年度）の成果に基づき，

表１のような発表が行われた。発表１・２・４～６は海溝型地震部会，発表３は史料・考

古部会，発表７～９は地震動・津波等の事前予測・即時予測部会，発表10・11は拠点間連

携の研究として行われたものであるが，本研究グループで設定した研究項目で分類すると，

発表１～４は震源・地震像，発表５・６は地殻構造，発表７・８は強震動予測，発表９は

地すべり，発表10はリスク評価となる。研究項目を，図１に示すように，地震の発生，地

震波の伝播という事象の時間経過およびそれらに伴う情報の伝達の方向性に従って並べた

とき，上流あるいは下流の研究がどのような情報を欲しているかを考えながら研究を行う
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ことが重要であることが，総合討論を通じて認識された。 

南海トラフ巨大地震に対して，（１）どんな地震像が想定されるか，（２）どんな被害

が想定されるか，（３）どんな情報を発信できるか，というような問いに答えるのが，本

研究グループの究極の目的と考えられる。第2回の研究集会は，（１）をテーマに平成28年

５月に開催された。発表者を表２に記す。地震規模を想定するためには，震源域の情報が

必要であるが，これについては，平成27年度に海上保安庁の研究課題8001において，海底

地殻変動観測データを用いた南海トラフ巨大地震の固着域の推定という研究がなされた

（発表１）。また，発生時期を想定するためには，海底での地殻変動連続観測が不可欠で

あると考え，発表４・５においてその現状と課題について報告していただいた。総合討論

において，そもそも「もっともらしい地震像」が必要かという問題提起があった。何のた

めの情報かによって，用意すべきシナリオは変わるのであって，たとえば，命を守るため

の情報には，最悪のシナリオが必要なのではないかという意見が出された。また，シナリ

オの確率密度分布を作れないかという意見もあった。 

第３回の研究集会は，平成29年10月に開催された。第２回に引き続き，「もっともらし

い地震像」について，もう少し掘り下げてみることとした。発表者を表３に示す。次の南

海トラフ巨大地震のもっともらしい地震像について議論するためには，過去にどのような

地震が発生したのかという情報が必要であるので，史料地震学に基づいた講演をしていた

だいた（発表１）。南海トラフ沿いの地震の起き方は，従来考えられていたよりも複雑で

類型化が難しいということであった。発表４・５では，南海トラフ巨大地震の発生前と発

生時と発生後に震源域で何が起きているのかをリアルタイムでモニタリングすることの重

要性が指摘された。総合討論では，「もっともらしい地震像」をあらかじめ絞り込むのは

難しいので，いくつものシナリオに対して，どのような事象が発現するかをシミュレーシ

ョンしておき，モニタリングにより，震源域で何が起きたのか，起きているのかをリアル

タイムで把握し，起きる可能性の高いシナリオを絞り込むというような戦略をとる必要が

あること認識された。 

発表２・４は，文部科学省科学技術試験研究委託事業の「南海トラフ広域地震防災研究

プロジェクト」での研究成果に基づく発表であった。南海トラフ巨大地震という課題に取

り組むプロジェクト同士の連携を強化するため，平成31年２月に開催された第４回研究集

会では，南海トラフ広域地震防災研究プロジェクトの概要と研究成果について報告してい

ただくとともに，災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計画からも，震源，地殻

構造，地盤構造と強震動予測，拠点間連携研究によるリスク評価などの成果について発表

した。発表者は表４の通りである。 

 

２．平成30年度の成果 

（１）研究成果の概要 

平成30年度の「災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計画」における研究課題

のうち，南海トラフの巨大地震に関する研究であることが自己申告されたもの，および研

究成果報告からそう判断されるものは，56課題であった。部会別には，「海溝型地震」が

15課題，「データベース・データ流通」が18課題，「地震動・津波等の事前予測・即時予

測」が５課題，「史料・考古」が５課題，「地震・火山災害」が3課題，「地震先行現象・
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地震活動評価」が２課題，「拠点間連携」が８課題であった。さらに，主な成果について，

上述のスキームにおける研究項目で整理すると，「震源・地震像」が22課題，「地殻構造・

波動伝播」が６課題，「強震動予測・津波予測」が５課題，「地盤構造・地すべり」が４

課題，「被害予測（建築物・構造物）」が５課題，「リスク評価」が４課題，「基盤観測・

データ流通」が22課題，「情報発信」が２課題（複数の研究項目に該当する課題あり）で

あった。以下に，主な研究項目の成果を述べる。 

 

（２)震源・地震像 

ア．プレート境界面の固着状態 

東京大学地震研究所［課題番号：1509］は，豊後水道周辺における機動的GPS観測を強化・

継続し，当該地域で繰り返し発生する長期的SSE（Slow Slip Event）の研究を行った。2015

年 12月ごろから 2016年３月ごろまで四国南部を中心に長期的 SSEの可能性のある小さな地

殻変動が観測されたが，その変動量や推定されたモーメントマグニチュードは，豊後水道

で想定されている長期的SSEの数分の１しかないことがわかった（Hirose et al., 2018）。

2018年８月ごろから豊後水道南西部を中心に長期的 SSEの可能性のある小さな地殻変動が

観測されており，また2018年12月から豊後水道全域で2010年以来の大規模な長期的SSEが発

生したと考えられる。東海地域に関しては，2013年頃から開始した長期的SSEに関して，時

間発展インバージョンを用いた解析を実施し，結果の詳しい検討を行った。長期的SSEに加

えて2013年から2016年１月に，少なくとも2回の短期的SSEが発生し，その位置は長期的SSE

のプレート境界深部に位置する北西側であった。推定された短期的SSEのすべり速度は20～

30cm/年であり，長期的SSEのすべり速度（約2.3cm/年）よりも１桁早い。長期的SSE領域で

は深部低周波微動が発生していないが，本研究の結果は微動の発生が周囲のスロースリッ

プのすべり速度に依存しているという仮説（Wech and Bartlow, 2014）を支持する結果と

なった（Sakaue et al., 2018）。 

海上保安庁［課題番号：8001］は，GPS－音響測距結合方式による海底地殻変動観測を南

海トラフ域で継続し，プレート境界固着の影響による地殻変動を観測している。紀伊水道

沖の観測点における2017年末頃からのデータから，浅部のスロースリップに起因すると考

えられる非定常地殻変動を観測した（海上保安庁, 2018）。 

 

イ．歴史地震の地震像 

史料・考古の研究では，名古屋大学［課題番号：1701］は，三重県，愛知県の自治体史，

郷土史などを中心とした史料調査により，南海トラフ地震を中心に地震情報の抽出を行っ

た。ここで収集した史料について，eコミマップを用いて地図と結びつけたデータベースを

構築するため，高知県，三重県，愛知県，静岡県の明治期の旧版地形図のデジタル化を行

った。 

京都大学防災研究所［課題番号：1901］は，1707年宝永地震と富士山宝永噴火に関して，

複数の写本を検討し，より原本に近い史料を特定して未読箇所を翻刻した（服部・中西, 2017，

2018）。また，この地震と噴火について，現在知られているなかで最も完全で，かつ古い時

代に書かれた史料を特定し翻刻した。これらの史料から，1707年宝永地震の本震と翌日発

生した余震の震源域の推定に重要な情報が得られた。 
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東京大学史料編纂所［課題番号：2601］は，既刊地震史料集に記載されている史料につ

いて，歴史学的に信頼できる原典史料に遡って，史料記述の間違いの修正や省略部分の補

足を行う校訂作業を実施した。また，東海地方にあって長期間にわたる日記史料が現存す

る三河国田原藩（愛知県田原市）の「田原藩日記」（田原市博物館所蔵）の調査・撮影を実

施した。これに関連して，嘉永七年十一月四日・五日（1854年12月23日・24日）の東海・

南海地震関連の日記史料について集中的に調査を実施し，本震前後の期間における有感地

震の記録について分析した。現段階での成果として，東海・南海地震の発生前に，太平洋

沿岸地域では目立った有感記録の増加はみられないが，山陰地方や近畿地方北部では本震

発生の５年前に有感地震の記録が増加している状況が判明した。 

 

（３）地殻構造・波動伝播 

ア．プレート形状・構造 

東京大学地震研究所［課題番号：1509］は，四国西部地域における比抵抗構造をネット

ワークMT応答関数のインバージョンにより求め，地震波減衰構造（Kita and Matsubara, 2016）

および長期的SSE域（Ozawa, 2017）と比較した。その結果，比抵抗の低いところは低Qpの

減衰の大きな領域に対応し，長期的SSEにおいて滑り量の大きい領域の外側に分布すること

が分かった（Uyeshima et al., 2018）。 

名古屋大学［課題番号：1703］は，東海地域においてACROSS震源を用いた地震波速度の

時間変化の解析を行い，過去10年間，2011年東北地方太平洋沖地震時の地震波速度減少以

外は定常的に地震波速度が増加していることを世界で初めて明らかにした。定常的な地震

波速度の増加は，岩盤中のクラックが徐々に閉じることによる剛性の増加を表しており，

地下水の化学成分の沈殿による割れ目の閉塞を表していると推測できる（ Tsuji et al., 

2018）。 

京都大学防災研究所［課題番号：1904］は，米子－海陽測線の観測点で記録された遠地

地震波形を用いてレシーバ関数解析を行い，レシーバ関数イメージを得た。四国東部下に

沈み込むフィリピン海プレート内の海洋モホ面とプレート上面は，中国地方中部付近まで

明瞭にイメージされた。この結果から四国東部下のフィリピン海プレートは，四国南端の

深さ20kmから中国地方中部で深さ40kmに達していて，6°程度の傾斜角で沈み込んでいるこ

とが分かった（澁谷他, 2019）。 

 

（４）強震動予測・津波予測 

ア．震源パラメータの即時推定 

産業技術総合研究所［課題番号：5007］は，ボアホール歪計を用いて巨大地震のモーメ

ントマグニチュード(Mw)の即時推定を試み，水平歪4成分以上があれば，Ｍ９クラスの東北

地方太平洋沖地震本震のほか，同地震の最大余震，近年発生した内陸地震でもMwを推定可

能であることを示した（Itaba, 2018）。 

国土地理院［課題番号：6004］は，相対測位によるGEONETリアルタイム解析から得られ

る日本全国のリアルタイム地殻変動データを用いて，地震発生時に矩形断層モデルおよび

プレート境界面上のすべり分布を即時推定する技術の開発を行い，電子基準点リアルタイ

ム解析システムに実装した（Kawamoto et al., 2018）。 
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イ．津波予測 

防災科学技術研究所［課題番号：3004］は，津波即時予測システムにおいて，DONET を

用いたシステムの構築を海洋研究開発機構と連携して進め，すでに和歌山県，三重県，中

部電力，尾鷲市に実装・運用しているが，複雑な地形を持つ瀬戸内海沿岸での即時津波予

測システムの有効性を確認し（Takahashi et al., 2018），坂出市と高松市を対象とした

システムを香川大学に構築した。 

 

（５）地盤構造・地すべり 

 ア．大阪堆積盆地モデルの検証 

京都大学防災研究所［課題番号：1911］は，広帯域強震動予測のための震源モデルおよ

び震源から観測サイトまでの地殻・地盤速度構造モデルの高度化の一環として，2018 年大

阪府北部の地震の地震動モデリングによる大阪堆積盆地３次元速度構造モデルの検証を行

った。大阪平野内の地震観測点の観測波形と比較すると，後続波の到来は観測とよく対応

しており，速度構造モデルは表面波の形成・伝播などの盆地の応答はおよそ再現できてい

ると考えている。一方，計算地震動の振幅は観測に比べ全体的に小さく，震源モデルと３

次元速度構造モデルのとくに浅部部分に原因があるのではないかと考えられる。また，盆

地端部近くの観測点は，波形の再現がよくない点があり，堆積構造の急変地域でのモデル

更新が課題としてあげられる（関口他, 2018）。 

 

（６）リスク評価 

ア．火災の発生件数のばらつきの評価 

京都大学防災研究所［課題番号：2957］は，地震火災の発生件数を予測するため，人口

一人あたりの出火確率に着目し，これを計測震度や電力の供給率から説明するモデルを定

式化した。この出火モデルと地震動指標の距離減衰式を組み合わせることによって，南海

トラフ地震の不確実性を考慮した日本全域での確率論的な出火シミュレーションを行った。

ここでは，地震火災の発生件数に大きく影響する地震の不確実要因として，（１）震源域

とそれが破壊された際の地震の規模，（２）地震の発生季節，（３）地震の発生時間帯の3

種類の要因を仮定し，各要因のバリエーションの組み合わせからなる合計72の地震シナリ

オに重み係数を設定することによって，地震火災の発生件数と条件付き超過確率の関係を

表す出火リスクカーブを消防本部の管轄範囲ごとに推定した。その結果，南海トラフ地震

が発生した際，全国のほとんどの消防本部では，保有するポンプ車の台数を上回る数の火

災が発生する確率は非常に小さく，水道管や防火水槽の耐震化によって地震時においても

消防水利を確保することができれば，放任火災の発生を高い確率で防ぐことができること

を明らかにした。 

 

イ．エクスポージャ予測のためのモデル化手法 

京都大学防災研究所［課題番号：2952］は，地震リスク評価におけるエクスポージャと

して，人口および建物ストックの将来予測モデルの構築を試みた。高知県南国市を対象と

して，人口及び建物ストックの時系列分析を行った。また，その地方自治体での時系列変
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化に影響を及ぼす要因についても分析し，人口と建物ストックの相関および建物ストック

の時系列変化に関する簡易なモデルを構築した（河野・西嶋, 2018）。 

 

（７）情報発信 

ア．防災情報の発信と防災知識の普及啓発 

気象庁［課題番号：7012］は，気象庁から発表する地震・津波に関する防災情報の高

度化を図るため，緊急地震速報評価・改善検討会などの検討会等を開催し，報道発表等に

より広く情報共有を行った。また，気象庁は「南海トラフ地震に関連する情報」を発表す

ることとし，平成 29 年 11 月１日からその情報の運用を開始した。 

気象庁［課題番号：7020］は関係機関と連携し，地域の状況に合った様々な手段を用い

て，地震・津波及び火山に関する知識や防災行動についての普及啓発に継続的に取り組ん

だ。 

 

これまでの課題と今後の展望 

冒頭で述べたように，本研究グループの目的は，「災害の軽減に貢献するための地震火

山観測研究計画」において，部会ごとに推進されている研究成果を部会を横断する形でま

とめ，南海トラフ巨大地震の災害軽減に資する研究を総合的に推進することである。この

ために，本研究グループでは，地震の発生，地震波の伝播という事象の時間経過およびそ

れらに伴う情報の伝達の方向性に従い，「震源・地震像」，「地殻構造・波動伝播」，「強

震動・津波予測」，「地盤構造・地すべり」，「被害予測（建築物・構造物）」，「リス

ク評価」という研究項目が並び，これらを「基盤観測・データ流通・データベース・モニ

タリング」が支え，各研究項目から情報が社会に向かって発信されるというスキームを設

定した。それぞれの研究項目において，上流と下流でなされている研究や必要とされるア

ウトプットを認識し，研究を行うことが必要と考えられる。このため，研究項目間のコミ

ュニケーションを図ることが重要であり，現行計画では，研究集会を通して研究項目間の

コミュニケーションの活性化を実施してきた。しかしながら，年１回開催する研究集会の

みでは十分なコミュニケーションを実現することには限界があると思われる。次期計画に

おいては，関連する研究項目を代表する研究者が本研究グループを構成する体制とするな

ど，部会を横断する研究の推進に関する組織面でのサポートが必要であると考える。 
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図１．南海トラフ巨大地震総合研究のスキーム 
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表１．第１回研究集会での発表 

 発表タイトル（課題番号） 発表者（所属） 備考 

1 
プレート境界すべり現象モニタリングに基づく

プレート間カップリングの解明（1509） 

蔵下英司 

（東大・地震研） 
震源 

2 
南海トラフ域における巨大地震断層域の力学･変

形特性の把握（1703） 

山岡耕春 

（名大） 
震源 

3 
古文書解読による南海トラフ巨大歴史地震像の

解明（1701） 

山中佳子 

（名大） 
地震像 

4 海溝型巨大地震の履歴とメカニズム解明（5004） 
宍倉正展 

（産総研） 
地震像 

5 海域地震発生帯研究開発（4002） 
仲西理子 

（海洋研究開発機構） 
地殻構造 

6 
南海トラフ巨大地震の予測高度化を目指したフ

ィリピン海スラブ周辺域の構造研究（1904） 

澁谷拓郎 

（京大・防災研） 
地殻構造 

7 
広帯域・高解像度強震動シミュレーションに基づ

く大地震の強震動評価の高度化（1516） 

古村孝志 

（東大・地震研） 

強震動 

予測 

8 
プレート境界巨大地震等の広帯域強震動予測に

関する研究（1911） 

関口春子 

（京大・防災研） 

強震動 

予測 

9 
強震動によって発生する地すべり現象の発生ポ

テンシャル評価と事前予測手法の高度化（1912） 

千木良雅弘 

（京大・防災研） 
地すべり 

10 
地震リスク評価に関する不確実性～定量的評価

に向けたプラットフォームの構築～ 

西嶋一欽 

（京大・防災研） 

リスク 

評価 

11 
東京大学地震研究所と京都大学防災研究所の拠

点間連携の枠組み 

川瀬 博 

（京大・防災研） 

拠点間 

連携 
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表２．第２回研究集会の発表 

 発表タイトル（課題番号） 発表者（所属） 備考 

1 
海底地殻変動観測による南海トラフ巨大地震

の固着域の推定（8001） 

石川直史 

（海上保安庁） 
震源 

2 
南 海 ト ラ フ 巨 大 地 震 の シ ミ ュ レ ー シ ョ ン

（4002） 

堀 高峰 

（海洋研究開発機構） 

震源 

地震像 

3 スロー地震と巨大地震の相互作用（3002） 
松澤孝紀 

（防災科研） 
震源 

4 海溝軸近傍での海底地殻変動観測 太田雄策（東北大学） 
モニタ 

リング 

5 DONETによるモニタリングの現状と展望（4001） 
高橋成実 

（海洋研究開発機構） 

モニタ 

リング 

6 

南海トラフ巨大地震の研究において理学コミ

ュニティに期待すること  －効果的な災害対

応，復旧・復興のために－ 

牧 紀男 

（京大防災研） 

拠点間 

連携 

7 
拠点間連携共同研究（南海トラフ）の H27年度

成果 

松島信一 

（京大防災研） 

拠点間 

連携 

 

 

表３．第３回研究集会の発表 

 発表タイトル（課題番号） 発表者（所属） 備考 

1 
史料地震学でみた南海トラフ巨大地震の発生

履歴の問題点 

石橋克彦 

（神戸大） 
地震像 

2 南海トラフ地震の規則性・不規則性とその課題 
古村孝志 

（東大地震研） 
地震像 

3 固着の剥がれ方の多様性と大地震の発生 
加藤愛太郎 

（東大地震研） 
震源 

4 

南海トラフ域でのモニタリングと推移予測の

ための不均質構造モデル構築と解析手法の高

度化 

堀 高峰 

（海洋研究開発機構） 

モニタ 

リング 

5 
次の南海トラフ巨大地震発生前・時・後に何が

起きるのかをモニタリングする調査観測 

平原和朗 

（京大理） 

モニタ 

リング 

6 
巨大地震による強振動予測のための強振動生

成領域に対する距離減衰式の適用 

宮澤理稔 

（京大防災研） 

拠点間 

連携 
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表４．第４回研究集会での発表 

 発表タイトル 発表者（所属） 備考 

 1 
南海トラフ広域地震防災研究プロジェクト（文

部科学省科学技術試験研究委託事業） 

平原和朗（理研） 

堀 高峰 

（海洋開発研究機構） 

 

 2 海陸地殻変動観測データに基づく南海トラフ

沿いのプレート間固着分布 

西村卓也 

（京大防災研）  
震源 

 3 南海トラフ巨大地震の予測高度化を目指した

フィリピン海スラブ周辺域の構造研究 

澁谷拓郎 

（京大防災研） 
地殻構造 

 4 
大阪盆地，奈良盆地の地盤構造モデルとプレー

ト境界地震の強震動震源モデル 

関口春子 

（京大防災研） 

地盤構造 

強震動 

予測 

 5 南海トラフ巨大地震の地震被害リスク評価に

関する拠点間連携共同研究の成果 

松島信一 

（京大防災研） 

拠点間 

連携 

 6 次期計画における南海トラフ巨大地震総合研

究グループの役割 

宮澤理稔 

（京大防災研） 
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２（３）首都直下地震総合研究  
 

「首都直下地震」総合研究グループリーダー 酒井慎一  

（東京大学地震研究所） 

 
１．はじめに 

首都直下地震については「災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計画の推進に

ついて（建議）」の中で，災害科学の発展に着実に貢献できることや，発生した場合の社

会への影響の甚大さを考慮して，総合的な研究として優先して推進するとされている。し

かし，地震・火山現象の解明のための研究，地震・火山噴火の予測のための研究，地震・

火山噴火の災害誘因予測のための研究の３分野に，広くまたがるような総合的な研究課題

は存在しなかった。そのため，３つの分野に存在している研究課題の中から，首都直下地

震に関連した研究成果を集めて統合し，社会的にも重要である首都直下型地震による災害

の軽減につなげることが，本総合研究グループの目標であるとした。 

 

２．５年間（平成２６年-３０年度）の成果 

（１）５年間の成果の概要 

大学や気象庁・国土地理院・防災科学技術研究所等の各機関は，首都圏においても基盤

観測網の維持・拡充を行い，安定的にデータを流通させてきた。その結果，これらの基礎

的なデータは，国内外の多くの研究に利用され，多くの成果を得ることに貢献してきた。 

速度構造，震源分布，断層パラメータ等の推定によって，関東平野の下に沈み込むフィ

リピン海プレート内で発生する孤立的な地震の多くは，周辺と温度構造や応力状態に特別

な差異が見られないことから，スラブ内の局所的な含水化が原因であると推測された。2014

年に房総沖で発生したスロースリップ（SSE）に対する観測とシミュレーションによって，

SSE の発生が，ある条件下の速度・状態依存摩擦構成則によりモデル化できることが示さ

れた。 

関東平野に入射する表面波について，震源の放射指向性の影響と堆積平野の３次元構造

による複雑な表面波増幅・伝播特性の影響の二つについて地震波シミュレーションを行い，

長周期地震動の生成・増幅特性の方位依存性を明らかにした。首都圏に多く存在する丘陵

地帯を切り拓いて作った造成地では，地震動によって地すべり現象を引き起こす可能性が

あるため，そのような地域での増幅特性を見積もった。地震動の推定に必要な地下構造の

分解能を知るために臨時観測を行ったところ，約 100m 間隔の近距離でもゆれの振幅比が

約２倍になる場合があった。また，安政江戸地震における文献や絵画を検討し，余震が続

く中での避難方法や避難場所，幕府側の施策，余震の発生状況や気象条件に起因する避難

状況の変化などが明らかになった。過去にプレート境界で発生した地震の履歴と隆起パタ

ーンなどを復元することで，関東地震の多様性を評価した。 

 

（２）基盤観測網の維持・拡充 

全国の大学だけでなく気象庁・国土地理院・防災科学技術研究所等の機関は，首都直下

地震の研究に必要となる基盤観測網の維持・拡充を進めた。それらの基礎的なデータを継
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続的に安定して取得するために，膨大なデータを効率的に流通させるためのシステムを構

築してきた（東大地震研［課題番号：1518］，国土地理院［課題番号：6005, 6006, 6012］，

気象庁［課題番号：7012, 7014, 7020］，海上保安庁［課題番号：8001, 8002, 8004］）。 

 

（３）首都直下地震の解明のための研究 

首都直下地震は，統一した地震像が示されていないため，関東地方の平野部に存在する

活断層で発生する地震，沈み込むプレートの境界部分で発生する地震，沈み込むプレート

内で発生する地震などが考えられている。本計画では，沈み込むプレート内で発生するプ

レート内地震に関する研究課題において，関東平野下のＰ波減衰構造を推定し，フィリピ

ン海プレートのマントル東端部で，顕著に高い減衰を示すことを明らかにした。この高減

衰域の広がりは蛇紋岩化していると解釈されている地震波低速度の領域とほぼ一致する。

一方，高精度震源分布と断層パラメータの推定によって，相似地震のグループ毎の断層面

がお互いに重ならず相補的であることや起震応力場が空間的に大きく変化していることを

明らかにした。また，伊豆半島の北方で孤立して発生する地震群は，震源および推定され

た発震機構解から，その多くがプレート内で局所的に発生していたことがわかった。周辺

と温度構造や応力状態に特別な差異が見られないことから，局所的な含水化が発生原因で

あると推測された（東北大［課題番号：1201］）。 

 

（４）首都直下地震の予測のための研究 

首都直下のプレート境界部分で発生する地震に関しては，地震活動や地殻変動を詳細に

観察することによって，プレート間の固着状態をモニタリングしようとする試みがなされ

てきた。本計画の実施期間中の2014年に房総半島沖でSSEが観測され，それに伴って発生し

た地震活動や地殻変動から，SSEの発生に関する研究が進められた。 

房総半島沖のSSEは，これまで約６年の間隔で発生していたが，2011年の東北地方太平洋

沖地震の発生によって，発生間隔が乱された可能性がある（東大地震研［課題番号：1509］）。

一方で，小繰り返し地震によるすべりの調査によると，SSEの発生間隔は，東北地方太平洋

沖地震によって短くなったものの，その後，元の発生間隔に戻りつつあると考えられる（東

大地震研［課題番号：1510］）。2014年のSSEに関して，傾斜変動データおよびGNSSデータを

用いて断層モデルを推定した所，すべり域はこれまでのSSEにおけるすべり域と重なるが，

地震モーメントは約半分と小さく推定された（防災科研［課題番号：3002］）。過去のSSEに

ついても解析を行い，SSEの規模や破壊過程はイベントごとに大きく異なることが示された。

特に，2018年に発生したSSEは，2011年のSSEと比較して，地表変位は房総半島中部ではほ

ぼ同程度であるが，北部ではやや大きく，房総半島で観測されたSSE としては最大規模で

あると推定された（東大地震研［課題番号：1509］）。 

房総半島沖SSE発生時のフィリピン海プレート上面におけるすべり・すべり速度の時空間

発展を，臨時観測点を加えたGNSS時系列データを用いて，時間依存インバージョン解析に

より推定した。この推定結果と地震活動の時間変化とを比較すると，群発地震活動がSSEに

よる応力変化によってトリガーされたことが示唆される。さらに，推定されたSSE発生時の

すべりや応力の時空間発展を速度・状態依存摩擦構成則に基づいてモデル化した。すべり

速度をインバージョン解析からの推定値に固定し，摩擦パラメータ等を未知パラメータと
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仮定して摩擦構成則の式を数値的に計算し，インバージョン解析から求められた応力の時

空間変化を再現できるような摩擦パラメータ等を推定した。応力の時空間変化は速度・状

態依存摩擦構成則で良く説明でき，推定されたパラメータからSSE発生域における臨界断層

長は30～50km程度と見積もられた。推定されたSSEのすべり域の半径は臨界半径と同程度か

それよりもやや小さくなり，これは SSEの発生が条件付安定の摩擦特性に支配されている

ことを示唆する（Fukuda, 2018）（東大地震研［課題番号：1509］）。 

 

（５）首都直下地震の災害誘因予測のための研究 

将来発生が予想されている首都直下地震による強震動や長周期地震動の事前予測の高度

化を図った。関東平野における長周期地震動の生成・増幅特性には方位依存性があり，そ

の原因として，震源から関東平野に向けての表面波の放射指向性の影響，堆積平野の３次

元構造による複雑な表面波増幅・伝播特性の影響の２つが考えられた。まず震源からの放

射特性の影響を評価するためにシミュレーションを行い，都心部での速度応答スペクトル

の強度を比べた。その結果，関東平野を伝播する表面波は，2004 年新潟県中越地震では強

く，2011 年福島県浜通りの地震では弱かった。また，長周期地震動に関しては，中越地震

では，断層の走向を変えてもあまり変わらないが，浜通りの地震では走向の変化による変

動が大きく，発震機構に敏感であることがわかった（東大地震研［課題番号：1516］）。 

次に，関東平野の３次元堆積層構造と長周期地震動の増幅の方位依存性を検討した。中

越地震では，関東平野の深い溝状構造で表面波が焦点を結ぶように集まり増幅すること，

および，山地を伝わって屈折してきた表面波が合流するため長い波群を作り出すことが確

認できた。一方，浜通りの地震では，筑波山付近の浅く緩い堆積層構造を通って平野に入

射する際に波面が拡散することで振幅が小さくなること，および，揺れの継続時間も短く

なることが確認できた。この特徴は，同じ方位で発生する他の地震でも見られ，関東平野

で一般的な現象である（東大地震研［課題番号：1516］）。 

大地震の震動による地すべり現象は災害要因の一つであるが，首都圏では丘陵地帯を切

り拓いて作った造成地に多くの住居があることから，そのような地域の増幅特性を見積も

った。人工的に改変された盛土では，Ｓ波の上下動成分の 10Hz 前後に顕著な増幅が見られ，

揺れの大きさは地山に比べて約 3 倍に増幅することがわかった。大正関東地震の時に地滑

りが発生した地域の調査を行い，一回の地震ですべての地すべりが生成されたのではなく，

繰り返す地震によって何度も発生していることが分かった。そのような地域では，今後も

地滑りが起こる危険性があることが示唆された。さらに，甚大な地すべり被害を引き起こ

す降下火砕物について，航空レーザー計測データを活用して分布域を推定し，ハザードマ

ップに反映させる手法の試案をとりまとめた。関東地方南西部の降下火砕物の分布してい

るところでは，大正関東地震などによって流動的崩壊が多数発生したことがわかった（京

大防災研［課題番号：1912］）。 

地震動の推定を行う際には，地盤や地下構造の不均質を知る必要がある。地盤による差

が，どの程度の分解能で表れるのかを知るため，約 100 m 間隔の近距離で地震計を設置し

たところ，観測された地震波形の振幅比が約 2 倍になる場合があった。揺れの推定には，

より高分解能な構造の違いを考慮する必要があることを確認した（東大地震研［課題番号：

1514］）。 



- 315 - 
 

首都圏全体に被害を及ぼすような首都直下地震は，大正関東地震を除いて，地震計によ

って観測されたことが無いため，明確な地震像は得られていない。そのため，歴史資料や

地質情報等などに基づく検討がなされた。現代とは異なる社会状況の下で発生した災害へ

の対応を読み解くことにより，今後の防災・減災施策や復興計画などの検討に資する材料

を提示することができる。安政江戸地震（1855年）における文献や絵画を検討し，余震が

続く中での町人の避難方法や避難場所，幕府側の施策，余震の発生状況や気象条件に起因

する避難状況の変化などが明らかになった。江戸市中での被害と復興の様子を描いた絵巻

「江戸大地震之図」（島津家文書）の舞台が薩摩藩芝屋敷の周辺であることが判明し，基

本史料として用いることが可能となった（東大地震研［課題番号：1513］）。 

また，過去の関東地震の履歴と隆起パターンなどを復元することにより，関東地震の多

様性を評価した。房総半島南部千倉低地の海岸段丘について，ボーリングコア試料の解析

から離水年代の再検討を行った結果，従来知られていた年代よりも全体的に新しくなった。

さらに，房総半島九十九里浜において津波堆積物調査を実施し，これまで歴史上に知られ

ていない津波の痕跡を検出した。房総半島南部の海岸段丘について，詳細DEM（数値標高モ

デル） の解析とボーリングコア試料の解析から段丘の分布パターンと離水年代の再検討を

行った。その結果，段丘の区分と年代が更新され，再来間隔が非常にばらつくことが明ら

かになった（産総研［課題番号：5004］）。 

 

３．平成 30 年度の成果の概要 

 首都直下地震の解明のための研究，首都直下地震の予測のための研究，首都直下地震の

災害誘因予測のための研究に必要な基盤となる観測網の維持・拡充を進め，データを継続

的に取得すると共に，膨大なデータを効率的に流通させるためのシステムを構築してきた

（東大地震研［課題番号：1518］，国土地理院［課題番号：6005, 6006, 6012］，気象庁［課

題番号：7012, 7014, 7020］，海上保安庁［課題番号：8001, 8002, 8004］）。 

 首都直下地震は，統一した地震像が示されていないため，関東地方の平野部に存在する

活断層で発生するもの，沈み込むプレートの境界部分で発生するもの，沈み込むプレート

内で発生するものが考えられている。沈み込むプレート内で発生する地震に関しては，東

北地方中央部の太平洋スラブ上面で発生している地震の震源とメカニズム解を決定したと

ころ，正断層地震と逆断層地震が100 m 以内という非常に近接した場所で発生しているこ

とが明らかになった。この結果は，沈み込むプレートのエクロジャイト化に伴う体積減少

によりプレート表面近くで正断層地震が発生するという従来の解釈を支持するものである

が，相転移による応力擾乱は極めて局所的であることを強く示唆している。中部地方下の

深発地震（深さ約350 km）の波形解析により発見された二つの相似地震グループは，数百m

から数km 離れた一つの断層面上で発生していた。深発地震が既存の弱面の再活動で発生し

ていることを強く示唆している（東北大［課題番号：1201］）。 

 千葉・茨城で行っている臨時観測点と周辺の観測点のデータを解析し，2018年６月～７

月に房総半島でSSEによると考えられる地殻変動が起きたことが分かった。2011年のSSEと

比較して，地表変位は房総半島中部ではほぼ同程度であるが，北部ではやや大きく，房総

半島で観測されたSSE としては最大規模であると考えられる。過去のSSEの時空間発展を

GNSS時系列データと改良型のNetwork Inversion Filter を用いて推定した結果，すべりの



- 316 - 
 

加速様式，すべりの伝播方向，伝播速度など，すべりの時空間発展のイベント毎の共通性

と違いが明らかになった。SSEの発生と同時に，地震活動や相似地震活動が増加したが，推

定される滑り量は，過去に発生したものと同程度であった（東大地震研［課題番号：1509, 

1510］）。 

 大地震の際に平野で発生する長周期地震動の即時予測の実現に向けた，高速計算環境に

よる観測データと高速シミュレーション同化の実現可能性を数値実験により評価した。デ

ータ同化手法には，震度や津波の即時予測で広く活用されている最適内挿法を用いた。デ

ータ同化は，領域内のK-NET，KiK-net強震観測データを用いて行い，地震発生から30，50，

70，および90 秒までデータ同化を行った後に，高速計算により未来（地震発生から160 秒

後）の長周期地震動を予測した。予測精度と猶予時間にはトレードオフがあるが，データ

同化が進むにつれ，長周期地震動の振幅と継続時間が良く予測できることが確認された。

評価領域外で発生した，2011 年東北地方太平洋沖地震においても本即時予測手法が適用で

きることを確認した。データ同化完了後に100 秒後の波動場の予測に要する時間は，東大

と筑波大が共同運用するOakforest-PACS 計算機の並列計算（2048 CPU）で12.4 秒であっ

た。これは，長周期地震動の伝播にかかる実時間よりずっと短く，観測データの取得に合

わせて即時予測を繰り返し進め，予測の精度を高めることが可能である。差分法計算の解

像度（格子サイズ）を２倍に広げ，長周期地震動の評価対象を5.4 秒以上に限定すれば，

より小規模の計算機システム（128 CPU 程度）でも同程度の時間で実施可能である（東大

地震研［課題番号：1516］）。 

昨年度の臨時観測では，約100ｍしか離れていない観測点でも，ゆれの振幅が約２倍にな

ることを示した。今年度は，その観測領域を広げて，14ヶ所で臨時観測を行ったところ，

ゆれの大きさの分布に特徴が見られた。近傍のボーリングデータと比較をしたところ，揺

れの大きさは，浅部の地質構造との関係が深いことが明らかになり，揺れの推定には，よ

り高分解能な地盤構造の違いを考慮する必要があることを確認した（東大地震研［課題番

号：1514］）。 

 安政江戸地震は，安政二年十月二日（1855 年11 月11 日）夜に発生し，関東地方南部に

甚大な被害をもたらした地震である。薩摩の島津家に伝来した「江戸大地震之図」（東京

大学史料編纂所所蔵島津家文書）には地震に襲われた江戸市中の状況が描かれており，地

震後に発生した火事で被害がさらに拡大した様子をみてとることができる。関連する文献

史料をあわせて検討した結果，絵巻にある火災の場面は，薩摩藩芝屋敷の北に位置し一町

が全焼した町を描いたものと判断される。被災した屋敷や町など特定の場所を描いている

と判明したことで，絵巻における被災状況の描写の史料的価値が認められ，地震に起因し

ない火災がたびたび起きていた江戸で，火災後に復興していく市中の様相を知るうえでも

この絵巻を史料として活用できる可能性が示された（東大地震研［課題番号：1513］）。 

房総半島南部の海岸段丘について，おもに平砂浦地域で地中レーダ探査および掘削調査

を実施し，また詳細DEM の解析を行った（産総研［課題番号：5004］）。 

 

４．今後の展望 

首都直下地震が発生した場合には，我が国の首都機能や経済活動全体に深刻なダメージ

を与える可能性が高いことから，総合的な研究として優先して推進するテーマの一つとさ
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れてきた。ただ，本計画を作る最後の段階で，この考え方が示されたため，解明のための

研究，予測のための研究，災害誘因予測のための研究の三分野に，広くまたがるような総

合的な研究課題がなかった。そこで，研究課題の中から，首都直下地震に関連した研究成

果を集めて統合させることが，本総合研究グループの目標であるとしてきた。しかし，関

連する研究課題数は多くはなく，総合的に研究を推進するという体制を組むこともできな

かったため，それらの研究成果を統合させることができなかった。 

そこで，今後は，首都直下地震の発生による被害を軽減させるために，どんな研究が必

要なのかを検討するための体制づくりから始める必要がある。首都圏という人口の密集地

および政治経済の中心地での大地震発生が，どのような複合的な被害を引き起こしてしま

うのか，首都圏が被災するということが，日本全体に与える影響といった視点もスコープ

に入れるべきであろう。そのような，理学だけでは対応できない様々な研究分野を総合的

に推進させるような体制が必要であると思われる。 

具体的な研究課題は，首都直下地震として想定される多様な震源について，発生メカニ

ズムや発生可能性を評価する研究を行う。それらの地震が発生する場として，関東平野下

の詳細な地盤構造やプレート構造を明らかにして，地震発生環境をモニターする研究を行

う必要がある。さらに，多様な震源モデルによる揺れの予測に稠密観測データや地震史料

の情報を反映し，新たな地震動の予測手法の開発を目指す。また，関東平野の複雑な地殻

構造を用いた大規模数値シミュレーションに基づいて，地震動を高精度に予測する手法を

高度化する。そして，各項目の研究成果を有機的に結び付け，高度に集約化された社会環

境下での防災リテラシー向上に資する総合的研究を実施することが必要である。  
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２（４）桜島火山噴火総合研究 

 

「桜島火山噴火」総合研究グループリーダー 井口正人  

（京都大学防災研究所） 

 

桜島噴火総合研究グループは，桜島火山におけるマグマ活動発展過程の研究を中核とし

て，ミュオグラフィーなどの新手法を適用しつつ，火山現象を解明し，低頻度大規模現象

の再考も含めた事象分岐論理の構築と火山灰拡散予測研究を行うことにより最終的に火山

災害軽減研究を推進する。 

 

５年間の成果 

１．地震・火山現象の解明のための研究 

（２）低頻度大規模地震・火山現象の解明 

桜島大正噴火の前駆地震の震度から，マグニチュードおよびエネルギーを算出し，前駆

地震全体のエネルギーを1.3×1014Jと推定した。また，噴火開始後ではあるが，最大地震の

桜島地震の震源位置を鹿児島測候所から南南東方向約６kmの鹿児島市街地沖の極浅部に推

定した。さらに，この地震のメカニズムを検討し，桜島の南西沖５ kmの深さ10 kmの正断

層のメカニズムが最も観測波形と適合することを示した。 

 

（５）火山現象のモデル化 

 近年の桜島の活動を以下にまとめる。 

昭和火口における噴火は2006年６月４日に58年ぶりに発生した。まず，桜島昭和火口噴

火の前兆現象について述べる。1955年から繰り返されていた南岳におけるブルカノ式噴火

活動は2001年以降低下したが，2003年からA型地震が南西部の深さ６-９kmや若尊火山周辺

で発生するようになり，地震活動が高まった。また，2004年10月～2005年２月にかけて，

GNSS観測によって基線長の顕著な伸長が観測された。2006年に入り，昭和火口周辺の噴気

活動が高まるとともに，地表面の温度上昇と熱異常域の拡大が検出された。 

次に，噴火活動の推移について述べる。2006年６月４日に始まった昭和火口における噴

火は約２週間続いて終息した。2007年も５月から約３週間同様な噴火が発生した。2006年

と2007年の噴火はマグマ水蒸気噴火であった。 

2008年２月３日と２月６日に火砕流を伴う噴火が発生し，2008年は７月28日まで噴火が

間欠的に発生した。2008年２月の噴火の前には，昭和火口周辺の噴気活動が活発化し，白

煙は約1kmの高度に達した。 

2009年から昭和火口におけるブルカノ式噴火活動が活発化し，噴火活動期は2015年６月

頃まで続いた。この間に噴火活動の消長が見られるが，噴火活動活発化とほぼ期を同じく

して顕著な地盤の膨張が検出されるという特徴がある（2009年10月～2010年５月，2011年

11月～2012年２月，2015年１月～６月）。マグマ貫入と同時に噴火活動が活発化するのは，

開口型火道へのマグマ貫入の特徴といえよう。 

2015年８月15日には急速な地盤変動と火山性地震の群発現象が発生したが，噴火活動に

直接的に結び付かなかった。先に述べた開口型火道へのマグマ貫入では，等方的な膨張が
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見られるのに対し，2015年８月15日の地盤変動では，北西-南東方向への伸長が卓越するこ

とから，北東－南西方向に走向をもつ開口割れ目へのマグマの貫入モデルが提示された。 

その後，昭和火口における噴火活動は著しく低下した。2017年４月以降に，噴火発生回

数は持ち直したが，2017年11月以降は，南岳において噴火活動が発生するようになり，昭

和火口の活動は停止した状態にある。 

 

このような活動の下でデータの蓄積が進んだ結果，以下の知見が得られた。 

[１]昭和火口において発生する個々の噴火の約 90%について前駆する山体膨張と噴火に伴

う収縮が観測された。噴火発生に先行する伸長時間，伸長量，伸長量と収縮量の比につい

て統計解析を行ったところ，先行伸長継続時間の頻度，伸長量および伸長速度の頻度，伸

長量と収縮量の比の頻度は対数正規分布を示す。これらのことは，爆発に先行する伸長継

続時間から発生時刻を，また，膨張量から爆発の規模を確率的に予測することが可能であ

ることを意味する。さらに，噴火発生に先行する伸長ひずみは時間の経過とともに減速，

停滞することが多い。この時，BH 型地震（卓越周波数 5Hz）が加速度的に多発する場合が

あるので，この場合は，噴火発生時刻の予測が可能となる。 

[２]GNSS，水準，傾斜・ひずみの複合的地盤変動観測から，昭和火口噴火活動期の地盤変

動は，姶良カルデラ下深さ 10km と北岳下４km の２つの増圧源および南岳下１km の減圧源

によりモデル化された。姶良カルデラおよび北岳にはマグマは供給され体積が増加したが，

噴火口に近い南岳下では活発な噴火活動を反映して供給量を放出量が上回りマグマの体積

が減少した。 

[３]2009 年～2016 年に，反射法探査を毎年繰り返すことにより，姶良カルデラから桜島へ

のマグマの供給路があるとされる桜島北東部において，2009 年 10 月以降の高温で新鮮な

マグマ貫入によるマグマ溜まりの速度低下と解釈できる地下構造の時間変化を検出した。

人工地震探査に加え，地震波干渉法による地下構造の変化の抽出を試み，波形の相関係数

の変化が捉えられつつある。 

[４]2009 年のマグマ貫入期に先行して同年４月～５月には昭和火口の東４km にある黒神

観測井の温泉ガス中の二酸化炭素および水素の濃度が急激に増加した。これは，2009 年の

マグマ貫入期に先行する唯一の現象である。また，2009 年 10 月～2010 年５月，2015 年１

月～６月のマグマ貫入期には，噴出物のガラス中の二酸化ケイ素の組成は低下し，玄武岩

マグマの関与が指摘されている。火山灰に付着する塩素イオンと硫酸イオンの比は 2009

年 10 月以降のマグマ貫入期に対応して増加した。 

 

２．地 震 ・火 山噴 火の予 測 のため の研 究 

（４）事象系 統 樹の高度 化 による 火 山噴火予 測 

先に述べた昭和火口の噴火活動期において得られた知見に，1914 年大正噴火，1946 年昭

和噴火，1955 年～2005 年の南岳山頂噴火に関する考察を加えることにより，桜島火山への

マグマの貫入速度を分岐条件とする経験的な噴火事象分岐論理を構築した（図１）。南岳を

中心とする既存火道系へマグマが貫入する場合は，ブルカノ式噴火（1-8×105m 3/日）＞連

続火山灰放出（～1×105m 3/日）＞ストロンボリ式（0.2-2×105m 3/日）噴火の順にマグマ

の貫入速度が大きい。昭和火口のブルカノ式噴火はこれらよりもさらに小さく 10 4m 3/日の
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オーダーに過ぎない。ただし，溶岩噴泉のような噴火に至る前は，10 5m 3/日のオーダーに

達し，さらに昭和噴火のような２億 m 3級溶岩流出では，10 6m 3/日のオーダーと推定される。

一方，新規火道を形成する場合，10 6m 3/日級のマグマ貫入では，噴火は発生していない（2015

年８月 15 日マグマ貫入イベント）が，プリニー式噴火から始まる山腹噴火である大正噴火

では，マグマの貫入速度が 2×108m 3/日と推定された。地盤変動がほとんど検出できてい

ない場合（2006 年，2007 年昭和火口噴火）は，温度上昇，噴気量の増加などが指標として

考えられる。この場合の噴火様式は，水蒸気噴火もしくはマグマ水蒸気噴火である。 

 

３．地 震 ・火 山噴 火の災 害 誘因予 測の ための 研 究 

（４）地震 ・火山噴火の 災 害誘因 の 即時予測 手 法の高 度 化 

降下火山灰の即時予測手法として以下の成果が得られた。[１] 桜島の火口を取り巻くよ

うに設置された 13 台のディスドロメータによって降下火山灰量及び密度がリアルタイム

で把握できるようになった。[２]X バンド MP レーダーによって，霧島新燃岳，桜島，口永

良部島，諏訪之瀬島の噴火に伴う噴煙の高度等の外形情報，噴煙柱形成，移流・拡散過程

が把握できた。特に，冠雲によって噴煙が目視できない時でも，レーダーにより噴煙を可

視化できるので，悪天候時における有効性が示されたといえる。光を使用するライダー観

測は極めて希薄な噴煙も捕捉できるところに特徴がある。静穏時でも微小な火山灰粒子を

含む白煙が放出されていることが確認され，偏光解消度から粒子の形状が推測可能である

ことが示された。火山噴火の噴煙を GNSS 衛星からの電波が通過する際に，搬送位相遅延量

と SNR に顕著な変化があることが桜島，阿蘇山の噴火で検出され，衛星と受信機を結ぶ異

常伝搬経路の交線から噴煙高度が推定された。[３] X バンド MP レーダーによって観測さ

れた桜島噴火の噴煙の反射強度の空間分布を地上降灰量分布と対比することにより，レー

ダー反射強度から地上降灰量を求める経験式が得られた。[４]PUFF モデルを用いたシミュ

レーションによって得られる降下火山灰予測量と観測データを対比して，良好な結果が得

られた。[５]噴火に伴う地震動振幅と地盤変動の線形結合から火山灰放出率と噴煙高度を

決定し，それを入力条件とする火山灰拡散予測シミュレーションを実装した（図２）。 

 

（５）地震 ・ 火山 噴火の 災 害軽減 の ための情 報 の高度 化 

噴火活動が激化している桜島において，火山噴火予知研究成果をレビューするセミナー

を開催するとともに，噴火事象系統図にリストアップされる桜島の噴火の規模と様式につ

いて，前駆活動及び火山噴火推移の事象の発現に沿った避難計画策定の可能性について検

討した。前兆事象と噴火規模・様式との対応は上記２．（４）に述べたとおりである。これ

までの観測研究から，姶良カルデラにおけるマグマの蓄積量は，最近 10 年間で 1914 年の

大正噴火のマグマ量に匹敵する量に達していることが明らかとなっている。したがって，

防災対策を要する噴火規模としては，まず，大正噴火級を想定した。大正３年の噴火に前

駆する活動では火山性地震のエネルギー積算量が 10 14J に達するなど，顕著な違いが見ら

れるので，地震エネルギー積算量は前兆事象と噴火規模・様式との対応において判断条件

となる。大正噴火前の住民の証言から噴火に至る前駆過程を考察し，それに基づいたシナ

リオに沿って自治体の机上防災訓練が行われた。 

本研究課題においては，現在の避難計画でも 1914 年大正噴火級で避難が必須とされる桜
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島島内よりもさらに広域における大量降灰からの避難について 5 年間かけて検討した。ま

ず，対象区域において広域避難を実施する場合の対象人口及び避難に要する時間を算出し

た。その後，住民の避難意向アンケートを実施し，避難する住民の人口を限定したうえで，

シミュレーションを行い。長距離避難の意向を持つ 20%の住民が避難するのに要する時間

は約 5 時間という結果を得た。一方，大量降灰を想定した避難の場合，影響を受ける区域

とその人口は気象条件に大きく依存する。最近の長期間の気象条件を考慮したシミュレー

ションを行い，夏季において対象人口が大きく増加する結果を得た。 

さらに，噴火災害時における早期復旧計画についても検討した。2011 年霧島新燃岳噴火

について，降灰量と道路の通行規制の有無の関係を機能的フラジリティ曲線で近似し，降

灰量に対する通行規制の確率分布を求めた。これを用いて，噴火による交通量の初期低下

率を把握することが可能となる。さらに，道路の清掃時間，交通量，交通量の低下率の積

をすべての道路について足し合わせたものを目的関数として，最適な交通ネットワークの

復旧分析を行った。ここで得られた機能的フラジリティ曲線は他の火山にも応用可能であ

り，噴火発生前のハザード評価に活用できる。 

 

平成30年度の成果 

今年度の成果として特筆すべきものとして以下の事項があげられる。①火砕流の発生は，

地盤変動の収縮期（マグマからの脱ガスが進行した一連の活動期の後半）に多いことが指

摘できた。②2015年８月15日の開口割れ目へのマグマ貫入に伴う火山性地震について，震

源域の深部への延伸と開口割れ目の開口方向に整合的なメカニズム解が得られた。③Xバン

ドMPレーダーによる観測により，口永良部島などの噴煙観測事例が充実してきた。④大規

模噴火を想定した際の要避難人口の既設依存性が指摘できた。 

 

これまでの課題と今後の展望 

姶良カルデラでの地盤の隆起は依然として続いており，今後10～20年で，1914年噴火時

に沈降した地盤は噴火直前の状態に回復すると予想される。噴火ポテンシャルとしてはす

でにVEI5級の噴火の発生が指摘できるので，大規模噴火の直前の変化を捉えることが最も

重要である。1914年噴火の前には，南九州における地震活動が活発化したとされており，

噴火が近づくにつれ，異常現象が把握される範囲が局在化し，強度を増した。姶良カルデ

ラから50㎞程度の範囲の下部地殻・上部マントルの深さまでの地震活動の推移の検討や，

桜島北東部および南西部における詳細な地盤変動の観測が必要である。 

平成26年から30年までの計画においては，桜島で発生している昭和火口の噴火を念頭に，

降下火山灰の影響の即時予測を行ってきた。今後，発生する噴火の規模をVEI4または5級に

設定するのであれば，多様な災害形態を考慮しておく必要がある。代表的なものに火砕流

と溶岩流があげられる。火砕流の発生予測についても現計画でも研究を行っているが，ハ

ザードとしては，火砕流の流下範囲の予測に広げていく必要がある。また，噴火が終息し

ても土石流の発生は続くので，土石流の発生予測の研究も必要である。特に，大規模噴火

を想定すれば，土石流の発生域は桜島から周辺30km程度の距離まで広がると思われるので，

これまで土石流の発生が想定されていない地域においても土石流ハザードの評価が必要で

ある。実際，1914年噴火後には大隅半島の広い範囲で土石流や洪水が頻発している。 
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広域避難については，現計画においても取り扱っているが，避難の方法などより高度化

した避難に関する研究が必要である。重要なことはインフラの復旧方法など，レジリエン

スに関する研究である。すでに降灰後の道路啓開など，火山灰除去に関する問題は行政も

注目しており，効率的な火山灰除去順序などを提案していく必要がある。特に，交通網に

おいては，道路だけでなく，鉄路，航空機，海上交通など多岐にわたり，その特性を考慮

した研究が必要である。航空路が影響を受けやすい広域火山灰の拡散については，日本全

土に及ぶ可能性も十分あり，火山災害を特定の地域の問題として片づけるわけにはいかな

いであろう。 

大規模噴火の発生は決して桜島だけの問題ではない。ここでは，住民の避難を必要とす

る規模の噴火と定義しなおしてよい。火山噴火予知計画が開始された1974年以降でも住民

の避難が実施された火山は，十勝岳，有珠山，伊豆大島，三宅島，雲仙岳，桜島，口永良

部があり，決して特殊事例とは言えない。桜島の大規模噴火では火山と都市域の問題があ

げられるが，完全な離島である伊豆大島，三宅島，口永良部島では状況が異なる。最近，

中山間地での避難の例ははないが，今後その必要が生じることは，十分考えられる。地理

的，社会的環境による対策の違いなど幅広い研究をめざす必要がある。 
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図１．マグマ貫入速度と噴火様式，規模との関係（京都大学防災研究所［課題番号：1908］） 

 

図２．桜島南岳において発生した爆発により放出された火山灰の拡散シミュレーション。 

a: 地震動と空気振動から算出された噴出率，b:経験式を用いて噴出率から算出された噴煙

高度，c：降下火山灰量。等高線は，単位面積当たりの降灰量 g/m 2 の対数を示す（京都大

学防災研究所［課題番号：1913］）。 
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３ 拠点間連携共同研究 

 

東京大学地震研究所・京都大学防災研究所 拠点間連携共同研究委員会 

委員長  松島信一  

（京都大学防災研究所） 

副部会長 佐竹健治  

（東京大学地震研究所） 

 

これまでの地震・火山観測研究計画では，地震や火山噴火の発生の予測を最大の目標と

し，それにより地震や火山噴火による災害の軽減を目指してきた。しかし，平成23年（2011

年）東北地方太平洋沖地震の発生により多くの犠牲者が出たことを踏まえ，地震や火山噴

火の科学的な予測が極めて困難であっても，現在の地震学や火山学には災害軽減に役立て

られる多くの知見が集積されていることから，平成26年度から開始された「災害の軽減に

貢献するための地震火山観測研究計画」（建議）において大きく方針を変更した。即ち，

地震や火山噴火の発生予測の実現を重点とした方針から，それらの予測を目指す研究を継

続しつつも，地震・火山噴火災害をもたらす誘因の予測研究も組織的・体系的に進める方

針に転換した。そのため，地震学や火山学を中核としつつも，災害や防災に関連する理学，

工学，人文・社会科学などの分野の研究者が参加して，協働して推進することになった。 

これまでの建議に基づく観測研究計画では，自然現象である地震発生や火山噴火現象の

理解に基づきそれらの科学的な予測を目指すという考え方から，「地震・火山科学の共同

利用・共同研究拠点」である東京大学地震研究所が中核となって計画を推進してきた。し

かし，災害や防災に関連する研究者と協働して計画を推進するためには，東京大学地震研

究所と「自然災害に関する総合防災学の共同利用・共同研究拠点」である京都大学防災研

究所とが連携して，計画を進めることが有効であるとの結論に至り，両研究所が協働し，

それぞれの分野の共同利用・共同研究拠点として，連携して共同研究を進めることとなっ

た。具体的には，両拠点の研究者が中核となって建議に沿った大テーマを決め，それを実

現するための研究について全国の研究者からの提案・参画を募集して全国規模の共同研究

を進める「参加者募集型研究」と両拠点がそれぞれ関連が深い地震火山研究コミュニティ

と自然災害研究コミュニティの２つの学術コミュニティに呼びかけ建議の主旨を踏まえた

ボトムアップ研究を公募する「課題募集型研究」を平成26年度から開始した。 

 

１．参加者募集型研究 

５年間の成果の概要 

参加者募集型研究については，平成 26 年度の拠点間連携共同研究の開始時に，主とし

て両研究所の中堅研究者からなるワーキンググループで議論し，南海トラフで発生が懸念

される巨大地震のリスク評価の精度向上を目指した様々な分野の研究を推し進めることが

重要であると合意し，平成 26 年 10 月６日～７日に地震研究所で研究集会「地震・火山科

学と総合防災学の両共同研究拠点主催シンポジウム 南海トラフ巨大地震の災害リスク評

価 －社会の影響から地震発生まで振り返り，評価の不確実性と影響評価について考える

－」を開催した。そこでは，巨大地震の震源過程，震源から居住地域までの深部地下（地
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殻）構造・波動伝播，強震動，浅部地下構造，津波，構造物等の特性をそれぞれの分野の

専門家が議論して，それぞれの部分の想定や評価における精度や不確かさを議論するとと

もに，それらがどのように関連し，最終的な被害につながるかの科学的なリスク評価方法

の確立を目指すことを確認した。さらに，リスク評価に基づき，事前の災害情報，災害発

生後の対応等のあり方など，巨大災害の発生から災害発生後の対応まで，巨大地震に伴い

予測される一連の事象に関して，防災・減災に向けて機能するための研究を発展させるこ

とを目指すことになった。主要テーマを「巨大地震のリスク評価の精度向上に関する新パ

ラダイムの構築」として，全体の研究を，(１) 想定される南海トラフ地震の震源過程，

(２)深部地下（地殻）構造とそれが波動伝播に及ぼす影響，(３)強震動予測手法の高度化，

(４)浅部地下構造が地震動に及ぼす影響，(５)津波予測モデルと津波被害予測手法，(６)

構造物の被害予測手法の高度化，(７)災害のリスク評価と意思決定，(８)災害情報の外部

発信とステークホルダの関与，(９)コンピュータシミュレーションを用いた新たな地震リ

スク評価手法の開発，の９分野に分け，それぞれの分野で研究を深化するとともに，各分

野の相互連携を図る地震リスク評価プラットフォーム構築を目指した。 

平成 27 年度は，上記９分野のうち，(７)災害リスク評価と意思決定および(９)コンピ

ュータシミュレーションを用いた新たな地震リスク評価手法の開発を特定分科研究とし，

それぞれの分野の全国の研究者と協力して研究を進めるとともに，他の７つの分野につい

ては総括研究として並行して推進し，定期的に情報交換を行いリスク評価手法の構築に努

めることとなった。平成 28 年度は，前述の２分野に加え，(１) 想定される南海トラフ地

震の震源過程および(６)構造物の被害予測手法の高度化も特定分科研究とした。平成 29

年度は，平成 28 年度に加えた２分野に(４)浅部地下構造が地震動に及ぼす影響（巨大地震

時における地盤増幅率の予測手法の高精度化）（拠点間連携共同研究［課題番号：2990］）

および(３)強震動予測手法の高度化（震源モデルに着目した巨大地震に伴う強震動予測の

高度化）（拠点間連携共同研究［課題番号：2991］）を加えた４分野について特定分科研

究を進めた。平成 30年度は，平成 29年度に加えた２分野に，(８) 災害情報の外部発信と

ステークホルダの関与（ばらつきのある被害リスク評価をふまえた防災計画の検討）（拠

点間連携共同研究［課題番号：2951］）および(７)災害リスク評価と意思決定（将来時点

でのエクスポージャ予測のためのデータ解析とモデル化手法の構築）（拠点間連携共同研

究［課題番号：2952］）を特定分科研究として推進した。各年度とも特定分科研究と並行

して総括研究を推進し，特定分科研究でえら得た成果を総括研究に組み込むことで手法の

高度化を図って来た。 

平成 27 年度から平成 30 年度までの各年度において，参加者募集型研究に申請された研

究提案と参画グループについて，東京大学地震研究所・京都大学防災研究所拠点間連携共

同研究委員会により審査され，参加者募集型研究の趣旨に適合する研究提案・参画グルー

プが採択された。 

 

平成 30 年度の成果の概要 

（１）総括研究 

総括研究（拠点間連携研究［課題番号：2975］）は「巨大地震のリスク評価の精度向上

に関する新パラダイムの構築」と題し，平成29年度に引き続き，(１)震源過程，(２)伝播・
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深部地盤構造，(３)強震動予測，(４)浅部地盤構造，(５)構造物被害予測，(６)リスク評

価の研究グループに分かれ，それぞれの分野におけるリスク評価の不確かさの要因につい

ての検討を進めるとともに，これらの知見を統合するための(７)プラットフォーム構築グ

ループおよび(８)ステークホルダの参画に関する研究グループにおいて，リスク評価およ

びその不確かさに関する検討を行った。 

震源過程および強震動予測について，南海トラフ巨大地震の震源像構築に関し一様な断

層の滑りモデルから震源モデルの高度化を図るにあたり，強震動生成域を考慮した場合の

強震動予測に関する問題点を整理した。深部地盤・伝播経路については，過去に南海トラ

フに沿った海域で行われてきた人工震源構造調査および自然地震観測の結果について，陸

域の地震観測データと合わせて南海トラフ全域にわたる海陸統合した地震波速度構造の再

解析が進められている。紀伊半島沖では新たに人工震源構造調査も進められ，また，自然

地震観測が計画されている。これらの結果について検討を行い，さらなる構造解明のため

の観測計画について策定を行なった。浅部地盤構造については，公開地盤情報および過去

の地震記録を用いて，地盤の強非線形性を厳密に考慮した逐次非線形地盤応答解析（非液

状化解析および液状化解析）を多数実施した。その結果に基づき表層地盤の加速度増幅率

を算出したところ，入力地震動のレベルに応じた増幅率の変化に加え，液状化解析の場合

には液状化指数（PL値）や液状化危険度指数（LRI）といった液状化指標に増幅率が大きく

影響されることがわかった。構造物被害予測について，1900年以前に建てられた古民家の

引き倒し実験およびその解析を行い，その静的非線形挙動を把握した上で古民家の地震被

害予測モデルを構築し，その妥当性について検討を加えた。リスク評価に関しては，特定

の市区町村を対象に南海トラフ地震による影響を受けるエクスポージャ（戸建住宅）の情

報を整備した。また，過去のエクスポージャの経時変化をもとに将来のエクスポージャを

予測したうえで築年数に応じた地震脆弱性関数を適用し，将来の地震リスクの経時変化を

評価した。また，西日本広域の震源データをアップデートし，確率論的地震ハザード解析

の計算環境を整備した。プラットフォーム構築については，地震リスク評価のばらつきの

要因について分析を行うとともに，評価に用いるモデルの違いによるばらつきの違いの公

正な比較のための検討を行った。また，地震時の総合的な影響評価にむけて，病院建物の

被害の程度による，医療行為に対する影響評価について地理空間情報を用いて評価した。

災害リスク情報に関しては，災害リスク評価のばらつきを理解するため，様々な震源モデ

ル（６パターン），強震動予測モデル（５パターン），表層地盤増幅率（３パターン），倒壊

率を組み合わせて，評価結果のばらつきを容易に理解することが可能な表示システムの構

築を行った（図１）。またばらつきのある災害リスク評価結果を防災計画の策定に活用する

という観点から，命を守る，財産を守る，業務・生活・地域を守るという３つのレベルの

達成目標に応じたハザードシナリオ選択の考え方についての整理を行った。 

 

（２）特定分科研究 

特定分科研究（その５）「巨大地震時における地盤増幅率の予測手法の高精度化」（拠点

間連携研究［課題番号：2990］）では，技術者の特性に依存した解析パラメータのばらつ

きが地震応答特性の評価精度に及ぼす影響の検討の結果，解析パラメータの設定のばらつ

きの程度や，そのばらつきが解析結果に及ぼす影響について検討した。その結果，地盤だ
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けでなく，解析全体のパラメータの設定方法を含めた議論が必要であり，機械的に地盤物

性のパラメータを変更した場合は，同じ土質試験結果を対象に設定したパラメータであっ

ても，技術者の違いにより大きな解析結果の違いが生じる場合があることが確認された。

また，表層地盤構造のモデル化手法の統合解析による地盤増幅特性評価の高度化について

検討した結果，微動アレイ探査結果に加えて表面波探査による高周波数帯域の位相速度も

逆解析から第１層目のVsが既往の研究に比べて小さく推定される結果となった。さらに，

地盤の非線形性を考慮した表層地盤増幅率の評価法に関する検討では，非液状化解析によ

り得られた地盤増幅率と周期比の関係では，周期比が0.5付近で，増幅率は最大値をとり，

地盤増幅率の変動幅は，入力波が増加すると，小さくなる。また，液状化解析により得ら

れた地盤増幅率と周期比の関係では，入力波が増加すると，地盤増幅率の変動幅は小さく

なる傾向にあり，特に，入力地震動が800 galのとき，増幅率はおよそ0.5となった（図２）。

液状化解析時の地盤増幅率を評価するために，液状化判定指標を用いた場合，地盤増幅率

と液状化指数の大小関係には明瞭な対応は見られなかったが，有効応力減少比を用いて過

剰間隙水圧を直接考慮できる液状化危険度指数を用いた場合，地盤増幅率の変動幅は液状

化程度で分類できた。液状化解析時の地盤増幅率は，入力地震動に関わらず0から2.5の幅

で変動する。液状化危険度指数が大きくなるとき，地盤増幅率の変動幅は0から1.5と小さ

くなる（図３）。 

特定分科研究（その６）「震源モデルに着目した巨大地震に伴う強震動予測の高度化」（拠

点間連携研究［課題番号：2991］）では，観測された強震動生成域(SMGA)からのPGA，PGV

と距離との関係を，前弧・背弧を考慮した距離減衰式(GMPE)と比較した。だだし，観測デ

ータが SMGAからの距離を用いているのに対して，比較するGMPEは断層最短距離が距離の関

数として定義されている。 2003年十勝沖地震では，観測された PGA および PGVが Kamae & 

Kawabe(2004)によって推定された Mw7.5相当の asperity(SMGA)からの地震波に起因すると

して比較を行った。観測された地震動はPGA，PGVともにGMPEから予測される地震動よりも

大きな値で，とりわけ近距離側でその差が大きかった。また本震のマグニチュード M8.3を

用いて比較した場合，観測された地震動との誤差は小さくなったが同様の特徴が見られた。

一方，2011 年東北地方太平洋沖地震については，Kurahashi & Irikura (2013)によって５

つのSMGA が推定されているが，そのうち対応するPGAとPGV が観測波形から明瞭に判別で

きる２つのSMGA（SMGA1:M7.55，SMGA3:M7.81）を比較するデータとして使用した。PGAは2003

年十勝沖地震のケースと同様に，本震のマグニチュードM9.1を用いてもGMPEから予測され

た値が特に近距離側で過小評価となった。また距離減衰に関しては，観測された地震動が

前孤側と背孤側で異なる傾きを持っているが，背孤側では特にGMPEで予測されるよりも強

く減衰することが分かった。PGVについては，それぞれのSMGAのマグニチュードを用いた場

合に過小評価となることが分かった。2011年東北地方太平洋沖地震によって各地で誘発さ

れた地震活動については，東北沖地震の発生前に震源域あるいはその周辺域において様々

な地震活動変化があったことが明らかにされてきた。また地震発生から８年近くが経過し，

地震発生直後には追い付かなかった膨大な数の地震に対する震源決定が進み，各地の地震

活動変化に関する詳細な調査研究からその要因に関する考察がなされている。そこで東北

沖地震の発生後に生じた地震活動変化について既往研究を交えながら概観し，それらの地

震活動変化を引き起こした要因について整理した。 
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特定分科研究（その７）「ばらつきのある被害リスク評価をふまえた防災計画の検討」（拠

点間連携研究［課題番号：2951］）では，災害リスク評価結果は想定シナリオ・手法によ

り変化する。したがって，防災計画を策定する場合には，災害リスク評価にばらつきが存

在することを踏まえる必要がある。そのためには，災害リスク評価のばらつきを理解する

ことが重要であり，また計画の目的に応じて適切な災害リスク評価結果を選択することが

重要になる。本研究では，災害リスク評価のばらつきを理解するため，様々な震源モデル

（６パターン），強振動予測モデル（５パターン），表層地盤増幅率（３パターン），倒

壊率を組み合わせて，評価結果のばらつきを容易に理解することが可能な表示システム（図

１）の構築を行った。またばらつきのある災害リスク評価結果を防災計画の策定に活用す

るという観点から，命を守る，財産を守る，業務・生活・地域を守るという３つのレベル

の達成目標に応じたハザードシナリオ選択の考え方についての整理を行った。 

特定分科研究（その８）「将来時点でのエクスポージャ予測のためのデータ解析とモデル

化手法の構築」（拠点間連携研究［課題番号：2952］）では，人口および建物ストックの

将来予測モデルの構築を目的として，高知県南国市における人口及び建物ストックの時系

列分析を行った。まず，平成17，22，29年度の固定資産台帳から抽出したデータを用いて，

疑似的に残存率を計算する方法を提案した。提案した方法は，築年数が同じであるが建築

年が違う場合に異なるであろう残存率の違いを考慮できないものではあるが，異なる２期

間のデータがあれば疑似的に残存率を計算できるものである。提案した方法で疑似残存率

を計算した結果を図４に示す。全般的に平成22年度と29年度のデータを用いた場合のほう

が残存率が高いという結果になっており，近年になるほど住宅の寿命が長くなる傾向を示

した。次に，固定資産課税台帳から抽出されたデータと住宅基本台帳から抽出されたデー

タをアドレスマッチングすることで，住宅種別や築年数などの情報と世帯数や家族人数な

どの居住者に関する匿名情報とを統合した。統合したデータを用いて，住宅の種別ごとの

居住率および１棟あたりの平均世帯数の時系列変化を分析した。その結果，専用住宅およ

び共同住宅等での居住率が増加傾向にあること，専用住宅では１棟あたりの平均世帯数が

減少傾向にある一方で，共同住宅等では増加傾向にあることなどが明らかになった。さら

に，平成17，22，29年度の課税台帳を整理し，各年度における木造戸建住宅棟数と滅失，

新設住宅棟数をまとめた。この結果を用いて，築年数ごとに住宅の滅失確率を計算した。

また，過去のデータから住宅の１年あたりの変化率を推定した。住宅ストックの変化に対

する数学モデルを構築し，上記で得られた過去の変化が将来に外挿できると仮定し，将来

時点での木造戸建住宅の棟数および築年数分布を予測した（図５）。住宅戸数の変化率が

一定とした今回の仮定の下では，平成29年においては築35年あたりにあったピークは，時

間とともにピークが平準化されつつ築年数の平均値が大きくなっていくという結果が得ら

れた。 

 

２．課題募集型研究 

５年間の成果の概要 

課題募集型研究では，地震や火山噴火の発生から，それによって引き起こされる災害の

発生や推移を総合的に理解し，それを防災・減災に活かすための研究課題を広い視野から

募集することとし，以下の分類で公募した。(１)地震・火山噴火の災害事例の研究，(２)



- 331 - 
 

地震・火山噴火災害発生機構の解明，(３)地震・火山噴火災害誘因の事前評価手法の高度

化，(４)地震・火山噴火災害誘因の即時予測手法の高度化，(５)地震・火山噴火災害軽減

のための情報の高度化，(６)６地震・火山噴火災害時の災害対応の効率化，(７)実践的人

材育成の仕組みに関する研究の７項目である。 

課題募集型研究については，平成 26 年度は新規 12 課題，平成 27 年度は新規４課題，継

続８課題，平成 28年度は新規 11 課題，平成 29年度は新規６課題，継続５課題が東京大学

地震研究所・京都大学防災研究所拠点間連携共同研究委員会の審査を経て採択された。平

成 30 年度は，６件の新規課題と１件の継続課題が採択された。５年間において，のべ 53

課題が採択された。 

以下に，平成 30 年度の成果を示す。 

 

平成 30 年度の成果の概要 

（１）地震・火山噴火の災害事例の研究 

「歴史被害地震の活動セグメントの推定とそれを考慮した強震動・建物被害シミュレー

ションに基づく震源破壊過程の推定に関する研究」（拠点間連携研究［課題番号：2953］）

では，横手盆地における地盤構造モデルの構築のためにまず常時微動観測によって得られ

たデータから，40.96 秒の小区間を 50％オーバーラップさせて観測時間分の区間を切り出

し，区間毎に微動の水平上下スペクトル比(MHVR)を計算してその平均をとった。このとき，

NS/UD，EW/UD はそれぞれ別々に計算している。また，交通振動等のノイズによる影響を

避けるため，振幅の二乗和平均が大きい区間は除外した。横手市周辺や盆地北部の地点に

おけるピーク振動数が低くなっており，それらの地点では深い構造となっていることが推

測できる。K-NET 横手と J-SHIS 深部地盤地下構造モデルを参考に層構造モデルを作成した。

ただし，層２の Vs は層１と層３の中間となるような値を設定し，層１～３の Vp，ρは Vs

から Ludwig et al.(1970)の関係式より算出した。次にアレイ３，４において，理論位相

速度分散曲線および理論 MHVR が観測したものに近づくような１次元地盤構造モデルを構

築した。そして，この地盤構造モデルを基に，単点観測点においても観測 MHVR のピーク

振動数に理論 MHVR のピーク振動数が近づくように地盤構造の推定を行った。その際，１

次ピークはアレイの構造の層３～層９について，各層の層厚比を固定した上で層厚を変化

させることで，２次ピークは層１，層２の層厚を定義することによってピークを再現した。

推定した１次元地盤構造と方位依存係数，および重力図を参考に盆地境界（地震基盤深さ

0ｍ）を定め，これを考慮して推定した１次元地盤構造を GMT の surface 関数で補間するこ

とにより３次元地盤構造を作成した。スペクトルエレメント法の１つである

EFISPEC3D(De Martin, 2011)を用いて，推定した３次元地盤構造の増幅特性を評価した。

ただし，層１の物性値を層２と同値としている。入力用モデルの作成には CUBIT を用いた。

領域は経度緯度で 140.17/140.83/38.97/39.83 の範囲とし，メッシュサイズは，深さ

20000ｍ以深は 5000ｍ，以浅は 1667ｍ，盆地内は 185ｍの有効振動数 1.89Hz とした。この

モデルにスペクトル振幅 1m・s のデルタ関数を変位として，深さ 20km から EW 方向に平面

波入射をした。有効振動数以上の影響を除くため，出力結果に１Hz のローパスとして４

次の Butterworth フィルタ－をかけている。1896 年陸羽地震は横手盆地東縁断層帯の北部

が活動したものと考え，横手盆地東縁断層帯北部の想定地震のケース１のシミュレーショ
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ンを，推定した地盤構造モデルを用いて行った。比較のために，J-SHIS モデルでの計算

も併せて行った。推定地盤構造モデルは EFISPEC により，J-SHIS モデルについて GMS によ

って行った。その結果，図６に示すように，推定地盤構造モデルによる計算では，震源近

傍のみならず横手市の西側まで最大速度の大きい領域が現れた。これは，基盤が深くなっ

ていることによることが原因であると考えられ，1896 年陸羽地震の際に被害域が南に延

びた主な原因であることが示唆される。 

「歴史地震評価のための振動計測と引き倒し実験による伝統木造構造物の耐震性能評価」

（拠点間連携研究［課題番号：2954］）では，今回実施した独自の古民家の微動計測値お

よび過去の計測済み微動計測値，さらに文献に記載されている古民家の微動計測値を収集

整理し，その年代別の共振振動数の平均値と分布を把握した。その結果江戸時代後期から

明治時代中期までの古民家の振動特性に大きな変化がないことがわかった。築100年以上の

古民家の静的挙動を把握するため，1888年頃に建てられた岡山県井原市の伝統構法木造民

家IBR01に対して引き倒し実験を実施した。引き倒し実験は，IBR01のY5構面の高さ2271mm

の梁に鉄骨を当てその鉄骨の４か所にワイヤーを接続し，梁間方向に均等に加力した。両

端構面の層間変位が300mmになるまで加力した結果，最大水平力は102.2kNであり，ベース

シア係数は0.32であった。最大変形時の水平力は約78kNであり，ベースシア係数は0.25で

あった。対象古民家は層間変形角0.13radまで変形させても自重を保持し続けたことから高

い変形性能を有していることが確認できた。構造解析用ソフトSNAPを用いてこの引き倒し

実験の再現解析を行った。解析結果ではX2Y1のNo.2-2の加力時の層間変形角がわずかに過

大評価となった。また，建物全体が非線形した後の除荷ループを再現することはできてい

ない。しかしながら，概ね実験結果のスケルトンカーブを再現することができており，既

往の解析用モデルを用いることで，古民家の建物全体が非線形化するまでの挙動を再現で

きた（図７）。現行の一般木造構造物の年代別被害予測モデルの構築手法に従い，設計基

準等から作成した標準建物モデルに対する古民家の耐力比および，耐力分布を決定するこ

とで，1900年以前に建てられた古民家の被害予測モデルを構築した。構築手順を以下に示

す。 

１)建物の固有振動数の二乗と耐力が比例すると仮定する，２)木造建物262棟の常時微動

計測結果に基づく固有振動数とその建築年の関係から，各建築年に対する木造建物の平均

固有振動数推定式を決定した，３)各建築年に対する平均固有振動数推定式から求めた各年

代区分別の固有振動数の二乗と一般木造構造物の年代別被害予測モデルの耐力比の関係か

ら，古民家の耐力比を0.99と推定した，４)古民家の固有振動数の二乗が対数正規分布に従

うとし，未補強の古民家17棟の常時微動計測結果に基づく固有振動数から古民家の耐力分

布を算定した。 

ここで３）において，耐力比と固有振動数の二乗が平均的には比例することが確認でき

た。従って，１）の仮定は成り立つと考えられる。また，IBR01の引き倒し実験の再現解析

結果を用いてIBR01の建築当初と推定される建物モデルを作成したところ，その耐力は本研

究で作成した古民家の地震被害予測モデルの耐力分布の幅に収まっており，本地震被害予

測モデルの妥当性を支持しているということがわかった。 
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（2）地震・火山噴火の災害発生機構の解明 

「地震による被災から回復までの個人世帯生活被災度時間関数の構築」（拠点間連携研

究［課題番号：2956］）では，日本の標準世帯として木造戸建て住宅を想定した。住家被

害を損傷度（Damage Index），並びに７階級の損傷区分（Damage Level）で評価する関数

（損傷度関数）を提案し，世帯住家の耐震補強の有無や補強程度を木造住家耐震評点をパ

ラメータとすることで様々な世帯構成及び対策の条件設定が可能となった。また想定され

る地震動入力を確定的（想定 PGV，あるいは想定震度）のみならず発生確率を考慮した扱

いも可能とするものであり，住家耐震対策の将来的効果評価やリスク評価のばらつきも検

討可能なモデルとなっている。住家被害及び室内散乱に伴う死傷程度を災害医療で用いら

れている多発外傷重症度指標（ISS）で評価するモデルを構築し，この指標導入により負傷

の場合は，治療による全快時間が評価できるため，身体被害－回復モデルへと展開が可能

となった。また，死亡発生確率が高い結果となった場合は，それを防ぐための住家耐震補

強対策や室内安全化対策の条件を変えることで，対策の人的被害に与える影響が検討可能

となった。個人世帯の家計のバランスシートをベースにした生涯資産評価モデルの標準世

帯版を構築した。個人資産は世帯ごとに大きく異なるが，今回の提案は生命保険のライフ

プランを参考に標準的サラリーマン世帯をモデル構築した。個人世帯により収入支出項目

は大きく異なるはずであり，項目数を今後増やすことにより汎用的利用が可能となろう。

このライフプラン上で災害発生を想定することで，（１）住家損傷度評価モデルにより住

家損傷を含む物的被害の算定と復旧（住家再建費用等）及び（２）身体的被害－回復モデ

ルにより家族の身体的被害治療費等）等々との経済的因果関係がシミュレーション可能と

なった。また，災害時の公的助成金や地震保険の加入の有無等を考慮することで，資産回

復の予測もシミュレ－ションでき，資産対策の重要性を伝えるツールとしても活用可能で

ある。精神的な障害度を Kessler の指標（K6）で定量化し，その時系列変化を追跡する精

神被害－回復モデルを提案した。種々のインシデントをモデルに組み込むことが可能とな

り，本人の物理的被害よりも家族が傷つくことによる精神的被害の大きさが計量された。

高知県南国市を例に，夫婦 30 代・子６歳で築 40 年の戸建て木造住宅(持ち家)に住むサラ

リーマン世帯を想定する。地震動は内閣府が公表しているレベル２クラスの南海トラフ巨

大地震のうち陸側に震源を想定した最大地震動の震度分布を与えると，全壊の確率は

50％を超え，死亡発生確率 14% を得る。この状態に避難生活と収入減少のインシデント

が加わった場合の資産及び心の回復シミュレ－ションを行った。さらに事前対策として耐

震改修と地震保険の加入及び事後の生活再建支援法による助成の減災効果をシミュレーシ

ョンし，FCP の有用性を確認した。本年度は３軸（人的被害，経済被害，精神被害）によ

る個別評価に留まった。しかしこのモデルにより，地震が原因の家屋倒壊→室内破壊→人

的被害→資産損傷＋精神被害→回復の定量化と時間シミュレ－ションが可能となった。そ

してそのシミュレ－ションの中に様々な対策を入れることで効果評価も可能となった。し

かし今回は結果を十分に可視化するまでには至っていない。一般住民に活用してもらうに

は可視化も重要なことと考えている。今後は総合評価軸として原点から３次元面までの汎

距離を求めることで総合評価が可能となろう。それを時間軸で動かすことで，ライフスパ

ンに拡張された対策－被災－回復が一望され，世帯個別の自助対策の診断ツールとなろ

う。 
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「地震随伴火災の経時的な発生予測モデルの開発と出火防止対策の有効性評価」（拠点

間連携研究［課題番号：2957］）では，地震火災の発生件数を予測するため，人口１人あ

たりの出火確率に着目し，これを計測震度や電力の供給率から説明するモデルを定式化す

るとともに，2011 年東北地方太平洋沖地震の出火記録を再現できるよう，モデルの未知

パラメータを同定することによって，プレート境界地震に伴う火災の発生件数の予測に利

用可能な統計モデルを整備した。特に，感震ブレーカーといった出火防止対策の普及率向

上による効果を評価できるよう，発火要因を（１）電気器具・電気配線，（２）ガス器具，

（３）石油暖房器具，（４）その他の４つに分類し，それぞれについてモデルを構築した。

上記で開発した出火モデルと地震動指標の距離減衰式を組み合わせることによって，南海

トラフ地震の不確実性を考慮した日本全域での確率論的な出火シミュレーションを行った。

ここでは，地震火災の発生件数に大きく影響する地震の不確実要因として，（１）震源域

とそれが破壊された際の地震の規模，（２）地震の発生季節，（３）地震の発生時間帯，

の３種類の要因を仮定し，各要因のバリエーションの組み合わせからなる合計 72 の地震

シナリオに重み係数を設定することによって，地震火災の発生件数と条件付き超過確率の

関係を表す出火リスクカーブを消防本部の管轄範囲ごとに推定した。その結果，南海トラ

フ地震が発生した際，全国のほとんどの消防本部では，保有するポンプ車の台数を上回る

数の火災が発生する確率は非常に小さく，水道管や防火水槽の耐震化によって地震時にお

いても消防水利を確保することができれば，放任火災の発生を高い確率で防ぐことができ

ることを明らかにした。また，出火防止対策として，感震ブレーカーの普及率が 25%に向

上した場合の評価を行い，出火リスクカーブがどのように変化するのかを確認した。 

 

（３）地震・火山噴火の災害誘因の事前評価手法の高度化 

「強震動評価のための浅部地盤と深部地盤の統合モデル化に関する研究」（拠点間連携

研究［課題番号：2955］）では，2011 年東北地方太平洋沖地震の際に周期１～３秒付近で

大きな地震動が観測された東京湾西岸地域と小田原地域を対象として，１次元浅部深部統

合地盤モデルを構築することを試みた。既存の地下構造情報と地震観測記録を用いて，周

波数 0.5-20Hz の観測増幅特性から，１次元浅部深部統合地盤モデルのＳ波速度構造と減

構造を同定する。まず，Miyakoshi et al.(2019)による関東地域の強震観測点の中小地震

の地震動記録のＳ波部分のスペクトル分離解析による東京湾西岸部の強震観測点（図８）

での周波数 0.5～20Hz の帯域の増幅特性を得た。この解析による増幅特性は，Ｓ波速度

2.5km/s の地震基盤よりも浅い地層による増幅であると解釈されている。次に，J-SHIS な

どから既往の深部 S 波速度構造モデルを収集した。さらに，微動アレイ探査（地元ほか，

2018）や検層による強震観測点直下の浅部 S 波速度構造モデルも得た。これらの既存の地

盤情報を用いて，１次元浅部深部統合地盤の初期モデルを作成した。この初期モデルを参

考にして，１次元重複反射を仮定して，ハイブリッドヒューリステック法(山中， 2007)

による上記の増幅特性の逆解析によって，１次元浅部深部統合地盤モデルのＳ波速度およ

びＱ値を同定した。なお，減衰構造のモデル化には，佐藤・山中（2010）によるバイリニ

ア型のＱ値モデルを仮定した。図８には，東京湾西岸部の UK1222 で得られた１次元浅部

深部統合地盤モデルを示す。比較のために，J-SHIS の深部地盤モデル，J-SHIS と微動ア

レイ探査による初期地盤モデルも示されている。UK1222 の浅部深部統合地盤モデルは，
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J-SHIS モデルよりも-200m 程度の深度のＳ波速度が遅く，地震基盤深度は１km 程度浅くな

っている。図８に示した増幅特性では，得られた浅部深部統合地盤モデルが周波数 0.8Hz

と 3Hz の観測ピークを最も良く説明していることが分かる。このように，１次元浅部深部

統合地盤モデルは，既存モデルよりもより広帯域で地震動を説明可能なモデルとなってい

ることが分かる。図９に，足柄平野中央部(NRD)で得られた１次元浅部深部統合地盤モデ

ルが示されている。図には，J-SHIS による深部地盤モデル，J-SHIS と微動アレイ探査に

よる初期モデル，既存モデル（Tsuno et al.， 2018）も比較されている。NRD の浅部深部

統合地盤モデルは，J-SHIS モデルよりも深さ-100m 程度でＳ波速度が遅く，地震基盤深度

は 400m 程度浅くなっている。図９右に示した観測増幅特性では，得られた浅部深部統合

地盤モデルが周波数 2Hz と 3Hz の観測ピークを最も良く説明している。一方で，1Hz 付近

の観測サイト特性を説明できておらず，初期モデルなどの設定など，モデル化に再検討が

必要であることを示唆している。以上のように，東京湾西部地域と小田原地域での１次元

浅部深部統合地盤モデルを構築することを試み，本研究による 1 次元浅部深部統合地盤モ

デルは，既存の１次元地下構造モデルよりもより広い周波数帯域で地震動特性を説明可能

なモデルとなることを示した。本研究では，2018 年９月に胆振東部地震が発生したこと

を踏まえて，同地震の被災地域において共同微動観測を実施し，同地域の浅部深部統合地

盤モデルを作成するための資料を得た。この地域では，気象庁や防災科研による強震観測

点で震度７の強震記録が本震時に得られている。さらに，高井ほか（2018）によって余震

観測が実施され，中小地震による強震動記録も得られ，堆積層による増幅効果が強震動特

性に及ぼす影響が大きいことも指摘されている。鵡川町地域での強震観測点では微動アレ

イ探査と表面波探査が行われ，図 10 に示すように広い周波数帯域のレイリー波を位相速

度を得ることができた。図には，既存の地盤情報に基づく理論位相速度も示されており，

観測値との矛盾は少ない。今後，これらの結果と強震観測による地震観測記録を合わせて，

上記のような分析を行うことによって，浅部深部統合地盤モデルを推定することを考えて

いる。 

 

（４）地震・火山噴火の災害誘因の即時予測手法の高度化 

「地震時の斜面災害軽減を目的とした地震波動伝播シミュレーションの利活用」（拠点

間連携研究［課題番号：2994］）では，斜面崩壊による地震動の特徴の再現し，これまで

の研究で明らかにした地形に対応した地震動の特徴を明らかにすることを目的に検討を行

った。2017 年５月 19 日に発生した長野県飯山市における斜面崩壊に伴って周囲 50 km 程

度の Hi-net 観測点において地震波が観測された。地震波は，継続時間 100-200 秒で約 3 

km/s の伝播速度を持つ波群に加え，約 6 km/s の伝播速度で上下動成分のみに卓越し立

ち上がりが明瞭な波群から構成された。伝播速度約 3 km/s の波群に対し，振幅を用いた

震源決定法（Kumagai et al., 2010）によって波源を推定したところ，崩壊源から地震波

が放射されたとして矛盾のない結果が得られた。一方，約 6 km/sで伝播する波の初動到達

時刻を読み取り，JMA2001（上野ほか，2002）の P 波速度構造を仮定して震源決定をおこな

ったところ，崩壊源周辺に震源が決まった。このことから，崩壊源周辺においては，継続

時間が長く徐々に震動が大きくなる力源と比較的短い時間の間に大きな震動を作り出す力

源の２種類が存在することが分かった。斜面崩壊による地震動において，短周期地震波の
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初動の読み取りが可能な地震波形記録は稀であり，移動土塊の対岸への衝突など何らかの

斜面現象を反映している可能性がある点でも特筆すべき点である。また，表 1 に示す，地

震動が検知された斜面崩壊の特徴と地震動の特徴（2015/2016 年厚岸町の事例を除く）か

ら，高周波地震波の卓越周波数はおおむね１-10 Hz 程度に分布し崩壊のタイプには大き

く依存しないことがわかった。継続時間もおおむね 30-200 秒程度であり，イベントの長

さを反映しているものと考えられる。周期 10 秒以上の長周期信号は，崩壊域が数百 m 四

方にわたり厚さが 20 m を超えるような大規模な地すべり性崩壊で確認されることが推察

された。さらに，斜面崩壊による地震動の再現の検討において，シミュレーションでは１

Hz 前後の表面波が極めてよく卓越する理由について検討するため，地形にさまざまなロ

ーパスフィルターを施すことで，１Hz 前後の表面波がどの程度卓越するかを調べた。そ

の結果，ある波長よりも短い成分をカットした地形においては１Hz 前後の表面波が生成

されないことが結果となった。このことから，地形の短波長不均質による散乱がこのよう

な表面波を作り出し，この効果は地表震源の場合に特に強調されることが分かった。 

 

（５）地震・火山噴火の災害軽減のための情報の高度化 

「建物個別の応答予測と揺れ継続時間のリアルタイム情報配信」（拠点間連携研究［課

題番号：2958］）では，利用者が多い大規模な建物や災害拠点となる施設を対象として，

固有周期や立地条件が異なる個別の建物の，（A）建物入力地震動のリアルタイム分類，（B）

揺れ継続時間の予測，に取り組んだ。まず，東京大学地震研究所が公開している即時に地

震の位置・規模・メカニズムを決定するシステム（GRiD MT，主開発者：鶴岡弘）を利用し，

地震発生直後に災害拠点などで震源情報を有効利用する方法について議論した。図 11 は

2018 年に発生したモニタリング領域内で発生した地震に対して，GRiD MT により決定され

た震源メカニズム解を示している。GRiD MT は，20〜50 秒の長周期波動場をリアルタイム

にモニタリングすることにより，震源情報を必要とせず地震発生後ほぼ 3 分で震源位置・

モーメントマグニチュード・震源メカニズムを同時に決定するシステムである。震源位置

やそのメカニズムは直接には建物の被害把握などに用いることはできないが，地域全体の

災害拠点となる建物においては，中長期的に避難準備や避難継続の判断，あるいは地域レ

ベルでの復興支援体制の構築を考えるうえで，震源に関する情報を随時提供することは有

意義と考えられる。震源情報については気象庁より地震後に発表があるが本震や大きな余

震にとどまるため，より詳細な情報が提供された場合の利用法について，検討を続ける。

また GRiD MT が持つ即時計算処理能力を用いた新たな防災情報の提供についても議論した。

一方，揺れ継続時間の予測：建物利用者の心理的不安軽減を図るおよび地震収束後の復

旧・退避行動の迅速化には，揺れの大小のみならず，揺れ継続時間の情報が必要である。

国立研究法人建築研究所に依頼して，地震計を設置している建物の建物応答観測記録およ

び観測地点の詳細な地盤情報の提供を受けた。次に，震源特性・震源距離・地盤特性，を

パラメータとした，敷地地盤の影響等を含む建物の振動特性を考慮した揺れ継続時間を分

析した。能島 (2015)の既往研究を参考に，累積パワーが 95%となる区間を揺れ継続時間

と定義し（図 12 参照），建物内で得られた観測記録の揺れ継続時間を求めた。図 13 は 398

地震の観測記録に対して，建物の基礎および上部階で得られた揺れ継続時間を示している。

縦軸は揺れ継続時間（秒）の対数表記，横軸は地震のマグニチュードを示している。ばら
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つきはかなり大きいが，マグニチュードが大きくなるにつれて揺れ継続時間の中央値は大

きくなる。また，建物の上部階の方が，基礎よりも継続時間が長くなる傾向が見られる。

建物の高さや地盤条件に対しても揺れ継続時間との相関性が一部確認されているが，理論

的解釈が成立するかも含めて，今後詳細について慎重に検討を進める予定である。 

 

これまでの課題と今後の展望 

 これまでの地震・火山観測研究計画では，地震や火山噴火の発生の予測を最大の目標と

し，それにより地震や火山噴火による災害の軽減を目指してきたが，災害の軽減への貢献

が限定的であることから，現行計画では，地震・火山噴火災害をもたらす誘因の予測研究

を新たに組織的・体系的に進める方針に転換した。そのため，地震学や火山学を中核とし

つつも，災害や防災に関連する理学，工学，人文・社会科学などの分野の研究者が参加し

て，協働して推進することになり，主に全国の工学，人文・社会科学の分野の研究者が拠

点間連携共同研究を推進してきた。 

 拠点間連携共同研究の参加者募集型研究は，「巨大地震のリスク評価の精度向上に関す

る新パラダイムの構築」を主要テーマとして推進し，総括研究において震源から被害予測

及びその伝達までを一貫して行い，総括研究で出た課題などを特定分科研究において掘り

下げその成果を総括研究にフィードバックするとともにさらに総括研究で新たに出た課題

を掘り下げる，という循環により研究の高度化を行ってきた。 

 今後は，参加者募集型研究を総括研究・特定分科研究として推進するとともに，課題募

集型研究で提案された課題による成果などを取り込む枠組みを構築しつつ，両者を並行し

て行うことで，災害の軽減に貢献するための研究を継続して行う。そのためには，実際に

被害を受ける構造物や社会システムに直接携わっている工学，人文・社会科学の分野が理

学分野の成果を咀嚼して活用出来るような体制を整える必要がある。つまり，観測計画に

おいて，これまでの理学的な観測網の維持だけではなく，工学，人文・社会科学に必要な

観測計画の立案が必要になると思われる。 
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図１．評価結果のばらつきを容易に理解することが可能な表示システムの表示例（拠点間

連携共同研究［課題番号：2975，2951］） 

左上：最大地表速度が150cm/sを超える回数の度数分布表示例：高知県全域（モンテカルロ

シミュレーション全体:10,000回） 
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右上：震源モデルと強震動予測モデルの組み合わせた地表の揺れ表示例：高知県全域 

左下：地表最大速度が150cm/sを超える回数の度数分布表示例：高知県庁付近（モンテカル

ロシミュレーション全体:10,000回） 

右下：建物倒壊率が30％を超える回数の度数分布表示例：高知県庁付近（モンテカルロシ

ミュレーション全体:10,000回） 

 

 

図２．地盤増幅率と周期比の関係（拠点間連携共同研究［課題番号：2990］） 

左：非液状化解析 

右：液状化解析 

 

 

 

 

図３．幅率と周期比の関係（拠点間連携共同研究［課題番号：2990］） 

左：PLで分類した結果 

右：LRIで分類した結果 
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図４．南国市における建物（住宅）残存率（拠点間連携共同研究［課題番号：2952］） 

 

 

 

 

図５．将来時点での築年数ごとの木造戸建住宅の棟数予測（拠点間連携共同研究［課題番

号：2952］） 

 

 

図６．1896年陸羽地震の強震動シミュレーションによる最大速度分布（EW成分）（拠点間

連携共同研究［課題番号：2953］） 

左：1896年陸羽地震の震源断層と計算領域（赤枠）の関係 

中：J-SHIS深部地盤構造モデルによる結果 

右：本研究の推定地盤構造モデルによる結果 
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図７．古民家の変位－荷重関係の再現解析結果（拠点間連携共同研究［課題番号：2954］） 

橙線（EXP）は実験結果、青線（SNAP）は構造解析用ソフト SNAP による解析結果。 

左：X2-Y1 位置 

右：X10-Y1 位置 

 

 

 

 

図８．東京湾西岸部(UK1222)の1次元浅部深部統合地盤モデルとサイト特性の比較（拠点間

連携共同研究［課題番号：2955］） 

左：観測点位置 

中：１次元浅部深部統合地盤モデル 

右：地盤増幅特性 
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図９．足柄平野(NRD)の１次元浅部深部統合地盤モデルとサイト特性の比較（拠点間連携共

同研究［課題番号：2955］） 

左：１次元浅部深部統合地盤モデル 

右：地盤増幅特性 

 

 

 

 

 

図10．HKD126（K-NET鵡川）での微動および表面波探査の結果（拠点間連携共同研究［課題

番号：2955］） 

左：推定されたレイリー波位相速度 

右：観測点位置 

 



- 352 - 
 

 

 

図11．GRiD MTにより決定された震源メカニズム解（拠点間連携共同研究［課題番号：2958］） 
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図12．揺れ継続時間の定義（拠点間連携共同研究［課題番号：2958］） 

 

 

図13．揺れ継続時間とマグニチュードの関係（拠点間連携共同研究［課題番号：2958］） 

 

 

表１．崩壊とそれに伴う地震動の特徴（拠点間連携共同研究［課題番号：2994］） 
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